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表紙に使われている3枚のイチョウのロゴテ'ザインは、

設立ぅo周年を記念して、

東京大学大学院総合文化研究科・教養学部の新たなシンボルとして策定された。

東京大学のシンボルであるイチョウの葉を3枚重ねることにより、

学部前期(教養)・後期・大学院の三層にわたる教育の融合と、

世界と未来に向けた学問と人の限りない交流と倉Ij遣をイメージしている。

制作は、働禅石塚静夫氏。



表紙について

矢内原忠雄コレクシヨン(東京大学駒場博物館蔵)

南洋群島収集資料

東京大学教養学部の初代学部長(1949-19うJ)であり、後に総

長にもなった矢内原忠雄(1893-196J)によって収集された資料

である。東京大学教養学部には故矢内原恵子夫人より 1967年に寄

贈された。

東京大学駒場博物館には、「矢内原コレクション」として南洋群

島および台湾に関する約100件の資料が現存している。内容は大き

く3種類に分けられる。珊瑚・貝・虫・鉱物などの自然標本資料、

土器・石器・木器などの民族資料、そして表紙写真に示したような

手工芸(観光客向けの土産)産業資料である。

植民地経済の専門家であった矢内原は、戦前の各植民地に直接赴

いて現地調査を行い、その成果として『帝国統治下の台湾J(1929)・

r南洋群島の研究J(1935)など、多数の著書を残している。南洋群

島には、 1933年と 1934年の2回にわたって現地調査を行っており、

当館所蔵の資料はこの際に収集されたと考えられる。

2009年春、東京大学駒場博物館を会場に特別展「東京大学教養

学部創立60周年記念 矢内原忠雄と教養学部ー」が開催された。

展覧会は、第一部「矢内原忠雄の人と信仰」、第二部「矢内原忠雄

の学問」、第三部「教養学部の出発」の三部構成で行われた。表紙

写真の資料は、第二部の「南洋群島研究」紹介のコーナーで出陳さ

れたものである。
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持続可能な開発研究という部門(センター)を新設するものである。

第41こ、東京大学リベラルアーツ・プログラム(南京)を立ち上げた。これは従来、東アジア

リベラルアーツ・イニシアテイプ (EALAI)の下で進めてきた南京大学における表象文化論集

中講義制度を、 EAWから独立させるとともに、文理融合の新しい教育コンテンツを提供する

形に発展させたものである。このプログラムは多方面からの外部資金を受けて、南京大学構内

に置かれている東京大学リベラルアーツ南京交流中心を活用して実施する計画である。

東大駒場の国際化という大きな課題については、意外な展開を見せている。それは大学の国

際化拠点事業(いわゆるグローパル30) に東京大学の計画も選ばれて、教養学部が英語による

授業だけを履修して卒業できる学部教育課程を立ち上げることになったためである。大学院レ

ベルの国際化は従来から漸進的に実現してきたが、英語のみで卒業が可能な4年一貫コースは東

京大学として初めての試みである。教職員の負担をなるべく増やさずに、今まで東京大学が行

ってきた学部教育の水準を維持することはたやすいことではないが、全学的な支援の下で知恵

を絞って国際標準に照らしても遜色ないプログラムを策定するべく、多数の教職員が日夜奮闘

しているところである O これに関連して、駒場インターナショナル・オフィスの新設や三鷹国

際学生宿舎の充実も検討されている。また、国際研究型大学連合 (IARU) による学部課程のグ

ローパル・サマープログラム (GSP) に、工学部に続いて、教養学部も2010年から参画するこ

とになった。

最後になるが、 2009年秋、事務部を中心に進めてきた業務改善が本部で顕彰されたことを特

記しておきたい。本部事務系のプロジェクトが大多数を占める中で、図書課からでたものが総

長賞を、総務課からでたものが理事賞を獲得するというダブル受賞となったことは大変に喜ば

しい。学生や教員の数が多い割には少ないスタッフで業務をこなしている事務部が、このよう

に積極的に知恵を出していることは東大駒場の活力に大いに貢献している。今後とも、東大の

なかで一番明るい事務であるという評判を守仏教職員が一体になって、より良い駒場をめざ

すような業務環境を維持していきたい。

(研究科長・学部長山影進)
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2 運営諮問委員会(第3期第 1回会議)

第3期運営諮問会議第2回会議は、平成21年 (2009年)9月24日(木曜日)の午前10時から12

時にアドミニストレーション棟大会議室で、全諮問委員出席のうえ開催された。諮問委員は以

下の通りである。

川本陪嗣委員(大手前大学学長)議長

石井紫郎委員(学術振興会相談役)

小倉和夫委員(国際交流基金理事長)

北津宏一委員(JST理事長)

小泉英明委員(目立製作所フエロー)

室伏きみ子委員(お茶の水女子大学教授)

諮問事項は「教養学部の後期課程教育について」であり、山影進研究科長の趣旨説明、佐藤

紀志雄事務部長の配布資料の説明の後、後期課程改革およびグローパル30プログラムについて

の諮問が行われた。松原宏後期運営委員会委員長の概要説明に続いて、 3つの新学科についてそ

れぞれの検討ワーキンググループの責任者(文系新学科:内田隆三教授、分離融合新学科:嶋

田正和教授、理系新学科:高塚和夫教授)から内容説明があり、その後、諮問委員からの質問

や意見の表明が行われた。その概要は以下の通りである。

〈後期課程改革〉

質問:文系新学科において、教養学部の伝統的・歴史的な言語教育と地域研究の流れが残っ

ているが、将来的には課題別の環境、福祉、平和、ジェンダ一等のジャンルごとにす

る方向へ変えていくことができないか。

回答:現在も常にジャンルや課題に焦点、を置いている面もあり、こうしたジャンルを先鋭化

してどう取り組んでいくかを今後議論したい。

質問:学際性・横断性を進めるには既存の分野を壊してしまい、課題解決型にした方が良い。

また、学科・学部という組�の ﾉ 梟 劒 q W � �
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くものと予想される。これは非常に大きな成果といってよいだろう。

もっとも、本会議にはいくつかの間題があったことも否めない。まず、この会議は各国の文

化的伝統を尊重しながら東アジアにおける共通基盤を認識し、新しい文化を創生していくとい

う目的から、会議は日本語、中国語、韓国語、ベトナム語の4言語で行い、各言語に同時通訳を

つけることを原則としている。しかし、今回は総長の基調講演は各国語で行われ、また通訳も

用意されていたものの、初日の教養教育ワークショップの多くの発表および2日目午後のパネル

セッションのすべての発表が英語で行われ、あたかも英語が使用言語であるかのような印象を

受けた。また、一昨年、昨年と行われた学生によるパネルセッションも結局開催されず、学生

交流の機会が失われてしまったことも残念である。このような欠点は来年のハノイ会議では修

正されることを望みたい。

最後になってしまったが、昨年の引き続き今回のソウルでの会議の参加に関しては大和証券

から多大なご支援をいただいた。ここに深く感謝申し上げたい。

(清水剛)
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4 駒場における教養教育開発の推進

世界のトップ大学は、現在CTL(Center for Teaching and Learning)の拡充に力を注いで、い

る。これは、教員のための教育支援と、 学生のための学習支援の双方を含めた活動を行う組織

で、ファカルティ・デイベロ ップメントから学習相談までを視野に入れ、それぞれの大学の特

色を活かした幅広い活動を行っている。東京大学の前期課程 (教養教育)でこの機能を担うの

は、 「教養教育開発機構」である。世界のト ップ大学のCTLと連携を深めつつ、最先端の教育モ

デルの開発から学生の「学習コミュニティ形成」支援まで含め、東京大学のみならず全国の大

学の教育モデルの開拓に努めている。

教養教育開発機構の今年度の主たる活動は、以下の通りである。

(1)理科生のためのアカデミ ック・ライテイング・コース (ALESS)

(2) PISA対応の討議力養成プログラムの開発 (教育GP)

(3)最新のICTを用いた新しい教育モデルの実践 (現代GP)

(4) NEDO新環境エネルギー科学創成特別部門 (NEDO特別部門)

(5) r教養教育への囲碁の活用」事業の推進

(6)初年次教育への 「食」の導入

(7)学部初年次教育プログラム拡充のための取組み

これら以外にも、教養教育開発機構は、

(8)学術備隊講義の実施

(9)駒場アクティブラーニングスタ ジオ (KALS)

(10) r高校生のための金曜特別講座」などによる高大連携の推進

(11)駒場博物館 (美術博物館 ・自然科学博物館)を通した教養教育の発信

(12)初年次活動センター

にも深く関わっているが、 (8)- (12)については、本章のそれぞれの記事を参照されたい。

1.理科生のためのアカデミック ・ライ ティング ・コース(ALESS)

2008年4月、東京大学教養学部は、理科生(理科 I.II.m類)1年生全員が夏学期か冬学期

のどちらかのl学期履修しなければならない必修授業としてALESSプログラムを 開講した。

ALESSはAcriveLearning of English for Science Srudenrsの略。授業はすべてネイティヴ ・スピー

カーが担当する少人数クラス(1クラス 15名程度)で、独自に開発されたカリキュラムにしたが

って、プログラム ・マネー ジング ・ディレクターのコーディネーションの下で運営される。同

ディレクタ ーはまた、一方で、駒場の英語部会、他方で本郷諸学部と駒場の理工系教員からなる

ALESS連携協議会との連絡を密にすることで、駒場の英語教育のなかでのプログラムの位置づ

けを明確にし、理工系の専門的立場からのカリキュラム内容についての具体的なアドバイスを

受ける体制になっている。計10名の特任教員による教員体制をとっている。

「読む」近代化から「書く 」グローパル化へ

欧米に追いつき追い越すことを目標に掲げた近代化が終駕を迎えた今日、もはや科学技術は

海外から学びとるものではなくなった。科学技術はグローパルな地平において共に創出し共に

享受すべきものとなったのである。近代化からグローパル化という大きな時代の変化に即応し

て、英語という外国語学習の役割と形態もまた変わらざるを得ない。近代化においては海外の

知見をいち早く 学びとることが重要で、そのために「読解 ・翻訳」という受動的な能力の養成

に焦点が当たっていた。今日のグローパル化に際しては、しかし、世界の人々と共に議論し世

界の人々に創見を説くことが求められ、そのためには 「書く ・話す」という能動的 (アクティ
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ヴ)な能力のj函養が必要となる。

「コミュニケーション」と「英作文」から「アクティヴ・ラ一二ンクJヘ
能動的「書く・話す」英語能力といっても、和文英訳を主とした「英作文」では用を足さず、

「コミュニケーション」も日常会話程度では意味がない。「英作文」に代わって求められるのは、

理工系科学論文作成法の基礎(分析的思考と論理的表現)をシステマティックに形式化し (iア

カデミック・ライテインク，J)、その形式を、実際に英語を書きながら学ぶことなのである。単

なる「コミュニケーション」に代わって必要とされるのは、発言の論理的構築性であり議論に

際しての対等の倫理観である。 ALESSプログラムは、これらすべての要請を、少人数クラスと

いう形で実現した。

理系分野のニーズの緊急性と全学的理解

対象学生を理科生に限定したのは、 ALESSプログラムの計画段階で実施したパイロット授業

において、理科生が「アカデミック・ライテイング」にとりわけ強い興味とモテイヴェイショ

ンを示したことによる。これはすなわち、理系分野において英語のライテイング・スキルが如

何に必要とされているかを如実に物語るものであり、どちらかと言えば文系よりも喫緊の程度

が高いと判断されたのである。

このような経緯を経て、教養学部は、 ALESSプログラム実施に向けて、全学的理解を得る努

力を時間をかけて行った。その結果、幸い、総長室および理系諸学部の絶大なる支援のもと、

学内概算を通じて予算措置を認められるところとなり、平成20年4月よりALESSプログラムを開

設する運びとなった 3

以下、 ALESSプログラムの具体的な内容について記すこととするこ

達成目標

l学期間のALESSプログラムを履修した学生には以下のことが期待されている。

・書き言葉としての英語のアカデミック・ライテイングの主要な特性を理解すること。そこ

には明確な目的意識、フォーマルな言語の使用、引用や言及の方法も含まれる。

-科学論文のレトリックと論理的構造を理解すること。

・アカデミック・ライテイングにおけるパラグラフの構造と役割を理解すること。

-各自が以下のスキルを身につけるないしはすでにあるスキルを上達させること。書き言葉

としての英語テクストのフォーマットの方法、フォーマルな書き言葉としての英語の文法、

科学的な語棄とその使用法。

-自分で立案した研究プロジ、ェクトに基づく短い英語の科学論文を執筆すること O

-自分の研究論文について、う分間の口頭発表をする準備をして実施すること。

授業の概要

ステップ1:学術・理系英語の基礎を学ぶ。

ステップ2:クラス内の討議などを通して研究プロジェクトを立案する。

ステップ3:6-8パラグラフで科学論文を書く。

-自ら考案した実験ないしは観察を、パラグラフを書く訓練と同時進行で数週間にわたって

行う。各パラグラフはピアレビュー(相互添削)などを通じて推戴する習慣を身につける0

. Backgroundのパラグラフ

. Methodsのパラグラフ

. Resultsのパラグラフ

• Discussionのノfラグラフ

. lntroduction (Abstract) と結論部のパラグラフ

・最終版の準備(数値や図表、引用などを含む)

ステップ4:口頭発表のための準備とその実施
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ファカルティ・テ‘イヴェロ ップメント

ALESSプログラムを学生にとって常に新鮮かつ意義深いものにするために、毎週開かれる教

員ミ ーテイングでカ リキュラム改訂や刷新に関する話し合いや計画が行われる。ミーテイング

の焦点のひとつに、カリキュラム中の科学に関連する部分 (特に学生がよりよい研究プロジェ

クトを考案、実施するための教育技法)の改良があげられる。ALESSカリキュラムにおけるい

くつかの重要課題をより深く追求するため、各学期末に教員ワークショップを開催している。

ライテインク・センター

ALESSプログラムと同時に、小規模なライテ イング ・セ ンターも設置され、大学院言語情報

科学専攻に開設されたデイプロマ ・コースにおいて、アカデミ ック ・ライテ イング教授法の理

論と実践の特別な訓練を受けた常駐TA(fティ ーチング ・アシスタントJ)による個別支援体制

を整えてもいる。実験の立案と分析について、理系の大学院生による相談会も実施されている。

「アクティヴ・ラーニンクJのさらなる展開に向けて

今回のALESSプログラム開設によって、東京大学の駒場の英語教育が万全のものになったと

考えているわけで、はない。「アクティヴ」をキーワー ドにしたカリキュラム改革、あるいは「ア

クテイヴ、」であるために必須といえる英語各授業の少人数化はようやくその端緒に着いたとい

うのが正しい現状認識であろう 。さらにどこまで英語教育を「アクティヴ」なものへと変えて

いけるかが問われているのである。

いま現在、議論の組上にあがっているプロジェクトとして、英語に限らず他の諸外国語や日

本語を含む「書く」能力を養成するための文科生のためのプログラムの開設や、 ALESSに限ら

ず広く教育支援を行うためにライテイング・センターの拡充がある。

2. PISA対応の討議力養成プログラムの開発(教育GP)

2008年9月、文部科学省の補助事業「質の高い大学教育推進プログラム (教育GP)Jに、本学

の fpISA対応の討議力養成プログラムの開発」が採択さ れた。これは、同省が設定した課題の

うち、 「教育方法の工夫改善を主とする取組」として選定されたものである。

本取組は、他者と討論する力(討議力)を教養学部前期謀程の学生に養成することを目的と

する。OECDがPISA(学習到達度調査)やDeSeCo(コンピテ ンシーの定義と選択)プロジ、ェク

トを通じて示したように、国際化や高度情報化が進行した現代社会においては、単に知識を身

に付けるだけでなく、それを能動的に用い、他者とコミュニケーションをとるといった能力が

重要となる。 しかし、 2008年3月に教養学部が実施した、教養謀程を修了した学生に対する 「教

養教育の達成度についての調査」において、 「他者と討論する力」が 「身についた」と答えた学

生の割合は、「学問的知識J f論理的 ・分析的に考えるカ」などの他のコンピテン シーに比べ著

しく低かった。

討議力は知識・論理・表現などの能力の総体であって自然に身につくものではなく、多くの

大学教員がその養成のためのスキルを持たないのが現状である。本取組では、学生の討議力を

養成するための手法を、既存の授業に組み込めるモジュールのかたちで開発し、平成21年には

文系、平成22年には文理それぞれの各分野で、実際にそのモジュールを埋め込んだ授業を展開

する。これによ って討議力を備えた「市民的エリート」たる人材養成機能の強化を図ることを

目指している。この目的に沿って、 指導方法やカリキュラムの問題点を洗い出し、ファカルテ

イデイベロップメントの手法によるスキルや経験の共有、海外の先進的な教育機関における実

践的研修等を行う 。

本年度は、文系の授業で討議力養成モジュールを展開し、授業の手法や効果に関する情報の

共有を通じたファカルティデイベロップメントを実施した。主な活動は以下の通りである。
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(I)移動の容易な椅子 ・机、組み合わせ式小型ホワイトボード、パーソナルレスポンスシス

テム (PRS)など、授業内でのデイスカッションを容易にするための機器を備えたl号館

ALESSライティング・セン合一

ALESS実験相談会 (2009年10月)

討議力養成プログラム周教室 (コの字型レイ
アウト)



シンポジウム「ジェネリ ック ・スキルとして

の討E華1JJ J~ネルディスカ y ション

1 2009年度における大学院総合文化研究科教聾宇都

l回西側6教室で、基礎演習や語学、全学ゼミなど、討論を取り入れた授業を開講した。

(2)基礎演習や語学、全学ゼミなどの授業において、さまざまなタイプのグループ・ディス

カッションなどのモジ‘ュールを実施した。また、講義形式の授業の一部でも、グループ ・

デイスカッションやロール ・プレイング、学生による発表等を取り入れた。

(3)上記の授業について、授業見学を実施した。

(4)学生や教員を対象に、啓発用の冊子やDVDを作成した。

(5)授業内での討論の推進に関して先駆的な取組を行っているカリフォルニア州主要3大学(ス

タンフォ ード大、カリフォルニア大バークレー校、南カリフ ォルニア大)に教員を派遣

し、学生に対する働きかけやファカルテイデイベロップメントの実施状況を視察した。

(6) 11月13日に、シンポジウム「ジェネリック・スキルとしての討議力一主体的な学びの作

法一」を開催した。米国の トップ大学における教育への取り組みを紹介しつつ、前期謀

程のカリキュラムにおいて、学生の主体的な授業への参加を促し、汎用的なスキルを身

につけていけるような教育を実施するためには何が必要かを検討した。

3.最新のICTを用いた新しい教育モデルの実践(現代GP)

2007年7月、文部科学省補助事業「現代的教育ニーズ取組支援プログラム(現代GP)Jに、本

学の iICTを活用した新たな教養教育の実現ーアクテイブラ ーニングの深化による国際標準の

授業モテ'ル構築ー」が採択された。これは、文部科学省が設定した6つの課題のうちの「教育効

果向上のためのICT活用教育の推進」のlつとして採択されたものである。教養学部、大学院情

報学環、大学総合教育研究センタ ーの連携によって2007年10月より2年半にわたって推進した。

本取組の目的は、 TablecPC等のICTを活用する能動的かっ高次な学習活動「アクテイプラ ー

ニング」を導入した教養教育の授業モデルの構築を行うことにある。アクテイブラ ーニング、

すなわち、学生が能動的に、インプットした情報の分析や統合を行い、成果をアウトプッ トす

るような学習活動を通して、複雑な人間活動と多様な情報が氾濫する現代社会に通用する国際

的な知識や能力を身につけることをねらいとしている。具体的な取組内容としては、駒場アク

ティブラーニング・スタジオ (KALS)を中心に、文系 ・理系 ・語学の3領域でICT活用アクテ

イブラーニング型授業を開発、実施し、その効果を評価 した。

本年度の活動を以下に述べる。

(l)テレビ会議システム、教材配信などの行えるWEBサーバーを整備し、 KALSにおけるICT

基盤を拡充した。

(2)基礎演習、英語E列、全学自由研究ゼミナール、方法基礎などのKALSで実施された授業

において、ノ ー トPC、電子黒板、 PRS(Personal Response Sysrem)といったICTや、ミ

ニホワイトボー ド、まがた まテーブル等フ レキシブルな教室環境の活用を支援した。ま

た利用者へのアンケート調査を通して、それらの活用の効果や謀題を検討した。

(3) 8月に、これまでの現代GPでの取組の成果を学外へと展開する、 KALSサマーインステイ

チュートと題したワ ークショ ップ型イベン トを実施した。アクテイブラーニングにおけ

るICT活用に関するミニレクチャーの後、参加者がグループでICT活用アクティブラーニ

ング型授業の設計を行い、 相互に意見交換を行った。

また、 2月17日には、シンポジウム「大学 ・アクテイブラーニング ・社会」 を開催し、豊田義

博氏 (リクルート ・ワークス研究所)、吉見俊哉氏(東京大学情報学環教授)、 中原淳氏(大学

総合教育研究センター)からそれぞれ講演をいただき、続いてKALSを利用する教員を加えてパ

ネルデイスカッションを実施した。これを通して、 これから大学教育が育てようとする学生像

と、現在の日本社会で働く若者の姿を併置させた上で、大学教育が目指すもの、さらに、そこ

でのアクティブラーニ ングが持つ可能性について議論した。
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4. NEDO新環境エネルギー科学創成特別部門 (NEDO特別部門)

2007年6月1日に、教養教育開発機構に設置された rNEDO新環境エネルギー科学創成特別部

門(以下、 NEDO特別部門)Jでは、先端科学技術研究センタ一、生産技術研究所と連携しなが

ら、東大の文理一体教育が可能にする環境・エネルギーに関する教養教育カリキュラムとして、

以下を実施している。

(a)エネルギ一環境に関わる学際的・総合的な教育カリキュラムの設計。

(b)現場に根差した教育プログラムの実施。環境エネルギー問題に取り組む国際的なネット

ワーク形成。

(c)異分野融合の人的ネットワークの構築と教育実施・支援体制の整備。

(d)新たな環境エネルギー教育に関する教材作成・情報発信。

(a)学際的・総合的な環境教育:講義(総合科目・テーマ講義)の実施

環境・エネルギー問題の解決に必要な分野横断的・学際的な総合力をつけるために、各課題

の現実や問題解決に依拠しながら、既存のデイシプリンを生かす方法を学習する講義として総

合科目とテーマ講義を開講した(総合科目は2008年度より Iつ増やした)。総合科目は体系的な

学習にポイントを置き、テーマ講義では現実の問題解決にどのような研究成果が活用されてい

るのかを知ることにポイントを置いた。

夏学期

[総合科目]人間・環境一般(環境エネルギー科学基礎概論) 飯田誠

[総合科目]地球環境論(環境問題と社会の仕組み) 丸山康司

[テーマ講義]環境・エネルギー問題解決へのピジョン~その現状と対策 山本光夫

技術の将来性~

冬学期

[総合科目]環境・エネルギー工学(環境エネルギー問題解決への工学的 山本光夫

実践)

[テーマ講義]再生可能エネルギーと社会 丸山・飯田

(b)現場に根差したプログラム全学自由研究ゼミナール・全学体験ゼミナールの実施

少人数での全学自由研究ゼミナールでは、特に受講者が現在進行中の問題への対処を身近に

捉え、自ら読み解いていくことを主眼としている。テーマは大学キャンパスにおける環境対策

などの身近な問題から、再生可能エネルギーや海洋環境対策の技術的・社会的側面、地球環境

問題の国際政治と圏内の政策決定の力学まで、幅広い分野を網羅している。「全学体験ゼミナー

ル」では、実際の環境・エネルギー問題解決に取り組む現場に赴いて、現状を自分で確かめ、

机上で得られる情報の信頼性や根拠を適切に判断することの重要性を学ぶことを大きな目的と

した。その中でも北海道増毛町で開講した rr海の森』再生の最前線を体験する」と青森県鯵ヶ

沢町で開講した「地域再生とエネルギー」では、それぞれ2泊3日の現地実習を行った。

全学自由研究ゼミナール:夏学期

地球温暖化と経済学 山口光恒

環境の世紀15 -地球と水~ 瀬川浩司

小型風力発電を通じて環境エネルギーを考える 2 飯田誠

環境エネルギーゲーミング 飯田・丸山

全学自由研究ゼミナール:冬学期

地球温環境問題の科学と政治 米本昌平

地球温暖化と経済学 山口光恒

「エコ」をシステムで考える 山本光夫

環境問題の情報収集 丸山・飯田・山本

全学体験ゼミナール:夏学期

サステイナプルなキャンパスを構想する 丸山康司
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工コトークショ (第1回)の模様

1 2009~'1l!'における大学院総合文化研究科ー教聾学部

「海の森」再生の最前線を体験する

全学体験ゼミナール:冬学期

地域再生とエネルギー

(c)エネルギー環境教育支援ネ ットワーク

山本 ・(飯田 ・丸山)

丸山-飯田

環境・エネルギー問題に取り組む国際的なネットワークを形成するとともに、国際社会の取

組みに関する最新動向を直接的かっ即時的に把握し、教育・ 研究活動に組み入れていく ことを

目的として、所属教員が多くの国際会議に参加した。国内についても、シンポジウムや留学生

向けセミナーにおける講演、学会における研究発表、新聞等への寄稿などにより、授業の展開

や)(d)の情報発信活動と密接に連携しながら、人的ネットワークの構築や交流に努めている。

また、中国科学技術大学との教育交流も実施した (※3月実施予定)。

(d)教材開発/情報発信

環境・エネルギー問題に対する関心を学内外に広げることと、人的ネットワークを構築する

ことを目的として、 ir環境エネルギー講座』・『エコトークショー』の開催J iシンポジウムの開

催J i授業のビデオアーカイブ化とその利用J i環境エネルギービデオ番組の作製J (環境 ・エネ

ルギーの話題をインタビュー形式で解説)、そして「メールマガジンの配信とブログ開設」を行

っている。今年度の新しい取り組みとしては、特に「エコ トークショーの開催」と「メ ールマ

ガジンの配信とブロクー開設」を行った。

このうちエコトークショーについては、授業や上記「新環境エネルギー講座」において、研

究者や政策立案者などの話を聞く機会は比較的多くあるという教養学部の実状が実施背景にあ

った。社会的に環境活動に取り組んで、いる文化人やアーテイストの方を招き、意識啓発ととも

に学生とのコミュニケーションの場を増やすことを目的として、 6回にわたってト ークショ ーを

開催した。

開催日 ゲスト

第l回 2009年 4月16日 LiLiCo氏 (映画コメンテーター)

第2回 2009年 6月12日 大谷 映芳氏 (NPO法人理事長 ・登山家)

第3回 2009年 7月 9日 風間深志氏 (冒険家)

第4回 2009年10月23日
丸山 晴美氏(節約ア ドバイザ一、ファイナンシャルア ドパ

イザー)

第5回 2009年11月 9日 ゃまだ ひさし氏(ラジオDJ、ナレーター)

第6回 2010年 1月27日 有森裕子氏(オ リンピック2大会連続メダリスト)

以上のようにNEDO特別部門設置3年目の今年度は、これまでの活動内容を更に充実・発展さ

せることができた。授業の受講者へのアンケー トではいずれの科目も高い評価 を得ているほか、

受講者数についても毎年増加していることが示されている。またエコトークショ ーなども好評

を博しており、 NEDO特別部門は、当初の事業計画通り、あるいはそれ以上の成果を収めるに

至っている。

5. r教養教育への囲碁の活用」事業の推進

2006年10月に教養教育開発機構内に設立された「教養教育への囲碁の活用 (日本棋院 ・白能

研)寄付研究部門」は、日本の伝統文化であり、創造性や集中力などを高める効果がある とい

われる囲碁を教育ツール (手段)として利用 し、教養教育に活用する方策を研究、実践する こ

とを目 的とした部門である。2009年9月の設立期限を迎え、最大の成果と して、全学体験ゼ ミナ

ールを通して、短期間で19路盤での終局理解を達成する「東大式囲碁入門法」を確立させた。

このことにより、短期間で囲碁を習得することの教育効果測定や、囲碁入門法 ・指導法を通し

た国内外への社会発信、短時間での囲碁入門を核とした体験型イベント開催などの多様な研究・
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教育活動を展開させることが可能となった。最終年度である2009年度は以下のような教育 ・研

究活動をおこなった。

(1)全学体験ゼミナール「閉碁で養う考える力」

教養学部の正規授業として、 全学体験ゼミナール 「囲碁で養う考える力J (担当 :玉井哲雄教

授、兵頭俊夫教授)を従来からの継続で開講した (2009年度夏学期・冬学期、それぞれ定員36

名)。プロ棋士である石倉昇九段 (特任教授)、黒瀧正憲七段 (特任講師)、 梅沢由香里女流棋聖

(特任准教授)の3名を講師として、囲碁を全く 知らない学生に19路盤での対局ができる実力を

身につけさせることを目標とした。本授業では、「石埋め碁」でルールを習得し、「決め打ち碁」

によって特に囲碁の布石や序盤から中盤までの考え方と実例を学び、「囲碁の心得」によ って囲

碁の基本的考え方を言葉から学ぶという 3つの特徴をもった東大式囲碁入門法を実践した。本寄

付研究部門が終了した2009年10月以降 (2009年冬学期) も教養教育開発機構開発部門の事業と

してこのゼミナールを開講した。

(2)囲碁の教育効果の脳科学的、心理学的研究

囲碁習得による教育効果を科学的に測定する研究を昨年度より継続して実施した。短期的囲

碁習得の前後では小学生および大学生を対象とした認知機能測定において、有意な変化はみら

れなかったが、囲碁アマチュア高段者と初心者においては、前頭前野部位の脳活動、お よび行

動基盤となる気質に差がみられた。アマチュア高段者群は囲碁初心者群と比較して、報酬の不

在が予測される場合でも行動を抑制させる傾向が低いことがあきらかとなった。このことから、

長期に渡る囲碁経験と意志決定の傾向には関連があると考えられた。

(3)囲碁の魅力や教育効果、囲碁習得法の情報発信

東大式囲碁入門法を中心とした本寄付研究部門の成果や、囲碁の魅力を広く社会へ還元する

ことを目的として、 2009年8月22-23日に駒場コミュニケー ションプラザを会場として「東大

囲碁フェステイパル」を開催した。三年間の活動報告および展示、東京大学でおこなわれてい

る授業を中心とした囲碁体験入門、囲碁の歴史や魅力、効用、国際的状況やコンピュータ ープ

ログラムの状況に関する講演などから構成された総合的なイ ベン トとなり、来場者は595名を数

えた。

また、これまでの公開講演会などの内容をまとめた報告書、および2007年度に作成した「は

じめて出会う閤碁の世界6路盤対局ガイ ド」、「紙製碁盤・碁石セ ット」の無償配布を通して、東

大式囲碁入門法を中心とする情報発信をおこなった。2009年9月までに、 689の個人および団体

に対して、上記 6路盤対局ガイドを6519部、紙製碁盤 ・碁石セットを3055セット配布した。

2009年7月18日に尾道市で行われた囲碁関連地方自治体連合主催の 「囲碁サミ ット2009Jに

は、兵頭俊夫教授が招待され、基調講演として、東大式図碁入門法と全学体験ゼミナール 「囲

碁で養う考える力」の成果を紹介した。

2010年1月20日に開催された日本棋院主催シンポジウ ム 「囲碁の魅力と効用」では、教養教

育開発機構が後援をおこなった。また、兵頭俊夫教授が講演依頼を受け、本寄付研究部門の活

動全般について報告した。

(4)海外における囲碁教育プログラムや団体との交流

ベトナムハノイ市において、ベ トナム国家大学付属人文社会科学大学、国際交流基金ベ トナ

ム日本文化交流センタ 一、ハノイ囲碁クラブ、チュー・ パン ・アン中学校、ベトナム日本人材

協力センターと連携し、東大式阻碁入門法による入門教室や講演などの交流をおこなった。2009

年3月初日 -4月5日の 日程で、黒i龍正憲七段 (特任講師)、兵頭俊夫教授、倉島治特任助教、 一

宮正人氏(日本棋院)の4名が訪越し、約90名の大学生(人文社会科学大学、貿易大学)、約知

名の中学l年生 (日本の小学6年生に相当)、約110名の市民に対して入門教室を実施した。この

際、「はじめて出会う囲碁の世界 6路盤対局ガイド」のベ トナム語版を作成し、テキストとし

て使用した。東大式囲碁入門法は大学生以外の広い年齢層にも有効な上に、異なる文化聞にお

いても効果的な入門法であることが確認された。
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1 2009年度における大学院総合文化研究科ー教聾宇都

6.初年次教育への「食」 の導入

教養教育開発機構では、全国の大学の先駆的モデルとするべく東京大学教養学部における学

部初年次教育を掌引してきた。2008年度に引き続き今年度も「食」をキーワードとした学部初

年次教育を展開した。駒場の初年次教育における 「食」とは、単なる栄養学的観点から学生の

日々の食事を見直すということにとどまらない。食の安全、日本の低い食料自給率、世界で起

こっている飢餓等、「食」をめぐる さまざまな問題に図まれながら、それらを自分とは切り離し

た次元で考えている学生たちの姿に鑑み、身近な「食」を通して社会で起こっている「食」に

関する問題を考える、あるいは 日々の「食」から学術的な問題意識を発展させる、と いった視

点を与えることで、文科理科を問わず学生たちに新しい学びの姿勢を獲得させることを目指す

ものである。

今年度は機構所属の波没雄一郎教授と岡田晃校特任講師が共同で「駒場で 『食』を考えるJ (夏

学期)・「駒場で 『食』を探求するJ (冬学期)と題した授業を前期課程向けの全学自由研究ゼミ

ナールとして出講した。海外で農業関係の技術支援に携わった人や農水省のl隊員など学外から

ゲストを招いて話を聞き、それをもとに議論をしたり、授業でとり上げた食材を履修者全員で

実際に調理するなど、ユニークな授業を展開している。

また本学出身者で 『美味しんぼ』の作者、雁屋哲氏を招いて 「食」をテーマとした講演会を

新入生歓迎講演会として開催し、多くの聴衆を集めた。

7.学部初年次教育プログラム拡充のための取組み

4月17日に 『美l床しんぼ』の作者、雁屋哲氏を迎えて「食から見る 日本と世界」と題する講演

会を開催したのを皮切りに、 5月9日には2008年にノーベル物理学賞を受賞 した益川敏英氏 (京

都産業大学)による f70年代の素粒子論一混沌からパラダイムへ、そして・ー」、 11月13日に東

京大学理事・前ハーバード・ビジネス ・スクール日本リサーチ ・セ ンタ ー長の江川雅子氏を基

調講演者とし、教養学部所属の 6名の教員および経済産業省からのゲストを迎えてのシンポジ

ウム「ジェネリック・スキルとしての討議力一主体的な学ぴ、の作法」と、今年度も3回の新入生

歓迎講演会を開催した。

2008年度から各学期の履修登録期間に行っている「ピア ・アド、パイジングJ (上級生による時

間割作成のためのアドバイス制度)は、初めて時間割を作成すると いう作業に戸惑う新入生に

好評であった。大学に入って自分で学習・生活時間をすべて管理することに苦労した経験を持

つ2年生以上の学生が、 l年生のためのアドバイザーとして数多く協力してく れた。

入学予定者にいち早く大学での学びや生活を体験してもらうために3月末に開催しているイベ

ント、 fFRESH START@駒場」への参加者は増加]の一途で、 2009年入学者対象の回 (2008年3

月30日開催)は、前年の2倍もの応募があった。このイベントを企画 ・運営する在学生ジ‘ユニア

TAを希望する学生も増えている。 とくに前年新入生としてイベントに参加して満足した学生が、

翌年ジ、ユニアTAとして活動するケースが目立ってきているのは好ましい循環である。有効に機

能している初年次プログラムの例と言えよう 。
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官公庁など、多方面に広がっている。本専攻での研究活動や就職 ・進学の準備も重なる時期に

このような副専攻プログラムを履修するのは必ずしも楽ではないが、敢えてそれにチャレンジ

する学生の意識は高い。

プログラムの運営にあたっては、総合文化研究科を中心とする 13名の担当教員からなる執行

委員会が組織さ れ、カリキュラムの策定および教育の他、学内外との連携や情報発信などを進

めている。「社会の中の科学」をさまざまな角度から捉え、それを伝える意義を考えることを主

眼に構成されたカリキュラムでは、科学コミュニケーションの理論的考察、科学技術の基礎知

識や先端の研究開発動向、科学技術政策および理数教育の現状、科学史・科学哲学、モノや文

章による表現、メディアリテラ シーなどに関する授業・演習の他、 学内外の有識者による講演

や科学博物館などの見学、科学イベントへの参加なども積極的に取り入れている。

これまでの活動と成果

-教科書等の出版

科学コミュニケーションに関する教育や人材養成が各所で盛んに行われている反面、この分

野の重要性が明確に認識されたのは比較的最近であり、 笑はその方法論や理論の体系化はなか

なか進んで、いない。それぞれが独自のやり方で試行錯誤している中にあって本プログラムでは、

基本的な理論や科学コミュニケーションをめぐる世界的な背景・潮流を包括的に学ぶための教

科書の作成に取り組み、昨年10月には「科学コミュニケーション論J (藤垣裕子 ・康野喜幸編)

として東京大学出版会より出版された。

また本プログラ ムでは、 平成19年度より数回に渡って、科学コミュニケーションに携わる社

会人向けの講座も開催しており、これらの講義録の書籍化も進めてきた。平成19年度の春期講

座は、講談社サイエンテ イフイク より 「社会人のための東大科学講座J (石浦章一、 黒田玲子、

長谷川寿一、藤垣裕子、松井孝典、村上陽一郎著)と して、昨年5月に出版されている。また、

平成20年度の春期講座についても同様に、 「脳と心はどこまで科学でわかるかJ (石浦章一、黒

田玲子、山科直子共編) として南山堂より本年3月に出版された。さらに、本年8月のオープン

キャンパスにおいて、生命科学構造化センターとの共催で実施した講演会「生命科学の未解決

問題」を収録した書籍の出版も計画中である。

-シンポジウムの開催

平成18年度より毎年、一般公開のシンポジウムを企画・開催している。これは、科学コミュ

ニケーションやそれに資する人材養成の在り方についての議論を深めることを B的としており、

情報発信 ・意見交換の場としての機能も果たしている。

平成18年度の 「研究を 『正しく 』伝えるとはどういうことか~理解増進と評価の落と し穴J (約

180名参加)、平成19年度の「科学技術コミュニケーター養成プログラムの目指すもの~これか

らの社会に何を残すかJ (約120名参加)、平成20年度の「科学技術インタープリターによる社会

への発信~修了生からのメ ッセージとプログラム間の交流J (約120名参加)に続き、今年度は

「科学コミュニケーション教育の将来と日本の科学技術/高等教育政策J (約70名参加)を 12月

に開催した。これからの大学教育や科学技術政策の中で、科学コミュニケー ション教育をどの

ように位置付けるかについて、活発な議論が行われた。

-課外研修

毎年l泊2日で実施する課外研修は、研究施設などを実際に訪れ、そこで行われている研究に

関して学生各自が事前に調査した内容をもとに研究者と直接デイス カッションをするも のであ

る。カリキュラム においては「課外」の扱いになるが、研究現場を体感する貴重な機会として

重視している。

これまで、神岡宇宙素粒子研究施設 (スーパーカミオカ ンデ)、農業 ・食品産業技術総合研究

所(遺伝子組換え作物園場)、六ヶ所村原子燃料サイクル施設、養殖研究所を訪問した。今年度
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は、 11月に、五風十雨農場(山梨県)などを見学し、有機農業の現状や農産物の流通、就農問

題等について考えた。

-外部機関とのコラボレーション

今年度は、学外の研究機関や企業とのコラボレーションによる授業やフィールドワークなど

も積極的に取り入れている。

新型インフルエンザに関する情報提供の在り方(動物衛生研究所との共同研究)、食をめぐる

諸問題の考察(キリン・東京大学パートナーシッププログラム)、リスクリテラシーの向上とリ

スク教育の手法開発(三菱総合研究所との共同研究)、社会貢献としての科学コミュニケーショ

ン活動(株式会社リパネスからの再委託事業)等のテーマについて、様々な分野の専門家との

デイスカッションや、産業や研究開発の現場の体験・見学などを実施した。また一部の活動は、

プログラム受講生だけでなく、各テーマに関心を持つ他の学生も交えて行っている。このよう

なコラボレーシヨンにより、学内にとどまらない幅広い活動の機会が増え、科学技術と社会と

の関係をより現実感を持って捉えるための一助となっている。

今後に向けて

本プログラムは今年度で、科学技術振興調整費の支援によるう年間の活動としては終了するが、

ここで得られた知見や成果をもとに、来年度以降も教養教育高度化機構の中で存続する。大学

院教育をメインとしつつも、教養課程や学部教育との連携も図りながら、より柔軟で効果的な

プログラムを構築し、全学に提供していく体制を確立していきたい。

科学コミュニケーション教育はこれからますます重要になっていくと考えられ、本プログラ

ムにはその先駆者としての社会的役割も期待されている。人材養成としての機能はもちろんの

こと、学術的な科学コミュニケーション研究の拠点としての活動も強化していきたいと考えて

し、る。

(プログラム特任教授 山科直子)
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8 生命科学構造化センターの活動

生命科学構造化センターは東京大学全学の支援の元に、平成18年4月に誕生し、その拠点を駒

場キャンパス17号館I階においている(平成22年3月まで)。本年度は、 4年間の期限の最終年度

として、以下の事業を行った。

本センターの活動目的は、東京大学全体の生命科学の知を集結させ、平成21年4月に発足した

東京大学生命科学ネットワークの支援のもと、東京大学の知を集めて大学初習者向けの生命科

学教科書を作るとともに、全学の生命科学研究の知を構造化することである。平成21年度は、

引き続き石浦章一が3年目のセンター長(総合文化研究科教授・兼任)を務め、康川信隆(特任教

授)、柴崎芳一(特任教授)、青野由利(客員教授)、笹川昇(特任准教授)、高橋秀治(特任准教授)、

関根康介(特任助教)、大間陽子(特任助教)、原本悦和(特任助教)のメンバーで活動を行った。

教科書・参考図書の編纂・改訂

生命科学構造化センターの主要な仕事は、急速に進展しつつある生命科学情報をリアルタイ

ムに構造化し、大学における教養として、また専門家育成の基礎となる生命科学の教科書を作

成することである。私たちは、教育内容の異なる理工系学生向け(理科一類向け、改訂第三版)、

医歯薬農理系学生向け(理科二・三類向け)、文系学生向け(文系選択授業「現代生命科学」用)

の3種類の教科書、ならびに写真集「写真でみる生命科学」を作成した。生命科学の知は予想を

はるかに上回るスピードで蓄積しており、平成21年度は内容を改良した理科二・三類向けの改

訂に着手した。また、生命科学学習を容易に開始するためのDVDも作成したが、本年度には新

しく英文の字幕を追加し、留学生にも理解できるように配慮した。これらが収録されたDVDは、

平成22年度入学の理科生全員に配付する予定である。

英語版生命科学教科書の作成

グローパル30計画が提案され、留学生のための生命科学教科書の必要性が叫ばれている。そ

のため構造化センターでは、平成20年度に理科一類向け「生命科学」の英語化を行った。この

英語版生命科学は、すべての図を新しく作り直し、視認性を向上させるとともに、東京大学の

版権とともにインターネットで世界に発信した。

また、平成21年度には文系学生向けの「文系のための生命科学」の英語化に着手した。これ

は、生命科学を履修していない留学生も生命科学を学習することが必須であると判断したため

である。また将来のグローパル30計画によって入学する学生の教科書としても使用する予定で

ある。

英語版生命科学実験実習書の作成

また同時に、英語版でのやさしい生命科学の実習書の必要性も叫ばれている。そのため生命

科学構造化センターでは、タンパク質、 DNA、細胞小器官など、生化学、分子生物学の基本操

作を網羅した実習書を作ることにした。 6章編成で、 1~2ヶ月でタンパク質の定量、 DNA操作、

電気泳動、細胞分画などの基本操作を習得できるようにしたものである O 将来のグローパル30

にも応用可能と考えられ、次年度からの使用も考慮に入れている。

新たな教材LSキューブの改変

平成21年度には、自習教材であるLSキュープの改定を行った。これは、インターネット上に

ある問題群に学生ユーザーが自らのアカウントでアクセスし、問題を解きながら履修内容を再

確認するものである。このLSキュープは、平成19年度に立ち上がったが、平成21年度には携帯

電話からでもアクセスできる形態にし、使用の範聞を広げた。
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教科書についての意見徴集

生命科学構造化センターでは、各種教材による知識定着の効率を見るために、授業アンケー

トを行った。実際には、教科書についての反応、 DVDの視聴率、知識の定着の度合い、などで

ある。実際にDVDは、広く配布しているものの、視聴の割合は高くないことがわかった。実際

授業の前に見た人のほとんどが 「大変役に立った」という意見を寄せており、教員からの紹介

が足りないことをうかがわせるような結果となった。もちろん、学生の意識が問題であること

は間違いない。

CSLSサーチ

生命科学構造化センタ一発足当時から行ってきた英文検索エンジンCSLSサーチの使用が3年

目に入った。これは、情報を格段に速く論文を検索するシステムで、辞書機能を含め、年度を

経るに従い熟成を進めてきている。是非、 HP(h[[p: //www.αIs.c. u-wkyo.ac.jp!) にアクセスし

ていただき、特徴であるクラスタリングサーチ(検索結果が類似度で階層的に分類表示される)

の威力を、ご自分で確かめていただきたい。

ー一 一霊安芸三百...三三 IT講義教材作成の準備

生命科学構造化センターでは、昨年に引き続き、駒場の教養教育開発機構の実験授業教室で

あるKALSの授業やコンテンツ作りにも協力した。実際には、笹川が冬学期に全学自由研究ゼミ

ナールとして「生命科学日」の授業を開講した。これは、 KALS教室を使ったインタラクティブ

な生命科学授業で、主に、インタ ーネットによる遺伝子検索や種間の相向性などの検討、分子

モデルによるタンパク質の立イ本構造の可視化なと冷fi¥¥li:材にし、学生参加型の授業を行った。

生命科学教材デジタルコンテンツデータベースの構築

当センターがこれまでに蓄積した生命科学学習に関わるコンテンツを広く公開するために、

ウェブを通じたデータベースの構築を行った。このデータベースには、これまでに当センタ ー

が作成した教科書の図や動画などのコンテンツが収められており、世界のどこからでも無料で

内容を参照することができる。

このデータベースは当センターの業務の集大成と位置付けられるとともに、将来にわたりそ

のコンテンツの充実を図っていくべきものである。

生命科学構造化センターの組織

生命科学構造化センターでの役割分担は以下の通りである。石浦は全体の統括、柴崎は英語

版文系教科書の監修、青野は主に教科書内容のチェッ夕、笹川は渉外関係、高橋は予算関係を

主に受け持った。特任助教の原本、 |羽根、大間は、 LSキューブに入れるための理科二 ・三類向

けの「生命科学」教科書用の問題の選択と模範解答の作成、図版の改良、英文実習書の作成を

担当した。また、前年度まで当センターに所属していた柳元伸太郎 (現、東京大学保健 ・健康

推進本部)も、引き続き兼任教員としてITに関わる業務を行った。

生命科学構造化センターが設置されている 17号館l階には、今年から発足した生命科学ネッ ト

ワークの特任助教2人 (酒井麻衣、辻真吾)も常駐している。この組織は、生命科学教育支援ネ

ットワークと生命科学研究ネットワークが合体した全学組織で、 山本正幸理学部教授がネット

ワーク長に選ばれている。現在の主な仕事は、年l回開催されることになった大学院生向けの「東

京大学生命科学シンポジウム」の開催で、この他には退官教員の最終講義の収録や特別な専門

をもっ教員の講義収録のアーカイブ化、そして東京大学の生命科学研究者名簿の作成、などを

行っている。辻と酒井は、これらの仕事の他に、コンピュータ関連、渉外など私たちの仕事に

協力してくれた。

本年までの4年間に、生命科学構造化センターは教科書作りの他、各種教材を作成し、東京大

学の前期謀程学生に対する生命科学教育の定着に寄与 してきた。また、この作業は本学だけで

はなく、全国の大学にも波及し、教科書は51大学で使用され(平成21年度のデータ)、我が国の

生命科学教育の充実に貢献し、十分に責任を果たした。

(生命環境科学系 石浦章一)

31 



9 複雑系生命システム研究センター

設立の経緯

複雑系生命システム研究センターは、平成16年度学内措置により総合文化研究科に設立され、

本年度で6年目を迎えた。まず設立の経緯を紹介したい。本部局の基礎科学科は、かねてより複

雑系研究の世界的研究拠点として注目されていた。平成11年度に20世紀COEr複雑系としての

生命システムの解析J (H11-1う)が立ち上がったのを機に、実験と理論が密な連携をとりつつ、

構成的アプローチにより生命システムの本質に迫り、様々な階層・スケールに貫く生命現象の

基本原理の理解を目指すプロジェクト研究を早くから展開した。また、その後を受けて立ちあ

がった21世紀COEr融合科学創成ステーション」においても、構成的アプローチを中心とした

生命システム研究の方向性を受け継ぎ、優れた成果を上げるとともに、生命科学研究の新たな

潮流を生みだした。このように、我が国で、しかも駒場キャンパスがその中核的拠点となり成

果を挙げてきた研究の方向性ではあるが、我々のアプローチと方向性が極めて近い国家的プロ

ジェクトが、ここ数年のうちに欧米で続々と立ち上がりつつある。繁明期から世界をリードし

てきた我が国の本分野におけるイニシャチブを維持し、さらに、この新しい複雑系生命科学を

発展させていくため、学内的措置により複雑系生命システム研究センターが設立された。その

活動実績をふまえて、総長により専任の教授、准教授ポストが1ずつ認められ、平成20年度か

ら着任している。

研究体制

複雑系生命システム研究センターは 6つの部門からなる。広域科学専攻の教員が各部門の責

任者として配置され、さらに総勢23名の国内、海外の研究者が、連携研究者としてセンターの

研究活動に参画している。部門間での研究交流、共同研究の自発的萌芽を促進するため、定期

的に研究交流セミナーを開催している。

また、東京大学の関連部局で指導的立場にある先生方が、諮問委員としてセンターの研究活

動・成果に対しての客観的評価を行う体制を整えている。今年度の諮問委員会では、「できっこ

ないと思っていたことができていた、サイエンスの表舞台という印象」、「異分野交流の重要性

が大事だと気付いた」などの好意的な評価をもらっている O

センターの6部門と部門責任者

複雑系理論部門 金子邦彦(センター長)、福島孝治

本部門では、「生命組織化のダイナミクス」を扱うため、これまでの統計力学や熱力学だけ

では扱えない理論を整備し、各部門で考えるべき概念を整理、問題提起する。

人工複製系合成部門 菅原正

生命の起源や原始細胞の進化を理解するために、基本的有機分子からなる自己複製的化学

反応システムをつくる。次いでそれを複製型プロト細胞へと展開し、何代にもわたる複製反

応の聞にみられる分化・進化を解析することを通じて、生命における分化、進化の構成的理

解へと導いてゆく O

発生過程解析部門 道上達男、 i峯井哲

本部門では、細胞集団の協調的機能分化の解析や、臓器の人工合成実験を通して、多細胞

体制の創発現象の原理、発生・分化における再生可能性などを明らかにすることを目指す。
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生体系計測部門 小宮山進、若本祐一(センター専任准教授)

ナノテクノロジー・マイクロフアプリケーション技術を本プロジェクト共通の要素実験技

術として提供する O 単一分子や単一細胞の計測技術を構築し、動的現象の定量データから生

命現象の背景にある基本原理に迫る。



学内連機

国際シンポジウム“nternationalSymposium on 
Complex Systems Biology刊

国際シンポジウムでのポスヲーセッションの

様子

1 2009年度における大学院総合文化研究科・教聾宇部

共生・進化解析部門 磯崎行雄、嶋田正和(副センター長)

生命システムの振る舞いの中でも、特に、共生を中心とする進化現象にみられる普遍性を、

実験的分析、数理モデル、シミュ レー ション解析により、統合的に研究する。

脳情報システム部門 池上高志 (高IJセンタ ー長)、酒井邦嘉

本部門では、 真の文理融合を目指して、 言語情報処理を中心とするコミュニケー ション ・

システムの原理解明および実践応用のための分野横断的なアプローチを追究する。

国際連携

当センタ ーの重要なミ ッションのひとつとして、世界を先導する研究を遂行すると同時に、

国際的研究拠点として、海外で関連研究を行っている拠点との連携も進めている。これまでに、

サンタフェ研究所 (米)やルール大学ポ ッフム (独)、ISTC(認知科学技術研究所、伊)との

提携が行われるなど、国際連携の体制も整いつつある。

国際シンポジウムの開催

今年度は、研究成果報告、国際交流を目的として、国際シンポジウム“InternarionalSymposium 

on Complex Sysrems Biology"を開催した (2009年 9月初日一 10月1日、東京大学本郷キャンパ

ス鉄門記念講堂、科学技術振興機構ERATO複雑系生命プロジ‘エクトとの共催)。

このシンポジウムでは、海外よりスチュアート・カウフマン氏(カルガリ一大学)、ダニエル ・

ハート ル氏(ハーバード大)ら、多数の著名な研究者を招き、研究成果報告や活発な議論を行

った。また、国内外から200名を超える参加者があり、複雑系生命システム研究の関心の高まり

を感ずるとともに、駒場を中心とする複雑系生命システム研究の情報発信という意味でも、実

りあるシンポジウムであった。
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10 アメリカ太平洋地域研究センター(CPAS)

東京大学大学院総合文化研究科附属アメリカ太平洋地域研究センター (CPAS)は、 2000年4

月 1日の発足以来、北アメリカとオセアニアを中心とする太平洋地域の研究を推進するととも

に、関連研究資料の収集・公開を行ってきた。センター図書室は現在、図書・雑誌・マイクロ

資料などを含めて約6万7千点の文献資料を所蔵しているほか、アメリカの主要新聞などの電子

データベースも導入しており、全国各地から年間約う000人の研究者・学生に利用されている。

本センターはその研究活動や成果を広く社会に公開し、フィードバックを生かすことを重要

な使命としている O 発信のための最も重要な活動は年l度の公開シンポジウムであり、 2009年度

は10月3日(土)に「オパマと世界:何が変わったのか?J と題して、基調講演と地域別報告の

2部構成で開催した。政権交代によって政策の方向性を変化させたアメリカ合衆国と、それを受

け止める世界の目線とを、日本やヨーロッパとは違った視座をもっ地域を取り上げてっき合わ

せる企画はタイムリーなものであり、百名を超える聴衆を集める盛会となった。講演者として、

西崎文子氏(成践大学法学部教授でアメリカ外交史専門)がパラク・オパマ大統領による外交

方針の転換をアメリカ外交史上の過去の転換の事例と対比し、続いて山内昌之氏(本研究科教

授で中東現代史専門)が、オパマ政権の外交の試金石として中東とイスラエルの関係への関与

が重要な問題であることを強調した。第2部ではアフリカ(報告者は遠藤貢氏:本研究科准教授

で国際政治学専門)、中国(高原明生氏:本学法学政治学研究科教授で中国現代政治専門)、中

東(酒井啓子氏:東京外国語大学教授で中東国際政治専門)からの目線が紹介された。次いで

恒川恵市氏(本研究科名誉教授で現]ICA理事長、ラテンアメリカ政治専門)より、 1970年代か

らアメリカ合衆国は相対的弱体化の傾向にあり、パーセプションと実態には組厳がある、冷戦

終結以降のアメリカを超大国と呼ぶのは語弊があるとのコメントがなされた。議論を通じ、退

任・着任する個々の大統領の政治思想、が違っていても、それと同様にアメリカの対外政策が大

きく変化すると安易に想定するべきではなく、各地域は政策を冷静に注視していることが明ら

かになった。今年で16回目の公開シンポジウムであったが、すでに毎年参加される一般市民の

方々も多く、会場における質疑応答やアンケートにも熱心な反応が寄せられた。本シンポジウ

ムの内容は、本年度末発行予定の年報『アメリカ太平洋研究』第10号に掲載される予定である C

当センターのオセアニア地域研究はオーストラリアを中心にしており、当センター図書室は

同国関係文献を継続的に収集し、全国的研究拠点のひとつとして重要な存在になっている。移

民政策・多文化主義をはじめ、経済、現代文学やアボリジニ芸術など、日本におけるオースト

ラリアへの関心は高まりを見せており、その意味でも本年9月27日にマレー・マクレーン駐日オ

ーストラリア大使を本キャンパスにお迎えして、講演「アジア太平洋地域における日豪関係:

未来への協働」をいただいたのは喜ばしい出来事であった。会場がほぼ満席となる中、大使は

太平洋国家としての立場を強めるオーストラリアの現在を紹介されるとともに、日豪関係の深

まりの可能性に期待を表明された。この講演会には、 2008年10月から当センター客員教員とし

て教育研究にあたってきたマイケル・アクランド氏(ジエイムズ・クック大学教授)も、コメ

ンテーターとして参加した。当センターは2000年よりオーストラリア研究の客員教授を招聴し

て毎年多彩な分野の研究者を迎えているが、本年10月からはゲイ・ホーキンズ氏(ニューサウ

スウエールズ大学教授)が後任の客員教授として着任し、積極的な研究教育活動を展開してい

る。

日常業務および研究活動にあたり、当センターは従来より学外から多くの支援を受けてきたc

財団法人アメリカ研究振興会からは、上述のシンポジウム開催経費の援助や当センターの研究

年報『アメリカ太平洋研究』の刊行助成などのほか、本学法学部名誉教授で日本におけるアメ

リカ研究の先駆者である故高木八尺の手稿・書簡・蔵書などからなる高木文庫の整備に助成を

受け、高木の書簡を中心にマイクロフィルム化を進めるとともに、同文庫の閲覧スペースを整
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1 2009年度における大学院総作文化研究科・教聾学部

えて、閲覧環境を大幅に改善することができた。また科学研究費補助金・基盤研究 (A)rアメ

リカの世界戦略と文化外交に関する学術的研究J (後述)の一部を用いて、日本の旧支配地域を

扱うものを含め、第二次世界大戦以前に日本で刊行された南太平洋地域関係の古書を収集して

一般公開した。現在ではアメリカが影響力を保持するこの地域の前史を知る上でも重要なこの

コレクションは、すでに学内外の大学院生・研究者の注目を集めており、当センター図書室の

さらに活発な利用に資するであろう。

研究機能の面に関しては、当センターの主要プロジェクトとして、日本学術振興会科学研究

費補助金による以下の3つの基盤研究 (A)が継続している。「現代アメリカ・ナショナリズムの

複合的編成をめぐる学際的研究J (研究代表者:古矢旬)は現代の「帝国」アメリカへの理解を

深めることによって21世紀の混迷する国際社会の動向に一定の見通しを与え、同時に地域研究

としてのアメリカ研究を革新することを目指すプロジェクトである。アメリカ国家の行動の源

泉をアメリカ・ナショナリズムを通して明らかにするために、憲法的な統治原理、人種・エス

ニツク的な社会関係、宗教の政治的影響力という3つの視覚を検討し、研究分担者は歴史学、政

治学、憲法学、宗教学、文学、国際関係論、地域研究などの専門家からなる。

「公共文化の胎動J (研究代表者:遠藤泰生)は、アメリカ植民地時代から南北戦争前、南北

戦争後の時代を架橋する歴史的視点を多様な角度から模索し、合衆国近代史像の刷新を図るプ

ロジ、エクトである。特に植民地時代から建国以後の時代にかけての社会諸規範の継承あるいは

断絶の検証に重点が置かれている υ メンバーは政治、宗教、ジ‘エンダ一関係、文学、人種概念、

合衆国の外延地域への拡張などを研究対象とする専門家から構成されている O

「アメリカの世界戦略と文化外交に関する学術的研究J (研究代表者:能登路雅子)は冷戦期

を中心に米国文化政策に関する研究を多面的に進めるとともに、文化外交の担い手としての企

業・財団などの民間セクターと文化のグローパル化の連関を探求し、一国の国益を超えた文化

創造の装置としての文化外交の実体と限界とを解明することを目指している。歴史学、人類学、

メディア、文化地理など諸分野の研究者が参加しているプロジェクトである。

これら3件の共同研究は多くの学外研究者のほか、海外の研究者の協力を得ており、その成果

をシンポジウムや研究会、出版を通じて広く公開する予定である。

2009年は当センターの活動の最終年にあたるが、 2003年2月に策定された東京大学大学院総

合文化研究科・教養学部の「中期目標・中期計両」に沿って、当センターは2010年度より組織

の拡大改組を予定している O 当センターを母体として、本研究科のDESK(ドイツ・ヨーロッパ

研究センター)、 HSP(人間の安全保障プログラム)との連携により設置される「グローパル地

域研究機構」においては、アメリカ太平洋地域研究センターは現組織・人員を維持しつつ、こ

れまでの研究活動をさらに発展させるとともに、地域をこえてグローパル化を深める現代世界

が直面する諸問題への柔軟で創造的なアプローチを、学術的に追求していく予定である。

(アメリカ太平洋研究センター 古矢旬・橋川健竜)
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11 束アジア・リベラルアーツ・イニシアテイブ(EALAI)

東アジア ・リベラルアーツ ・イニシアティブ (EALAI) は、 2005年に東京大学が蓄積してき

たリベラルアーツ教育を東アジアに向けて発信するとともに、東アジアの諸大学との双方向の

教育交流 ・連携を通じて、ともに高めあいながら、東アジアにおける共通の教養教育の実現を

目指す海外教育プログラム(文部科学省 「大学教育の国際化推進プログラム (戦略的国際連携

支援uとして発足した。プログラムは2008年度で終了したが、 EALAIは2009年4月からは教

養学部の正式の付属施設となり、プログラムの成果を継承しつつ、さらに活動を展開している。

EALAIの活動の基礎となるのは今年11年目を迎えた「東アジア4大学フォーラム (BESE-

TOHA)Jである。東京大学は1999年から東アジアの3つの主要大学である北京大学、ソウル大

学校、ベ トナム国家大学ハノ イ校とこのフォーラムを実施しているが、EALAIはその実施音1¥門

としての役割を果たし、会議の運営するとともに、フォ ーラムの枠内でなされる各種の事業を

行っている。なかでも、昨年度から実施された遠距離会議システムを利用した、アジア地域共

通の問題意識を踏まえた共同講義 (E-lecture)は、東アジア地域の多様性を踏まえながら、こ

の地域共通の教養教育を構築するための活動の一環として、重要な意味を持っている。また、

東アジアに関わる教育活動を教養学部において展開することもEALAIの任務である。

今年、 EAlλIが行った主な活動は、次の通りである。

東アジア四大学フォーラムの開催

本年の「東アジア四大学フォ ーラム」は、第3ラウンドの3回目として、 12月4日、 5日にソウ

ル大学校で開催された。初日の4日には教養教育に関するワークショップで3つのセッションが

開かれ、本学からはそれぞれのセッションに各l名の教員(木村秀雄、西中村浩、清水剛)がパ

ネリストとして参加し、本学の教養教育の特徴、 EALAIによる東アジ.ア4大学の連携へ向けての

取り組み、そしてE-lectureによる授業連携の試みについて報告した。2日目の早朝には4大学の

教養教育を担当する部局の担当者が集まり、前日の議論を踏まえて、 4大学共同の講義を行って

いく方法や講義の内容について話し合いが行われた。この席でBESETOHAに教養教育に関する

Steering commineeを設置することが合意され、 4大学の代表者が密接に連絡を取りあいながら、

来年度以降の共同講義の実現に向けて大学問の調整を図る ことになった。

なお、 2010年度の「東アジア四大学フォーラム」はベ トナム国家大学ハノイ校で行われる予

定である。フォーラムの詳細については、同フォ ーラムの報告の項を参照されたい。

教養教育の連携

BESETOHAの諸大学との教育連携に関しては、昨年度に続けて今年度も教養学部とソウル大

学校とベ トナム国家大学ハノ イ校との問で冬学期にE-lectureによる共同講義が開講された。

ソウル大とのE-lectureは、岡大学の正規の授業科目として、 l名ずつ教員がリレー講義の形で

講義を行うもので、英語でL行っている。今年度は、本学ではAIKOMの留学生も含めた後期謀程

の授業として、ソウル大では教養科目として、 rModernManagement and Economics in the GlobaJ 

SocietyJという講義題目で実施された。教員は、ソウル大からは金ドンス教授、本学からは竹

野太三准教授が担当したが、学生との質疑応答も活発で、教員にとっても、学生にとっても、

意味のある授業となった。

ハノイ大に対しては、粛藤希史准教授が日本学科の学生を対象とした講義「日本における漢

字 ・漢文J (使用言語は 日本語)を、そ して清水剛准教授が経済大学(日本の経済学部に当たる)

の学生を対象とした講義 rJapaneseEconomy and Business in AsiaJ (使用言語は英語) を、冬学

期にそれぞれ5回行った。一方、ハノイ大からは経済大学のグエン ・ドゥ ック ・タイン博士が後

期課程の学生に対して、ベトナム経済の講義を行った。こうした講義はBBSを利用して学生と
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の質疑応答も行っているが、とくにハノイ大の学生の関心が高く、それに答えるために、 3月に

は講義を担当した2名の教員が3月にハノイ大を訪れ、学生たちと討論する予定である。

こうしたE-lectureによる共同講義は大学による授業期間や授業時間の違い、あるいは技術的

な問題など、 2年間の経験を通じて、多くの障害を克服しながら行われている。EAlλIはE-lecture

による共同講義を東アジアの4大学問の教育連携の実践ととしてだけではなく、今後他の大学と

の共同講義を行うための試行としても捉えており、今後さらに他の大学との授業連携の仕組み

を作り上げているつもりである。

また、その他の海外の大学との交流活動としては、 2009年7月に教養教育開発機構との協賛で、

ソウル大学校国際大学院の教員・学生を迎えて「日韓合同セミナー2009Jを実施した。

オープンセッション

昨年から引き続いて行ってきた上記の事業のほかに、今年度は新しい試みとしてEALAlオー

プンセッションを実施した。これは毎回ごとに統一テーマを設定し、最初にl人ないし複数のス

ピーカーが報告を行ったあと、フロアの参加者を交えて自由に討論するオープンデイスカッシ

ヨン形式のセミナーである。 7月lう日に行われた第l回目は「漢字の磁場一一束アジアの文字原

理」と題で行われ、カナダ・マギル大学美術史コミュニケーション・スタディーズ学科准教授

の中谷一氏、本学の岩月純一准教授と斎藤希史准教授の3名が話題提起し、その後フロアを交え

た活発な討論が行われた。

以上のように、今年度は主として「東アジア四大学フォーラム」の3大学と連携して活動をし

てきたが、来年度以降は、新たに設置される「教養教育高度化機構」と連携して、さらに他の

東アジアの主要大学とも交流を広げ、世界標準であるとともに、東アジアの地域に根ざした教

養教育構築に向けて活動を続けていく予定である。

(なお、「東アジア四大学フォーラム」のソウル会議への参加やフォーラムの枠内で行われるE-

lectureなどの事業に関しては大和証券の寄付金によって運営されていることを付記しておく。)

(言語情報科学専攻西中村浩)
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12 東京大学リベラルアーツ・プログラム(南京)

東京大学が培ってきたリベラルアーツ教育の蓄積を発信する事業として、 2009年から新たに

東京大学リベラルアーツ・プログラム(南京)(Todむ LiberalAns Program Nanjing、略称 南

京プログラム・ LAP)が、スタートした。このプログラムは、全人的発達を目指すリベラルア

ーツ教育を東アジアに向けて発信する本学の一貫した方針の下、南京に設置した海外拠点・東

京大学リベラ Jレアーツ南京交流中心を軸に、文理融合の新しい教育コンテンツを中国の大学に

提供し、 リベラルアーツ教育の中国での重点展開を目指す、新しい国際貢献のプロジ、エク トで

ある。

2004年に設置された東京大学リベラルアーツ南京交流中心は、南京大学と連携して、リベラ

ルアーツ教育の発信事業を展開してきた。2004年11月にリベラルアーツ ・フォーラムを南京大

学で開催し、 2005年からはこの年に始まったEALAl(東アジア ・リ ベラルアーツ ・イニ シアテ

イブ)の中国重点、プロジ.ェク トと して、毎年3月に表象文化論・集中講義を実施するなど、大き

な成果を上げてきた。この海外拠点を活用した教育プログラムを、EALAlから独立させ、中国

を対象としたリベラルアーツ教育の発信事業として、さらに発展させようというのが、東京大

学リベラ ルアーツ・プログラム(南京)である。

文理融合の新しい教育コンテンツ

本プログラムは、「東京大学の授業を中国で、」 を合言葉に、リベラルアーツ教育を中国に発信

し、新しい学問の姿を、参加型授業やE-lecrureなど新しい教育方法を通して、中国の学生に体

験してもらい、日 中相互の知的欲求を刺激することを目指している。

そのための新たな教育コンテンツとして、文理融合のテーマ型講義を企画し、これを南京大

学で集中講義として笑施した。2009年度は、 『身体論一一拡張 ・加工 ・変容・異形』の講義が、

7名の教員によって、 2010年3月1日から24日にかけて開講された。その講義題目は以下の通り

である。

「ロボットにおける身体性と認知 ・行動の関係J (園吉康夫 ・情報理工)、 「バーチヤルな身体」

(康瀬通孝 ・情報理工)、「パフォーマンスにおける身体J (内野儀)、「思想史の中の身体J (原和

之)、「ヒトの認知に対して身体がもっ意味J (植田一博)、「障がい論J (福島智・先端研)、「ト

ランス/インターセックス論J (清水晶子)。

このような文理融合のテーマ講義は、駒場でも開講されてこなかった内容と組み合わせであ

り、障がい学とTS/IS系身体論を組み合わせた講義は、これまで日本でもあまり例をみない。本

学の人的資源を結集した連続講座だからこそ可能になったものであり、第一線の研究者がリベ

ラルアーツ教育を担当するという本学の特色を中国に発信する、いわば最適の教育コンテンツ

といえよう 。

魅力的な教育コンテン ツの開発は、教育発信プログラムの重要な柱である。とくに、本プロ

グラムは、その目標として、中国の大学で日本語を学んでいる学生に、日本語を授業理解の手

段として、学問のデイシプリン教育を提供することを、想定している。これは、留学生の受け

入れに際して、その準備教育にもつながるものであり、リベラルアーツ教育の発信を通じて、

将来の高度教養教育への展開をも視野に入れている。そのための教育コンテンツの開発とも位

置づけられよう 。この教育コンテンツは、中国の他大学への提供も可能となるものである。

駒場と南京の連携教育の展開

本プログラムのもう一つの特徴は、駒場と南京大学をつないだ連携教育の展開である。これ

は、駒場の講義と南京大の集中講義を連携させるという講義の連携と、双方の学生に同じ講義

を受講させ、討論を行なうという学生交流連携の二つのレベルで展開された。
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講義の連携としては、 3月の集中講義 「身体論」に向けて、 l月8EIに駒場キャンパスの情報教

育棟で、プレ講演が開催された。「問題としての 「身体」 西欧思想史の観点からJ (原和之)

と 「人の認知に対して身体がもっ意味 認知科学の観点からJ (植田一博)の二つの講演が行

なわれ、これを駒場の学生が受講するとともに、ボリコムによりインタ ーネットを介して、南

京大学にも中継された。双方で、計50名あま りの学生が参加し、 講演後には質疑応答が行なわ

れた。これは、南京大学にとって、海外の大学と行なう初めてのネット中継講義となった。

もうひとつの講義連携として、今年度に南京大学で実施した 「身体論」 講義を、来年度は駒

場で開講する予定である。海外で講義を行なうことで、異文化における学生の新しい反応や議

論を通じて、講義する側も新たな刺激を受け、講義がさらに練られたものとなることが期待さ

れる。その成果を踏まえて駒場で開講し、さらにそれを次の海外発信に活かすという講義連携

の循環を、本プログラムでは予定している。

学生交流としての連携教育の展開は、 3月の集中講義に本学の学生を派遣するという形で、実

現した。学年や専門の異なる本学の学生を南京大に派遣し、閉じ集中講義を受講し、それをも

とに先方の学生と討論を行なうのであるo 南京大側の受講生も、単位取得学生だけでなく 、さ

まざまな専門の学生が聴講している。さらに 「身体論」の講義自体が、双方の学生にとって初

めての内容となるだけに、この学生交流は、海外との学生交流にとってパイロット的な事業と

なった。文化や考え方の異なる学生どうしが議論する ことは、双方の知的好奇心を刺激し、大

きな成果をあげた。また、本学の学生が外国大学で行なわれる本学の講義に参加することは、

海外でのダブルデイグリーに道を開くものでもある。今回の学生派遣は、大和証券グループの

支援により実現した。本学からの派遣学生は、 1月のプレ講演に参加した学生にレポートを提出

してもらい、それによ って選抜を行なった。

この連携教育をより効果的に実施するために、ホームページを充実させ、講義資料のダウン

ロー ドを可能にし、 BBSを活用した質疑応答を行なうなど、システムの充実にも努めた。

南京大学では、 この集中講義の他に、山影進研究科長による講演会が、9月21日に行なわれ、

多くの学生がW~講し、活発な質疑応答が行なわれた。

新たなプログラムの体制作り

本プログラムは、南京大学の協力のもとに実施される連携プログラムである。南京大学は、 2008

年度に行なったE祉 AIの最終評価においても、集中講義に高い評価を与えている。今年度の「身

体論」集中講義も、受講学生をより増やすため、移転したばかりの新キャンパスで開講するこ

とになった。 同大からは、 来年度に向けて、さらに受講学生を増やしたいとの希望が寄せられ

ている。南京大との連携を密接にし、共同事業として発展させていくことが、今後の課題であ

る。

従来から本プログラムは、本学の海外拠点活動として事業を展開してきたが、プログラム事

業の進展に伴い、 2009年度の本プログラムはダブルデイグリーに向けた試みとして、文科省よ

り経費の支援を受け、より充実したプログラムとすることができた。

これらの経費は、 いずれも単年度のものであるため、本プログラムでは、社会貢献プログラ

ムとして外部資金の獲得にも努めた結果、本学の自己資金に、本学卒業生の雪暁通氏 (上海好

世置業公司)から寄せられた寄付金を加えて、 2010年4月に新設される教養教育高度化機構の連

携プログラムとして活動していくこととなった。今後とも、さらなる事業の発展に向けて、本

プログラムの支援体制を充実させることが、次年度の目標である。

(刈問文俊)
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13 ドイツ・ヨーロッパ研究センター(DESK)の活動

2005年に改組され、新たな活動の基盤を得たドイツ・ヨーロッパ研究センター (DESK)は、

2008-09年度も精力的に活動を展開した。現在のドイツ・ヨーロ ッパ研究センターの活動の中心

は大学院における教育の調整と支援であると言えよう。この活動の柱は修士課程「欧州研究プ

ログラム (ESP)J と博士課程「日独共同大学院プログラム(IGK)Jである。

「欧州研究プログラム (ESP)J は ドイ ツ ・ヨーロ ッパ研究センターを中心的調整組織としてお

り、総合文化研究科の文系 4専攻に所属する学生が登録することが可能である。このプログラ

ムでは、既存専攻のカリキュラムに加えて、プログラム科目を規定の方法で履修した学生に我

が国で初の「修士(欧州研究)Jの学位を授与している。プログラム科目は現代欧州の政治や経

済など社会科学的方法を中心として、ディシプリンに基づく 学問的な方法と最新の現代欧州に

関する知識を同時に幅広く身につけさせることを目的としている。その上で、学生がそれぞれ

の興味関心にもとづいた研究テーマの探求をおこない、修士論文を作成することを課している。

全ての学生がプログラム科目 (計14単位)のうち、プログラムの全体を備隊する輪講 「現代欧

州研究の方法」と、基本文献の講読を通じて欧州研究の基礎を身につける 「スーパーパイズド・

リーデイングス 1. II J の言十6単位を履修する。さらに、欧州研究の基礎を講義で身につける選

択必修科目から2科目以上、演習形式で研究を深める展開科目もしくは実践的な学修成果が認定

される発展科目から2科目以上の計8単位を履修する。

今年度も「欧州研究プログラム」ではルクセンブルクに近いドイツの11日オ ッツェンハウゼン

(Otze出ausen)にあるヨーロッパ ・アカデミー (EAO)で秋期セミナー (EuropeanFall Academy : 

EFA)を実施した。このセ ミナーはザールブリュッケンのASKO欧州財団とEAOとDESKの協力

によるもので、 2009年度は「グローパルアクターとしてのEUJをテーマとしてEUの対外政策

を中心的に扱い、 ドイ ツの大学を中心とした専門家に よる講義、演習、さらにはブリュ ッセル

の欧州委員会、ルクセンブルクの欧州司法裁判所の視察などが実施された。単なる文献研究の

枠組みを超えて、現代欧州の最新知識を経験にもとづいて取得することも目的としているこの

プログラムにとって、このセミナーの実施は不可欠なものとなっている。また2008年度には北

京大学のドイツ研究センター (ZDS)と合同で集中講義を実施した。ZDSはDESKと同様にド

イツ学術交流会 (DAAD)からの支援を得ている世界のドイツ・ヨーロ ッパ研究センターの一

つであり、東アジアで隣接する2つのセンターの協力を具体化するために、 DAADの派遣講師で

あり法学政治学研究科のヘネ客員准教授が東京大学の学生と共に北京大学を訪問し、 ドイツ語

でドイツ法に関する集中講義を実施した。この協力は2009年度も継続され、 2010年1月には北

京大学の教員と学生が駒場キャンパスを訪問し、 ドイツ語により欧州、!と東アジアの関係を扱う

集中講義が実施された。

修士課程「欧州研究プログラム」が軌道に乗り 一層充実する一方で、 2007年からドイツ・ヨ

ーロ ッパ研究センタ ーを調整組織としてスタートした総合文化研究科博士課程の新たな教育プ

ログラム「日独共同大学院プログラム(IGK)J も順調に運用されてきた。「日独共同大学院プ

ログラム」 は、日本学術振興会とドイツ研究振興協会 (DFG)による国際共同大学院プログラ

ムの一環であり、 2007年度に3年間のプログラムとして採択された。共同大学院の共通テーマは

「市民社会の形態変容一日独比較の視点から」である。総合文化研究科はドイツのマルテ イン・

ルター ・ハレ ・ヴイ ツテンベルク大学 (通称、ハレ大学)の第一哲学部(歴史学、政治学、日本

学ほか)をパートナーとして、プログラムに登録された博士課程学生の相互指導を行い、同時

に共同研究や共同セミナー、授業の相互提供なども行ってきた。プログラムに登録した学生は

それぞれが所属する大学で最終的に学位を取得することになるが、その過程でLパー トナー校で

あるハレ大学で研究指導を受けたり、現地調査の補助を得たりすることが可能である。日独共

同大学院プログラムは博士課程の教育を一層国際化する試みであり、優れた博士論文の作成を
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ドイツの大学教員のサポートも得ながら目指すという点において、博士課程教育の一層の国際

化に貢献している。例年春には駒場キャンパスにハレ大学の多数の教員と学生を招いて共同セ

ミナーを開催し、秋にはプログラムに関わる東京大学の教員と学生がハレ大学を訪問して、合

同セミナーを実施している。プログラムも開設から3年を経て、登録している学生の数も大きく

なると同時に、プログラムに参加する学生に対して博士学位も授与される段階に入っている。

ドイツ・ヨーロッパ研究センターの教育プログラムには上記の正規学位を授与するプログラ

ムの他に、本郷の他研究科の学生を中心としてDESKが開設しているプログラムの参加者に論文

作成のための現地調査旅費を支援し、一定の履修条件を満たした場合に欧州研究の修了証を授

与するプログラムや、日独会議通訳養成プログラムなどがあり、 2009年度も引き続き多くの学

生がこれら助成プログラムに基づいて現地調査を実施することができた。

教育プログラムとならんで、ドイツ・ヨーロッパ研究センターのもう一つの活動の柱である

研究プロジェクト分野においては、多くのシンポジウムやセミナーが開催された。代表的なも

のは、欧州経済共同体発足う0周年記念国際シンポジウム「欧州統合の半世紀と東アジ、ア共同体」

(2008年4月18日)、「市民と市民社会を問う 過去・現在・未来、日独比較研究の視点から」

(2008年3月18日)、「明治維新とプロイセン改革一日本とドイツにおける政治的・社会的・文化

的変容J (2009年9月18-19日)などであったc

ドイツ・ヨーロッパ研究センターではこのほかにも随時日本を訪問した研究者や在京の外交

官などを招いて講演会やセミナーを実施している。とりわけ2008-09年度にはテオ・ゾマー rデ

ィー・ツァイト』紙元共同編集人が“EuropeanSupermarket、SuperState or Super Flop?"と題し

て講演会をおこなった (2008年4月lう日)。さらにヴオルフガング・ティーフェンゼー・ドイツ

連邦共和国交通・建設・都市開発大臣が「気候変動とモピリテイ」と題した講演をおこない、

引き続き中村英夫武蔵工業大学学長・東京大学工学部名誉教授、先端科学技術センターの山口

光恒客員教授らと気候変動と交通をめぐる日独の現状と政策展開の諸問題などについてパネル

デイスカッションもおこなった (2008年10月22日)。

ドイツ・ヨーロッパ研究センターの活動は、その前身であるドイツ・ヨーロッパ研究室が2000

年10月に活動を開始してから約9年が経過した。ドイツ学術交流会による寄附講座を中心とした

ドイツ・ヨーロッパ研究室が200う年に研究センターと改組されてからも約4年が経過した。この

間にセンターがかかわる教育プログラムは確かに飛躍的に充実してきた。しかし、ドイツ学術

交流会による財政支援が確約されている期間も2010年で終了する。今後はこれまでの教育と研

究、さらには社会との連繋も視野に入れたセンターの活動の実績に基づきながら、国際的な連

繋枠組みなどをさまざまな形で強化し、新しいセンターのあり方を探りながら活動を展開して

いかなければならない段階に入ったといえよう O

ドイツ・ヨーロッパ研究センターに関連した諸活動に関する情報は下記ウエツプサイトで最

新情報と活動の記録が提供されているのでご参照し、ただきたい。

ドイツ・ヨーロッパ研究センター (DESK)

欧州研究プログラム (ESP)

日独共同大学院プログラム ([GK)

http://www.desk心 u-to防0ぷ .jp/

http://www.desk.c.u-tokyo.ac.jp/j/esp.html 

http://igk心 u-tokyo.ac.jp/

(森井裕一)
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平成16年 (2004年度)に大学院総合文化研究科の全5専攻を横断する形で発足した大学院教

育プログラム「人間の安全保障」プログラム[以下、略称としてHSPで標記する] (修士課程・

博士課程)も、 2009年度には6年目を迎えることになった。そこでHSPの2009年度の活動の概

要を報告する。 HSPの活動の詳細については、ホ一ムペ一ジ (htt中p:I/huma叩n-s鈴ec印urityぱ .u仕-tωok匂yo.

a筑C.吋.jかp/の)を参照照、いただきたしい、~O 

教育

HSPは2009年度第う代目の修士課程修了生を送り出した。本年度の入学者数は、修士課程が16

名[社会人特別選抜0名、一般選抜16名(うち外国人1名)]、博士課程は8名[一般選抜8名(う

ち外国人3名)]である。

HSPは200う-2006年度の2年にわたって「魅力ある大学院教育」イニシアテイプに採択され、

インテリジェントライブラリーなどの整備を進めてきた。同ライブラリーは世界銀行東京事務

所などからの書籍・雑誌等の寄贈を受けるなど、継続的に整備を進めている状況にある。耐震

改修のため一時的に102号館l階に場所を移動したが、 2010年l月からは9号館に戻り、これまで

以上のサーピス提供に努めている。

ただし、 2009年度末をもって、総長裁量ポスト(教授2、助教2)を返還せざるを得ず、今後

プログラムの円滑な運営を実施していくための新たな予算措置が求められている状況にある。

研究

HSPの母体である「国際研究先端大講座」は、外部資金を導入して、様々な共同研究を実施

してきた。まず、本プログラムを母体として「国連の平和活動とビジネスJ (文部科学省新学術

領域研究)、「研究と実践をつなぐ難民・移民に関するデータ・ベースの開発J (株式会社法学館

との共同研究)、「未(非)承認国家をめぐる国際関係に関する学際的研究J (文部科学省科学研

究費補助金基盤研究B) を実施した。これらの共同研究の成果の一部は、以下の社会連携で述べ

る様々なシンポジウムやセミナ一等で活用・発表されており、社会に対し非常に積極的に発信

を行ってきた。

また、 2007年度から継続していた、社団法人国際協力協会からの受託研究「国際協力におけ

るボランテイア事業の有効性の検証」の最終年度として、エチオピアでの現地調査を実施し、

これまで実施してきた現地調査の成果とあわせて、最終報告書と提言文書を作成し、社団法人

国際協力協会(JOCA) に提出した。

社会貢献

本プログラムでは毎年数多くのシンポジウム・セミナー・講演会等を開催している。 2009年

に開催したイベントは以下の通りである。

1 HSPシンポジウム

① HSPシンポジウム春1rグローパルな人の移動における主要な課題:人間開発のアプローチ

から』

会場・日時:駒場キャンパス18号館ホール/2009ふ2

パネリスト:スティーヴン・カースルズ(オックスフォード大学移民・難民学教授)、柏崎

千佳子(慶懸義塾大学経済学部准教授)、山下晋司(東京大学大学院総合文化研究科)、木

村秀雄(東京大学大学院総合文化研究科)

主催:東京大学大学院総合文化研究科「人間の安全保障」プログラム (HSP)

② HSPシンポジウム春2r難民研究の現在:セキユリタイゼーションの時代における「難民」
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の保護』

会場・日時:駒場キャンパス 18号館ホール/2009ふ6

パネリスト:岡部みどり(上智大学法学部准教授)、山本哲史(東京大学大学院総合文化研

究科)、川上郁雄(早稲田大学大学院日本語教育研究科教授)、滝淳三郎(東洋英和女学院

大学教授)、中山焼雄(国際移住機関(IOM)駐日代表)、大原晋(アジア福祉教育財団)

主催:東京大学大学院総合文化研究科「人間の安全保障」プログラム (HSP)

③ HSPシンポジウム夏『難民保護の統一性と多様性』

会場・日時:駒場キャンパス 18号館ホール/2009.8.3

パネリスト:マルカンデイ・カッチュ(インド共和国最高裁判所判事)、アラン・マッキー

(ニュージーランド難民地位控訴局議長)、ロルフ・ドライパー(オーストラリア連邦治安

判事裁判所判事)、ダニエル・アルカル(団連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)上席法務

官)、熊岡路矢(日本国際ボランテイアセンタ- (jVC)理事)、渡辺彰悟(全困難民弁護

団連絡会議、弁護士)、山本哲史(東京大学大学院総合文化研究科)

主催:東京大学大学院総合文化研究科「人間の安全保障」プログラム (HSP)

④ HSPシンポジウム秋1r今そこにある危機:ダルフール・ジェノサイドに何ができる』

会場・日時:駒場キャンパス 18号館ホール/2009.10.18

パネリスト:木寺昌人(外務省国際協力局長、前アフリカ審議官)、サリー・オスマン(ス

ーダン国会議員、弁護士)、ヨハン・セルス(国連難民高等弁務官事務所 (UNHCR)駐日

代表)、土井香苗(ヒューマン・ライツ・ウォッチ東京ディレクター)、佐藤啓太郎(外務

省アフリカ紛争・難民問題担当大使兼国連改革担当大使)、福井美穂(難民を助ける会)

主催:東京大学大学院総合文化研究科「人間の安全保障」プログラム (HSP)

⑤ HSPシンポジウム秋2r今、持続可能で、弱者に配慮した発展・成長のために何が必要か ?

グローパル金融危機後の途上国支援を考える』

会場・日時:駒場キャンパス 18号館ホール/2009.11.3

パネリスト:ンゴジ・オコンジョ イウェアラ(世界銀行専務理事)、オピアゲリ・エゼク

ウェシリ(世界銀行アフリカ地域担当副総裁)、イザベル・ゲレロ(世界銀行南アジア地域

担当副総裁)、ラシャツド・カルダニ(国際金融公社(IFC) アジア・中東・北アフリカ・

グローパルインフラストラクチャー担当副総裁)、ウォーレン・エヴアンズ(世界銀行環境

局長)、河合正弘(アジア開発銀行研究所所長)、柳田辰雄(東京大学大学院新領域創成科

学研究科)、津田康幸(東京大学大学院経済学研究科)、鹿毛利枝子(東京大学大学院総合

文化研究科)

主催:東京大学総合文化研究科、世界銀行グループ

⑥ HSPシンポジウム秋3rアジア諸国の裁判外紛争処理 (ADR)の実情と課題』

会場・日時:駒場キャンパス 11号館1106教室/2009.11.14

パネリスト:太田勝造(東京大学大学院法学政治学研究科)、李美善(中倫律師事務所東京

支庖代表)、ヴ・アン・ドゥオン(ベトナム国際仲裁センター(VlAC)事務次長)、コン・

パラック (PannasasrraUniversity of Cambodi品)、宮津尚里(東京大学大学院新領域創成科

学研究科博士課程)、山田文(京都大学法科大学院)

主催東京大学大学院総合文化研究科「人間の安全保障」プログラム (HSP)、アジア法学
ぷL

"" 

2. HSPセミナー(主要なもののみ抜粋)

① 第6う回HSPセミナー『農村女性のエンパワーメントと社会変容』

日時:2009.1.14 

講師:藤掛洋子(東京家政学院大学)

② 第68回HSPセミナー『カンボジアから考える平和構築』

日時:2009.2.8 

講師:コル・パンニャー(カンボジア自由公正選挙委員会事務局長)、坂野一生(カンボジ
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③ 第70回HSPセミナー“ClimateChange and Human Security" 

日時:2009.2.13 

講師:Moustapha Kamal Gueye (International Centre for Trade and Sustainable Development 

(ICTSD))、EniolaFabusoro (University of Agriculture， Abeokuta， Nigeria) 

④ 第76回HSPセミナー『国際平和協力:それに求められる人的資質とは?J 

日時:2009.う.27

講師:中込正志(外務省総合外交政策局国際平和協力室長)

⑤ 第78回HSPセミナー『イラクの直面する平和構築の現状とその課題』

日時:2009.6.12 

講師:小川正二(在イラク日本大使)

⑥ 第83回HSPセミナー『コンゴ民主共和国東部の紛争と地下資源』

日時:2009.7.24 

講師:高美穂、(コヴエントリー大学)

⑦ 第86回HSPセミナー『世界と日本における国際難民法・難民保護の現状」

日時:2009.7.30 

講師:アラン・マッキー(ニュージーランド難民地位控訴局)、ロジャー・ハインズ(ニュ

ージーランド難民地位控訴局)

⑧ 第87回HSPセミナー『アフリカにおけるヤムイモの重要性とIITAにおける研究の取り組み

について』

日時:2009.8.4 

講師:菊野日出彦(国際熱帯農業研究所(IITA))

① 第89回HSPセミナー r日本のアフリカ政策の現状と今後:TICADを中心としてJ (ワーク

ショップ形式)

日時:2009.10.20 

⑮ 第90回HSPセミナー『非承認国家と正教地域コミュニテイの生存戦略:合法化、服従、反

抗(トランスニストリア、アブハジア、南オセチア)J

日時:2009.11.13 

講師:松里公孝(北海道大学スラプ研究センター教授)

⑪ 第92回HSPセミナー『豪州の多文化共生と難民政策』

日時:2009.12.18 

講師:池田俊一(オーストラリア国立大学アジア研究学部日本センター)

⑫ 第93回HSPセミナー『合同開発委員会と改革を進める世界銀行グループ』

日時:2009.12.1う

講師:小寺清(世界銀行・ IMF合同開発委員会事務局長)

評価

HSPでは、毎年、教員と学生からなるプログラム評価委員会を結成し、アンケート等の実施

を通じて研究教育活動に対する包括的な評価を行い、結果を公表している o 2009年度もプログ

ラム評価を実施し、得られた結果を研究教育活動のさらなる充実へとフィードパックさせてい

く予定である。

(r人間の安全保障」プログラム 遠藤貢)
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15 共生のための国際哲学教育研究センター(UTCP)

UTCPの体制と理念

文部科学省の21世紀COEプログラム「共生のための国際哲学交流センタ ー」を引き継ぐ形で、

「共生のための国際哲学教育研究センタ ー (UTCP)J は、 2007年10月にグローパルCOEプログ

ラムとして開始された。UTCPの体制は小林康夫拠点リ ーダーを含む23名の事業推進担当者、 2

名の特任講師 ・事務員、約20名のPD'RA若手研究員、数名の若手共同研究員からなる。

UTCPは、「共生」という根本理念のもとに人類の未来を切り関く哲学的な思考を探求するた

めに、次の二つの目標を掲げている。

1)前UTCPが形成したアジア ・北米・西欧の三極の学術的国際交流をイスラ ーム圏を加えて

さらに拡充させる。グローパリゼーションという前代未聞の時代における「人間存在の再定義」

を試みるべく、哲学的な共同研究ネットワークの拠点形成を目指す。2)総合的な思考能力を有

する若手研究者をあくまでも実践の場において育成する高度な教育的機能を充実させる。また、

21世紀における「共生」の哲学的可能性をめぐる教育研究成果を国内外に多言語で発信する。

「共生」理念の探究に基づく 国際的な研究教育活動

UTCPは、「共生」理念の探究を通じて、前UTCPを通じて形成された研究者同士の国際的な

ネットワークを研究 ・教育の両面においてラデイカルに深化させ続けている。連携した研究教

育機関とは今後も双方向的な関係が継続的に構築されていく 。

UTCPの特色としては、若手研究者の国際的な活動を積極的に支援する点にある。UTCPでは、

若手研究者を数名単位で海外へと積極的に派遣し、現地での研究発表・討議を通じて研鑓を積

めるような機会を彼らに提供している。11月のカナダ ・マキγレ大学でのGraduateSymposium'イ

メージ、の技法」にl名、 2010年l月のソウル国立大学でのBESETO哲学会議には9名の若手を派

遣し、各人の得意分野で研究発表をしてもらった。同1月のシンガポール大学での共同ワークシ

ョップ 「世俗化、国家、宗教」では7名を派遣した。特任講師 ・西山雄二が制作した映画 『哲学

への権利』は大学、人文学、哲学の現在形と未来形を問題にしたドキュメンタリ 一作品で、ア

メリカ、フランス、日本各地の大学で上映と討論会が開催された。

UTCPの主催で日本国内で開催された国際的な催事は計6固になる。う月、ニューヨーク大学

と華東師範大学との共同シンポジウム 「運動としてのモダニズム」では、日本 ・アメリカ ・中

国の研究者が各人の歴史的視座から近代性の問い直しをおこなった。9月、延l並大学との共同シ

ンポジウム「人文学と公共性」は若手研究者を中心とする会で、両国の歴史的 ・社会的文脈の

なかで人文学の現状と問題が浮かび、上がった。11月、イ タリア ・トリノ大学とのワークショッ

プ「サステナピ リテ ィと倫理」では、持続可能で責任ある発展のための教育研究に関 して討議

が交わされた。12月、パリ第8大学との共同シンポジウム「大学における人文科学の未来」では

若き学長パスカル・パンザック氏を迎えて、両国の大学の現状と展望を討議した。博士学生の

企画と運営によって、日本 ・アメリカ ・中国の若手によるGraduateStudent Conference '歴史的

生の複数的現在」が成功したことも特筆すべき成果である。

また、 UTCP主催の圏内でのワークショ ップとしては、本拠点が掲げる「共生」概念を多角

的に聞い直す「人類 ・歴史 ・共生一一21世紀における「歴史学」の課題」、哲学的な動物論の現

状と可能性を討議する 「人間と動物の共生」、ロボッ トの開発や利用に関する倫理をめぐる「ロ

ボエシックス ロボティクスと社会の未来像」、抽象表現主義函家マーク ・ロスコの展覧会と

同時期に開催された「ロスコ的経験一一注意拡散時間性」などが実施された。

UTCPの研究部門

UTCPは基本的な教育研究単位として領域横断的な6つの部門を設定しており、 2008年は以下
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4つの部門が担当教員と数名のPD.RA研究員とともに笑施された。

第1部門「脳科学と倫理J (信原幸弘担当)

脳科学と社会をめぐる哲学的・倫理的な問題を議論するプログラム。テクスト5棒読セミナー

として、「セミナ-5:ハウザー (MarcD. Hauser、MoralMinds) を読む」を実施した。7月、

脳神経倫理学の分野における気鋭の若手ニール・リ ー ヴィ氏を招~専し、 一般向けの講演会から

若手研究者の発表からなる小規模セミナーまで 6本の連続プログラムを成功させた。9月、石原

孝二々小口峰樹ら3名はカナダ ・ハリファックスでの「脳をめぐる諸問題一一脳神経倫理学の進

展開」に参加し、各々の関心に沿ってポスター発表を行い、 UTCPの脳神経倫理学に対する取

り組みを紹介した。また、若手研究者の主導によるTokyoCoUoquium of Cognirive Philosophy 

(TCCP)も併催され、第l部門の活動に多層的な厚みを加えている。

第2部門「時代と無意識J (小林康夫・原和之担当)

歴史的時間性を実存者にとっての根源的な経験として考察し、実存と時間とがロゴスにおい

て調停される「歴史の哲学」を探究するプログラム。PD研究員の森田園による 「歴史哲学の起

源」プログラムと合同演習の形をとって、今年度はヴァルター・ペンヤミン講読に焦点が当て

られた。ベンヤミン読解を通じて、歴史、進歩、想起、ファンタジ一、資本主義といった主題

群が検討された。原和之氏の主導で精神分析に関する根底的な再検討も進められており、 5月に

はアラン ・ジュランヴィル氏を招科して、無意識の観点から現代哲学の線本的な矛盾が討議さ

れた。

第2部門「イメージ‘研究の再構築J (三浦篤担当)

正統的な美術史学に拘束されてきたイメ ージ群を異なる角度から照射し、その意味と機能を

解明するべく、本年に創設されたプログラム。初年度は海外招聴者による講演を積極的に実施

し、実りある成果をあげた。ダリオ ・ガンボーニ氏は疑念と寓意の論点からルドンとゴーギヤ

ンに関する新視点を披露した。]=C・レーベンシュテイン氏は絵画の作法(デコールム)と いう

多元的概念から数々の 『最後の審判』を縦横無尽に読解した。ミュリエル ・ラデイツク氏は廃

櫨が有する境界的運動から日本美術における時間論を展開した。セゴレーヌ ・ル・メン氏とア

ンリ・ゼルネール氏を迎えて実施されたシンポジウム「絵画の生成論」では、デッサン・習作 ・

下絵と制作過程、完成/未完成の境界、発想源、や影響、版画の役割、塗りや筆触の効果など、

多角的な視点から美術作品が「永遠に完結しないもの」として検証された。

第3部門 「哲学としての現代中国J (中島隆博担当)

ここ数十年の儒学復興の現象と中国思想、界での哲学的言説の登場を「中国における古典回帰」

と同じ運動とみなした上で、現代中国の諸相を、日本、西欧、米固などでの哲学における古典

回帰との比較を通じて哲学的に考察するプログラム。最終報告会「哲学 ・翻訳 ・救済」では中

島隆博による哲学のマニフェスト的著作 『哲学J (岩波書店)をめぐって討議がおこなわれ、 2

年間の活動を終えた。第3音1¥門の枠内で「日本思想セミナー」も継続的に笑施されており、海外

の秀逸な日本思想、研究者と交流できる賞重な場となっている。

第5部門 「世俗化・宗教・国家J (羽田正担当)

世界全体で同時に生じている宗教復興の現象を分析し、近代国家の根幹をなす世俗化の原理

との関係を考察することで、共生のための宗教の新たな諮り口を模索するプログラム。学期中

のセミナーでは、 「世俗J r宗教J r国家」などの諸概念の成立が、西敵近代の時代経験や西欧と

非西欧の歴史的緊張関係を踏まえつつ、日本、ヨーロッパ、イスラーム圏の社会的・文化的文

脈に即して検証された。7月、クリスチャン・ウル氏を招聴して、西国幾多郎を通じて近代と宗

教の関係を考察した。第5部門と連動して 「イスラーム理解講座」が実施された。舞台演出家

でもあるフランシス・ガンル氏はシェイクスピア作品のアラブ世界における演出という独特の
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1 2009年度における大学院総合文化研究科・教聾学部

視座から、ハルド ゥン ・ギユラルプ氏はヨ ーロ ッパにおける世俗性の観点からイスラ ーム文化

に|刻する有益な講演をおこなった。

その他のプロクラム

「短期教育プログラム」では、若手研究者が自らのイニシアテイヴによって1年間のプログラ

ムを作成し、教員の助言のもと実施する。現在は「歴史哲学の起源」、「イメ ージの作法」、「現

代芸術研究」、「ファンタジーの再検討」といった各プログラムが組織されている。その他の特

徴的なプログラムとしては、 「日本思想セミナー」がのべ4回開催され、ハリ ー・ ハルトゥーニ

アンや酒井直樹など主に海外の研究者を招科して、日本思想に関する批判的なセ ミナーを継続

的に実施した。また、 「アカデミ ック・イングリ ッシユ」講座も開講され、若手研究員の英語に

よる口頭発表、論文執筆の支援が実施されている。

教育研究成果の国際的な情報発信

学術活動の国際的な情報発信のために、 UTCPはインターネ ットを最大限に活用し、斬新な

取り組みを継続させている。ホームページ上で日本語と英語、さらには中国語で活動方針を掲

載し、イベント情報を告知するだけでなく、ブログで日々の動向を逐一伝えている。アクセス

数は好調で、、海外からの訪問者を含めて連日600人以上になる。

出版に関しては、 2008年は多言語による小冊子シリ ーズとして、 『世俗化とライシテ』、Seculari-

zatiom et Laicites、『エンハンスメント ・社会・人間性』、Transactionin Medicine & Heteronomous 

Modernization: Germany， japan， Korea and Taiwan， Philosophie et Education 1I Le droit a ul philosophie， 

1拘 itherjapanese Ph伽 ophy?Refle山 omthrol併 other今es，H仰 ワandHeteronomy: CriticaL Essays、

『共生の哲学のために』が刊行された。事業推進担当者の外国語の単著シ リーズCoLlectionUTClっ

としては、橋本毅彦のHistoricaLEssays on japanese TechnoLog;y、三浦篤のHistoiresde peinture entre 

France et japonが、またUTCP叢書3として、西山雄二編 『哲学と大学』が出版された。小林康夫

『知のオデユツセイア』、中島隆博「哲学~ r荘子』、村田純一『技術の哲学』、TadashiUchino， Cru-

cibLe Bodies: Pos帥 'arjapanese Pe柿rmanceftom Brechtωthe New MiLlenium、サラ・ロイ 『ホロ

コーストからガザへJ (早尾貴紀共編)など、 UTCPのメンバーによる出版物は単著、編著、翻

訳書ともに好調で、ある。

(共生のための国際哲学教育研究センター特任講師 西山雄二)
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16 進化認知科学研究センター

進化認知科学研究センターは、 学際 ・複合研究分野の21世紀COEプログラム「心とことば一

進化認知科学的展開J (2003 -2007年度)が達成してきた成果をもとに、さらにそれを発展さ

せるために2008年度に新たな研究センターとして発足した。本セ ンタ ーでは、 「人間とは何か」

という根源的、古典的な問いに対して、 「人類進化学、遺伝学、脳科学J I認知科学、発達科学、

情報科学J r言語科学」の3領域を融合させて、現代的解答を探求していく 。「赤ちゃんラボ」で

行われる認知発達研究、自閉症児を対象とした組織的な認知神経科学研究、 言語学者と認知科

学者の協働による認知神経言語学研究等を軸に、国内外の研究拠点との連携を進めている。

総合文化研究科 ・教養学部内では、人文・社会系と自然科学系をつなぐ研究拠点として位置

づけられ、 言語情報科学専攻と広域科学専攻の教員で構成される執行委員会が、センタ ーの運

営を担っている。センターの事業としては、研究室を越えた各種共同研究を日常的に行う他、

大学院の文理横断型科目として、 「言語情報科学特別講義1:心とことばー進化認知科学的展開」

「進化認知科学」を毎年開講している。また2009年度に本センターが開催したイベントは以下の

通りである (予定を含む)。

<主催イベント>

特別セミナー ・土谷尚嗣先生 (カ リフ ォルニア工科大学)講演会 (6/26)

大嶋百合子先生(マッギル大学)講演会 (7/7) (11126) 

若手企画シンポジウム r脳と心の最先端J (2/13) 

特別セミナー.Josep CaJl先生 (マックスプランク進化人類学研究所)講演会 (3/5)

<共催イベント>

ゾウオ ロジ-2009rゾウを知る、ゾウから学ぶJ (7/18) 

日米科学協力事業「脳研究」分野情報交換セミナ-Workshop: Developmenr of me SociaJ Brain 

(l!23、24)

ダーウインセミナー 'フランス・ド ゥヴア ール先生 (エモリ 一大学)講演会 (3/11)

2009年の研究成果として主なものは、 21世紀COEにおける研究成果を中心とした 『ソーシャ

ルブレインズー自己と他者を認知する }jì~ ~ (開一夫 ・長谷川寿一編、東京大学出版会)の刊行が

あげられる。また、原著論文の中では、 21世紀COEの研究期間中に若手研究者たちが共同研究

で行った覚醒状態のチンパンジーの脳機能計測のうちの自己の名前への反応に関する研究論文

ソーシヤjレブレインス
自己と他者をIli却する箇

Ueno、A.et aJ. (2009) Brain activiry in an awake chimpanzee in response to the sOllnd of her own 削岬州公

name.が、 BiologyLettersに掲載され、 ScienceNow (Science誌のWebニュース)、NHK、TBS、

共同通信、読売新聞等で紹介された。

なお進化認知科学研究センターのホームページ (URL)は、 http://巴CC.C.ll-tokyo.ac.jpで、ある。
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脳波計測中のミスキ (自分の名前に対する覚醒下で

の彼女の事象関連電位を測定した。自分の名前、伺

じグループの他{団体の名前、そして未知個体の名前

などを聴覚刺激として提示したところ、Ncと呼ば

れる脳波成分の潜時が自己の名前のときのみ有意に

変化した。この変化はヒトにおいても見られるもの

であり、ミズキが自分の名前を他とは異なる形で処

理していることを強く示唆するものである。)

(進化認知科学研究センター長 長谷川寿一)

母親になったミズキ (実験の翌年、ミ ズキは初めて

の赤ちゃんを出産し、現在、研究は「育休中」である)
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17 美術博物館

2009年度に開催した展覧会は、以下のとおりである。

「東京大学教養学部創立60周年記念 矢内原忠雄と教養学部」

2009年3月28日 (土)-6月28日 (日)にかけて開催された本展覧会は、東京大学教養学部

が2009年5月31日創設60周年を迎えるのを記念し、初代学部長矢内原忠雄教授の人物と学問を

紹介し、教養学部の草創期を回顧するという趣旨に基づいて企画された。

本学の総合文化研究科 ・教養学部が、今日にいたる60年間にわたり、わが国の大学の中でた

んなる一部局にとどまらない、総合的知を生み出す拠点としての活動を続けてこられたのは、

旧制第一高等学校と旧制東京高校を新制東京大学教養学部へと編成し直す画期的転換があって

初めて可能になったことである。その門出の時期にどのような議論を経て全国に一つしかない

教養学部のグラン ドデザインが生み出されたか、それは今なおス リリ ングな歴史の一納である。

特色あるシニア課程の教養学科が作られたのも、駒場博物館の礎が築かれたのも、さらには

教養学部報が発刊されたのもみな矢内原が学部長を務めた2年半に起こったこと であった。

矢内原忠雄は教養学部長から南原繁の後任として戦後2代目の東京大学総長に選出されたが、

総長時代にも教養学部を重視する態度を貰いた。敗戦後間もない貧しい占領下の時代であり、

学生運動が昂揚しさまざまな札際もあったが、矢内原と学生の聞には常に信頼関係が保たれて

いた。

矢内原忠雄が、第一高等学校入学後、校長であった新渡戸稲造の感化を受け、さらに内村鑑

三の門に入りキリスト教信仰を学んだことはよくま日られている。矢内原の人となりを知る上で、

預言者と称されるほど強い個性を持つキリスト者の側而を無視しては全体像を考えることはで

きない。明治 ・大正時代の内村、新渡戸から、戦後の総長南原、矢内原へと地下水のように流

れるキ リス ト教の背景についても、展示を通じて掘り下げた。

学者としての矢内原忠雄は歴史の大波に採まれた人であった。彼は大学卒業後、住友総本社

に入社、別子鉱業所勤務した後、国際連盟へ赴任した新渡戸稲造の後任として、東京帝国大学

経済学部助教授に任官し、開設されたばかりの植民政策の講座を担当した。『植民及植民政策』

(1926年6月)を刊行するとともに、繰り返し朝鮮、台湾、南方群島などに調査旅行を重ね、当

時の状況下で日本の植民地のあり方を批判的に検討する学問的姿勢を貫くうち、やがて日本の

植民政策と鋭く対立する立場を取らざるをえなくなる。1937年9月、虚溝橋事件を受けて執筆し

た雑誌論文 「国家の理想」は当局の忌誌に触れて全文削除されるが、これに屈せず、軍国主義

化する日本の現状を批判しつづけた矢内原は、ついに東大教授の職を辞すること を余儀なくさ

れた。

辞職後も検事局への頻繁な呼び出しゃ著作に加えられる度重なる発禁 ・削除処分にも屈する

ことなく、 『余の尊敬する人物』等の著書や信仰誌 『嘉信』を刊行し、自宅での聖書集会、土曜

学校講義等の伝道活動を続けながら、キリスト者として真理のための戦いを貫いた。

終戦後東京大学教授の職に復帰してからの矢内原は、社会科学研究所長、経済学部長、教養

学部長、総長を歴任し、その傍らキリスト教伝道の手を緩めず、新しい時代に平和と自由の理

想を担う若者を育てるべく、超人的ともいえる活動を展開したのであった。

本展覧会では、

l、矢内原忠雄の人と信仰

2、矢内原忠雄の学問

3、教養学部の出発

の3テーマを柱に、矢内原忠雄と教養学部草創期に関わる資料を展示 した。

また、美術博物館が、矢内原家から寄贈を受け所蔵していたものの、これまで未公開であっ
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た矢内原忠雄が南洋諸島で収集した民俗資料を初めて公開するなど、学術的な成果の高い展覧

会となった。

このほか、関連企画として3つの展示テーマにあわせて、シンポジウムを3回開催した。

4月24日 (金)に開催した 教養学部創立60周年記念シンポジウム 「教養学部で学ぶとは?J 

は、講演者に、本間長世氏(元東京大学教養学部長 ・元東京大学副学長)、田辺裕氏 (東京大学

名誉教授 ・帝京大学経済学部長)、小島憲道氏(東京大学理事 ・副学長 ・前教養学部長)をお招

きし、池田信雄 (東京大学教授 ・前駒場博物館館長)の司会により、教養学部の草創期から現

在に至る理念について話を伺った。

5月16日 (土) に開催した第2回シンポジウム「矢内原忠雄と植民地研究」では、

パネリストとして、塩出浩之氏(琉球大学准教授)、若林正丈氏 (東京大学教授)、今泉裕美

子 (法政大学教授)コメンテーターに酒井哲哉氏 (東京大学教授)をお招きし、木畑洋一氏 (元

東京大学教養学部長 ・成城大学教授)の司会のもと、矢内原忠雄の研究者としての側面を紹介

しつつ、彼が行った植民地研究について検討を行った。

6月13日(土)に行った第3回シンポジウムでは、 「矢内原忠雄とキリスト教」では、パネリス

トに川中子義)脇氏(東京大学教授)、三浦永光 (津田塾大学名誉教授)、柴田真希都 (東京大学

大学院博士課程)、鴨下重彦(東京大学名誉教授 ・元東京大学医学部長)をお招きし、信仰面か

ら矢内原忠雄の人物像について活発な議論が行われた。

82日間の会期中に、のべ5023人 (一日平均61人)の来館者をむかえることができた。

特別展「観世家のアーカイブ一世阿弥直筆本と能楽テクストの世界一」

本展覧会は、 10月10日 (土)-ll月29日まで、 主催科学研究費補助金「観世文庫所蔵能楽関

係資料のデジタル画像化と解題目録作成に向けた総合的研究」 ・財団法人観世文庫 ・東京大学

大学院総合文化研究科・教養学部 ・東京大学駒場博物館、共催駒場友の会 ・東京大学教養学部

附属教養教育開発機構で開催された。

能・狂言の成立は、日本中世におこった文化メディアの革命だった。日本ではじめて本格的

な演劇メディアが出現し、文化の上に君臨したのである。

このメディア革命の旗手 ・世阿弥が発明した複式夢幻能という様式は、あらゆる古典や物語

を演劇として魅力的に鋳直すことができる優秀な編集技術であった。

一方、世阿弥はまことに鋭い批評精神の持ち主でもあった。演劇という不定形な現場にかろ

うじて投げかけられた明断な言葉の投網、それが世阿弥の能楽論である。

この展覧会の第一の特色は、役者であり劇作家であり演出家であり批評家であり、そしてな

によりも座長であった世阿弥という天才の、直筆の原本7点が出品されたことである。

(ただし重要文化財に指定されている世阿弥直筆能本4巻は11月6日-16日までの約2週間の

み展示、その他の期間は、写真複製を展示した。)

観阿弥が基礎を築き、その子世阿弥によって大成された能楽は、将軍家をはじめとするパト

ロンや観客に支えられながら、多くの能役者たちによ って、#'L在まで継承され、発展してきた。

その中核を担ったのが、観阿弥を流祖とし、世阿弥を第二祖とする観世家の人びと、つまり

歴代の観世太夫たちであった。

観世大夫たちは、世阿弥の直筆本をはじめとするテクストを守り伝える一方、時代とわたり

合い、未来に心を馳せながら自らもテクス トを残し、国 ・装束などとともに膨大な観世家のカ

ーカイブを形成してきた。

このたび、 当代二十六世観世清和氏の協力のもと、科研費による調査プロ ジェク トが実施さ

れ、アーカイブの全貌がウェブ上に公開という形で、世界に向かつてひらかれた。それを記念

に、本展覧会も開かれたのである。

世阿弥は 『風姿花伝』で、「家、家にあらず。次ぐをもて家とす」と言っている。ただ続くだ

けでは家ではない、家の芸をきちんと継承してこそ、家が続くということだ、という意味であ

る 。 さらに、 I~I 分の子であっても、 その子に才能がなければ、芸の秘伝を教えてはならない、

とも言っている。
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1 2009年度における大学院総骨文化研究科・粧聾学部

この厳しい精神を体現する観世家が時代とともに生きる姿を、能楽テクストを通して、目の

あたりにしてもらいたい、というのが本展覧会の趣旨であった。

また、本展覧会のプレイベントとして、 10月9日には、コミュニケーションプラザの中庭にて、

「東京大学教養学部60周年記念東大駒場薪能」を開催した。東京大学で薪能を行うのは、初

めての試みであり、演目も、『能 紅葉狩・観世清和』、『狂言 萩大名・野村高斎』という、豪

華な顔触れだ、ったこともあり、大きな反響を呼んだ。

なお、薪能の模様は、展覧会会期中、展示室にて一日一回放映し、こちらも好評を得ていた。

その他、展覧会開催中の関連企画として、講演会を2回開催した。

11月9日に開催した第一回講演会「観世家の伝統」では、二十六世観世宗家・観世清和氏をお

招きして、様々なお話を伺った。

11月16日は、小林康夫教授と松岡心平教授による第二回講演会「世阿弥を世界にひらく」を

開催した。

また、毎週土曜日 14時からは、デジタルアーカイプ事業に携わった学内外の研究者によるギ

ャラリートークを行った。

48日間の会期中、のべ目的人(一日平均116人)の来館者を迎えることができた。

(美術博物館長三浦篤)
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18 自然科学博物館

2009年度に自然科学博物館で行った主な活動は、以下のとおりである。

「小穴純とレンス‘の世界」

2009年7月18日 (土)-9月23日 (水・祝日)まで、自然科学博物館主催によ る 「小穴純とレ

ンズの世界」展を開催した。

小穴純 (1907年一1985年)は、光学 ・応用光学の研究で知られる物理学者であり、東京大学、

上智大学で教授を務めた。2006年から翌年にかけて、小穴の助手を長年務められた石川和枝氏

と小穴純ご遺族のご厚意により、旧小穴研究室の実験機器と小穴個人の文書類が駒場博物館に

寄贈 ・寄託された。本展は、それらの小穴関係資料を公開すると共に、小穴の研究の足跡を辿

り、光学の世界の奥深さを実感していただくことを目的に企画されたものである。

小穴純は、 1907年12月2日東京に生まれ、府立第一中学校、第一高等学校 (ー高)を経て東

京帝国大学理学部物理学科に進学 した。一高在籍時の1925年から始まる詳細な日記や、中学 ・

高校・大学 ・大学院で使用した教科書 ・ノート類が残されており、これらの一部も展示 した。

大学院に入り研究者としての道を歩み始めた当初、小穴は、 「熱電子に関する一般研究」という

課題を手がけていた。 しかし、大学院で師事 した田中務(1885年一1973年)の分光学の研究を

手伝うようになり、次第に光学関連の実験機器の詳細に関心を抱くようになった。戦前には、

日食の機会を捉えて太陽の観測を行うため、また観測地点の視察や準備を行うために、南洋の

ローソ ップ島(1934年)、北海道(1936年、 1937年)、台湾 ・石垣島(1940年)、中国の賀勝橋

(1941年)を旅した。観測旅行は陸海軍の援助を受けることが多く、こう したつながりもあって

か、小穴は軍に光学の知識を提供するようになった。

戦前・戦中に蓄積された小穴の光学の知識と技術は、戦後になって大きな実を結び始めた。

小穴の回想によれば、終戦後数年にして、 多い 日には十人、少ない日でも三人程度は相談者が

研究室を訪問するという状態であったいう 。訪問者の中には、光学機器製造者のほかに、光学

関連の測定に挑もうとする他分野の研究者もいた。こうした交流を経て、具体的な装置や製品

となった成果としては、小穴 ・直良式と呼ばれる照明系を採用した顕微分光測光装置、解像力

を測定する小穴式テスト ・チャート、超マイクロ撮影用レ ンズのウル トラマイクロ ・ニッコー

ルなどがあり、それらの実物も光学機器メ ーカーの皆さまのご協力の下、 あわせて展示した。

本展の開催に当っては、資料の寄託を承諾された小穴純ご遺族の皆様、寄託の実現と整理・

調査にご尽力いただいた石川和枝様、小穴の研究に関わる貴重な資料を貸与くださ った方々、

小穴純に関する逸話をご披露いただいた小穴門下の皆様など、多くの方々のご協力をいただい

た。深く感謝したい。共催団体は、社団法人日本物理学会、社団法人応用物理学会、日 本物理

教育学会、東京大学理学部物理学教室、東京大学教養学部物理部会、東京大学教養学部附属教

養教育開発機構。協力団体は、株式会社ニコン、株式会社掘内カラ ー、株式会社 レンズ屋、株

式会社目白ゲノ ッセン、朝日分光株式会社、 シグマ光機株式会社、アサヒカ メラ編集部、オ リ

ンパス株式会社、株式会社ナリカ、自然科学に親しむ会、東京大学生産技術研究所志村研究室、

東京大学大学院総合文化研究科・教養学部共通技術室。ほか、目黒区教育委員会、国立天文台、

上智大学理工学部物理学科、日本光学会、光設計研究グループに、ご後援いただいた。

関連イベントとしては、展覧会開催前日の2009年7月17日 (金)に、教養教育開発機構主催

の「高校生のための金曜特別講座」の2009年夏学期最終回に、 「小穴純とレ ンズの世界」という

タイトルで、本展示の監修を行った相関基礎科学系 岡本拓司准教授による公開講座を開催した。

また、石川和江氏が所属する自然科学に殺しむ会の協力により 「ガリレオタイ プの望遠鏡を作

る」というワークショ ップを8月29日 (土)・9月19日 (土)の2回、初年次活動センターを使

って開催した。
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はかるひと:第一向等(中)学校と測fi!
山叩r~A網岡町山柵

1 2009年度における大学院総合文化研究科教聾芋部

展示期間は計59日間、来館者数はのべう143人 (一日平均87人)を記録した。展示アンケート

の記録では光学関係者、カメラ愛好家なども多く見受けられた。ワークショップでは若年層の

参加も多かった。

学術情報サミ ット2009への参加

2009年11月10日-12日までパシフイコ横浜で開催した「図書館総合展」の会場内で行われた

“学術情報サミット2009"に駒場図書館と連携してパネルセッションを行った。掲示した内容は、

「はかるひと」という題で、第一高等(中)学校の生徒制作の実測図 (教育用掛図の一部)や、

測量機器等について紹介した。第一高等(中)学校の旧蔵資料と教育用掛図のデジタルアーカ

イブ化に取り組んでいることを来場者に告知することができた。

また、この内容は、 11月14日(土)-11月初日(日)までの自然科学博物館「所蔵品展」に

おいて、実物を含めて展示した。

2009年秋の自然科学博物館「所蔵品展」

2009年11月14日 (土)-11月29日 (日)まで、 2F自然科学博物館展示室において、「所蔵品

展」を開催した。展示内容は、自然科学博物館の所蔵品目より、鉱物・化石・昆虫標本 ・実験

機探 ・測量機器・教育用掛図 (複製) ・骨格標本を抜粋して展示した。この期間には、ホーム

カミングデイや駒場祭が含まれるため、それらのイベントで訪れた来館者に所蔵品目を掲示す

る目的で、行った。また、伊藤元己教授による2009年度夏学期の全学体験ゼミナール「駒場自然

科学博物館の展示を創る」を受講した学生による成果発表の場という目的もあった。学生によ

る展示は、第一高等学校の骨格標本(実物)と教育用掛図(複製)を用いたコーナーを作成し、

11月21日(土)-11月29日 (日)まで掲示した。

(自然科学博物館長伊藤元己)
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19 高校生のための東京大学オープンキャンパス2009

東京大学のオープンキャンパスは2日間にわたり、初日が本郷キャンパス、 2日目が駒場キャ

ンパスで、例年7月の最終週か8月の初めに開催される。しかしカレンダーの関係から平成21年

度はいつもより少しおそし 8月7日金曜日に開催された。この夏は天候不順で雨が多くまた冷

夏と言われたが、当日は晴れ、正午の目黒区の気温はお度と、まさに猛暑の中の開催となった。

駒場地区総合受付が設置された駒場Iキャンパス正門には、熱心な生徒達の列が午前8時には

でき始めた。さらに9時の時点ではその列が坂下門近くまで伸びたため、 9時半の受付予定時刻

を前倒しして、 9時に受付をスタートさせた。ここ数年の動向から、このような事態はある程度

予想の範囲内ではあったが、事前登録および当日受付を含めた参加者総数は22う2名と過去最高

となった。

午前は、教養学部の三つの大教室を使って主企画であるキャンパス紹介、教員との談話会が

並行して行われ、午前の後半は、総合文化研究科教員による三つの総合講演が実施された。ま

た、コミュニケーションプラザ二階では、駒場友の会による父母・引率者を対象としたキャン

パス紹介も行われた。遠方から見学に来た高校生の引率者の方々にも、駒場キャンパスの魅力

を十分に感じてもらえたことだろう。約一時間の昼休みのあと、八つの模擬講義(文系三コマ、

理系三コマ、文理融合系ーコマ、数理科学研究科ーコマ)と四つの科学実験のデモンストレー

ション(物理実験、化学実験、生物実験、低温実験)が開催され、多くの高校生が熱心に模擬

講義に聞き入札参加型の科学実験に日を輝かせていた。午前、午後を通じて、駒場博物館、

駒場図書館、情報教育棟、および生産研、先端研の各施設における施設見学、ガイドツアー

特別企画等が並行して実施され、たくさんの高校生でにぎわっていた。

駒場のオープンキャンパスは、教養学部(大学院総合文化研究科)、数理科学研究科(数理)、

生産技術研究所(生産研)と先端科学技術研究センター(先端研)の計四部局(学部や研究所)

が企画、運営している。全体の取りまとめ役は教養学部である。今年の場合、五月下旬から企

画の立案を始め、六月下旬には全体のプログラムを確定した。午前のキャンパス紹介や総合講

演、午後の模擬講義や自由参加企画という大きな流れは例年通りであったが、学生による東大

ガイダンスを午前中から開催したり、生命科学構造化センターと科学技術インタープリター養

成プログラムが新しい企画を開催したりと、今年から新たに加えられたものもあった。また、

例年、生産研と先端研への研究室見学は午後にのみ開催されていたが、高校生からの強い要望

に応えて、今年は午前と午後の二回の開催となった。今年はこれら新しい企画が生徒たちの心

をつかんだようで大盛況であった。また、現役東大生の先輩たちとの質問コーナーでは、受験

勉強やキャンパス生活について、高校生が先輩たちと熱心に話し込んでいた姿がとても印象的

であった。

前述したように、今年はお盆休み直前のオープンキャンパスとなった。その期間にもかかわ

らずジュニアTAとして手伝ってくれた学生の皆さんの協力もあり、大きな事故なく、成功裏に

オープンキャンパスを終了することができた。今年のオープンキャンパスに参加して、「東京大

学に入学したい」という思いを強くする高校生が一人でも多くなることを、心から願う次第で

あるc

(学部長室)
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1 2009年度における大学院総作文化研究科教聾宇都

理事事息JEJ笠 高校生のための東京大学オープンキャンパス2009醐地区キャンパスプログラム 2009年間7日(金〉
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(当日配布資料より)
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20 第 8回ホームカミングデー

卒業生とその家族・友人を大学キャンパスに迎え、大学内で催す様々な企画に参加し、ただく

ことで交流を深め、一層の親睦を図ることを目的とする「東京大学ホームカミングデイ」が毎

年秋に行われている。 2009年度のホームカミングデイは11月14日(土)に駒場・本郷両キャン

パスで行われた。駒場キャンパスでのイベントは総合文化研究科・教養学部と数理科学研究科

が主催し、教職員OBを含めキャンパスとゆかりのある方々を会員とする駒場友の会に共催者と

して参加していただいている。駒場キャンパスでの当日のプログラムは以下のとおりである。

12: 20-12: 30 オープニングセレモニー

会場:駒場コミュニケーション・プラザ北館2階音楽実習室

12: 30-14: 00 第6回教養学部選抜学生コンサート

会場:駒場コミュニケーション・プラザ北館2階音楽実習室

14 : 00-15 : 30駒場の樹木を楽しむ会

梶幹男教授(本学北海道演習林長)

会場:駒場コミュニケーション・プラザ北館2階多目的教室3

1う:30-16: 30 講演会 rr長い20世紀』の世界史像」

木畑洋一教授(成城大学教授、本学名誉教授)

会場:駒場コミュニケーション・プラザ北館2階多目的教室1

16: 00-17: 00 講演会「デジタル信号の理論と代数幾何学」

桂利行教授(法政大学教授、本学名誉教授)

会場:大学院数理科学研究科棟大講義室

17: 30- レセプション 会場:駒場ファカルティハウス

終日開催特別展「観世家のアーカイプ世阿弥直筆本と

能楽テクストの世界一」 会場:駒場博物館

終日開催 企画展「造船秘伝書の世界」 会場:駒場図書館l階ロピー

当日の催しは駒場コミュニケーション・プラザでのオープンニングセレモニーで幕を開けた。

山影進教養学部長の挨拶に続いて行われた第6回教養学部選抜学生コンサートでは、スタインウ

ェイフルコンサートピアノを奏でるピアノ三重奏曲などう曲が演奏され、圧倒的な曲の響きに会

場の聴衆が魅了された。恒例となった「駒場の樹木を楽しむ会」では、梶幹男北海道演習林長

による「東京大学北海道演習林が目指す『理想の森』づくり」と題した講演会が行われた後、

梶先生の引率によりキャンパス内を散策しながら樹木へのネームプレート取り付けが行われた。

また、木畑洋一名誉教授による講演会 rr長い20世紀』の世界史像」や桂利行名誉教授による講

演会「デジタル信号の理論と代数幾何学」には、駒場の卒業生にとっても興味深い話に多くの

聴衆が集まり、駒場博物館では特別展「観世家のアーカイプ世阿弥直筆本と能楽テクストの

世界 」、駒場図書館では金画展「造船秘伝書の世界」が終日催されたc 夕刻のレセプションは

ベテラン会と合同で行われ、大先輩方から最近卒業された方までが、駒場の過去・現在・未来

を語り合った。

この他にも各学科の同窓会が開催され、のべ参加者数のう名という多数のご参加をいただき、

盛況のうちに一日を終えることができた。

(学部長室)
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I 2009年度における大学院総什文化研究科教聾学部

21 社会連携への取り組み

大学における教育研究活動の成果を直接に社会へ還元するため、総合文化研究科・教養学部

では、初等中等教育との連携プログラムや、オープンキャンパス、研究室公開、博物館の展示

会、公開オルガン演奏会などの活動を行なっている。 2009年度は別記するオープンキャンパス

や博物館の展示を行ったほか、「高校生のための金曜特別講座」を毎週開催した。また昨年度に

引き続き「高校で行う教養教育特別講座」、「直島キャンプ」、「サイエンスショー」などが開催

されたc これらの活動は社会連携委員会が教養教育開発機構教養教育社会連携(ベネッセコー

ポレーション)寄付研究部門と連携して実施、運営している。

1. r高校生のための金曜特別講座」

本講座は、 2002年4月に始まった。当初は運営を含め全てが教養学部教員のボランテイアで実

施されていたが、教養教育社会連携寄付研究部門の設置により強力な実施体制が確立し、運営、

情報発信、講義内容の公開など多くの面で飛躍的な発展を遂げている。特に、講座のウェブサ

イト立ち上げにより、講義予定等の情報に加えて過去に行われた講義の要旨、そしてハイライ

ト映像(一部は全編)が閲覧できるようになっている。さらに、 2007年度から、インターネッ

ト回線を利用した双方向同時中継を本格的実施し、地方の高校からの要望に応えることができ

るようになったO 北海道から沖縄まで全国39校 (2009年10月現在)の高校生に、教養学部なら

ではの学問の幅広き・奥深さを発信している O 今年度は大分大学とも共催し、大分大学での講

義を東大を通して全国にインターネット配信をするという試みも実施した。駒場会場での参加

者は毎回、 100名から 180名程度あり、そのうち高校生がほぼ7割で、社会人も3割程度参加して

いる。会場、配信校からの質問も多数あり、予定時間を過ぎてしまうことも多い。また、博物

館の特別展示に関連した講義を実施し、その後、展示会場で展示会を楽しむという企画もあっ

た。 URLhttp://high-school心 u-rokyo.ac.jp/index.hrml

2009年度の夏学期は小森陽一教授、冬学期は松田良一准教授が担当してプログラムを編成し

た。実施プログラムは以下の通り O

日時:毎週金曜日 17: 30一19:00 

場所:東京大学教養学部18号館ホール

夏学期

4月17日 川中子義勝(思想史 r矢内原忠雄と教養学部」展

4月24日上僚俊介 車のエコと安全のための道路IT技術

(生産技術研究所情報・エレクトロニクス系部門)

う月 1日 池内昌彦(生物学) 光と生物:光合成と光シグナル一一DNAで光合成

できるか? 大腸菌は光を視るか?

う月 8日 市野川容孝(社会学) 社会って何だ?一一ー社会学事始

ぅ月 lう日村松伸 都市とは?一一う000年の歴史とその未来

(生産技術研究所人間・社会系部門)

う月29日 石田英敬(情報記号論 21世紀のメディアリテラシ-

6月う日 小宮山進(物理学) 顕微鏡のはなし

6月12日 石田勇治(ドイツ現代史) ナチズムと戦争の記憶?

一一過去と向き合うむずかしさ

6月19日 立問 徹(化学) (生産技術研究所物質・環境系部門)

プラズモニクス:ナノメートルサイズでさまざま
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な色と機能を出す

6月26日 古矢 句 (アメリカ近現代史) オパマ大統領でアメ リカは変わるか?

7月10日田中久美子 言葉を数える一一計算言諾学への招待

(大学院情報理工科学研究科創造情報学専攻)

7月17日 岡本拓司 (科学史) 小穴純とレンズの世界

冬学期

10月16日 堀越正美 自然科学者への道

(分子細胞生物学研究所)

10月23日 兵藤 俊夫 (物理学) この世に迷い出た反粒子 r l~電子」 の性質と応用

11月 6EI 飯田 誠(環境エネルギー科学)地球温暖化問題とj武力発電の仕組み・技術展望

11月13日 松岡心平(日本中世文学) 能一一人間の心のドラマ

11月27日 斉藤秀司(数学) フェルマーの小定迎

12月18日 今井知正 (古代ギリシャ哲学) ソクラテスとは何者であるか

「無知の知」の意味するところ一一

l月22日下井守 (化学) 身の回りの物質に化学の 目を向けよう

一一一家庭用洗剤を例として一一ー

l月初日大 島 ま り 血液の流れをシミュ レー ションする

(生産技術研究所機械 ・生体系部門)

2月 5日 枝川圭一(生産技術研究所 サステイナブル材料p国|祭研究センター)

国体の原子配列秩序と物性

一一結晶 ・準結品 ・アモルファス

2月12日 鳥井裕美子 異文化の翻訳一一前野良沢と志筑忠雄の仕事

(大分大学教育福祉科学部)

2月19日 三浦篤(西洋近代美術史) 絵を見る、絵を読む

2.高校で行う教養教育特別講座

本講座は教養教育の社会連携を目的として本学教養学部教員が全国の高校に出向いて講義を

実施するもので、 2007年度から開始した。生徒に対して講義を行うばかりではなく、「教養教育

の社会連携」をテーマに高校教員との意見交換会を実施することが本講座の大きな特徴である。

これらの活動を通して r15歳からの r学び』の促進」を実践するとともに、高校現場における

教育課題の共有によって、実状に即した教養教育の提言 ・発信が可能になることを期待してい

る。2009年度はl校で実施した。

9月19日 (土) 岡山県立岡山城東高等学校

後藤則行(国際環境論) 地球温暖化とはなにか?

3. 直島環境キャンプ 海と空の問で 「人間の場所ー」について考える

高大連携による新しい教養教育の笑践として、瀬戸内海に浮かぶ直島を舞台に「考える こと」

を体験する機会を提供した。2009年度も08年度に引き続き、環境と地域活性化をテーマに、 三

浦篤教授 (西洋近代美術史)、丸山康司特任准教授 (教養教育開発機構NEDO新環境エネルギー

科学創成特別部門)、瀧川洋二特任教授 (教養教育開発機構)、下井守教授 (化学)、 山本泰教授

(社会学)、宮本結佳氏 (奈良女子大学社会生活環境学専攻)が講師をつとめ、 8月4日から7臼ま

での4日間にわたり、高校生21名を対象に開催した。環境問題に関するレクチャ一、豊島で稼働

している産業廃棄物処理施設の見学、犬島のアートプロジェク ト 「精錬所」や直島の地域活性

化活動に取り入れられた現代アー トの鑑賞、ベネッ セコーポレーション楕武線一郎会長に よる

レクチャーなど、多彩なプログラムを通じて環境問題や地域活性化を多面的に捉える ことを目

的とした。高校生たちは講師との議論や参加者同士でのグループデイスカッションによって考

えを深め、最終日にはキャンプで、得た意見について発表会を行った。
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4. r科学リテラ シーの普及」事業

サイエンスショー 「宇宙観る」

第3回東大生によるサイエンスショー 「宇宙 (そら)観(み)る」は、中学生、高校生を主な

対象に現代の宇宙研究の最先端を紹介した。この準備は、林衛客員准教授と滝川洋二特任教授

の全学自由研究ゼミナール 「心を動かす表現法」の受講生と、元受講生による東京大学サイエ

ンスコミュニケーションサーク jレCASTにより、まず、東京大学数物連携宇宙研究機構の村山斉

機構長のサイエンスカフェを開き、 IJ音黒物質、暗黒エネルギーについての研究の最前線を語っ

てもら った。その研究を中学や高校の理科 ・物理で説明できるように工夫し、舞台上の実験と

観客が手元で楽しめる実験を開発してサイエンスショーを組み立てた。7月13日に駒場キャンパ

ス数理科学研究科大講義室での実施 (主催 東京大学教養学部教養教育開発機構共催東京大

学数物連携宇宙研究機構企画:林街、瀧川洋二 協力 .東京大学サイエンスコミュニケー

ションサークルCAST)には約110名が参加した。

中学生を主な対象にこの内容を少しアレンジして、「青少年のための科学の祭典東京大会1ll小

金井」において、 9月13日に午前と午後の2回実施した。約170名の参加であった。

また、 11月l日には、 ]ST主催 「サイエンスアゴラ」の催しの中で日本科学未来館を会場に実

施した。本格的な会場で、約150人の参加であった。

「夏休み探究実験教室」

8月12日 (水)-14日 (金)東京大学駒場キャンパスの駒場アクティブラ ーニ ングスタジオ

(KALS)で高校生 (意欲的であれば中学生も可)対象の探究実験教室を開いた。募集は10名程

度だったが、実際の応募は6名で、風邪などで最後まで参加できたのは中学生l名 (男)、高校生

2名 (女)であった。中学生 ガラスの電気伝導性の原因を探る、高校生 限に見えにくい

色の理由、高校生一一一家のホコリを調べる、をテーマにし、東急ハンズで材料を購入し、実験

装置を組み立て、コンピューター計測などを利用し、研究した。14日に発表し、その後の課題

をそれぞれ持って終わりにした。なお、 08年に実施した「夏休み探究実験教室」の受講生はそ

の後も研究を継続し、世界の高校生が物理学の研究で競う国際コンテスト「ノ ーベル物理学賞

への第一歩J (ポーランド科学アカデミー主催)で09年度の受賞者の一人になった。

(社会連携委員会委員長下井守)

5.オルガン演奏会 ・ピアノ演奏会

オルガン委員会は、 2009年に3回の演奏会を開催した。第116回および117回演奏会は、 900番

教室でのオルガン独奏で、いつものように一般公開した。第う回室内楽演奏会は、オルガンは使

わず、コミュニケーション ・プラザ音楽実習室において、チェロとフォルテピアノによる二重

奏の演奏会とした。この演奏会は、会場の収容人数の制限から予約制とし、入場者は駒場 Iキ

ャンパスの学生 ・教職員および駒場友の会会員・会友に限定した。このため、駒場友の会との

共催とし、予約受付業務はすべて駒場友の会が担当した。

2009年 5月19日 第116回オルガン演奏会

オルガン ヨハネス・ゲフ アート

2009年 6月12日 第117回オルガン演奏会

オルガン 椎名雄一郎

2009年12月15日 第う回室内楽演奏 会 (駒場友の会との共催)

チェロ.鈴木秀美、フォルテピアノ 平井千絵

ピアノ委員会は、コンサート用グランドピアノを用いた演奏会を、コミュニケーション ・プ
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ラザ音楽実習室で4岡、 900番教室でl回開催した。コミュニケーション・プラザ音楽実習室での

演奏会のうち2回は、第一線で活躍中の演奏家による演奏会。残り2回は、ピアノ委員会による

オーデイションで選ばれた学生が出演する教養学部選抜学生コンサート。そのうちl回(11月14

日)はホームカミングデイの行事の一部として開催した。選抜学生コンサートは、学生のたい

へん水準の高い演奏を、友人、教員、出演者の家族らがいっしょに楽しみ、暖かい雰囲気に溢

れていた。

900番教室での演奏会は、駒場友の会との共催で、松尾楽器商会の協力を得て、スタインウェ

イのコンサート用グランドピアノを運び込んで、実施した。演奏した高雄有希氏は、本学の学生

であると同時にプロのピアニストでもあり、すでに駒場で何度も演奏されている。熱心なファ

ンも多く、会場は満員の盛況で、あった。

2009年4月22日 第う回教養学部選抜学生コンサート

ピアノ:松原薫(文)、塚本有香(理二)、世古隆蔵(経)、河野真士(数理科学研究科)、和

田萌子(東京裳術大)、ヴァイオリン:森本和浩(工)、サラ・リム (AIKOM留学生)

2009年う月30日 スタインウェイ・ピアノコンサート(駒場友の会との共催)

ピアノ:高雄有希

2009年6月23日 第7回演奏会 中村誠一・ジャズ・カルテット

中村誠一(サックス)、吉岡秀晃(ピアノ)、沼田 励(ベース)、太田耕平(ドラム)

2009年11月14日 第6回教養学部選抜学生コンサート

ピアノ:松原薫(文)、浦野慶(農学生命科学研究科)、西村さやか(文三)、富田典史朗(文

二)、ヴァイオリン:森本和浩(工)、森朱理(東京婁術大)、東保明徳(文一)、問辻祐樹(千

葉大)、伊藤康一郎(慶懸義塾大)、トランペット:大矢浩徳(理一)、河口理紗(理二)、関

信弥(理二)、ホルン:森合利之(経)、 トロンボーン:小野田穣(工)、山田直生(理一)、

ユーフォニアム:林田慧太朗(理一)、チューパ:冨田昇号(理一)、チェロ:前田和宏(文

二)、右納響(一橋大)、ヴィオラ:水野未宙也(一橋大)

2009年12月21日 第8回演奏会 H・ハイネの詩による歌曲

ノfリトン:小川哲生、ピアノ:杉山潤子

(オルガン委員会・ピアノ委員会 小川桂一郎)
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22 初年次活動センター

初年次活動センタ ーは、前期諜程の学生に対する様々なサポートを目的とする初年次教育の

拠点を目指して、 2008年10月に関所した。アドミ ニストレー ション棟東側の木立に閉まれた、

こぢんまりとした建物である。60m2のガラス張りの屋内に、学生の学習相談やグループ学習を

促進するプレゼン設備と小キ ッチンを備えており、約30名までのさまざまな活動に対応できる

設計となっているo センターの運営には、教養学部内の委員で組織された初年次活動プログラ

ム運営委員会があたっている。

初年次教育とは、主として新入生を対象として、大学といっ新しい学習・生活環境に積極的

に適応し、知的能力や人間性を十分に開花させるよう促す総合的な教育プログラムである。世

界各国の大学教育でも重要な位置づけがなされており、ガイダンス、自校教育、大学での勉学

の質的転換を図る初年次少人数教育、キャリアデザインなどが企画されている。

初年次活動センターでは、 2009年3月末に入学直前の新入生約400名を駒場キャンパスに集め、

教員と上級生が新入生を交えて10名ごとのグループごとに工夫をこらしたキャンパスガイドを

行う 'FRESHSTART@駒場」 を開催した。2010年3月末にも同様のイベントを催す予定である。

この他にも2009年度中には、教務課職員による履修ガイダンス、英語教員や留学生が前期課程

学生と昼食をとる 「英語でしゃべランチ」、前述の 'FRESHST ART@駒場」の企画を錬る全学

自由研究ゼミナール、基礎科学科教員による 「サイエンスカフェ」、「教養教育への囲碁の活用」

として日本棋院棋士による囲碁体験指導、学生相談所主催のキャンパス ・アイデンテイテイ ・

グループなどが実施されている。さらには、 2009年10月より、 あらかじめ研修を受けた大学院

生や後期謀程学生をピア ・アドバイザーとして配置し、 「面倒見の良い先輩」に気軽に相談でき

る制度を開始している。平日は殆ど関室しており、ウェブページで担当ピア ・アドバイザーを

:riiU患できるようになっている。

2009年10月に開設されたウェブサイト (http://shonenji.c.u-tokyo.ac.jpJ)では、 この他にもセ

ンターの利用方法について案内しており、カレンダーで時間割の予約状況や企画の詳細も知る

ことができるので、ぜひご参照いただきたい。

(教養学部副学部長 (学生担当) 嶋田正和)

61 



23 駒場アクティブラーニングスタジオ(KALS)

2007年5月に駒場キャンパス 17号館に開設された「駒場アクテイブラーニングスタジオ

(KALS)Jでは、教養学部・情報学環 ・大学総合教育研究センターの共同プロジ、エクトとして、

東京大学が掲げる(理想の教養教育〉を目指した新しいタイプの授業が実践されている。従来

の教室で行われている、板書あるいはプロジェクタとノートによる聴講型の授業に対して、KALS

で行われる授業では、データ ・情報 ・映像などの様々なインプットに対して、読解 ・ライテ イ

ング ・討論を通じて分析 ・評価を行い、その成果を統合的にアウトプットする能動的な学習活

動、すなわち 「アクテイブラ ーニング」に重点が置かれる。授業中に“その場"での協調学習

を採り入れることによって、学生の能動的な授業への参加を促進している点も、 KALSで行われ

る授業の特徴である。

KALSは、最先端の情報コミュニケーション技術(ICT)を活用して、アクティブラーニング

の効果を最大限に引き出す設計がなされている。ICT設備の詳細については、本書p.358を参照

されたい。KALSで実施される授業は、 ICTを活用したアクティブラーニングによ って、 学生自

らがデータ・情報を整理して課題を見つけ出し、その解決を目指して様々な視点から課題に取

り組むことにより、広い視野から問題に対応する能力を養うことを目標としている。2009年度

にKALSで実施された学部前期課程の授業一覧を下表に示す。

KALSを利用した新たな教育手法の開発は、 rICTを活用した新たな教養教育の笑現」として

2007年度から文部科学省 「現代的教育ニーズ取組支援プログラム」に選定されており、現在、 2

名の常駐スタッフが授業の運用を支援すると共に、「基礎演習」にNHKアーカイブスの映像資

料や、 Weblogシステムを取り入れたり、生命科学に関する自由ゼミで、蛋白データの3Dモデル

や配列解析ツール等を利用したりするなど、積極的にICTを活用した新しい授業モデルを実施・

評価している。

KALSホームページ:http://www.kals.c.u-rokyo.ac.jp/index.html 

2009年度にKALSで開講された学部前期課程のJ受業

授業 科目 講義題目 教員名

総合科目 物理科学 1 (文科生) 兵頭俊夫

基礎演習 新藤希史

英語 I列 Tom Gally 

英語 I列 Tom Gally 

夏学期
英語IHUC r 60 MinutesJを見る/聞く 内野儀

英語IHUC r 60 MinutesJを見る/聞く 内野儀

中級英語W Cri tical Ideas in English Tom Gally 

全学自由研究ゼミ ナール 生命科学戸1.1 笹川 昇

全学体験ゼミナール 教材をつく って覚えるWeb入門 酋森年寿

(後期) 文化人類学特別演習 I 木村忠正

総合科目 物理科学 1 (文科生) 兵頭俊夫

方法基礎 データ分析 岡田晃枝

方法基礎 データ分析 大森拓哉

英語 I列 Tom Gally 

冬学期 英語E列 Critical Ideas in English Tom Gally 

英語E列P Giving Academic Ptesentations 内野儀

全学自由研究ゼミナール 分子模型、結晶模型をつくる 下 井 守

(大学院) 文化人類学演習 I 木村忠正

(大学院) 言語情報科学特別講義 染谷泰正
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1 2009年度における大学院総合文化研究科教養学部

24 キャンパスの整備

2009年度の施設・環境整備の概要

本年度は、 9号館、 10号館などの耐震改修工事のほか、第2グランド、 16号館西の軟式テニス

コートの人工芝化工事が年度内に完成予定である。また、安全性確保の観点から開放が遅れて

いた駒場池についても必要な追加安全対策が完了した。また、昨年末に着工した理想の教育棟

の第 1期の実施設計が完了し、工事契約を経て、来年度内完成に向けての準備が整った。

耐震改修工事

2008年度補正予算によって、 9号館(西)、 10号館および図書館収蔵庫の耐震改修工事が予算

化され、本年度に工事が実施された。なお、その実施計画は2008年度に策定され、その内容は、

駒場2008に掲載されているので省略するが、ここでは重要な点のみを紹介する。 9号館の耐震改

修工事の予算措置は商半分に限られていた。しかし、改修後の 9号館利用が、東西lこ2分するも

のではなく、一体的なものであることを考慮して東部分も西側同様の機能改修を行うこととし

た。限られた予算内で9号館全体を改修可能となったのは、駒場 Iキャンパスの関係者のみなら

ず、施設・資産グループの努力と工夫の結果である。

第2グランド、 15号館西の軟式テニスコートの人工芝化

第2グランドの人工芝化工事は、昨年度末に学内措置(本部経費、学部経費および寄付)によ

って予算確保されたものである。工事用車両の進入路の確保のための樹木の伐採などの問題が

あったが、環境委員会での検討を経て最小の伐採で済ますことができた。本年は、さらに、 16

号館西の軟式テニスコートについても人工芝化工事の予算化が実現し、年度内に完成予定であ

るO なお、その利用にあたっては、人口芝の磨耗を防ぐため、一定のルールに従うことが求め

られる。

駒場池(愛称、一二郎池)周辺の安全対策

昨年度内に完成した駒場池の開放に当たって、隣接する男女共同参両施設の未就学児や周辺

地域の児童が立ち入るのを防ぐための安全対策の不備が問題となった。環境委員会を中心に安

全対策が協議され、小学生以下が入れる領域を池の北の一部に限定し、一般開放部分との間に

境界を設ける、入り口に案内を表示するなどの安全対策工事が行われ、本年度、開放にいたっ

た。現在のところ、懸念された水位の低下も見られず、池の保水工事が当初の目的を満足して

いることが確認されている。水質の確保のみならず、貴重な自然環境の保全の立場からも、今

後とも維持管理を徹底する必要がある。

理想の教育棟1期工事

理想の教育棟第1期工事は、多目的教育スペースであるアクテイブ・ラーニング・スタジオに

加えて、展示やパネルセッション、各種イベントに対応するオープンスペースホールやオープ

ンスペースアリーナと300名規模のレクチャーホールから構成される。

本施設の工事は昨年末の既存プールの撤去に始まるものであるが、本年は、建物部分の実施

設計と既存の旧学生会館食堂部分の取り壊しなど、来年度完成に向けての準備が整った。

なお、建築工事は、 NEDOの支援を得て、 ZEB(ゼロ・エネルギー・ビルデイング)事業と

して行われる。 ZEB実現に関しては、生産技術研究所の野城智也教授をリーダーとする研究グ

ループの指導、計[llJj立案の下でダブルスキン+省エネウインドシステム、地下水循環冷暖房シ

ステム、放射冷房システム、太陽光発電システム、躯体蓄熱、 AIネットワークによる建物・空

調・照明統合マネジメントシステム、自然光活用LED調光システムが採用され、現時点で可能

な様々な二酸化炭素削減の工夫が行われる予定である。

(駒場キャンパス計画室 加藤道夫)
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25 歴史モニュメントの設置

東京大学総合文化研究科 ・教養学部では、第一高等学校(以下「ー校J)に由来する歴史的遺

産を継承するため、第一高等学校同窓会(以下「ー高同窓会J)の協力の下でさまざまな努力を

続けてきた。その試みは、 1956年に当時の同窓会館南庭東端に設置された 「鳴呼玉杯之碑」に

遡る。

その後、この種の記念碑の設置はしばらく途絶えていた。しかし、 2003年に国の施設整備補

助金で問窓会館の改修・改築による「駒場ファカルテイハウス」の建設が決定して以降、急速

に駒場の歴史を後世に伝える記念碑等の設置が進んだ。2004年には、 一校同窓会の援助の下、 l

号館南西に「一校ここに在りき」の碑が完成しただけでなく、 「駒場ファカルテイハウス」とし

て再生された旧同窓会館南庭には一校最初の2名のお雇い外国人教師であるアリヴ、エ先生とプッ

チール先生の碑が設置された。なお、これらの碑は一校が本郷から駒場に移転する際に駒場に

運ばれ、現在の駒場博物館周辺に設置されていたものの復元である。また、陸上競技場脇には、

ストレンジ先生の顕彰レリーフが設置された。

2005年秋に全館完成した駒場コミュニケーションプラザでは、記憶の継承として第一高等学

校寄宿舎(駒場寮)のエントランスゲート(正確には、駒場寮と時計台、特設高等科(101号館)、

旧図書館(駒場博物館)を結ぶ地下道の入口)の一部が同プラザ中庭に移設されるほか、中寮

の柱跡にLED照明が埋めこまれた。さらには、同プラザ食堂の酋壁面に駒場 Iキャンパスの歴

史を展示した歴史ギャラリーが設置された。

また、 2007年から2008年にかけては、東京大学創立130周年に合わせて、さらに歴史遺産の

継承に向けた努力が払われた。一校同窓会の援助により、老朽化した教養学部正門の復元製作

が行われ、 2008年に完成している(詳細は駒場2007、p.61参!被)。そのほか、 130周年記念事業

として 「知のプロムナード」が構想され、駒場キャンパスの歴史的モニュメン ト17箇所を通る

歴史の道や自然遺産をめぐる自然の道が定められた。これに伴ない、これらの遺産の名称を記

した照明器が設置されるほか、その案内のため 『知のプロムナード ナピゲーション・マップ』

や説明を加えた 『知のプロムナード ナピゲーション・ブック』が編纂された。

本年は、 2008年度内に完成したものの、開放が遅れていたキャンパス東端の池(駒場池、通

称一二郎池)の安全対策工事も完了し、公開に至っている。また、 2003年当時から一校同窓会

によ って構想されていたものの実現が遅れていた以下のモニュメントが一校同窓会の援助の下

に設置された。それらは、護国旗銘板、新基之碑、寄宿舎察跡記念碑の3つである。護国旗は、

l号館北アーケード上部に設置された紋章であり、その銘板が同アーケードの西側の柱に設置さ

れた。新墾之碑は、数理科学研究棟北西の矢内原門跡に設置された。この碑の裏面には、第四

十七回紀念祭寮歌「新墾」の歌詞が刻まれている。なお、「新墾」は一校が本郷から駒場へ移転

した直後の寮歌であり、 「駒場の玉杯」ともいわれている。寄宿舎寮跡記念碑は、駒場コミュニ

ケーションプラザ中庭に移設されたエントランスゲート脇に設置された。ここには、寄宿舎の

由来に加えて、先ほど述べた中寮柱跡の照明の説明が記されている。また、今年度には間に合

わなかったが、正門復元の際に軽量のアルミの複製に置き換えられた鋳鉄製の正門紋章をモニ

ユメントとして駒場コミュニケーションプラザ中庭に設置する計画もある。

すでに述べたように、これまでの歴史遺産の継承の多くは、 一校同窓会の援助によっている。

残念ながら、 一校同窓会は本年解散されたが、本会の援助により残された上記のモニュメント

を保全し、次世代に伝える ことが本研究科の責務であろう。

(駒場キャンパス計画室室長 加藤道夫)
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E 
大学院総合文化研究科・

教養学部とはどのような組織か



1 沿革一一束大駒場

東京大学教養学部は1949年う月31日、新制東京大学の発足と同時に設立された。当時、他の

大学では一般教養課程を担当する組織を教養部としたが、本学では、その名が示すように当初

から独立の学部として出発した。初代学部長の矢内原忠雄氏は、その教育理念を「ここで部分

的専門的な知識の基礎である一般教養を身につけ、人間として偏らない知識をもち、またどこ

までも伸ぴていく真理探究の精神を植え付けなければならない。その精神こそ教養学部の生命

である」と語っている。後期課程の設置は当初から予定されており、 2年後の19うl年、専門教育

を担う「教養学科」が設置された。このとき求められたのは既存の学問体系を超える学際的な

ものを探求する精神であるが、この精神は今も変わらず引き継がれ、教養学部の教育研究の重

要な背景をなしている。

こうして、教養学部は、新制東大に入学した学生が、将来の専門にかかわりなく 2年間の教育

を受ける前期課程(ジュニア、教養課程)について全面的に責任を持つと同時に、後期課程(シ

ニア、専門課程)をも担当し、本郷キャンパスに設置された諸専門学部と対等な組織として出

発したのである。

教養学部の置かれた駒場の地は、旧制度のもとでは、第一高等学校として、日本の指導的人

材を輩出してきた由緒ある場所である。本学部が、旧制一高及び東京高校を包摂して出発した

という経緯からも、新制大学の内部に「旧制高校」の教育の積極的な要素を取り入れるべきで

あるとする主張は、教育面で本学部が出発当初から「リベラル・アーツJ Oiberal arts)の理念

を掲げてきたところに反映している i一般教養」を西洋中世の「自由学芸」に起源を持つ「リ

ベラル・アーツ」として位置づけ、専門教育に進む前段階において、同時代の知に関する広い

見識と、それによって語養される豊かな判断力を養うことを目指したのである。

しかしながら、新制大学発足以来の大学をとりまく環境や学問の変化は、大学における教養

教育のあり方そのものの改革を不可避にした。一方で、学問諸分野の専門化・先端化の深まり

によって領域を越えた学問聞の協働が匝害される側面が生じ、学問分野の横断的な基礎づけを

おこなう「教養」の理念がいっそう重視されるに至った。また、他方で、あらゆる学問分野の

聞でボーダーレス化、国際化が進み、これまでの人文科学、社会科学、自然科学、外国語とい

った教養科目の構成そのものが意義を失う方向に向かった。このような状況の中で、東京大学

は、文部省の大学設置基準の「大綱イヒ」をふまえて、 1993年4月に前期課程教育の全般的な見直

しをおこない、単なる個別的・専門的な知識の羅列や切り売りではなく、学問分野の枠を越え

てそれらの知識を有機的に関連づけ、総合的な視点から現代社会の直面する諸問題に的確に対

応できるような基本的知見・姿勢を養うことを目的とする科目の抜本的な再編成をおこなった。
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s j(学院露骨文化研究科教聾学部とはどのような組織か

2 教育・研究上の特色一一学際性と国際性

1993年に前期課程教育カリキュラムの抜本的な改革をおこなった際、 「リベラル ・アーツ」を

「同時代の知の基本的枠組み即ちま11のパラeダイムの学習と、そのような知にとって不可欠の基本

的なテクネーの習得」と再定義したが、それは東大駒場創設の教育理念が今日なお有効である

ことを確信していたからである。

しかし、そのような 「リベラル ・アーツ」教育の実践は、同時代の知と社会と、さらには世

界全体と向かいあえるような研究体制に支えられていなくては不可能である。上記のような教

養学部の成立事情もあって、ややもすれば旧制高校の美風へのノスタルジーをま じえて語られ

ることの多かった新制東大の駒場であるが、当時その指導的立場にいた教官たちは、現代にお

ける学問に対する基本的な認識の斬新さ、正確さ、射程の長さによって、単なる「専門予科」と

は本質的に異なる地平を切り開くことに成功した。そのような新しい学問観を貫いていたのが、

教養学科創設の理念ともなった 「学際性」と「国際性」である。これは、教養学部そのものを

単なる教養部とせず、生きた教育 ・研究の;場として成長させるための重要な牽引力となってき

たといえよう 。そして、キャンパスのイメージで言えば、デイシプリン型の「本郷」、 トランス

・ディシプリナリー型の新たな 「柏」とともに、インタ ーデイシプリナリ ー型の「駒場」は今

後の東京大学を構成する三つの極の一翼を担っている。
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3 教育・研究組織の特色一一一三層構造

駒場の教員たちは、教養学部発足時から、東京大学の前期課程教育に責任をもっと同時に後

期専門課程教育に携わってきた。さらに、新制大学院発足とともに、比較文学比較文化、西洋

古典学、国際関係論の課程を、やや遅れて文化人類学、科学史・科学哲学の課程を担い、また

本郷諸学部を基礎に作られた大学院課程にも参加していた。このように教養学部の教員が、前

期・後期・大学院という3つのレベルの教育に関わってきたのは、「リベラル・アーツ」教育に

あたる教員が、同時に専門領域において優れた研究者であるべきであると考えられたからであ

る。それ故、これまで教養学部においては、後期謀程及び大学院を充実させることは前期課程

教育の充実のために不可欠であるとの認識のもとに、一貫してそのための努力が払われてきた。

しかも、国際的に開かれ、学際的な新しい領域における優れた研究者が、前期課程において

リベラル・アーツ教育を行うことによって、前期課程教育そのものを絶えず活性化するという

仕組みは、当然に、後期専門課程と大学院を充実させるという計画となり、後期謀程は、 1962

年、自然科学系の後期課程として基礎科学科が発足、 1977年には教養学科が教養学科第一(総

合文化)、教養学科第二(地域文化)、教養学科第三(相関社会科学)の3学科に改組拡充され、

また1981年には基礎科学科第二(システム基礎科学)の新設に伴い、基礎科学科が基礎科学科

第一(相関基礎科学)へと発展した。さらに、 1983年には教養学部を基礎とする大学院総合文

化研究科が新設され、名実共に、一貫性のある独立した部局となった。大学院総合文化研究科

は、発足当時には比較文学比較文化、地域文化研究、国際関係論、相関社会科学の4専攻であっ

たが、 1985年には広域科学専攻が新設され、 1988年には文化人類学専攻が社会学研究科から移

され、 1990年には表象文化論専攻が新設、 1993年には言語情報科学専攻が新設・大学院重点、化

されることによって、 8専攻体制となった。

さらに、 1994年には広域科学専攻の再編・大学院重点化に着手し、まず生命環境科学系を新

設し、引き続き何年には相関基礎科学系、広域システム科学系を編成・整備した。そして、 1996

年には言語情報科学専攻を除く既設文系6専攻を超域文化科学、地域文化研究、国際社会科学の

3専攻へ統合整備し、総合文化研究科はう専攻3系からなる新たな体制となり、これによって駒場

の大学院重点化はひとまず完了した。

このように大学院を担当する高度な研究者が、学部前期課程教育、学部後期課程及び大学院

教育をも担当する教育研究システムを「三層構造」と呼んでいる。大学院総合文化研究科・教

養学部は、この「三層構造」に立って、前期課程(文科I類、 E類、阻類、理科 I類、 E類、

皿類)2年間の7，000人の学生の教育に当たると同時に、学際的・国際的な専門教育・研究組織

として、全国で他に例を見ない独自の発展を遂げてきた。総合文化研究科の教員が、それぞれ

の領域で第一線の研究者であり、後期課程および大学院における専門教育の現場に立ちながら、

前期課程も担当する。このような仕組みにより同時代の知の先端的な部分を前期課程教育に還

元しようとするものである。
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4 教員集団一一多様多才な人材

このように教養学部が自分自身に課した「学|祭性J i国際'性J i三層構造」という要請に応え

るためには、意欲と能力にあふれた多様な人材が必要であることは言うまでもない。教養学部

の教員は、単に専門分野における先端的な研究者の集団というにとどまらない。教養学部の教

員は大学院総合文化研究科に属していると同時に、前期課程を責任をもって担当するいう原則

を買いている。そのため、教員の人選にあたっては、その研究者としての能力とともに、上記

の三層の教育に能力のある者を選ばなければならない。それを教員個々人の仮IJから見れば、 三

重の能力を持つこ とを要求されている ということにもなる。こうして、教養学部は極めて広範

囲にわたって専門家を集めているという点からだけでも、 必然、的に多様な人材に富んでいるが、

そればかりでなく、これらの専門家は、教育・研究の複数の現場においても有能 ・有用であり、

この多元性が 「駒場人」を特徴づけている。事実、教養学部の教員には、学内においてのみな

らず、社会的にも、極めて多様な次元で活躍している人材が少なくない。
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E 大学院総合文化研究科教聾学部とはどのような組織か

5 意思決定の機構

大学院総合文化研究科・教養学部においては、専任教員の選考基準として教育と研究の両面

における能力が問われることはいうまでもないが、同時に、大学院総合文化研究科及び教養学

部のさまざまなレベルでの運営に積極的に参加しうる資質も要求されている。研究科・学部の

意思決定機関としての教授会への出席のみならず、教員組織としての専攻会議・系会議、前期

課程の部会会議、後期課程の学科会議、さらに前期課程、後期諜程、大学院の各レベルに設置

されている各種委員会、さらには研究科長・学部長、評議員のような部局全体、ひいては東京

大学全体の運営にまで関わる責任を、原理的には各教員が平等に負っていることを意味する。

こうした学内行政への積極的な参加は、大学院総合文化研究科・教養学部の運営が常に民主

的なものであるために必要な条件である。国立大学法人化に伴い、より学外に向けて広く開い

ていることを使命とする現在の大学にとって、国際的な水準での教育・研究環境のたえざる向

上を目指し、時代とともに変化する種今の社会的な要請にも真撃に対応するためには、組織と

しての柔軟性が恒常的に保たれていなければならない。その意味で、さまざまなレベルにおけ

る各教員の学内行政への積極的な参加は大学を制度的な硬直化から救い、不断の自己改革に向

けて組織的柔軟性を維持するための必要にして不可欠な条件となるといってよい。教育と研究

のみに専念する大学という「閉じた孤高」のイメージは、過去のものである。めざすべきは「聞

かれた濃密さ」である。

大学の置かれたこうした現状の認識を共有する教授会構成員が、しかるべく理にかなった分

業によって、学部運営の様々な局面に直接的かつ間接的に参加するシステムを円滑に機能させ

なければならない。大学の知性は、いまや教育と研究のみならず、この運営システムの有効性

の創出にも発揮されねばならない。教育と研究の高い水準の維持につながるという意味で各教

員の学部運営への積極的な参画が求められている。

教授会

総合文化研究科教授会と教養学部教授会がある。運用に際しては、総合文化研究科教授会と

教養学部教授会を合ーして同時に開催するものとし、両教授会の合ーした組織である「総合文

化研究科・教養学部教授会J (以下「教授会」という)を設置している O この教授会で重要事項

を審議するとともに、全学の管理運営機構への評議員、委員などを選出する。なお、大学院総

合文化研究科長は、教養学部長を兼ねる。

専攻会議・系会議

総合文化研究科所属の各専攻・系に専攻会議・系会議が置かれる。専攻会議・系会議は、総

合文化研究科の各専攻・系に配置されている教員によって構成される。各専攻会議・系会議に

は議長が置かれ、専攻長・系長がこれにあたっている。専攻会議・系会議は、総合文化研究科

教授会の審議事項に関し各専攻・系に関連する事項について審議する役割を担う O

大学院数理科学研究科との相E協力

教授会に加え、総合文化研究科・教養学部における数学教育やキャンパス運営などの必要か

ら数理科学研究科との相互協力関係を保つため、従来と同様に教養学部拡大教授会(以下、「拡

大教授会」という)を置くこととした。拡大教授会の構成員は、教授会構成員及び数理科学研

究科所属教員の一部である。なお、 199う年11月16日の拡大教授会で「教養学部長の選出結果は、

拡大教授会に報告し了承を得るものとする」ことが申し合わされた。
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学部長・研究科長 運営諮問会議

研究科
専攻会議・系会議

大学院総合文化研究科・教養学部の管理運営組織図(1)

言語情報科学専攻 前期部会
超域文化科学専攻 英語、ドイツ語
地域文化研究専攻 フランス語・イタリア語

一一←ー 中国語・朝鮮語
国際社会科学専攻 ロシア語、スペイン諮

大i 広糊学専攻生命環境科学系 古典語帥諸言語

合 広域科学専攻相関基礎科学系 法・政治、経済・統計

化文 研究 ←一広域科学専攻広域システム科学系 社会・社会思想史
国際関係、歴史学

研究立 科毅芸 超域主ft科学科 国文漢文学
一一 地域文化研究学科

総合社会科学科 文化人類学、哲学・科学史
心理・教育学、人文地理学

基礎科学科

Z部長 十広醐学科 物理化学生物
草会 生命・認知科学科 情相報剤師国弘宇宙地草

→ 前期24部会 w 協ツ身体運動
」

トLJ~lí~.!H'. 総務委員会

アメリカ太平洋地域研究センター 前期運営委員会
「ー

H 教養教育開発室
後期運営委員会
教務委員会

ト寸教養教育開発機構 教育研究経費委員会

ト寸学生相談所
入試委員会
広報委員会

戸運諮邑崎 ト寸進学情報センター
情報基盤委員会
教育研究評価委員会

ト斗留学生相談室 図書委員会

J議問~ 学生委員会

ト寸 駒場インターナショナル・オフィス 三鷹国際学生宿舎委員会

H 国際研究協力室
建設委員会
その他

」

斗駒場博物館

H 駒場地区男女共同参画支援施設
「ーーーーー → ドイツ・ヨーロッパ研究センター

保健 寸複雑系生命研究センター

セ
寸図書館ントーー

タ
斗共通技術 室

所
L寸事務部長

保健センター駒場支所

大学院総合文化研究科・教養学部の管理運営組織図(2)
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E 大学院総合文化研究科教聾学部とはどのよう辛組織か

6 各種委員会

大学院総合文化研究科・教養学部では、主要な業務をもっ常設委員会が設置されている。以

下に、 2007年現在、総合文化研究科に存在する各種委員会のうち主要なものの業務を概説する。

総務委員会

総合文化研究科・教養学部の教育と研究に関わる重要な事項についての意思決定機関である

教授会に提出される案件を検討して審議の慎重を期すとともに、あらかじめ問題を調整して議

事の簡素化をはかっている。

大学院総合文化研究科教育会議

標記の委員会は東京大学大学院運営組織規定に基づき設置されている委員会で、大学院での

教育を行うための種々の決定、調整を行う組織であり、基本的には各専攻・系を単位とし、そ

の代表によって構成される。委員は、

(1)研究科長及び副研究科長

(2)専攻長及び系長

(3)各専攻及び広域科学専攻の各系から選ばれた教員

(4)特に関係の深い他の研究科及び附置研究所等から推薦された教員(人文社会系研究科・

理学系研究科、東洋文化研究所・社会科学研究所)

(う)その他研究科長が必要と認めた本学の教員

から構成されており、委員数は28名である。

後期運営委員会

後期課程運営委員会は、学部後期課程での教育を行うための種々の決定、調整を行う組織で

あり、基本的には後期課程6学科の代表によって構成されている。委員会のもとには、(1)教務

(カリキユラムおよび授業運営の調整に関する事項)、(2)予算(学科経費の配分と調整に関す

る事項)、 (3)図書(後期課程教育にかかわる図書の整備と運営に関する事項)の各専門委員会

が置かれている。また、AIKOMプログラム(短期交換留学制度)は後期課程の一部であり、AIKOM

委員が運営にあたっている。

前期運営委員会

前期運営委員会は、前期課程教育を適切に運営するためにその基本方針の根幹部分を審議す

る。その任務は、将来計画の策定、学生による授業評価、 FD等教養教育全般の改善等の審議で

ある。

教務委員会

前期課程のカリキュラムを担当し、学期ごとのカリキュラム及びシラパス作成を中心として

授業計画を調整する o 300名を超える専任教員と約1，200名の非常勤講師の授業のコマの組合せ

や時間帯の調整など、きわめて多元的な問題を解決するためには、前期部会の全教員の活動を

包括的に把握していなければならない。さらに、後期課程、大学院の授業計画は、それぞれの

水準で別の担当者があたっているため、それとの調整のうえで時間割を作成させなければなら

ず、この委員会の委員は、学期ごとに極めて複雑かつ重要な案件を審議している。
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教育研究経費委員会

教育研究経費委員会の任務は、年間予算のうち、教育と研究に関わる部分の原案を作成し、

教授会に予算案として提出し、承認を求めることにある。

教育研究経費委員会の扱う主な予算は教員と学生に関する経費であり、光熱水費などの経費

を留保した残りを、教員研究費・前期課程・後期課程・大学院専攻および系の運営費、学部共

通施設の運営費などとして配分する。大学院重点化以降、教員の研究費と大学院の運営費は専

攻へ、前期課程・後期課程の教育に関わる費用はそれぞれの運営委員会を通じて配分すること

になっている。

広報委員会

広報委員会は、大学院総合文化研究科・教養学部の広報活動に関すること、「駒場20XXJ及

び「プロスベクタス (Prospectus)J の編集・発行に関すること、大学院総合文化研究科・教養

学部のホームページの編集と管理に関することを任務として設置された委員会である。

このほかに、教養学部報の刊行を担当する教養学部報委員会も広報活動の一環を担っている。

学生委員会

学生委員会は、学生の福利・厚生全般に関わる諸問題を担当する。学生支援課とは緊密な連

携をとり、二人三脚でことに当たる。駒場は学生数が多く、東大におけるサークル活動の中心

でもあり、学生委員会の任務は多い。

交渉や相談の対象となる学生自治団体は、学生自治会を初め7団体であり、また、オリエンテ

ーション、駒場祭、入試などの行事の際にも、委員の積極的な貢献が求められている。

学生委員会のメンバーのうち6名は三鷹国際学生宿舎運営委員を兼ね、その中のl名が同委員

長となる。学生委員会はまた、学生寮や学内施設の新たな展開のための学生との話し合いや、

環境作りにも携わっている。

以上の他にも、入試委員会、図書委員会、建設委員会、教育・研究評価委員会、情報基盤委

員会、国際交流・留学生委員会等、多くの学部内の委員会が定期的な会議を行っている。本郷

キャンパスでおこなわれる教育運営委員会前期課程部会や入試実施委員会等の全学の委員会に

出席を要請される教員も少なくない。
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H 大学院稔骨文化研究科・教葺井部とはどのような組識か

7 予算

2004年度(平成16年度)に国立大学法人に移行したことに伴い財務会計に企業会計の考え方

が導入された。大学本部からの2004年度の運営費交付金の配分予算は，前年度と同額であった

が、 2005年度以降は効率化係数に基づき予算額が毎年削減されている。

2006-2008年度の収入と支出は次の通りである O

収入 (単位:千円)

区 分 2006年度 2007年度 2008年度

pづaーL 生 納 付 金 4，262，371 ラ，075，439 4，970，090 
財 産 貸 付 料 収入 99，839 117，716 134，061 
物品等売払収入 2，164 921 1，270 
手 数 宇| 収 入 130 520 1，120 
笥t {す 金 収 入 329，297 410，765 312，941 
産 学 述 挑 等 収入 498，125 819，305 569，708 
科学研究費補助金等収入 1，38う，724 1，271，う5ラ 1，308，720 
版権及び特許権等 収入 842 191 3，398 

計 6，ラ78，492 7，696，412 7，301，308 

支出 (単位:千円)

区 分 2006年度 2007年度 2008年度

運営費交付金

人件費 4，996，580 う，041，985 5，077，727 
物件費 3，023，263 2，う61，577 2，683，325 

施設整備費補助金 639，749 。 309，019 
寄付金 203，796 310，203 309，ラ61

産学連携等研究資 498，12う 819，30う う69，708
科学研究費補助金等 1，385，724 1，271，ううう 1，308，720 

青|ー 10，747，237 10，004，625 10，2ラ8，060

(人科技に退職給付金は含まない)
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8 キャンパスの現状と将来計画

大学院総合文化研究科・教養学部、数理科学研究科の存する敷地(，駒場地区駒場 Iキャンパ

スJ) は面積2うう，32うm2を有し、武蔵野台地の東部に展開する“山の手台地"上に位置する神田

川と目黒川に挟まれた段丘商上にある O キャンパスは自然環境に恵まれ、東京都内とは思えな

いほど、緑が豊かである。周聞には文化的施設も数多く存在し、これらを視野に入れた再開発

を計画する必要がある。

キャンパスの沿革と現状

教養学部は戦後の学制改革によって、旧制第一高等学校の敷地と l号館、 101号館、図書館(現

在の駒場博物館)、大講堂、学生寮、寮食堂等の建物を引き継いだ。第一高等学校から移管され

た当初は、木造建築の教室群が建設されたが、 19何年ごろから、前期課程教育と後期課程教育

(教養学科)の機能に対応すべく、鉄筋コンクリート造りの中低層教室棟、研究棟、学生会館等

が建設された。これらの鉄筋コンクリート造の建物は、当時の施工条件等の影響で劣化が著し

い。また、その後の学部および大学院の教育研究組織のめざましい改組・拡充に十分に対応し

きれない状態にまでいたっており、次世代の社会に必要な人材を養成する教育研究組織を構築

するためには、キャンパスの再開発を実行する必要に迫られていた。このような事情を踏まえ

て、まず1981年度に10号館および11号館が建設された。 198う年度には2号館および12号館、 1987

年度には13号館、情報教育北棟が建設された。 1988年度には14号館が建設された。このうち、

10号館と情報教育北棟を除く建設は、老朽化した|日2号館の改築である。 1989年度にはlう号館、

1992年度には保健センター駒場支所(建て替え)、 1994年度には情報教育南棟、 16号館 I期棟、

19何年度には数理科学研究科 I期棟、 1997年度には16号館E期棟、数理科学研究科H期棟が!11ft

次建設された。また、 1998年にはキャンパスプラザA・B'C棟が建設された。また、 2002年度

には駒場図書館が建設された。これにともない、 2003年度には、旧図書館と旧教務課および美

術博物館の建物を改修し、学際交流ホールを含むアドミニストレーション棟と駒場博物館(美

術博物館と自然科学博物館よりなる)からなる複合施設である学際交流棟として再生された。

また、 2002年度には3号館が改修され、新しい研究棟として再生されたほか、アドバンストリサ

ーチ・ラボラトリーが新築された。 2003年度には、情報教育南棟増築と国際学術交流会館(フ

ァカルティ・ハウス)、男女共同参画支援施設(保育所)が新築され、さらに2004年度には18

号館が新築され、講義室及び研究室の拡充・整備がなされた。また、 2005年度にはう号館改修が、

2006年度には8号館耐震改修が完了した。一方、 PFI事業による「駒場コミュニケーション・プ

ラザ」は北館が200う年度末に完成し、南館および和館は2006年9月に完成した。 2007年度には、

「理想の教育棟」のモデルとなる駒場アクテイプラーニングスタジオ (KALS)が開設され、東

京大学130周年記念事業の一環として「知のプロムナード」が整備された。また、 2008年に初

年次活動センターが新築された。同年には、老朽化した正門木造扉、駒場池(通称一二郎池)の

整備が完了し、 2009年の護国旗銘板、新墾之碑、寄宿舎寮跡記念碑が設置と合わせて、第一高

等学校に遡る歴史と自然の継承が進んだ。安全対策としては、 2008年に102号館耐震改修工事

が完了し、 2009年に9号館、および図書館収蔵庫の耐震改修工事が完了し、 10号館も年度内に

完成予定である。理想の教育棟完成後移転が計画されている6号館、 7号館を除いてほぼ安全対

策が完了したといえよう。さらに、第2グランドの人工芝化工事も完了し、軟式テニスコートの

人工芝化工事も年度内に完成予定である。なお、理想の教育棟は2010年度内に第I期分が完成予

定である。
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E 大学院総合文化研究科・教聾宇都とはどのような組織か

キャンパスの将来計画

現在、進行中の計画としては、理想の教育棟がある。そのほか、駒場図書館2期棟、三鷹国際

学生宿舎の増改築も急がねばならない。また、キャンパス北東部には総合体育施設の計画もあ

る。

進行中のものを含めれば、教育研究施設の量的不足は急速に改善されつつある。しかしなが

ら、以上の建物整備はキャンパス再開発計画の一部であり、前期課程、後期課程および大学院

を擁する総合文化研究科・教養学部、数理科学研究科の高度な教育・研究体制の維持発展のた

めには、教育・研究施設の量的整備のみならず、質的整備が不可欠である。また、学生支援施

設の充実が立ち遅れており、今後さらに整備を進める必要がある。

一方で、キャンパス内の環境の整備、および環境を含めた維持管理体制の構築も進めなくて

はならない。また、今後増えると予想される改修へ向けて、デザイン・コードの確立を考慮す

べき時期にきている。
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駒場 Iキャンパス航空写真 (2007年6月撮影)
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||東京大学駒場 Iキャンパス建物配置図 11
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9 事務組織

事務組鍋図 (2009年7月l日現在)
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事務部長 教務課長一一一一一副課長

， 学生支援係

「一副課長一→ 「一一奨学資金係
L一一一一一主査一一→

学生支援課長→ 」一一厚生係

」ー副課長

(初年次活動・キャリアサポート担当)

総務係

図書係

雑誌係

利用者サービス係

情報サービス係

数理科学図書係

図書課長一一一一一一専門員

1992年度に大学院数理科学研究科が発足し、その事務を教養学部事務部が担うことになり、「教

養学部・数理科学研究科事務部」と改組されたが、大学院重点化の完成に伴い大学院総合文化
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研究科、大学院数理科学研究科・教養学部を担当することとなり、名称が「教養学部等事務部」

と改組された。また2006年7月1日付けで事務組織が改組され現在に至っている。改組内容・改

善点としては、①最小単位係(係長1、係員1)による弊害を解消するため、係の統合により、

係内の協力体制の強化、組織の柔軟化及び幅広業務への対応を図る。②組織全体のコンパクト

化、組織名称変更による積極的な業務体制の整備を図る。③責任体制の明確化(係間の業務の

キャッチボールを阻止)を図る。の3点を主目的として、具体的には次のとおり改組した。

1.総務課の庶務係を「総務係」に改めた。

2.経理課の総務係と予算係を統合し「財務係」に改め、旅費・謝金係を「経理係」に改めた。

3.学生課を「学生支援課」に改め、学生係と課外活動係を統合し「学生支援係」に改めた。

4.図書課の受入係と整理係を統合・再編し「図書係」、「雑誌係」に改め、閲覧係を「利用者

サーピス係」に、参考係を「情報サーピス係」にそれぞれ改めた。

事務部においては、職員数が毎年削減されており、職員の負担は一層厳しい状況になってい

る。このため、事務組織の改組は今回の改組に止まらず、今後も、さらなる事務処理体制の合

理化を目指し、引続き、検討を重ねていかなければならない。
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1 前期課程

1.前期課程教育の特色

新制の東京大学は1949年から始まったが、初代の教養学部長、矢内原忠雄先生は『教養学部

報』の「創刊の辞」で次のように述べた。

「東京大学内における教養学部の位置の重さは、単に全学生数の半分を包含するという、量的

比重にだけあるのではない。東京大学の全学生が最初の2カ年をここに学び、新しい大学精神の

洗礼をここで受ける。ここは東京大学の予備門ではなく、東京大学そのものの一部である。し

かも極めて重要な一部であって、ここで部分的専門的な知識の基礎である一般教養を身につけ、

人間として片よらない知識をもち、またどこまでも伸びて往く真理探求の精神を植えつけなけ

ればならない。その精神こそ教養学部の生命なのである」。

そうした矢内原先生の願いは、ただ単に教養学部だけの願いであるだけでなく、東京大学全

体の願いであったし、今でもあるだろう。東京大学では学生に広い知識と知的能力をつけても

らうことを願うがゆえに、教養学部での前期課程教育を重視してきたと言って間違いではない。

それは、専門教育は広い知識と見識の上に立たなければ、単なる技術教育となり、それは時代

の成り行きとともにあっという聞に古びてしまうという考えに支えられてきた。教養学部はそ

うした考えをLateSpecialization、つまり「遅い専門化」という言葉で言い表してきた。

そうした「一般教育」を重視する立場から、教養学部は前期課程教育を活性化する方策をた

えず取ってきた。大学が次第に大衆化するに従い、かつては有効であった方法もたえず見直し

てきた。 1968年から始まった「東大闘争」もその変革の大きな転機となっただろうが、それよ

りももっと大きな、ここ数年の変革の準備は実は平成元年から始められていた。その年、全学

組織の「教養学部問題懇談会」が発足し、前期課程教育の改革について検討が始められたから

だ。そして1991年度には、「必修科目および単位数の軽減、学生から見た選択の自由化、外国語

教育の改善、小人数教育の充実、進学振分け制度の改善など」具体的な提言がなされた。それ

が1993年度以降どのような変革となって実現したかについては、このあとさらに詳細な説明が

ある。

そして、また文部省(当時)による 1991年度の大学設置基準の緩和、いわゆる「大綱化」に

伴って、制度的にもカリキュラムの弾力的運用が可能になったことも、もちろん無視できない

要素だった。さきほど述べた改革も制度的に不可能なら実現はしなかったろう。大学にカリキ

ユラムに関する自由な裁量権が与えられたことは、そうした改革を可能にさせた一つの要因だ

った。しかし、それがすべてではなかったということ、その前にすでにそうした改革を話し合

い、その準備をしていたということはまず強調しておきたいと思う。

東京大学における入学制度

次に、東京大学が新入生をどのように選抜するかを説明しよう。新入生はすでにご存知のよ

うに、東京大学は「横割り型」という新入生選抜のしかたを取っている。学生は、文系におい

ては、文科一類、二類、三類、理系においては、理科一類、二類、三類と大きなくくりで入学

する。そして2年生の秋に、それぞれの学生がどの学部に進むかを決める仕組みになっている。

もちろん、文系で言えば、一類の学生はほとんど法学部に進み、二類の学生は経済学部に進む

が、希望すれば、例えば、文学部にも進めないわけではない。また三類の学生も、数は限られ

るが、法学部、経済学部に進む学生もいる。もちろん文科三類の多くの学生は文学部、教育学

部、教養学部後期課程のどこに進むかを選択する。その事情は理系でも同じで、理科三類の学

生はほとんど医学部に進むが、医学部に進む学生はそのほかに、理科二類からも来る。学生に

そうした進学の自由を、この制度は与えている。それを学内では「傍系進学」と呼んでいるが、
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教養学部に入ったのち進路を変更し、初め考えていなかった進路を取ることを、この制度は可

能にしている。極端な場合、理系から文系へ、文系から理系へと移ることもこの制度の下では

可能である O

それと対照的なのは「縦割り型」の入学システムだろう O その制度の下では大学l年生に入っ

た時から、どのような勉強を大学でするかはほぼ決まっており、学生の選択の余地はほとんど

ない。そこでも「一般教育」は行われるのだが、その場合専門教育が早い段階から始まり、学

生は入学と同時に自分の進路を決めて、勉強を始めなければならない。それは大学入学のため

の受験勉強をすると同時に、自分の進路を決めておかなければならないということである。そ

れがいまの高校生に現実的に可能だろうか。

もちろん、どのシステムにも長所と短所はあり、いま述べた2つのシステムにも長所と短所が

ある。ただ、東京大学は、なるべく専門化を遅くして、より広い知識と知的能力を学生に身に

つけてほしいと願い、また、大学で自主的な勉強をしたうえで、自分の進路を決めてほしい、

そしてもし進路を変えたいと考えるのであれば、それを制度的に支えたいと考えて、今のよう

な制度をとっている。

進学振分け

ただし、そうした制度の下では、学生は必然的に2年の秋に進学振分けという時期を迎えるこ

とになる。つまり、どの学部に進むかは、それぞれの希望によるのだが、それぞれの学部には

進学定員という枠もあり、無制限に学生を迎え入れることはできない。だから、どの学部学科

に進めるかについての競争が起こることになる O そして人気がある学科に進むためにはよい成

績を取らなければならないことになる。そうした自由競争は、学生の勉強意欲を高めることに

もなるのだが、他方では成績偏重の傾向を強めるという問題点もある。この進学振分けも多様

な学生に進学して欲しいとの願いから、 2段階に分けて行なわれるようになり、さらに2007年度

からは、多くの学科等で全科類進学枠(全ての科類から進学できる定員の枠)が設定されてい

る。

2. 前期課程のカリキュラム

現在のカリキユラムでは講義は大きくわけで、基礎科目、総合科目、主題科目の3つに分けら

れる。そのうちで、いわゆる必修科目は基礎科目である。総合科目は、取るべき単位数は決ま

っているが、選択科目であり、主題科目は純粋に選択科目である。「必修科目」の基礎科目は、

「大学l、2年生で、最小限身につけておくべき知識・技能の習得」を目指している。これだけは教

養学部2年間で身につけてほしいという大学仮uのメッセージがこめられた授業といってもいいだ

ろう。かつてのカリキュラムでは、文系、理系の必修科目はほぼ同じであった。つまり、 1993

年度以前、授業科目は外国語、人文科学、社会科学、自然科学、保健体育のうつに分類され、文

系向け、理系向けという配慮のある授業もあったが、文系、理系、ともに同じ陣容で行われて

いた。しかし1993年以降、必修部分は文系、理系で異なる構成を取るようになり、 2006年度に

行なわれたカリキユラム改革を経て、現在、文理共通の基礎科目が既修外国語、初修外国語、

情報、身体運動・健康科学実習、文系基礎科目が基礎演習、社会科学、人文科学、方法基礎、

理系基礎科目が基礎実験、数理科学、物質科学、生命科学となっている。それらの授業を、基

礎科目として開講しているのは、大学側のメッセージとして、これからの国際化・情報化され

た世界に生きる人としては、外国語の能力、コンピュータ一機器使用の能力、そして自己の体

力・健康をコントロールする知識は持っていてほしい、その上で基礎的な方法論、論理的表現

能力、理系なら科学者に必要な知識を身につけてほしいということを学生に伝えたいからだ。

結局、私たちはリベラル・アーツ教育を現代の状況に即して再定義したと言ってよいだろう。

その目的は以下のようにまとめられると思う。

(1)専門教育に進む前段階において、同時代の知に関する広い見識と、それによって緬養され
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る豊かな判断力を養う。

(2)同時代の知の基本的な枠組み(パラダイム)の学習と、そのような知にとって不可欠の基

本的な技能(テクネー)の習得。

さらに2006年度からは、 l年次から2年次への進級の際に、一定の条件を満たしていることが

要求されるようになった(表I参照)。これは、早い段階にチェックポイントを設けることで、

学生の自覚的な履修を促すことをめざすものだ。

それでは個々の科目について、さらに詳しい説明をしよう。

表1 1年次から2年次へ進級するための条件

文科一類・二類生

1) 外国語 既修外国語 8単位の成績の平均が40点以上

初修外国語 12単位の成績の平均が40点以上

2) 社会科学 6単位の取得

3) 人文科学 2単位の取得

4) 総合科目 8単位の取得

文科三類生

1) 外国語 既修外国語 10単位の成績の平均が40点以上

初修外国語 12単位の成績の平均が40点以上

2) 社会科学 2単位の取得

3) 人文科学 2単位の取得

4) 方法基礎 2単位の取得

う) 総合科目 8単位の取得

理科一類生

1) 外国語 既修外国語 8単位の成績の平均が40点以上

初修外国語 8単位の成績の平均が40点以上

2) 数理科学 6単位の取得

3) 物質科学 4単位の取得

4) 総合科目 8単位の取得

う) その他(基礎科目外国語を除く) 4単位の取得

理科二類・三類生

1) 外国語 既修外国語 8単位の成績の平均が40点以上

初修外国語 8単位の成績の平均が40点以上

2) 数理科学 6単位の取得

3) 物質科学 4単位の取得

4) 生命科学 2単位の取得

う) 総合科目 8単位の取得

6) その他(基礎科目外国語を除く) 2単位の取得

基礎科固

まず基礎科目である。外国語に関しては、文系、理系ともに2カ国語が必修である。近年の外

国人留学生の増加に伴い、外国語としての日本語という授業が開講されるようになったほか、

初修外国語(大学で初めて学ぶ外国語を教養学部ではこう呼んでいる)には、既存の6言語(ド

イツ語、フランス語、中国語、ロシア語、スペイン語、韓国朝鮮語)に2007年度からイタリア

語(文科三類のみ)が加わるなど選択の幅が広がっている。また、ピデオ教材や同一教科書を

使い統一試験をする、やや大人数の英語授業である英語I、2006年度新カリキュラムで'Reading、

Presentation、Comprehensionに再編された少人数クラスの英語IIや、初修外国語におけるインテ

ンシヴ・コースのような新しい試みもなされている。さらに新カリキュラムでは、初修外国語

の履修システムに変更が加えられ、理科生は2学期まで (8単位)、文科一類、文科二類は3学期

86 



皿 大学院緯骨文化研究科・教聾学部における教育と研究

まで(14単位)、文科三類は4学期まで(16単位)が必修となり(表2参照)、同時にそれぞれの

関心と必要に応じて総合科目の国際コミュニケーション科目を履修する体制になった。「情報」

は文理共通の基礎科目と位置づけられ、教科書も共通のものが使われている。また新カリキュ

ラムの「身体運動・健康科学実習」では、スポーツや身体トレーニングだけでなく、健康科学

の実習も行なわれるようになった。

文系基礎科目の科目群は「社会科学J r人文科学J r方法基礎」と呼ばれ、表2に示すような類

ごとに異なった履修要求が設定されている。「方法基礎」では、とりわけ知の基本的な技能(テ

クネー)の習得を目指す四科目 (r哲学演習J r史料論J rテクスト分析J rデータ分析J) が開設

されている。また理系基礎科目の基礎科目はすべて科目指定の必修であり、 2006年のカリキュ

ラム改訂では特に自然科学系の科目が強化されたが、これは理科の基礎能力が低下しているの

ではないかという学部後期課程からの指摘にこたえ、また新指導要領における理数系科目の学

習時間や内容の削減に対応するためものである。数理科学・物質科学の一部では複数のコース

を用意しているが、これも入学してくる学生の多様化に柔軟に対応しようとするものであると

言える。

このほか文系の必修科目である「基礎演習」は、資料の調べ方、口頭発表の仕方、レポート

作成などの技法訓練を少人数のクラスで行なう。理系の必修科目である「基礎実験」は理系の

学生に必要な基礎的実験を行なうものである。
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表2 前期課程で各科類の学生が取得すべき必要最低単位数

孟ょ¥lT文科一類 文科二類 文科三類 理科一類 理科二類 理科三類

10 10 12 10 10 10 

初修外国語 14 14 16 8 8 8 

情報 2 2 2 2 2 2 

身体運動・健康科学実習 2 2 2 2 2 2 

基 基礎演習 2 2 2 

「法 I、法 「経済 I、2分野にわ

IIJ4ない 経済H、数 たり4

礎
社会科学

し「政治I、学I、数学

政治 IIJ4 IIJの中か

を含め10 ら4を含め

科 10 

人文科学
2分野に 2分野に 2分野に

わたり4 わたり4 わたり4

日 方法基礎

------------
4 

基礎実験

/ ンド
4 4 4 

数理科学 12 12 12 

物質科学 10 10 10 

生命科学 2 4 6 

A 思想・芸術

総 B 国際・地域 2系列以上にわたり 8

ぷ口為 C 社会・制度
2系列以上にわたり 8

科 D 人間・環境

目 E 物質・生命 2系列以上にわたり 8

F 数理・情報
2系列以上にわたり 8

主 テーマ講義

題科目 全学自由研究ゼミナール 2 

全学体験ゼミナール

基礎科目・総合科目・主題

科目の必要最低単位数の他
8 

に取得しなければならない
8 6 8 6 4 

単位数*

t口為 計 70 70 70 76 76 76 

*他科類の必修科目などの単位を含めることができる。

社会科学・人文科学の各科類の最低単位数を超えて単位を取得した場合は、各4単位までを含

めることができる。

総合科目

上に述べたのはすべて必修の授業についてだが、そのほかに選択の授業がある。まず、選択

必修の授業としては総合科目がある。それはAからF!こ、 6つに分類されている。その分類は領

域別になっている。 Aは思想・芸術、 Bは国際・地域、 Cは社会・制度、 Dは人間・環境と題さ

れて、多様な授業が開講されている。 Aには人文科学的な様相が色濃く出ているが、 Bは人文科

学と社会科学が混じりあった様相を示し、 Dになると次第に自然科学の様相も示すようになっ

ている。 E、Fはそれぞれ物質・生命、数理・情報と題されて自然科学的な授業が開講されてい

る。そうした分類を見ると、かつての整然と区分された人文科学、社会科学、自然科学という
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枠組みがなくなっていることが分かるだろう O もちろん文系の学問、理系の学問といった要素

がすっかりなくなったわけではない。確かに学問の専門化が進んだ今日、細かい学問的細分化

は一方で進んだ。しかし、同時に、現在の社会を理解するうえで、学問の総合化もまた要求さ

れている。この総合科目という制度には「現代の知の基本的枠組みを多様な角度・観点から習

得」し、また、それぞれの学問の関係を考えてほしいという大学側の願いが反映されている。

また、この総合科目には本郷諸学部の先生にも授業を開講していただき、教養学部の学生によ

り広い視野を示していただいている。

表3:総合科目の授業科目

科目系 大 科 日 名

A思想・芸術
言語とテクストの科学、現代哲学、表象文化論、比較文化論、思想史・科学史、

思想・芸術一般

B国際・地域
国際関係論、平和構築論、地域文化論、日本文化論、古典文化論、歴史世界論、

文化人類学、国際コミュニケーション、国際・地域一般

C社会・制度 現代法、現代社会論、相関社会科学、公共政策、現代教育学、社会・制度一般

D人間・環境
地球環境論、人間生態学、認知行動科学、身体運動科学、情報メディア科学、

科学技術と倫理、科学技術とシステム、現代技術、人間・環境一般

E物質・生命 物質科学、生命科学、宇宙地球科学、相関自然科学、物質・生命一般

F数理・情報 数理科学、図形科学、統計学、計算機科学、数理・情報一般

また、学生の立場に立てば、この総合科目という科目ができたことで大幅な授業選択の自由

が得られたということが言えるだろう。例えば、 2007年度に開講された総合科目の数は、 Aか

らFまでで、 1167にも達した。その中から、学生は、履修条件を満たしつつ、主体的に16単位

以上を取ることが要求されている。

主題科目

さらに別種の、選択科目がある。それが主題科目である。主題科目は「特定のテーマを設定

して開講」するものである。主題科目には三つのタイプがあり、一つめは、複数の教員が、あ

る問題をめぐって、さまざまな角度、方法から論ずるテーマ講義、二つめは、それぞれの教員

がそれぞれの問題関心から開講する全学自由研究ゼミナール、そして三つめは、体験を通じて

の学習によりこれまで以上に幅広い教養を身につけることを目的として、学内外でさまざまな

主題について見学や実習をおこなう全学体験ゼミナールである。テーマ講義はさまざまな現代

的な問題を、学外の講師も含め、複数の教師の協力によって議論しようとする授業で、多くの

学生の参加がある。それに対し、全学自由研究ゼミナールは、教員が自主的に開講し、それぞ

れ個別の問題関心に教養学部の学生が接触できるようにすることを目的としている。これには、

駒場の教員だけでなく、本郷の諸学部、各研究所の先生方も数多く出講してくださっている。

そのため、全学自由研究ゼミナールは、もちろん例外はあるが、人間的触れ合いが可能な小人

数のクラスとなっている。また全学自由研究ゼミナールには、学生が自主的にテーマと講師を

選んで教務委員会の審議・承認を経て商議する枠も存在する。 2007年度の全学体験ゼミナール

は、開講数68を数え、題材や開講形態も、囲碁やコントラクト・ブリッジの習得から、ものづ

くり、演習林や研究室での実習等多岐にわたっている。

以上のテーマ講義、全学自由研究ゼミナール、全学体験ゼミネールは、 lコマ2単位以上が選

択必修となっている。

おわりに

この文章の最後に付け加えたいことは、そうしたカリキュラム改革がうまく機能しているか

どうかということを、教養学部はたえず検討しているということである。 2006年度から始まっ
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た新カリキュラムもそのあらわれである。近年の大学審議会などでは大学における教育の役割l

の重視、とくに「教養教育」の再検討という ことが言われているが、東京大学教養学部はそう

した改革を自主的に行ない、それが十分機能しているかどうかを、外部の方の力もお借りして、

再吟味してきたということだ。どの制度も完壁ではありえない、しかし現在の制度をすこしで

も良いものにするためには、絶えざる教員側の努力、外部の視点の導入、そして特に授業に出

席する学生側の積極的な反応が必要で、ある。このような授業改善の一環として、 2001年度以降、

毎学期「学生による授業評価アンケー ト」を実施している。教員 ・学生双方の努力があい まっ

て、東京大学教養学部前期謀程教育がよりよいものに進化していくことを願って、この文章の

締めくくりとしたい。

3.教養教育開発機構

http://www.komed.c.u-wk:yo.ac.jp/ 

現代社会における教養教育には、学生の基礎学力の形成を促しつつ、それぞれの個性や能力、

キャリア形成のニーズに対応する柔軟な教育プログラムが求められている。このような社会的

要請に応えるためには、これまでの教育モデルや教育方法にとらわれない斬新な教育のあり方

を、社会に開かれた新しい観点から構想し、実現していく必要がある。

このような課題は世界中の大学に共通したものであり、世界のトップ大学は、現在、CTL(Cen-

ter for T eaching and Learning)の拡充に力を注いでいる。これは、教員のための教育支援と、

学生のための学習支援の双方を含めた活動を行う組織で、フ ァカルテイ ・デイベロップメン ト

から学習相談までを視野に入れ、それぞれの大学の特色を活かした幅広い活動を行う 。

東京大学の前期課程でこの機能を担うのは、 2004年4月に発足した「教養学部附属教養教育開

発機構 (KomabaOrganization for Educational Development) J である。教養教育開発機構は、

教育の実施組織ではなく、教育開発をミッションとする特異な機関であり、圏内では他に例を

見ない。東京大学の教養教育の実施組織である教養学部との補完性の原理に立ち、独自の事業

を展開している。

具体的には世界のトップ大学のCTLと連携を深めつつ、最先端の教育モデルの開発から学生

の「学習 コミュニティ形成」支援まで含め、東京大学のみならず全国の大学の教育モデルの開

発に努めている。

東京大学は、小宮山総長による 教養教育先端イニシアティブ

『アクション ・プラン』の中で、

最重点項目として「理想の教養教

育の実現」をあげ、 i(本質を捉え

る知、他者を感じる力、先頭に立

つ勇気〉を備えた人材の育成」、

i21u!・紀の地球人にふさわしい教

養を身につけた世界的リ ーダーの

育成」を課題として掲げている。

教育の拡充、特に教養教育に新し

い境地を切り開くことは、世界の

リーデイング ・ユニパーシティとしての責務である。

-・[;;-1'4.沌言1自伝説ヨb_

教養教育開発機構は、「教育シーズの探索と育成J i国際標準の教養教育の達成J i教育モデル

の開発と発信」の3つの新規事業を柱とする「教養教育先端イニシアティブ」事業を推進してい

る。この活動の目的は、東京大学大学院総合文化研究科 ・教養学部ならではの、「先端的研究と

学部前期課程教育の創造的な連携」を実現し、特色ある教養教育のモデルを世界に向けて発信

することにある。

機構には、運営委員会が設置され、全学の教育担当責任者が事業計画の策定や評価を行う。「企
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画部門J r開発部門J r実施部門」 阻 温室 組韮訟団

「評価部門J r寄附部門」がそれぞ

れの業務を担当する一方、機構長

(教養学部長)の下に置かれた執

行委員会がそれらを統括し、事業

の実施・運営に責任を負う 。「寄

附部門」には、 「教養教育社会連

携 (ベネッセコーポレーション)

寄付研究部門」と「教養教育への

囲碁の活用研究 (日本棋院 ・日能研)寄付研究部門」の2つが設置されている。

機構では、これまで、

02003-2006年度の文部科学省の 「特色ある大学教育支援プログラム(特色GP)Jとして採

択された 「教養教育と大学院先端研究との創造的連携の推進」

0文部科学省の 「大学教育の国際化推進プログラム (海外先進教育実践支援)Jに採択された

「国際標準の学部初年次教育実現のモデル構築J (2006年度)、「国際連携による初年次教養

教育のモデル実現一職員・学生の参画をとおした 〈学ひ? のエンパワーメン ト J (2007年

度)

02007-2009年度の文部科学省の「現代的教育ニーズ取組支援プログラム(現代GP)Jに採

択された rICTを活用した新たな教養教育の実現ーアクテイブラーニングの深化による国

際標準の授業モデル構築 」

02007年6月から独立行政法人「新エネルギー・ 産業技術総合開発機構J (NEDO)による「新

しい環境 ・エネルギー科学創成のための人材育成 ・異分野融合拠点化事業」

などの事業を推進するほか、

02008年10月から文部科学省の「質の高い大学教育推進プログラム(教育GP)Jに採択され

た rpISA対応の討議力養成プログラムの開発 日本における国際先端の教養教育の実現」

(-2010年度)

を実施しており、多くの成果をあげている。また、 2005年度より教養学部で実施している 「学

術情鰍講義」も、大学総合教育研究センターとの協同事業である。

これらとあわせて、東京大学で初めての本格的な初年次教育プログラムの立ち上げにも着手

している。東京大学は新制大学として発足した1949年以来一貫 して教養教育(初年次教育)の

重要性を主張し、その組織的な実現形態として教養学部を設置し、 1991年の文部省 (当時)に

よる大学設置基準の大綱化にもかかわらず、これを維持・強化 し、日本における教養教育の砦

として改善を積み重ねてきた実績を有する。

今後はこれをさらに発展させるべく、教養学部附属の教養教育開発機構を中心として、その

取組を強化していく 。教養教育開発機構では、 2006年度から、大学での学びの資料としてDVD

rょうこそ駒場へ』を作成し入学者全員に配布しているほか、 2006年度から、入学予定者を対象

惜 11111 とした導入プログラムとして rpRESHST ART@駒場」を3月末に笑施している。さらに、 2008

年10月、駒場 Iキャンパスの矢内原門付近に 「初年次活動センター」が完成し学生の学習 コミ

ュニティ形成を促す活動を本格的に開始した。
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2 後期課程

1.後期課程教育の特色

現代の人類社会が抱える多様で複雑な問題に対して、多元的・多面的に研究するために学部

レベルの専門として何を学ぶことに意義があるかは自明でない。既存の学問分野を深めると同

時に横に広げた視座で問題を捉えるには何を身につけるか。このことを念頭におき人文・社会

・自然の諸学の分野における先端科学の実績を教授し、新しい観点からの知の総合化を推進す

るために必要な教育を行う。より具体的には、複数のデイシプリンの接点において、新たな研

究領域を開拓するために有効な教育の推進を使命としている。

19、20世紀において支配的であった、解析的な知識の集積に代わって、 21世紀は人間の知を

総合化する地平の開拓こそ真に重要な課題となると思われる。「人間の知」とは、人間について

の知であり、人間による知であるが、これらをシームレスに総合する上で、効果のある教育研

究が、 artsand sciencesを標題として掲げる教養学部後期課程および総合文化研究科の特色であ

る。総合文化研究科は後期課程教育を担当する多彩な人材を擁しており、数理・物質と生命と

いった自然科学の分野の境界領域を越えるとともに、自然科学と人間科学とにまたがる総合化

の科学教育を目指す。

21世紀の目指す方向性として、人類的貢献を目指した国際的研究の展開がある。(アジア・太

平洋〉という新しい地域概念の提示に基づいて、文化研究、社会科学、外国語研究の専門家が

多様な観点から研究を発展させつつあり、それがアジア、太平洋の諸国・諸地域の研究者との

共同研究を生み、また、それらの地域で活動する人材の養成にも実績を蓄積しつつ、さまざま

な成果を生みだしている。このような地域横断的な学際的研究の促進は、日本という枠組みを

越え、世界的な貢献に資すると確信している。

社会との実践的なインターフェイスを強化することは大学が社会から期待されている重要な

使命である。教養学部後期課程はこれまでさまざまな分野で活動する世界的な人材を数多く輩

出してきたが、国際機関やNGOなどを含めて、人的・知的な流動性を一層高め、社会のニーズ

に敏感に対応できる体制を強化したい。

従来より教養学部後期課程は rtatespecializationJを理念として掲げ、人文科学・社会科学・

自然科学の基本的知見が身に付くようなカリキュラムを工夫してきた。その発端は19う1年に設

置された教養学科であるが、その後、教養学科第一・教養学科第二・教養学科第三、基礎科学

科第一および基礎科学科第二のう学科組織となった。 1996年には東京大学で唯一の文理横断型の

大学院として、重点化されたことと呼応して、大幅な拡充・改組がおこなわれた。現在は超域

文化科学科、地域文化研究学科、総合社会科学科、基礎科学科、広域科学科、生命・認知科学

科の6学科で構成されている。

自然科学系の分野を主として背景とする3学科では、原子・分子から人間の行動・精神活動を

も含む多様な対象を自然科学的方法論に基づき、ミクロからマクロまでの階層で縦断的な視点

と、科学の学際的・分野横断的視点による知の総合化を目指している。基礎科学科では、「クオ

ークからインテリジェント・マテリアルまで」の幅広い階層の物質についての基礎科学と科学

史・科学哲学などのメタサイエンスとの関連を意識して教育する。広域科学科では、高度に発

展した科学技術が人間社会と地球環境の間に引き起こしたさまざまな複合的な問題を把握し、

解決するために、システム論の視座についての教育を一つの柱としている。生命・認知科学科

では、分子や細胞といったミクロなレベルから、組織、器官、さらには動物や人間の行動・精

神活動までを教育の対象として、 rDNAから人間まで」を表題に、各階層レベルを縦断する捉

え方を構築していく上で必要な基礎を教育する。超域文化科学科では現在地球上に起きている

さまざまの文化現象・行為をメタ・プロプレマティックスを包含した理論体系の下に解明する
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ことにより、未来に向かつて文化創造のダイナミクスを考究し、発信型のプロジェクトを推進

していく上で必要と恩われる教育を目指している。また、学科内に新しくたてられた言語情報

科学分科では、 言語という普遍的でありながらきわめて多様な現象について、テキストからイ

メージまで、コミュニケーションから文学までをも含めて統一的な学問対象とし、グローパル

化に向かう人類文化の多様性の発展に貢献するに必要な教育を行う。地域文化研究学科では、

国家の単位を越えた大文明圏の相互交流と影響関係の拡大を考慮し、個別文化から世界システ

ムを対象として、混在する多元的な文化・ 歴史の諸要素を学問的視点から分析し、新たな地域

圏を構想する上で必要な教育を目指している。総合社会科学科は、異なる価値体系が共存する

グローパル ・コミュニティにおける日本の実践的行動指針の確立をめざして、国際的にも国内

的にも調和のある、 21世紀の日本社会の発展モデルを分野横断的な手法を用いて学問的に追究

する上で必要な教育を行っている。

2. AIKOMプログラム一一短期交換留学制度

アイ コム

A 1 K 0 M (Abroad In KOMaba) プログラムは、教養学部が海外の諸大学と独自に締結した

学生交流協定に基づく、 学部レベル (3、4年生)の短期交換留学制度 (この場合の短期とは1年

間を指す)である。本学部に海外から受け入れている留学生に関しては、次のような原則のも

とで、特別の教育体制が敷かれている。

(l)英語によるカリキュラム編成

(2)協定大学聞における単位の相互認定

(3)東大生と留学生との共通授業

これらはいずれも駒場キャンパスの国際化に大きく貢献するものである といってよい。以下、

AIKOMプログラムの現状と展望について簡単に述べてみたい。

プログラムの性格白

AIKOMプログラムは後期課程運営委員会の下におかれたAIKOM委員会によって運営されて

いる。プログラムの立案と運営は、以下の点を基本としている。

(1)大学問協定は対等の原則に立つ

(2)協定校は全世界的視野に立って選考する

(3)留学生と日本入学生との交流を制度的に促進する

この原則に従い、現在以下の18カ国27大学と協定を結び、交換留学を実施している。

中国:北京大学、南京大学、復旦大学

韓国-ソウル大学校

フィリピン:フィリピン大学

インドネシァーガジャマダ大学

マレーシア;マラヤ大学

ベトナム・ベ トナム国家大学ハノイ校

シンガポール:シンガポール国立大学

オーストラリア:シドニ一大学、モナシュ大学、メルボルン大学

ニュージーランド :オークラン ド大学、オタゴ大学

英国 ウォリック大学

フランス.パリ政治学院、グルノーブル大学群、ス トラスブール大学

ドイツ・ミュンへン・ルートヴィヒ=マクシミリアン大学

スイス:ジ、ユネーヴ大学

イタリア:ローマ大学“ラ ・サピエンツ ァ"

アメリカ合衆国.ミシガン大学、スウァスモア大学、ワシン トン大学

カナダ・トロント大学
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チリ:チリ ・カトリック大学

エジプト:カイロ大学

また、最近5年間の受け入れ、派遣双方の留学生の数は以下の表の通りである。

表 AIKOM交換学生数 (2010年3月31日現在)

教養学部への受け入れ学生数 教養学部からの派遣学生数

2005年度 22名(15カ国19大学) 19名 (11カ国17大学)

2006年度 22名 (14カ国20大学) 22名 (12カ国17大学)

2007年度 24名(15カ国20大学) 25名 (14カ国22大学)

2008年度 25名(14カ国21大学) 22名 (14カ国21大学)

2009年度 25名(16カ国21大学) 20名 (11カ国19大学)

授業料相互不徴収及び単位相互認定については、いずれの大学との関係でも対等性が貰かれ

ているものの、奨学金や宿舎提供に関しては厳密な意味での対等性を期し難いのが実情である。

しかし、留学生交換の基盤を安定したものにするためには、協定に謡っている対等性をできる

限り実現すべく、協定校に働きかけていくことが必要である。

協定校は現在までのところ環太平洋諸国の大学が多いが、東欧やアフリカ、イスラム圏など

の空白地帯への協定校拡大も、今後の重要な検討課題である。ただし、本プログラムで受け入

れることができる学生の総数が、提供可能な宿舎数 (現在受け入れ学生は全員三鷹国際学生宿

舎に居住している)によって目下20名余に限られているため、残念ながら即座の対象地域拡大

は大変難しいのが現状である。

日本入学生との交流は、授業の場において、宿舎において、あるいは学生コモンルームでの

交流やチューター制度 (留学生各人に学生チューターを配置している)などを通して、かなり

の程度進んでいると言えよう 。本プログラムで海外の大学に派遣されていた学生たちが、帰国

後に留学生と日本人学生の仲立ちをしている場面も多々見受けられる。また、 三鷹国際学生宿

舎に居住する大学院生によって組織されている 「三鷹国際学生宿舎院生会」が、同宿舎に居住

する留学生への支援活動を積極的に行なっていることは大いに評価したい。このような交流活

動を、大学としても今後より一層支援していく必要がある。

カリキュラムと成果・問題点

AIKOMプログラムでの受け入れ学生 (通称AIKOM生)に対する授業は、以下のような形で

行なわれている。使用言語は原則として全て英語であり、各学生には各学期16単位以上の履修

を課している。

①基礎科目

・日本文化分析 1. II一日本文化史を軸として日本研究の基礎的知識の習得を目的とした科

目0

・日本社会分析 1. II 社会科学の諸分野における日本研究の基礎的知識の習得を目的とし

た科目。

②総合科目

・総合日本研究 1 (冬学期のみ開講)一通称リレー講義。駒場の教員が毎週交代で講義を行

なうオムニパス形式の授業。

-総合日本研究 II (夏学期のみ開講)ーフィ ーJレドワーク。毎年6月上旬に一週間程度行なわ

れる。

①専門科目
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・日本研究特殊講義 I-VI 地理、社会、経済、政治、文化、文学などに関する授業。各学
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フィールドトリ ップ(那智)

授業風景
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④実習科目

・日本研究特殊演習 I-N 日本の実社会との連携に力点を置いた科目であり、官公庁や金

融機関に勤務する専門家が講師を務める。

⑤日本語

3レベルに分かれての授業で、選択科目であるが、履修が奨励されている。本プログラムで

は日本語履修経験が全くない学生でも受け入れるため、全く初歩からの教育も行なわれる。

この日本語の授業はAIKOM生だけに開かれている少人数クラスの授業であり、他の学生は出

席できない。

⑤論文指導(夏学期のみ開講)

学生が自分の関心に即してテーマを選び、駒場の教員の個人指導を受けながら研究を進め

ていく 。

上記は主としてAIKOM生向けに開講されている授業であるが、 ①、⑥以外は全て通常の教養

学部後期課程科目と しても開講されており、 AIKOM生と一般学生が共に学ぶ光景は、駒場キャ

ンパスの中ではもはや常識となっている。またカリキュラムには、キャンパスの外に出て実地

見関する機会も多く組み込まれており、一週間程度のフィールドワ ークを主体とした「総合日

本研究lIJ 以外でも、 「日本文化分析 1. 1I J では都内近郊の博物館 ・資料館や下町などへほぽ

毎月 l回、「日本研究特殊演習 1-NJでは、金融機関や官公庁への訪問が各学期1-3回程度設

定されている。

AIKOM生が授業の中で書いたレポート などのうち、いくつかのものは毎年 IAIKOM ForumJ 

という冊子に編集して公表している。この冊子によく表されている ように、 全くの手探りから

開始された本プログラ ムは、相当の成果を生んできているといってよい。しかし、 AIKOMプロ

グラムの授業実施にあたっての全体的な問題も明らかになってきている。AIKOM生の関で日本

や日本語についての予備知識、さらには学習意欲のギャップが大きいために、統ーした目標設

定や授業運営に困難が生じやすいという点が最大の問題である。日本の大学で学ぶことへの積

極的な意義を見出している、真に質の高い学生を今以上に受け入れるようにするため、今後よ

り一層の検討を重ねていく必要がある。

展望と課題

1995年に第一期学生の受け入れ・派遣を行なったAIKOMプログラムも2005年10月で満10年

を迎え、同年10月21日にはプログラム開設10周年記念講演会・シンポジウムが開催された。そ

れから4年を経て、 15年目を迎えたAIKOMプログラムの参加学生累計は、受入れ358名、派遣317

名 (2010年3月現在)を数える までになった。

こうして毎年着実に実績を重ねている本プログラムであるが、留学を志す学生の希望を満た

すためにも、また大学問の交流の更なる促進のためにも、本プログラムの更なる規模拡充の声

は高い。 しかしそのためには交換学生数のバランス、宿舎の数、奨学金の枠の問題、効率的な

事務体制の整備など、克服すべき課題が山積しているため、実現はそ う容易ではない。さしあ

たっては、現行の規模をしばらくは維持しつつ内容の更なる充実を図っていくことが考えられ

ているが、その場合でも、上述の様な質の高い留学生の受け入れを 目指すとともに、 プログラ

ムの運営、授業実施の各面にわたって、より広く教養学部の教員が関与できるような体制を作

り上げていくことが求められる。

また、 AIKOMプログラムにおいては、ともすると受け入れのAIKOM生の問題のみに注意が

向けられがちであるが、派遣学生に関しでも、この市Ij度が十二分に活用されるよう留意してい

かなければならない。

AIKOMプログラムは東京大学だけに留まらず、日本における大学教育、とりわけ学部レ

ベルの教育の国際化に極めて大きな意味を持っているプログラムであるだけに、これまでの成

果を踏まえ、新たな発展の途を今後とも追求していきたい。

AIKOMプログラ ムホームページ http : I/park.itc.u-tokyo.ac.jp/ωkom/ 

95 



3.超域文化科学科

学科の概要

超域文化科学科は、 1996年度に実施された教養学部の後期課程の改革・再編にともなって生

まれた新しい学科である。旧「教養学科第一(総合文化)Jからひきついだ文化人類学、表象文

化論、比較日本文化論に、新設の言語情報科学を加えた4分科で構成されている。

本学科の最大の特色は、さまざまな学問領域や地域的境界、文化的ジャンル、メディア形態

などを超えて、人間の文化を研究しようとする、ダイナミックで横断的な学際性・総合性であ

る。伝統儀礼や民俗芸能といった個別文化に固有の事象から、高度に情報化された社会におけ

るグローパル・カルチャ一、マルチメディア・コミュニケーションの問題にいたるまで、その

守備範囲はきわめて広い。人類がかつて生み出し、いまも生み出しつづけている文化の総体が

研究対象となる。また、具体的な対象に即した実地の作業が重視されているのも大きな特色で、

フィールドワークや現場での実習を通して得られた知識や体験を、言説による理論化作業のな

かにつねに取り入れ、単なる机上の理論に終わらない生き生きした教育・研究を実践すること

が目標である。そのために、本学科の母体となっている大学院総合文化研究科言語情報科学専

攻及び超域文化科学専攻に所属する多数の教員が協力して、その広範かっ多彩な研究分野、幅

広い実際的経験を活かしたカリキュラムが各分科で組まれている O

分科

(1)文化人類学分科

地球化の時代といわれる現代において、世界各地の、また先史から現代にいたるまでの多様

な人類社会と文化の総合的な研究をめざしている。この目的のために、フィールドワークにも

とづいた民族誌的個別研究と比較の手法にもとづいた通文化的研究を二つの柱としてさまざま

な研究が進められている。また、異文化のみならず、われわれ自身の日本文化も重要な研究対

象である。さらに、都市、開発、医療、民族紛争といった現代社会が直面する問題も今日では

重要な研究課題となってきている。

(2)表象文化論分科

表象文化論は、洋の東西を問わず、美術・音楽・演劇・芸能・舞踊・ファッション・映画・

文学・哲学・現代思想など、表象された文化全般を研究対象とする。ただし、単なる表層的な

文化研究ではなく、文化という場を構築し支えている人間の知の営みを分析することを目的と

するため、最新の理論や方法論を旺盛に取り入れつつ、堅実かつ実証的な研究を行なう。一方

で、創造の現場に切り込む姿勢を評価し、海外そして一般社会との聞に芸術を介したつながり

を築く努力を続け、新たな「知」の地平を得ることを目標としている。

(3)比較日本文化論分科

日本文化を異文化との比較対照のなかで考え、世界の中の日本という視点から日本文化の持

つ基本的な性格を理解することを主要な目標としている。日本文化はけっして他の文化・文明

から孤立した特殊な現象ではなく、むしろその発端から圧倒的な外国文化の洗礼を受けながら

成立してきた。二千年にわたる文化的格闘が日本文化史を構成していると言ってよく、そこに

は人類文化に通底する普遍性が刻み込まれているにちがいない。その普遍性の上にあらためて

日本文化の姿を捉え直してみることが本分科の目標である。

(4)言語情報科学分科

1996年度から発足したもっとも新しい分科である。 20世紀は言語の世紀であったといわれる

ように、現代の知は、人間の文化の中心にある言語・記号・情報の理解なしには成立しない。

本分科は、言語学や記号論、精神分析やテクスト理論・文学理論、コミュニケーション科学や

メディア情報理論など、 20世紀に発達した最新の知の成果を応用することによって、 21世紀の
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多元言語生活、複合文化状況、情報メディア社会を創造的に生きる新しい世代の人々を育成す

ることを目的としているc

本学科の卒業後の進路としては、マスコミ関係、ジャーナリズム、情報産業関連、広告代理

庖、美術館、アート・マネージメント、銀行、メーカ一、国際協力事業、官公庁など多種多様

である。さらに研究を続けようとするものには、大学院総合文化研究科超域文化科学専攻、お

よび言語情報科学専攻があるc

4.地域文化研究学科

学科の概要

地域文化研究学科には、アメリカ、イギリス、フランス、 ドイツ、ロシア・東欧、アジア、

ラテンアメリカの7分科とヨーロッパ、ユーラシア、稼国朝鮮の3コースがある。これらは独立

した分科・コースとして、それぞれ異なる地域を研究対象としながら、地域文化研究という共

通性を持ち、地域文化研究学科としての有機的一体性を保っている。すなわち各分科・コース

の研究対象は特定の広域地域、言語文化圏、国家、国家内の小地域など多様であるが、それぞ

れの文化と社会の特質を具体的かつ多角的に、しかも全体像の構築を志向しつつ、学際的・総

合的方法に基づいてとらえることを共通の目的としている O また分科・コース間の協力による

諸地域の相互連関的理解、日本との比較による固有の問題発見、さらには世界の文化と社会全

体に対する総合的展望の達成を目指している。

このような意図が学問的研究として成立するためには、対象地域の文化と社会の多面にわた

る正確な知識を収集し、それらを多角的で一貫した体系に従って処理することが必要とされる。

すなわち、対象地域の歴史、文学、思想、言語、芸術、政治、経済、社会など文化と社会の諸

局面について、通時的ならびに共時的な視点に立ち、人文科学・社会科学の複数の専門分野(dis-

ciplines) の研究方法を併用することによって、単一の専門分野の伝統的な研究成果に加えて、

新たな問題提起とその解決が可能となることを志す。このような観点から、地域文化研究学科

の分科・コース科目には、ある程度まで共通した枠組みが設けられているが、個々の科目に対

する力点の置き方は分科・コースごとに異なる。必修科目の学際的枠組みに加えて、各分科・

コースで豊富に用意されている授業科目を選択するならば、個々人がさまざまな学問的可能性

を自ら見いだしうるであろう。

地域文化研究が日本人にとっての異文化研究であるとすれば、それは研究対象と研究者の意

識の間で際限なく繰り広げられる相互作用を意味する。他者としての異文化に深く関与するこ

とによって、一方で自己を投入して他者としての異文化を理解・吸収する反面、他方では自己

を顧みて、自己認識を深めるだけでなく、自己変革を迫られる場合すらあるであろう C このよ

うな意味において主体的行為である地域文化研究にとっては、対象地域の言語に熟達すること

が不可欠である。それは、一方で対象地域の文化と社会を理解し、他方で、は共通の地盤に立っ

て自己を表現するためのものである O 対象地域との交流や研究成果の発表は対象地域の言語以

外の外国語で行われる場合もあるが、何れにせよ、地域文化研究学科の各分科・コースでは日

本人教員の他に外国人教師・講師による諸外国語で行われる授業を豊富に取り揃えて、小人数

制の徹底した教育を行い、外国語による口頭および書き言葉での自己表現(討論や論文発表)の

高度な能力をi函養するための科目編成が行われ、複数の外国語に習熟する機会も与えられてい

るc これは全学的に見ても地域文化研究学科の最大の特色の一つである O

すでに触れたように、地域文化研究学科の各分科・コースが独立しながら、共通の研究目的

と姿勢を共有することは、例えば共通科目の履修の仕方にも表れている。分科・コース科目と

同様に、これらの共通科目の編成は、現代世界の趨勢に即応する視野を提供する。

また地域文化研究学科には副専攻制度が置かれ、学生個々人の関心と目的に合わせて、所属

分科・コースの科目以外に、地域文化研究学科の他の分科・コースはもちろん、超域文化科学
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科や総合社会科学科の科目を履修することも許されている。

分科・コース

(1)アメリカ地域文化研究分科

アメリカ近代史、アメリカ文学テクスト分析、アメリカ思想テクスト分析、アメリカ政治経

済論、アメリカ外交論、アメリカ文化変容論、米州関係論、その他

(2) イギリス地域文化研究分科

イギリス歴史社会論、イギリス文学テクスト分析、イギリス思想テクスト分析、ヨーロッパ

政治構造論、イギリス政治文化論、広域英語園地域論、その他

(3) フランス地域文化研究分科

フランス歴史社会論、フランス文学テクスト分析、フランス思想テクスト分析、ヨーロッパ

経済システム論、フランス都市文化論、フランス表象芸術論、その他

(4) ドイツ地域文化研究分科

ドイツ歴史社会論、ドイツ文学テクスト分析、 ドイツ思想テクスト分析、 ドイツ法システム

論、 ドイツメディア環境論、広域ドイツ語圏文化論、その他

(5) ロシア・東欧地域文化研究分科

ロシア・東欧近現代史、ロシア・東欧文学テクスト分析、ロシア・東欧社会変動論、ロシ

ア・東欧文化分析論、ロシア・東欧民族関係論、中央アジア地域文化研究、その他

(6) アジア地域文化研究分科

アジア地域形成史、アジア宗教文化論、アジア経済動態論、アジア民族関係論、東アジア文

化交流論、東アジア近代文学論、中東地域文化研究、その他

(7) ラテンアメリカ地域文化研究分科

ラテンアメリカ史、ラテンアメリカ文学、ラテンアメリカ社会論、ラテンアメリカ政治、ラ

テンアメリカ言語論、ラテンアメリカ芸術論、スペイン文学、その他

(8) ヨーロッパ地域文化研究コース

ヨーロッパ地域形成史、ヨーロッパ文化論、ヨーロッパ政治経済論、ヨーロッパ経済システ

ム論、ヨーロッパ古典テクスト分析、その他

(9)ユーラシア地域文化研究コース

ユーラシア地域形成史、ユーラシア民族関係論、ユーラシア文化分析論、ユーラシア文化交

流論

(10)韓国朝鮮地域文化研究コース

韓国朝鮮社会構造論、韓国朝鮮政治経済論、韓国朝鮮文化論、韓国朝鮮言語論、朝鮮近現代史

カリキュラム

共通科目または副専攻科目 16単位、所属する分科・コースごとに定められた分科・コース科

目30単位、外国語科目 (2か国語以上) 14単位、卒業論文10単位を含め、合計84単位以上が卒

業に必要な単位数である。
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田 大字院総合文化研究科・教養学郁における教育と研究

(1)共通科目

神話学、表象文化論、地中海地域文化論、アジア地域文化論、現代国際社会論、コンビュー

タ実習、科学史概論、地球環境論、人間行動学、その他

(2)外国語科目

英語、フランス語、 ドイツ語、ロシア語、中国語、スペイン語、イタリア語、ラテン語、朝

鮮語、アラピア語、セルビア・クロアチア語、その他の外国語

ラ.総合社会科学科

学科の概要

本学科は、旧教養学科第三(相関社会科学科)を継承して、 1996年の改組によって発足した

ものである。本学科は、旧学科と同じく「相関社会科学」及び「国際関係論」の2つの分科から

なり、両分科合わせて、毎年、 30数名の学生を受け入れている。 2つの分科はカリキュラムは異

なるが、共に従来の社会科学(経済学、法学、政治学、社会学など)の成果を尊重しつつも、

その縦割り的な制約を超えて、現代の諸問題にデイシプリン横断的にアプローチしようとする

点で共通している。

分科

(1)相関社会科学

相関社会科学分科は、 1978年に発足した比較的新しい分科である。本分科は、現在の社会現

象を総合的に理解することを目的とし、社会科学の基礎的領域である法、政治、経済、社会、

文化などについての学問的知識を横断的に学ぶことを試みている。それは「グローパル化時代

のリベラル・アーツ」として、変貌する時代の最先端を切り開く試みであると言えよう。

社会科学を学際的に学ぶことのメリットは、たとえば次のような点にあると考えられる O

1.現代社会の変容に由来する先端的な問題、新しいテーマ群は、従来の縦割りの学問では、

デイシプリンの制約から取り上げにくいことが多いが、それらの問題意識を禁欲することなく

展開すること。たとえば、環境問題、ジェンダーやフェミズム、情報社会学などについて、本

分科では早くから具体的な成果を蓄積してきた。

2.縦割りの学問体系では周辺的な位置付けになりやすい諸領域の連結と総合。たとえば、駒

場ならではの、社会思想・公共哲学(政治思想、法哲学、経済思想、宗教哲学などを含む)の

領域の修得。社会科学の諸領域を横断して、社会調査、多様な情報の数理・統計的処理、コン

ピュータ解析などの技法を集中的に修得できること、など。

相関社会科学で行われている具体的な研究・教育のテーマはきわめて多様で要約は困難であ

るが、次のようなものを重点的な研究テーマとしている[( )内は対応する授業科目]。

・高度産業社会における政策過程(社会システム論、公共政策など)

・政策科学(相関社会科学基礎論H、意思決定論など)

・現代社会と組織の比較研究(現代社会論、公法研究、社会経済学など)

・環境と生活世界(環境社会科学、環境経済論、地球環境論など)

・現代経済の広域分析(現代政治経済分析など)

・公共哲学と市民社会論(相関社会科学基礎論I、公共性の哲学など)

・文化と社会意識(文化の社会科学、社会意識論など)

相関社会科学分科のカリキュラムは、必修科目が他の学部・学科・分科に比して少なく、選

択の自由度が大きいことが特徴である O 各人が自分の研究目的に応じて個性的な履修計画を編

成することができる O また小人数授業が大半であり、学生と教員の、また学生相互の交流が密

であることは、他にはない本分科の大きな特徴の一つである。

相関社会科学の応用・実習編として、地域コミュニティに関するフィールド調査(社会調査)
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を行っている。これまで、熊本県小国町、兵庫県神戸市、新潟県大和町、東京都世田谷区など

で実施し、成果を研究報告書として発表してきた。多数の学生が正規の授業科目として参加し

ており (1地域社会論演習・実習J)、研究報告書の執筆も担当している。参加者にとって楽しい

交流の場であるとともに貴重な経験となっている。

なお、本分科では2009年度より、文学部・社会学専修課程、教育学部・総合教育科学科・比

較教育社会学コースと同様、このフィールド調査 (1地域社会論演習・実習J) を含め、所定の

科目を履修すれば、卒業と同時に、杜会調査協会の認定する「社会調査士」資格が取得できる

ようになった(詳細はhttp://jasr.or.jpO。

相関社会科学分科ではまた、年一回テーマを定めて「相関社会科学シンポジウム」を開催し

てきた。ほぼ毎月開催される「相関社会科学研究会」とともに研究成果の発表や討論、学外研

究者との交流の場となっており、多くの学生が参加している O

(2)国際関係論

国際関係論分科の設立は古く、すでにうO年以上にわたって研究・教育の実績を積み重ね、数

多くの人材を輩出してきた。国際関係論の現代的な意義は、ますます高まってきており、人々

の政治、経済、文化その他の活動は、いまや国民という単位を超えて営まれ、ヒトやモノや情

報が国境を越えて交流し、世界はかつてない国際的相互依存、グローパリゼーションの時代を

むかえている。このような状況において、国際関係を総合的に研究する学問への期待は大きい。

従って、学問分野としての国際関係論は、国際政治、国際法、国際経済、国際関係史などの単

なる集合体とみるべきではなく、それらの諸分野のダイナミックな総合をめざし、個別分野に

は還元できない「国際関係事象」ともいうべきものを描きだし、分析することをめざすものと

考えられる。国際関係論分科のカリキュラムは、「国際政治」、「国際法」、「国際経済」の必修3

科目、「国際関係史」、「国際文化」、「国際機構」、「世界モデル」、「国際協力」などの選択科目、

そしてテーマ研究や地域研究などの特殊講義や演習科目から成っており、各人の関心や研究テ

ーマに応じて様々な授業の組み合せができるようになっている。そして、そのような営為のな

かで、国際関係についての総合的な視野が培われるように工夫されている。

両分科ともに卒業論文は必修であり、非常に重視されている。 4年次には論文の完成に向けた

プログラムが組まれており、そのまま学術雑誌に発表可能なすぐれた論文が提出されることも

少なくない。

以上のような両分科のカリキュラムに加えて、後期課程の共通科目として、法学、経済学、

政治学理論、社会学理論、統計学など、既存の学問分野そのものを身につけることの出来る科

目も用意されている。また、後期課程の総合社会科学科は、大学院総合文化研究科国際社会科

学専攻と密接な関係を持つ。 1996年度の大学院改組で、国際社会科学専攻に「国際関係論」、「相

関社会科学」とともに、「国際協力論」、「公共政策論」の大講座が設置され、それを受けて後期

課程でも「国際協力政策論」、「地球環境論J (後期課程共通科目)等が新たに開講され、社会の

実践的な関心に応えてきている。在学中にAIKOMを含め、外国の大学に留学する学生も多い。

本学科の教育は、広い視野を持っとともに、綿密な社会科学的研究方法を修得し、それらを

生かして現実の具体的諸問題について、総合的な把握が出来る人材の養成をめざすところが大

きい。実際、多くの卒業生が企業(金融、サービス、製造業など)、官公庁(外交官など)のほ

か、国際機関やジャーナリズムで活躍している。また、相関社会科学、国際関係論のより高度

な研究を希望する学生のために、大学院総合文化研究科国際社会科学専攻(相関社会科学コー

ス、国際関係論コースの2つがある)が設けられている。大学院修了後、外国を含め各大学で研

究者として活躍している卒業生も多い。
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田 大学院総合文化研究科教聾学部における教育と研究

6.基礎科学科

学科の概要

最近の自然科学の急速な発展に伴い、それぞれの学問分野が高度化し専門性を高めている一

方で、融合領域の伸長には著しいものがある。このような状況の下で、従来の学問分野の区分

にとらわれない教育の重要性もまた高まっている。例えば、現在の地球環境をとりまく諸問題

は単に物理学、化学、生物学といった個別の学問体系では対応しきれない複合的な要因が絡み

合って発生しており、このような問題に立ち向える人材を社会に送り出すことの意義は、ます

ます増大しつつある。現代の自然科学の発展の中にあって、基礎科学科は、数学、物理、化学、

生物などの既存の学問分野にとらわれることなく、幅広く柔軟な自然科学的思考力を有する人

材を養成することを教育理念としている。現在めざましい発展を遂げつつある自然科学の最先

端領域で総合的見地から研究を行う人材、及び現代社会の中での科学・技術の位置について明

確な問題意識を持ちうる人材を養成する。そのために本学科には、数理科学、物性科学、分子

科学、生体機能、科学史・科学哲学のう分科が設けられている。各分科の教育目標は次の通りで

ある。

分科

(1)数理科学分科

自然現象の理解を踏まえ、それらが内包する普遍的な数理構造を学習する。それをもとに自

然現象のモデル化、数理的な理論化、さらにはコンピューターシミュレーションによる自然現

象の再構築などを行う。数理現象はもとより、物性発現や生命現象の本質を数理的に把握でき

る人材の育成を目指す。

(2)物性科学分科

量子物理学(量子力学、量子統計力学など)の基礎の上にたって、超伝導・磁性などを題材

とする物性物理学を深く学ぶ。さらに、量子エレクトロニクス・ナノテクノロジーなど最新の

測定・制御技術をその原理から学ぶことにより、新たな解析・計測法を開発しつつ、量子現象

はもとより生命現象をも解明しうる人材を育成する。

(3)分子科学分科

量子化学・物性化学・分子設計学などの基礎の上にたって分子、遷移金属錯体および分子集

合体などの構造・ダイナミクスや、分子認識・自己集合化の原理について深く学ぶ。さらに、

分子クラスターの分光や表面界面計測など分子ナノテクノロジーに係わる計測法を習得する一

方、分子系の協力現象を制御することにより、次世代のマテリアルサイエンスを担う人材を育

てる。

(4)生体機能分科

「生きている」最小の単位である細胞は、総数で十億にも及ぶ様々な機能分子の集合体である。

複雑な生体分子が、どのように集積し、生体系として高次な機能を示すようになるかを、分子

細胞生物学を中心としつつ、物理、化学、数理的観点も導入して解明しうる人材を養成する。

(ラ)科学史・科学哲学分科

先端科学技術が高度に発達した現代人聞社会には、哲学的、歴史的、社会学的視点からの、

メタレベルでの学聞が必要とされている。現代の自然科学や科学技術に対する基礎的な理解や

分析を踏まえて、現代社会において科学技術が提起している問題を的確に理解し、それに対し

て積極的提言をなしうる人材を育てる。
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カリキュラム

総合的な視野のもとに各自の専門を打ち立てることができるように配慮したカリキュラム構

成をとっている。 4、う学期は各分科のコアとなる科目を「学科内共通科目」として置き、学生

にはこれらの中から各自の専門分野を見定めた上で、幅広く履修するように要望している。自

然科学系分科の学生も科学史概論、科学哲学概論のような講義を、あるいは、科学史・科学哲

学分科の学生も量子力学や自然科学実験の受講が可能であり、学科が目標としている総合的な

視野に裏打ちされた高度な専門を身につけるようなカリキユラムとなっている。 6、7学期には

数多くの「分科科目」が用意され、自分の専門分野を自ら見つけるとともに、その分野での方

法論や基本概念を深く身に付ける。 8学期には各教員の個人指導のもとに基礎科学特別研究(卒

研)として専門的な研究を行う。

4、う学期の学科共通科目は、現代基礎科学、数理解析I・II、数理物理I・II、量子力学I・II、

電磁気学I・II、統計熱力学、分子科学、元素の科学、超分子の科学、生体機構概論、生体計測

概論、科学史概論I・II、科学哲学概論I・II、数理情報I、量子統計力学、物性物理I、反応動力

学I、分子構造論、分子変換論、物性化学I、生体情報概論、生体計測Iなどである。各分科の教

育目標と6、7、8学期の各分科科目はつぎの通りである。

(1)数理科学分科

自然現象が内包している数理構造を把握することを目標として、次の講義を用意している O

数理解析III、数理解析IV、数理代数学、数理情報学II、構造幾何学、流体物理学、複雑系

物理学、確率統計I・II、数理科学特論I-VIII

(2)物性科学分科

物質問の相互作用や物質の示す諸現象をその構成単位である原子、分子、あるいはそれら

の集合体の各レベルで統一的に理解することを目標として、次の講義を用意している。

物性物理学II・III、量子力学III、量子力学特論、量子計測学I・II、界面の科学、物性科学

特論I-VII

(3)分子科学分科

物質が示す諸性質や新物質の創成法を物質の基本単位である原子、分子、それらの集合体

の各レベルで統一的に理解することを目標として、次の講義を用意している。

分子分光学、反応動力学II、物性化学II• III、分子設計学、分子システム論、物質解析学、

分子科学特論1-VIII 

(4)生体機能分科

数理、物理、化学の視点を忘れずに、生命現象の特性を分子、細胞、個体レベルにわたる

各階層において把握することを目標として、次の講義を用意している。

分子機械、超分子機械、数理生物学、構造生物学概論、生体情報学、生体計測学II、生体機

能科学特論I-VIII

(う)科学史・科学哲学分科

自然科学や科学技術を科学史・技術史・思想史の側面からまた哲学の問題として理解する

ことを目標として、次の講義を用意している。

科学史I-IV、科学哲学I-IV、科学社会学I・II、科学技術倫理学1• II、科学思想史I-IV、技術

論I・II、技術史I・II、科学史特論I-X、科学哲学特論I-X

なお、どの分科でも多くの講義に演習があり、学生のスキル向上を図る工夫をしてある。
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E 大学院総骨文化研究科・教聾学郎における教育と研究

7.広域科学科

学科の概要

広域科学科は、旧基礎科学科第二と旧教養学科第一の人文地理学分科とを統合して、広域シ

ステム分科と人文地理分科との2分科をもって1996年に設立された。広域科学科の基本理念は、

学際的総合性であり、現代社会が直面する複合的問題に対処することを目的としている。現代

杜会は、環境問題、エネルギー問題、人口問題、都市問題等の他、科学技術の急速な発展が社

会へ与えている影響など、さまざまな領域横断的かつ複合的な問題を抱えている。このような

自然科学と人文・社会科学の境界に横たわる学際的問題を扱うことがこの学科の特徴である。

これは単に生物学と化学との学際領域としての生化学のような意味の学際的ではないので、時

には学貫的問題(トランスデイシプリナリー)という言葉で表現することもある。この学科は、

上記の改組によって情報システム・自然システムに地域システムを対象に加え、より広域的、

文理横断的になったと言うことができる。

分科

(I)広域システム分科

広域システム分科では、教養学部後期課程の各学科と同様、学際性・総合性を教育・研究の

基本理念とし、現代社会が当面する複合的諸問題に対処するために必要な、予測・評価・意志

決定など、計画の科学化にかかわる基礎方法論と、関連する科学・技術の体系的知識の習得が

目指されている。またいわゆるlatespecializationの教育理念に立って、専門課程では応用力の高

い基礎学力のほかに広い視野と多様な視点を備えた高度なgeneralistの養成を目指し、大学院に

おいて特定専門分野の研究にスムーズに移行するよう設定されている。

カリキュラムでは、方法論として、システム理論、システム数理、計算機科学、情報工学な

どの科目群があてられ、対象系の知識の習得のためには、エネルギー・物質・生命・生態・地

球系などのマクロな自然科学の科目群がある。第一の科目群は、あらゆるシステム問題を視野

に入れつつ、これらに共通するシステム科学の方法論に関して、その基礎数学から計算機によ

る情報処理や各種システム理論の応用法にいたるまでを体系的に配置したものである。これは

さらに、物質科学、生命科学などにおける自然現象の基本的原理の理解を深めるとともに、自

然システムとしての洞察から、システム概念やシステムモデルのより精級な様相を学ぶ科目へ

と発展する。第二の科目群は、科学・技術と人間・社会との接点において重要な巨視的自然現

象に関する対象知識を、多層的複合システムとしての自然の構造、生命系を含む複雑な物質系

としての自然の動態、生起する時聞が長大なシステムとしての自然の変遷などの諸局面を考慮

しつつ、体系的に整理再編したもので、これに資源・エネルギー・環境・科学技術など人類に

とって基本的に重要でありながら、個別科学の枠組みの中では取り扱いがたい複合的かつ学際

的分野の計画論を組み合わせている。

(2)人文地理分科

人文地理分科では、人文地理学の基礎をなす科目群の他、地域データや地図を扱う分析手法

の科目群、都市や農村の地域システムを系統的に扱う科目群と従来の伝統的な地誌とが用意さ

れ、地域システムなど人文社会科学的システムの領域を人文地理の立場から扱う。

人文地理分科のカリキュラムの編成は、「人文地理基礎論」と「地域論」を基礎として、コン

ピュータ処理を含めた地図学や地域分析等の技術を修得し、一方では社会経済地理学をはじめ、

系統地理学の方法による地理的諸事象の分析を行い、他方では地域の構造的特性を鮮明にする

地誌学の方法により、世界各地の地域研究にも参加し得る能力を養えるように配慮されている。

野外実習が必修科目となっているのも、既存の理論を適用して現実を解釈するのみならず、そ

の理論を地域の実態に即して批判し、新たな理論を構築していく方法を重視する分科の特徴を

示している。また、超域文化科学科や地域文化研究学科の諸分科と同様に、語学を重視し、同

時に共通科目に多くの単位を割いて、広い高度の教養教育をめざしている。地域を扱う人文地
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理学にとって、地域文化研究学科など地域の専門家との交流は不可欠であり、また地域研究に

対しでも相応の支援が可能であると自負している。

学生指導

本学科の特徴は、綴密で丁寧な小人数教育が行われていることである。また必修科目の単位

数が比較的少なく、学生が広く自由に諸科学分野を渉猟することを可能としている。それと同

時に、徹密に計画・配置された実験・実習などが教員との濃密な交流を生み、卒論・卒研の学

習・研究活動へとつながってゆく。

システム分科では、自然科学的な実験室内の実験だけでなく、計算機による情報処理・シス

テムシミュレーションや直接自然の動態にふれるフィールド実習を行い、人文地理分科では、

地域調査の実習や広く旅行をして地域性の見方をトレーニングする巡検を行うなど、抽象的理

論で現実を解釈するよりむしろ現実から抽象化して理論を生み出すことの喜びを与えたいと考

える教員が多い。

運営

学科の運営は、大学院総合文化研究科の広域システム科学系と一体となって行われており、

学科全体の意志決定は、統一して系会議で行われている。この運営原則に沿う形で、学科長が

系主任を補佐する職(系副主任)を兼務する体制になっている。この系副主任(学科長)は次

年度には系主任となり、業務の連続性を向上させるとともに、学科と系との一体運営をなお一

層推進することとなる。

系会議は、人事を別として、助教以上の会構成員が出席し、研究科・学部の各種委員の選出、

スペース・図書・予算などを統括している。ただし、人事は構成員が物理・化学・生物・字宙

地球・情報図形・人文地理学の前期課程担当各部会と連絡を密にして行っている。大学院重点

化および後期課程改革の経過の中で、後期課程において広域システム分科と人文地理分科とは

互いに独立した進学振分け制度とカリキユラムをもっているため、それぞれに所属する教員は、

カリキュラム編成、非常勤講師人事、学生の入退学などに関して、おEいの意志を尊重しあう

ことを確認して学科の運営にあたっている。卒論・卒研などを含めて両分科会議の決定は学科

会議の決定と系会議の承認を受けたものとみなされることになる。

8.生命・認知科学科

学科の概要

現代における生命科学(ライフサイエンス)の発展は目覚まししその基礎的な研究成果は、

例えばバイオテクノロジーや高度医療技術という形で応用され、現代社会を支えていく基盤と

なっている。しかし一方で、現代社会は、環境・食料・人口・健康・高齢化などの問題や、さ

らには生命倫理・医療倫理・環境倫理など生命科学の驚異的な発展がもたらした倫理問題など、

解決すべき問題を多く抱えている。このような複合的問題に対処していくためには、生命科学

の基礎的な教育研究を深めていくと同時に、環境・物質・人間などを対象とした諸科学の先端

分野との分野横断的・学際的な教育・研究を進めることが不可欠である。生命・認知科学科は、

このような時代の要請に応えて、 1996年4月に発足した。

生命・認知科学科は、自然科学の中で目覚ましい発展を遂げている生命科学を軸として、「ご

ころ」と「意識」を実証的に研究する学際分野として急速に台頭しつつある認知行動科学を織

り込んだ学科である。本学科では、生命現象一般と人間の精神活動を rONA分子の解析から人

間の認知・意識まで」という一つの連続した軸の上でとらえ、従来にないユニークな生命・認

知科学の教育および研究を行う。生命体は、「生命分子ー超分子集合体ー細胞一組織器官個

体一認知・意識」といった連続的な階層構造をもつが、旧来の生物学あるいは心理学の教育・

研究では、これらの階層の断片についての個別的知識の伝授に重点が置かれ、人の精神活動ま
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E 大学院総令文化研究科・教聾学部における教育と研究

でをも含む生命活動を統一的に理解する視点が欠けていた。本学科は、日本国内では他に例の

ない基礎生命科学と認知行動科学の並列教育を通じて、生命現象特有の階層性と時間性を統合

的に理解する観点を養い、「いのちとこころ」という人類にとって最も普遍的なテーマを実証的

.科学的に探求する上での基盤を教育する C

生命・認知科学科の教育・研究組織は、生物学、生化学、心理学、教育学など諸領域を研究

分野とする教員によって構成されている O したがって、その研究対象は、生命体の基本的な構

成単位であるDNA、タンパク質、細胞など、いわゆるミクロな部分から、器官や組織の構成・

機能、個体の形成、さらに人間の身体や心の動きにまで及んでいる O これらの多岐にわたる研

究対象は、 rDNAから人間まで」という言葉で表現されるが、研究面では、まず第一に、その

個々の対象が深く究明される。その上で、研究者聞の相互の交流と啓発によって、分野横断的

な視座を高めながら、生命のダイナミクスという理念を基盤とするサイエンスの構築を目指し

ている(図1参照)。例えば、内分泌系や遺伝情報発現系のような個体内情報伝達から、遺伝や

進化という世代間情報伝達まで、様々なレベルの「情報伝達」システムの教育研究などが期待

できる。また、脳神経科学や神経認知科学のような分野の教育・研究により、現代の生命科学

と人間科学を連結してとらえるような観点、が育成されると期待できる。つまり、分子あるいは

細胞レベルから積み上げて、生命体としてのヒト、人間をどこまで理解できるかという方向性

と人間の認知行動あるいは生命体としてのヒトの特徴が器官、細胞、分子のレベルでどのよう

に反映されているかの方向性の両方から、生命を捉えようとする教育を重視する。事実、例え

ば、ヒトの性格や行動様式と神経情報伝達機構における遺伝形質あるいは情報物質の関係の研

究などはすでにlつの学問分野として育っており、関連する卒業研究も散見される O

生命・認知科学科は、基礎生命科学分科と認知行動科学分科から構成されている。

対象 方法論 時間軸など別の軸の例

人間 認知行動科学

個体 脳・神経科学、生体情報制御

器官・組織 器官生物学

細胞 細胞生物学

DNA、タンパク質 分子生物学

アミノ酸、グルコース 生化学

分子、細胞レベルからヒトを含めた生命体と、人間をどこまで理解できるか

ヒトを含めた生命体の特徴は器官、細胞、
分子のレベルでどのように反映されているか。

ダイナミクス

図1:生命科学へのアプローチ

分科

(1)基礎生命科学分科

基礎生命科学分科では、生命を分子のレベル、細胞のレベル、さらに個体のレベルにいたる

までの様々な観点から理解し、その本質を追求するための教育・研究を行う。このため、まず、

生体分子科学(生体分子の熱力学、化学反応論、分子構造)からはじまり、分子生物学、生体

代謝エネルギー論等の講義により、遺伝子・生体構成分子の構造、機能、生合成、相互作用に

ついて学ぶ。次に、細胞生物学、細胞情報論、細胞運動論などの講義により、生命の基本単位

である細胞がどのようにして生命を維持し、増殖していくかを理解する O 更に、発生分化生物

学・器官生物学等の講義により、多細胞生物体がどのように発生し維持されていくかを学ぶ。

また研究における方法論の重要性を認識するために、生命科学研究法という講義によりさまざ

まな研究手法の原理を学び、演習によって英語の原著論文を読み、考察力をつける。

また、本分科は基本的な学問分野(生化学、生物物理学、分子生物学、細胞生物学、動物・
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植物生理学など)に必要な実験技術を2年生4学期(生命科学基礎実験、臨海実習)と3年生1年

間の聞にみっちり修得し、 4年生ではそれらの技術を応用してさまざまな生命現象の中のオリジ

ナルなテーマを研究する。研究に用いる材料は、微生物・藻類からヒトを含めた高等動物・高

等植物にいたるまで非常に多様であり、研究内容もDNA・タンパク質の構造と機能、細胞内情

報伝達系、細胞運動、細胞分裂、光合成、細胞小器官、細胞間相E作用、発生・細胞分化と器

官形成、神経系と記憶、疾患の科学等と多岐におよんでおり、非常にレベルが高い。

21世紀の生命科学は上記の対象、方法、時間など複数の軸で総合的に研究・教育することが

可能になってきているが、生命現象の多様性とその統一原理の精綴さは底知れないものがある。

このような生命現象を理解するために、従来型の個別の生物学を超えた統合的な視点を提供し、

ユニークな研究と教育を行い、次世代を担う人材の育成を行っている。

(2)認知行動科学分科

認知行動科学分科は、人間の認知機構や精神作用を研究テーマとするコースである。我が固

において、心理学研究は伝統的に人文科学(おもに文学部)の中に位置づけられてきたが、こ

の領域は方法論的には古くから数学や生理学などの自然科学の手法を採用し、「こころJ r意識」

「知性J r感'1育」といった人間特有の精神活動に関して、実証的な解明を試みてきた。とくに近

年は、脳神経科学(ニューロサイエンス)の分野で生命科学者との融合が急速に進みつつある。

本分科では、人の精神活動を生命現象の階層構造の一部ととらえ、認知行動科学を明確に自然

科学の一端をになう学問であると位置づける。したがって、本分科への進学は、理科生からみ

ていわゆる「文転」にはあたらないだろう。とはいうものの、複雑な人間の精神作用を解明し

ていくには、人文・社会科学が築き上げてきた人間理解に関する素養が必要であることはいう

までもない。それゆえ、文科生からみても「理転」という表現もあたらず、複雑な人間存在に

対する興味や関心こそがこの分野を学ぶ出発点なのである。このように本分科の特徴は、既成

の文理を枠を越え、真に領域横断的な「学融合」をめざす点にある。

東京大学には心理学・認知科学系のコースが、文学部(心理学、社会心理学)と教育学部(教

育心理学、臨床心理学、学校教育学など)にもあるが、それら諸学科と比して、本分科のユニ

ークさは00心理学やムム心理学といった既存の心理学の領域やイメージにとらわれないこと

である。研究対象でいえば、健常成人のみならず乳幼児から老人、脳損傷患者、動物まで、ト

ピックでいっても、神経伝達機構や精神物理学から高次脳機能、社会行動、認知障害まで、心

理的側面で分ければ、生得的な欲求・感情から思考・推論・意思決定まで、方法論的にみても、

数理的アプローチ、実験、観察、臨床面接など、本郷の諸学科にはない多彩さを誇っている。

隣接科学との交流も活発で、スタッフの研究分野をみても認知神経科学(脳科学+実験心理学)、

認知行動障害論(認知科学+臨床心理学+精神医学)、進化心理学(進化生態学+認知心理学)

などユニークな学際領域がならぶ。
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3 大学院

1.大学院教育の特色

新制東京大学大学院は、発足当時から予算措置を持たず、部局である学部の上に乗る形で運

営されてきた。こうして、当初は学部組織と離れて、いわば部局横断型で発想されていた大学

院だが、 1970年代に入って、一部局一研究科の原則が確認された。そのため、従来は、他部局

の上に立つ研究科の専攻あるいは講座を構成していた教養学部関連の大学院も、固有の組織を

持つ必要が生じた。しかも、教育・研究の実績からして、教養学部の上に固有の大学院研究科

が設立されるのは当然の要請であったと言える。

こうして、 1983年に人文科学研究科から比較文学比較文化専攻が、社会学研究科から国際関

係論専攻が分かれ、それに新設として教養学科第二に基礎を置く地域文化研究専攻と教養学科

第三に基礎を置く相関社会科学専攻が加わって4専攻からなる総合文化研究科が発足した。その

後、既述のように198う年には広域科学専攻の新設、 1986年に文化人類学専攻の移管、さらに1989

年に表象文化論専攻、 1993年に言語情報科学専攻の新設があり 8専攻体制となった。広域科学専

攻は1994年から19何年にかけて生命環境科学系、相関基礎科学系、広域システム科学系の3系

に整備統合された。 1996年には比較文学比較文化、文化人類学、表象文化論、地域文化研究、

相関社会科学、国際関係論の既設文系6専攻が、超域文化科学、地域文化研究、国際社会科学の

3専攻に整備統合され、言語情報科学専攻とともに文系4専攻体制が敷かれることとなった。

大学院総合文化研究科は、教養学部、特にその後期課程における専門教育の深化・展開とし

て発足し、当初よりその教育・研究の理念として「学際性」と「国際性」を掲げて、かつ単な

る専門領域における研究者ばかりでなく、社会の実践的分野においても活躍しうる高度の知見

を備えた専門家を養成することを目標にしてきた。それは、一方で、、教育・研究を単に領域間

的学際性ではなく横断型 (transdisciplinary)なものとして設定することであり、国際的レベル

においても、専門知の単なる受容者ではなく、国際的な場への知の発信者たろうとする計画で

ある。と同時に、他方では、知の創造が大学の内部に留まることなく、広く現実の社会に、し

かも地球規模で拡大すべきであり、国際化と情報化の益々進む現代社会において、様々な文化

創造の計画・立案やその意思決定に責任をもちうる人材に対するニーズに応えようという野心

的な企てでもある。こうした企ての一環として、 2004年4月から「人間の安全保障プログラム」

(HSP)が発足し、 200う年10月からは「科学技術インタープリター養成プログラム」が、そし

て2006年4月からは「欧州研究プログラムJ (ESP)が発足した。また大学院博士課程レベルで

の国際的な教育プログラムとしては、 2007年9月からドイツ・ハレ大学との共同博士課程プログ

ラム「日独共同大学院プログラム」が始まったほか、グローパルCOEに採択された「共生のた

めの国際哲学教育研究センターJ (UTCP)においても独自の教育プログラムが準備されている。

以下では大学院総合文化研究科を構成するう専攻3系の各々について、特色と成果、課題を述

ベる。

2.言語情報科学専攻

基本理念

インターネットの急速な普及により、伝達の便は飛躍的に向上した。瞬時に大量の情報が行

き交う O 他方で人の移動と物の流通もスピードを速め、その範囲は地球規模におよんでいる。

人が受け取るさまざまな形態の情報は増加の一途をたどっている c しかしこのことは、かなら

ずしも意思の疎通の円滑化と誤解の減少を意味してはいないc 情報量の増大は、かえって無関
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心と偏見を生みだしかねない。異文化問、異言諮問においてだけではない。同じ言葉を話す人

と人との間でも、情報量の増加が相E理解をもたらす保証はない。

このような情報とコミュニケーションをめぐる新たな環境をふまえつつ、伝達と表現、思考

と認識の媒体としてのことばを、その構造と機能、生態について多角的に研究する組織として、

言語情報科学専攻は平成ぅ年(1993年)に設立された。言語そのものを対象とするにどどまらず、

文化的、歴史的、社会的、そして技術的な関連にも目を注ぐために、従来の研究分野間の相互

協力と融合がはかられ、言語学・言語哲学・言語思想をはじめとして、文学・文芸学・文献学、

そして記号論・メディア論から言語習得論・言語教育論、さらには情報処理論・計算言語学と

いった諸領域を専門とするスタッフが、常時交流しながら学問的貢献を果たす体制が整えられ

たのである O

活発な人的交流と分野の再編成によって新しい知の芽を伸ばそうとする設立の趣旨は、学生

募集の方針にも貫かれている。社会人を積極的に受け入れるとともに、留学生にも門戸を大き

く開き、社会と世界に開かれた組織であることを目指している。

設立以来、本専攻では次のような理念と方針にもとづいて研究・教育をおこなっている。

(I)コミュニケーションの基本としての言語および言語活動の基礎的研究。

(2)コンピュータを用いた言語情報の解析と研究、ならびにその成果の教育への応用。

(3)歴史的・文化的・社会的な視点からみたことばの生態を「言語態」という概念でくくり、

ことばをその生態系との関連でとらえなおすこと。

(4) I発信型」言語教育の発展に寄与するような、言語習得理論や言語教材の研究および開発。

(う)専攻の各分野で獲得した知の総合による、異文化問・異言語間コミュニケーションの実践

的研究ならびに政策提言能力の開発。

大講座の構成

本専攻は次の6つの大講座で構成されている。それぞれの講座の研究・教育分野は以下の通り

である。

(I)言語情報科学基礎理論大講座:一般言語理論/文法解析/日本語解析/翻訳理論/言語記

号分析

(2)言語情報解析大講座:言語情報処理/言語情報解析/日本語情報解析/視聴覚情報処理/

対照語葉論

(3)国際コミュニケーション大講座:異文化コミュニケーション論/対照言語文化分析/外国

語としての日本語分析/パイリンガリズム研究/言語文化政策論

(4)言語態分析大講座:言語態理論/言語態分析/表現としての日本語/テクスト受容論/メ

デイア・コミュニケーション論

(う)言語習得論大講座:言語習得分析/母語干渉論/外国語としての日本語分析/言語身体論

/外国語教授法

(6) 日韓言語エコロジー研究大講座:日韓言語生態論/日韓コミュニケーション論

これらの大講座と分野に専攻スタッフは振り分けられて配置されているが、設立の理念にそ

うべく、制度的枠組みを超えた相互の協力が重視されている。したがって学生に対しでも、特

定の大講座に所属することを求めていない。学生はそれぞれ指導教員のアドヴアイスを受けて、

自らの研究テーマにふさわしい履修プランを設計しなければならない。

(l)から(う)の大講座には、「日本語解析J I日本語情報解析J I外国語としての日本語分析J I表

現としての日本語J I外国語としての日本語教育」という日本語に関する研究教育分野が配され

ている。国際的環境のなかにおかれた日本語・日本文学の研究、日本語教育法は、語種の垣根

をこえた言語・文学研究、言語教育論とともに、設立の趣旨を活かすために、専攻が重視して

いる分野である。

6番目の大講座「日韓言語エコロジー研究大講座」は、平成14(2002)年度に設置された。

設立以来の日本語・日本文化研究の実績をもとに、日韓の言語と文化、社会の関係性を本格的

に研究教育するための講座である。
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教員の構成

専攻の専任スタッフは、平成21 (2009)年12月現在で、教授28名、准教授20名、助教3名で

ある。助教を除いて、前期教育担当の組織である部会とのかかわりでみると、英語部会 (23名)、

ドイツ語部会 (7名)、フランス語・イタリア語部会 (8名)、中国語・朝鮮語部会(ラ名)、国語

・漢文学部会 (3名)、ロシア語部会(1名)、スペイン語部会(1名)となっている O これらのス

タッフが、専門領域に応じて上記の大講座に配属されている。また、教授l名(フランス語・イ

タリア語部会)が学内の研究科横断的組織である「情報学環・学際情報学府」での研究教育に

従事しており、本専攻には兼担として関わっている。

なお学部後期課程では、短期留学生交換制度「駒場国際教育交流プログラム、 AIKOMJが実

施されているが、専攻のスタッフはプログラムの運営および留学生の教育に重要な役割を果た

している O

自己評価

今年は平成う(1993)年の設立から数えてlう年目に当たる。平成7(199う)年に博士課程が発

足し、平成14年には「日韓言語エコロジー研究大講座」が増設されたO またこの問、平成10(1998)

年には学部後期課程の「超域文化科学科」に「言語情報科学分科J (学生定員約8名)が設けら

れ、専攻のスタッフが中心となって教育指導に当たっている O さらに、平成20(2008)年度か

らは、英語部会や他の文系専攻の協力のもと、博士課程に英語教育プログラムを立ち上げた。

これは、英語教育学を専門としないが英語教員として大学に仕事を求めている院生を対象に、

大学レベルの英語教育のノウハウを教え、修了者には専攻長名での修了証を授与するためのプ

ログラムであり、定員7名のところ、平成20年度に8名、 21年度には9名の学生を選考のうえ受

け入れ、順調にスタートしている。本年度のうちに、最初の修了者を出す予定である。

平成21 (2009)年う月現在の在籍学生数は、修士68名、博士136名である。これに大学院外国

人研究生12名、大学院研究生l名、大学院特別研究学生I名を合わせた学生を、専攻はかかえて

いることになる。大学院在籍者のうち留学生は2割をこえ、社会人としての経験を積んだ学生の

割合も多い。また女子学生数はう割をこえている。出身大学もさまざまであり、年齢、性別、国

籍をこえて、ともに学ぶ開かれた大学院が実現されている O

課程博士の数は、設立以来日名である(論文博士はl名)0 年度ごとの博士論文提出者数は着

実な増加傾向を示しており、今年度は10名に届く勢いである。平成18(2006)年度から、博士

論文執筆資格審査を博士2年目に終えることを奨励し、その翌年度から、この審査を終えている

ことが博士課程研究遂行協力費支給対象者選考の重要な要素とした。そのようなことが博士論

文提出者のさらなる増加につながることを願っている。博士課程の途中で海外の大学に留学し

て、そこで博士号をとった学生も次第に増えてきている。

教員スタッフの国籍は多様であり、女性教員数は9名である。人事においては広く人材を求め

るために公募をおこない、最善の人材の獲得に努めている。

設立以来企画してきた共同研究としては、「メディアの変容と言語共同体との関係に関する国

際比較研究J r談話的能力と4言語技能 外国語と日本語教育改善のための対照比較的基礎研究」

「ドイツ・ロマン派の超域言語論的研究J r翻訳の言語態」などが挙げられるが、これらの共同

研究の成果をも取り入れながら、専攻の新たな学問的方向を世に問う試みとして、 2000年より

『シリーズ言語態』全6巻(東京大学出版会)を、 2002年には『シリーズ言語科学』全う巻を刊

行した。

2003年度には、 COEプログラムとして専攻を基幹とする「心とことば 進化認知科学的展開」

が「学際・複合・新領域その他」の分野で採択され、 2007年度まで継続された。その問、広域

科学専攻に属する心理学関係のスタッフの強力な推進力と、学内の他研究科からの協力のもと

に、専攻の言語学関係スタッフは新たな視点から多様な研究の成果を多数発表した。 2004年度

から2008年度にかけては学術振興会の公募による研究プロジェクト「文学・芸術の社会的媒介

機能の研究」が採択された。こちらは言語態関係のスタッフが中心となり、上記「翻訳の言語

態」の研究とも相互乗り入れしつつ、研究会、シンポジウムなどを活発に開催し、多数の研究
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を世に問うた。

専攻の紀要は従来通り rLanguage，Information， TextJであるが、さらに2003年度以降は、学

生主体で編集されていた r言語情報科学研究』を衣替えして、専攻と院生の共同編集による『言

語情報科学』を公刊している。院生の研究支援体制の充実をはかるためである。その他、専攻

関係者と院生が関わる学術雑誌として、『東京大学外国語教育研究会研究論集』と『言語態』が

刊行されているO

2003年度には、専攻スタッフの過去う年間の研究業績リスト(1998.4-2003.3)が冊子として

まとめられ、 2003年度以降の業績については毎年度、紀要の末尾に掲載している。言語の総合

的研究という共通の目的のもとに、専攻メンバーが相Eの啓発と協力をつうじて今以上に研究

を発展させっつ、学生の教育にあたる所存である。

3.超域文化科学専攻

基本的理念

米ソ二極体制が崩壊した後、グローパリゼーションと分極化が並行して進む今の世界は、無

理やり縫い合わされていた衣が破れて行くように、至るところで破綻の様相を見せている。そ

して、その破綻が多くの場合、宗教とか、民族というような文化的対立と衝突という表現をと

り、また解釈される。政治・経済の合理的言説を超えたところで、その合理性を受け入れない

様々な集団が、時には過激な、そして時には不条理と思われる自己主張を行なっている。その

自己主張の根底にはそれぞれの集団の生活の危機が横たわっているのであるが、その危機意識

を彩る文化的個性は、既成の文化概念ではどうにもならないような複雑性を帯びている。

一方、情報通信技術の飛躍的発展によって、私たちが今まで生活の基盤としてきた現実の世

界関係とは別の次元にもう一つの「仮想的」と呼ばれる世界関係が人類の生を規定し始めてい

る。現実と仮想、が複雑に交錯する場所で人類が今までに経験しなかった新しい生活が出現しよ

うとしている。つまり、産業革命時に匹敵するようなダイナミックな革新と創造の時代が私た

ちの前に姿を現そうとしている。

以上のような状況のなかで、個人においても集団においても人間の生活の深く重要な拠り所

となっているもの、技術・芸術から倫理・感情までも包摂しながら人類の生活の条件であり目

的であるものの全体を改めて「文化」として捉えなおすとき、その「文化」をどのように再定

義すればよいのか。

超域文化科学専攻は、そのような課題を背負って、創り出された新しい専攻である。戦後50

年近くに亘って、極めて個性的で、また斬新な文化研究を展開してきた東京大学駒場キャンパ

スの大学院3専攻(比較文学比較文化、文化人類学、表象文化論)が、上に述べた新しい課題に

取り組むために「超域文化科学」創出という新しい目標のもとに合同したのである O そのため

には、個々のデイシプリンと固有の研究対象を一旦解消し、個別の領域を柏Eに超える(超域

する)ことが必要であった。旧専攻の内部的変革と同時に、まったく新しい2つの大講座、文化

ダイナミクス大講座と文化コンプレクシティ大講座、が設置されたのもそのためであった。

この制度的改革によって、私たちの専攻が目指すものは、領域横断的(言い換えれば、超域

的)な知性と柔軟な創造的感性を備えた次世代の知的エリートの育成である O 文化という複雑

で活力に満ちたものに対して十分に訓練され、現代という問題を苧んだ状況のなかで実践的な

指導性を発揮できる人材を育てること、それが超域文化科学専攻が掲げる教育の基本理念であ

る。

大講座の構成

本専攻は以下の6つの大講座及びlつの協力講座、合わせて7つの大講座から構成されている。

それぞれの大講座の分担する研究教育分野は以下の通りである。
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(l)文化ダイナミクス大講座

文化創造論/文化制度論/文化クリテイシズム/マルチメディア解析/伝統と創造

(2) 表象文化論大講座

イメージ分析論/表象技術史/表象文化史/アート・マネージメント論/パフォーミング

.アーツ論

(3)文化人類学大講座

文化構造論/文化認識論/民族社会論/文明過程論/開発と文化/文明と地域社会

(4)文化コンプレクシティ大講座

多元文化構造論/多元文化協力論/民俗社会論/神話と文化/比較モダーニティ論/基層

文化形成論

(う)比較文学比較文化大講座

比較詩学/ジャンル交渉論/比較形象論/比較ナラトロジー〆比較思考分析

(6)国際研究先端大講座 (r人間の安全保障」プログラムを同時に担当)

(7)比較民族誌大講座(協力講座)

社会構造論/文化現象論/比較，心性論

なお、本専攻の教育プログラムは、 3つのコースに分かれて、下に示すそれぞれの大講座所属

教員によって行なわれている。

l 表象文化論コース:文化ダイナミクス+表象文化論+国際研究先端大講座

2 文化人類学コース:文化人類学+比較民族誌(社会構造論、文化現象論)+国際研究先端

大講座

3 比較文学比較文化コース:文化コンプレクシティ+比較文学比較文化+比較民族誌(比較

心性論)

各大講座は、上記のコース・プログラムの枠を超えて、次の図に示すように多重的に結合さ

れている。このネットワークを自由自在に駆けめぐること、それが超域文化科学専攻における

行動様式である。

大講座の構成(超域文化科学専攻)
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教員の構成

超域文化科学専攻の教員スタッフは2009年12月の時点で、教授31名(協力講座l名を含む)、

准教授lう名(1名)、専任講師4名、助教3名、合計日名で構成されている。前期部会としては、

英語、 ドイツ語、フランス語、中国語・朝鮮語、スペイン語、ロシア語、国文・漢文学、歴史

学、哲学・科学史、文化人類学に所属する教員グループであり、協力講座は東京大学東洋文化

研究所所属の教員である O その研究分野は日本、アジア、ヨーロッパ、アメリカ、アフリカ、

オセアニア各地域の言語、文学、芸術、思想、歴史、宗教、民俗、社会等をカバーしている。

各教員はそれぞれの部会所属・専攻分野に応じて前期教育と大学院教育を行なうほかに、後期

課程では、超域文化科学科、地域文化研究学科の各分科の科目を担当している。

自己評価

超域文化科学専攻は、 1996年度発足以来、 14年を閲しているが、この間に毎年40名程の修士

課程入学者と30名程の博士課程入進学者(共に留学生を含む)を受け入れて来た。これは旧専

攻時代の3専攻の受入合計数の倍近い数字である O その他に、本専攻には外国からの留学生が、

前記の修士・博士課程学生のほかに研究生としても多く在籍している。これら外国人研究生は、

l年ないし2年の研究期間を終えると修士課程に入学することも多い。そういう意味で本専攻は、

留学生にとっても意欲的な研究の場を提供している。

旧専攻を継承する各コースの教育活動は極めて活発になり、特にこの間の学生の質の向上は

特筆すべきものがある。教育活動の側面において、これは大きな成果である。また、修士・博

士の学生ともに、他のコースの授業・ゼミへの参加も活発に行なわれており、改善の進まない

ハード的な施設・設備面をよそ目に、ソフト的な側面での教育環境は基本理念に沿う形で大き

く改善された。新専攻の発足によって学位取得に対する意欲は増大しており、それは学位取得

者の顕著な増加に反映されている。

他方、研究の側面においても、各コースが多分野の教員スタッフから構成されている結果、

現代思想、現代芸術、比較芸術、比較日本研究、応用人類学など、新しい研究分野が開拓され

たことをあげておきたい。また、教員スタッフの個々の専門分野での個別の成果は言うまでも

なく、それらを交差させる領域横断的な新しい研究プロジェクトが構築されている。 2002年度

からは本専攻が中心となって21世紀COEプロジェクト「共生のための国際哲学交流センター」

が展開され、 2007年度からはその発展形としてグローパルCOEプログラム「共生のための哲学

教育研究センター」が活動を続けている。これらの研究の成果は、著作・報告書・紀要・講演

会・シンポジウムなどを通じて、学内外に発信されている。

4.地域文化研究専攻

基本的理念

現代世界においては、国際交流の急激な発展と拡大にともなって、ヒト、モノおよび情報の

ボーダーレス化が進んでいる。異なった地域で異なった人々とともに繰り広げられる活動は、

人間生活の全領域をめぐる多形的な様相を見せるようになっている。近年における国際政治、

世界経済の諸現象、たとえば、民族紛争や環境破壊は、政治・経済の活動と不可分な形で、地

域文化の問題を検討しなければならないことを示している。

地域文化研究の対象とする「地域」は、特定の国家や空間的な領域という意味での既成の地

域に限定されるわけではない。地域性とは、当該地域の文化的・歴史的条件によって生み出さ

れる社会的イメージの複合体であるとともに、その内部において多様な諸価値がせめぎ合うダ

イナミツクな複合体でもある。したがって、地域文化研究は、既成の地域を与件とするところ

から出発するのではなく、まさに、既成の地域概念自体を問い直すところから始まる点に、最

も重要な理念が存在する。本専攻が研究対象とするのは、こうした様々なレベルでの「地域」の

生成、構造、メカニズム、およびそれらの相乗作用として、世界各地に発生する政治・社会問
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題である。

本専攻は、設立当初より、諸地域の文化と社会の教育・研究を通じて、世界の状況に対応し

た人材を養成し、また数多くの留学生・外国人研究者を受け入れることによって、独自の教育

・研究成果を収めてきた。 21世紀に入ってよりいっそう激動する世界情勢の変動のなかで、個

別の地域文化に対する深い洞察力と、グローパルな視野を兼ね備えた人材養成の必要性は、ま

すます高まっている。このような責任を正面から受け止める本専攻としては、世界に対する関

係を主体的に構築する優秀な人材を生み出していくことこそ、将来にわたって負うべき責務で

あると考える。

大講座の構成

本専攻は、うつの基幹大講座と2つの協力大講座から構成される。

(I)多元世界解析大講座:

現代世界における地域性は、モノとヒトの交流の増大、大量の情報の流通、種々の紛争の結

果、多元化、複雑化している。その文化的、社会的、歴史的成立条件を、グローパルな情報ネ

ットワークの活用と多分野にまたがる実践的アプローチにより究明し、 21世紀における地域協

力のパラダイムを研究する O

(2)ヨーロッパ・ロシア地域文化大講座:

ヨーロッパ・ロシアというこ大文明閣は、対立し競合する一方で、密接な理念的、文化的関

係を有してきた。両地域にまたがる包括的研究によって、冷戦終結後ますます強まる相互依存

関係を把握すると同時に、広範聞にわたる人口の移動や混治する文化など、現代に特徴的な越

境現象を地域文化研究に取り込むことをめざす。

(3)地中海・イスラム地域文化大講座:

ユダヤ教、キリスト教、イスラム教など、大宗教の発祥の地である地中海世界は、ヘレニズ

ム・ローマによって、ヨーロッパ文明の揺鑑の地ともなっている O 今なお、さまざまな民族と

文化の交錯と葛藤の場であり、高い緊張が支配するこの地域文化の特性を、古代から現代にい

たる長大な歴史的空間を背景として、多面的なアプローチによって解明する。

(4)北米・中南米地域文化大講座:

先住民とヨーロツパ諸民族との出会いに始まる近代北米・中南米社会の歴史的構造を、その

言語、文化、民族の多元性に着目し、分析する。地中海・ヨーロッパ文化との関係が深い中南

米文化の独自性と、現代世界の政治・経済に主導性を発揮する現代アメリカ文明の構造を、両

者を比較しながら、広域的に解明する。

(ラ)アジア・環太平洋地域文化大講座:

錯綜した交通と重層的ネットワークからなるアジアの広域的な文化のメカニズムと特性を、

複数の文明圏の重なりとして多角的に分析し、アジア各地で生起しつつある政治経済の構造変

動のメカニズムを「地域性」の視点から総合的に考究する O

(6) アメリカ太平洋地域文化大講座(協力講座):アメリカ太平洋地域研究センター

アメリカ太平洋地域の政治・経済・社会・文化の多領域にわたる複合的な国際関係、地域協

力のあり方を異文明間地域研究の視点から総合的に把握する。

(7)環インド洋地域文化大講座(協力講座):東洋文化研究所

古来東西の交通の要路であったインド洋と歴史的、地理的に関連する地域を対象として、そ

こで展開された様々な文化の交流と変容、および自然環境と人間との関係を解明する。

教員の構成

地域文化研究専攻の教員スタッフは、協力講座を含めると、 2009年4月の時点で、教授2う名、

准教授23名、助教2名、客員教授2名、客員准教授2名、客員外国人教授2名で構成されている。

その他、他専攻および他研究科の13名に授業担当教員として学生の指導をお願いしている。外

国語、歴史、法・政治学、国文学漢文学、国際関係論などの各部会に所属する教員たちで構成

されている。各教員は、それぞれのデイシプリンに立脚しながらも、各地域に対する学際的な
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研究に取り組んでいる。これらの教員が、専門領域に応じて7つの大講座に配属されているが、

地域文化研究専攻の実質的な運営は、「小地域(イギリス、フランス、ドイツ、ロシア東欧、北

米、中南米、アジア、地中海)Jと呼ばれる各地域単位を中心に進められている。

自己評価

本専攻は、設立当初より、諸地域の文化と社会の教育・研究を通じて、世界の状況に対応し

た人材を養成し、また数多くの留学生・外国人研究者を受け入れることによって、独自の教育

・研究成果を収めてきた。第一に、その一端は毎年聞かれる公開シンポジウムなどを通じて、

社会的に提示されてきた。その成果はまた、東京大学出版会からう冊の本として出版されている。

2008年度は第16団地域文化研究シンポジウム「世俗化する宗教」が、 2009年度は、第17回地域

文化研究シンポジウム「地域文化研究の現場から」が、多くの聴衆を集めて開催された。

第二に、地域文化研究専攻の研究紀要としての rODYSSEUSJ(2009年度第14号)および教

員と学生双方の参加による研究誌としての「年報地域文化研究J (2009年度第13号)の発行で

ある。これらは、教員および大学院生による研究成果発表の場として重要な貢献をしており、

その評価も定着しつつある。

第三に、学生に対する教育である。 1996年度の大学院重点化にともなって学生定員は大幅に

増加し、修士課程43名、博士後期課程27名となった。ただし、外国人留学生は定員外となる。

また修士課程を3年以上かける場合も見られるので、 2009年4月現在、修士課程88名、博士後期

課程198名が在籍中(休学者を含む)である。 2006年度は26名、 2007年度は39名、 2008年度は

32名が修士論文を提出し、毎年その6割以上が博士後期課程に進学している。また、 2007年度

には13名、 2008年度には9名、 2009年度には13名が博士論文を提出し、いわゆる課程博士とし

て博士(学術)の学位を取得した。

第四に、地域文化研究専攻は、ホームページを開設して、その運営をおこなってきたが、日

本語だけではなく英語のホームページも開設し、さらに、各教員の授業関係情報や研究業績な

どへのアクセスなど、さらに充実した内容のものになってきた。また、所属教員が中心になっ

て運営している学会のホームページなどにもリンクが張られている。

以上のように、本専攻における教員の研究意欲と研究水準は非常に高いレベルを維持してい

る。また学生に対する教育水準および学生の研究意欲と研究水準も高いレベルを維持している。

こうした点をどのように維持し、向上させていくことができるかが、今後の最大の課題であろ

つ。

う.国際社会科学専攻

基本的理念

世界においてかつて例のないほど相互依存とグローパリゼーションが進展するなかで、民族

・宗教の対立のみならず、経済開発・貿易資本の自由化と地球環境保全などグローパルな市民

社会形成に伴う異なる規範や文化の相越、グローパルな立場に立つ価値観とローカルな価値観

との対立が強まっている。

世界における日本の役割は、経済面ばかりか、政治面、社会・文化面でも大きく拡大してい

る。同時に、日本の役割に対する国際社会からの期待も大きく高まっている。その反面で、社

会制度や文化の相違から摩擦や誤解が生じており、学問的な立場から総合的に日本のあり方を

提示して行くことが喫緊の課題となっている。従来の社会科学の各専門分野(法学、政治学、

経済学、統計学、社会学、社会思想史、国際関係論)を改めて再編し、単に学際的であるばか

りでなく、真に統合的な学問として総合的な社会科学を構築する必要がある。

こうした観点から従来から密接に協力して教育・研究を行ってきた国際関係論専攻(19うう年

大学院社会学研究科に創設後、 1983年に大学院総合文化研究科に移管)と相関社会科学専攻

(1983年創設)の2つの専攻を統合し、 1996年4月に国際社会科学専攻が発足した。国際社会科

学専攻には、従来の経緯を踏まえて、相関社会科学コース(分野)と国際関係論コース(分野)
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という2つの教育プログラムがおかれた。同時に、学部前期・後期課程についても大幅な改組を

行い、後期課程は従来の教養学科第三から総合社会科学科へと名称を変更した。

国際社会科学専攻は、新しい時代にふさわしい専門的な研究者の育成を主眼におき、学術的

な成果を社会へ還元することを目的としている。大学、研究所の研究者・教育者のみならず、

国連、世界銀行、 IMFなどの国際機関や官庁、 NGO、民間シンクタンクなど幅広い分野で活躍

する専門的知識を身につけた国際的な人材を生み出すことを目指している。

大講座の構成

国際社会科学専攻は4つの大講座(国際協力論、国際関係論、公共政策論、相関社会科学)と

2つの協力講座からなっており、各大講座は複数の専攻分野から成り立っている。

(1)国際協力論大講座(国際開発論、国際交流論、国際経済協力論、国際社会統合論、国際環

境科学、国際援助開発論)

グローパルあるいは地域的な摩擦、紛争解決のために必要な相E的かっ多面的な協力関係

構築の理論と方法を検討する。

(2)国際関係論大講座(国際関係史、国際政治経済論、国際関係法、国際社会動態論、世界シ

ステム論)

国際社会の誕生、拡大、発展、変容、飽和のダイナミズムを解明し、国家を始めとする国

際的行為主体の対外行動、主体聞の相互作用など国際関係の基礎となる対象を総合的に分

析する方法論を確立する。

(3)公共政策論大講座(日本政治分析、ヒューマン・エコノミクス、公共哲学、現代法政策論、

コミュニテイ形成論)

国家と地域社会、法と経済、市場と組織、家族と個人など変容しつつある現代社会の諸関

係の構造の特質を公共的・国際的視野に立って明らかにし、新しい時代の公共性のあり方

を研究し、教育する。

(4)相関社会科学大講座(現代社会論、情報技術環境論、計量社会科学、比較社会論、社会制

度変動論)

国家の役割の変容、民族と文化の葛藤、新たな市民意識の模索など転換期にある人類社会

の諸問題を学際的な手法を駆使し、同時代的、歴史的、問題解決的な観点から検討する。

(う)協力講座

社会科学研究所と大学院総合文化研究科アメリカ太平洋地域研究センターとが協力講座と

なっている。

教員の構成

教員は、 2009年12月末の時点で教授2う名(うち、客員教授2名)、准教授10名(うち、客員准

教授I名)、助教2名、助手2名からなっている。

国際社会科学専攻のすべての教員は、大講座、専門分野に所属して教育・研究に携わるほか、

それぞれ専門領域に応じて前期教育を所轄する前期部会に所属している O 具体的には、法・政

治、経済・統計、社会・社会思想史、国際関係の4つの部会のほか、英語部会、中国語・朝鮮語

部会、哲学・科学史部会に所属し、基礎科目(方法論基礎、外国語、基礎演習)や総合科目、

自由研究ゼミナールなどの主題科目を担当している。また、後期課程においては、総合社会科

学(相関社会科学分科、国際関係論分科)において講義や演習を担当している。前期 後期

大学院の3層構造の下で最先端の研究の成果が前期課程、後期課程の教育に反映するよう、カリ

キュラム上の配慮がなされている。

教育・研究上の特徴

修士課程においては、多分野にわたってスーパーパイズド・リーデイングスやフィールド・

セミナ一、トレーニング・セミナーを開講し、高度な学際的研究を進めるための基礎的な訓練

を行っていることが大きな特徴である。異なる分野の基礎的な文献を教員の指導の下で広く読
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みこなすことを通じて、幅広い見識を養い、タコつぽ型の研究者の弊害を除くためである。

博士課程では博士論文執筆を円滑に進めるために、博士課程進学と同時にシーシス・コミテ

ィを組織している。論文が仕上がるまでコミティ・メンバーの複数の教員の指導の下で3段階

(プロポーザル、リサーチ、ファイナル)の大学院コロキアムを開き、早い段階から論文執筆を

開始することが出来る体制が整えられている。コロキアムでは、論文研究の進展を促す報告や

質疑が公開で行われている。

通常の大学院カリキュラムの他に、他専攻と協力して教育プログラム「人間の安全保障」に

積極的に関与しており、多くの院生の教育にあたっている O

さらに相関社会科学コースでは、フィールド・ワークとして地域社会の総合調査を実施し、

教員と学生の共同作業と地域社会との交流を通じて、新たな学問的創造活動を行っている。そ

の研究成果は、これまで12冊の報告書(青森県佐井村の地域活性化、熊本県小国町の町づくり

に関する学術調査、長野県栄村の地域社会の創造、目黒区におけるコミュニティと福祉社会、

生活再建とネットワーク 阪神淡路大震災から4年の検証 、被災地救援・復興支援一神戸ボラ

ンテイア99人の生き方と言葉 、新潟県大和町の暮らしとまちづくりに関する学術調査、ケア

の社会化とコミュニティ、ネットワークと地域福祉、グループホームの諸相、東京都政に関す

る調査、東京都政に関する調査(続))にまとめて公表されている。

海外の大学との関係では、イエール大学と大学院総合文化研究科との学術交流協定に基づき

毎年I名の大学院学生をイエール大学の国際地域研究センターの大学院教育プログラムの大学院

学生として派遣し、イエール大学から大学院学生を受け入れている。博士論文執筆を目的とし

た大学院学生の交換は、論文研究に大きな刺激を与えている。また、 2008年度からは北京大学

国際関係学院修士課程院生の受入れを始めとして、海外の大学院との院生交換など、幅広い交

流を展開している。

最後に、社会科学の研究分野でもコンピュータやインターネットなど情報ネットワークの構

築が重要な役割を果たすようになっている。専攻には情報機器室が設置されており、大学院に

おける教育・研究においても、ゲーム論のシミュレーション、モデル分析、地域調査などの社

会調査の統計分析に積極的に活用されているほか、修士論文、博士論文での経済統計分析など

に威力を発揮している。

発信活動

学術雑誌としては、国際関係論コースが日本の国際関係論研究の草分け的な存在として、『国

際関係論研究』を1964年以来発行している。レフェリー制度の下で、本専攻教員を含む専門的

な研究者による最先端の成果のみならず、優れた卒業論文や修士論文の成果を発表する場にな

っている。

相関社会科学コースでは、レフェリー制度の下で学内・学外の研究成果のメディアとして『相

関社会科学』を年l回刊行している。

また、教養学部発足直後から発行している『社会科学紀要』があるが、 2001年度版 (2002年

3月刊行)から内容誌面を一新し、本専攻教員の論文とともに専攻および総合社会科学科の活動

報告や各教員の活動報告を掲載している O さらに、海外への発信の手段として英文のワーキン

グ・ペーパーを1988年以来発行している。国際社会科学専攻におけるこうした出版物や研究成

果の概要は、近くインターネットでも利用可能な形で提供される予定である。

大学院学生

大学院に在籍する大学院学生は、修士課程90(24)名(カッコ内の数字は人間の安全保障プロ

グラム所属。以下向じ) (相関社会科学コース34(9)名、国際関係論コースラ6(1う)名)、博士課

程111(24)名(相関社会科学コースラ4(う)名、国際関係論コースザ(19)名)であり、計201(48) 

名である。うち外国人は41(?)名(相関社会科学コース 14(3)名、国際関係論コース27(4)名)で

ある。男女の比率は全体としてほぼ同数である。大学院修士課程入学者のうち、海外を含め他

大学の卒業生が半数以上を占めていることも記しておきたい。大学院研究生はう名、また大学院
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外国人研究生が6名である。

学部後期課程の総合社会科学科では毎年37名前後の新規学生を迎えている O フローでみると

修士課程入学者の数は後期課程の学生とほぼ見合っているが、ストックでみると大学院学生の

比重が大きくなっていることは注目される。

また、国際社会科学専攻では、大学院教育の一環として博士課程の早い時期に学部教育の補

助(ティーチング・アシスタント =TA) を経験させることにしている。具体的には、基礎演習

などの前期課程教育、後期課程では総合社会科学科国際関係論分科の必修科目(国際法、国際

政治、国際経済)、相関社会科学分科の調査実習などの授業で大学院学生がティーチング・アシ

スタントとして活躍している。このほか、特定の研究プロジェクトについて、大学院学生がリ

サーチ・アシスタント (RA) として教員を補助する形で共同研究活動を進めている。

自己評価

大学院重点化以降の修士課程入試への出願者は、 1996年の132名(相関社会科学コース64名、

国際関係論コース68名)から2009年には148(20)名(相関社会科学コースラ4(7)名、国際関係論

コース94(13)名)へと変化している。定員数34名(相関社会科学コース17名、国際関係論コー

ス17名)と比較して競争倍率は約4倍である。

博士課程入試については、出願者は1996年の4ぅ名(相関社会科学コース23名、国際関係論コ

ース22名)から、 2009年にはう3(10)名(相関社会科学コース2う(3)名、国際関係論コース28(7) 

名)へと増加している。定員数は、 23名であり、競争倍率は約2倍である。

他方、修士課程入試の合格者は、 1996年の32名(相関社会科学コース17名、国際関係論コー

スlう名)から2009年には34(13)名(相関社会科学コース 13(6)名、国際関係論コース21(?)名)

と移行している。博士課程の合格者は、同じくお名(相関社会科学コース13名、国際関係論コ

ース12名)から19(8)名(相関社会科学コース8(2)名、国際関係論コース11(6)名)へと推移し

ている。

なお、博士課程入学者のうち2号以下の出願者は、 1996年のう名(相関社会科学コース4名、

国際関係論コースl名)に対して2009年には8(3)名(相関社会科学コースラ(2)名、国際関係論

コース3(1)名)である。

修士課程の入学者数は、必ずしも定員を満たしていない。これは専攻としてレベルを下げな

いという方針の下で生じた結果であるが、「人間の安全保障」を始めとして、新しいプログラム

が大学全体で次々と立ち上がりつつあるため、大学院進学希望者の選択肢の幅が広がったこと

も影響しているであろう。本専攻としては、入試説明会の実施など優秀な学生の受験を勧誘し

ている。修士課程修了者の就職状況は、官庁、民間シンクタンク、民間企業(コンサルタント、

マスコミ、外資系企業)などを中心にして円滑に推移している。引き続き学術的な貢献ならび

に社会的な要求に応えるような教育カリキュラムの充実に努めたい。

修士号取得者は、 1996年4月から2009年3月までで299名(相関社会科学コース141名、国際関

係論コース1う8名)である。また、博士号取得者は、 1996年4月から2009年3月の関に96名(相

関社会科学コース42名、国際関係論コースラ4名)となっている。そのうち外国人の博士号取得

者は、 31名と3割を占めている。博士課程在籍者の中には早い時期に就職するケースもあり、博

士号取得者は、在籍者数との比率では約4分のlということになる。なお、博士課程修了者の就

職先は、主として海外を含め大学、研究所、シンクタンクであるが、民間企業に就職する大学

院学生も一定数存在している。

以上、大学改革後教育・研究の面で多くの成果をおさめてきているが、今後の課題として求

められているのは高い質を維持しながら修士課程、および、博士課程により多くの大学院学生を

迎え、高度の専門知識のみならず、世界的なリーダーシップを備えた秀れた人材をより大きな

規模で社会に送り出すことである。そのための取り組みとして、地域文化専攻等の本研究科の

他の4専攻と協力して rr人間の安全保障』プログラムJ (修士・博士両課程)を2004年度から発

足させ、国際社会で活躍する高度な「市民エリート」の養成に積極的に貢献し、すでに多くの

人材を社会に送り出している。
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6.広域科学専攻生命環境科学系

基本的理念

生命環境科学系は、生命に関して、分子レベルからヒトまでを包括して研究するきわめて学

際的、先端的な大学院組織である O 本系は、 2つの21世紀COEプログラム(融合科学創成ステ

ーション、心とことばー進化認知科学的展開)が採択されていることからも、生命科学の拠点

の1つである。

教員の研究分野は生化学、分子生物学、細胞生物学、スポーツ医科学、心理学、教育学など

多岐にわたっている。研究対象は、タンパク質、 DNA、細胞などの生命体の基本構成単位から、

組織、器官、個体にいたる構造、機能、発生、分化、再生、さらに、ヒトの構造と機能、心理、

ヒトの疾患の解明(アルツハイマー病、筋ジストロフィー症、痛など)、身体健康科学、環境科

学、宇宙科学など、多岐にわたる。各研究対象を深く掘り下げることに加えて、研究者間の共

同研究で、領域横断的な視点から新しい生命科学の構築を目指している。教育面では学生がそ

れぞれの研究領域で先端的な研究を遂行できる考え方と手法を身につけられるような体制を整

えている。分子レベルから組織、器宮レベルの理解を積上げてヒトを理解する視点とミクロな

生命科学を掘り下げて考える視点を兼ね備えた研究者あるいは人材育成を念頭におき、生命科

学の先導的、体系的知識および手法を身につけた研究者、教育者の輩出を目指している。

大講座の構成

広域科学専攻には、 3つの系があり、生命環境科学系はそのIつの系である。うつの大講座(環

境応答論、生命情報学、生命機能論、運動適応科学、認知行動科学)から成り立っているが、

実質的には、基礎生命科学、身体運動科学、認知行動科学の3つのグループに分かれて、研究・

教育(前期および後期課程、大学院)を行なっている。うつの大講座の概略を記す。

(J)環境応答論大講座

細胞あるいは生物個体とその周囲の環境を一体のものとして見ることにより、個体発生にお

ける細胞分化や成熟後の環境変化を緩衝するホメオスタシス、あるいは植物の環境適応のよう

な、環境の変化とこれに対する応答の複雑なネットワークの総合的研究を行なう。

(2)生命情報学大講座

DNAの構造、ゲノム解析、脳などの細胞内シグナル伝達機構、生体膜の動的構造、細胞運動

と細胞分裂のメカニズム、目玉発生における器官の誘導、筋及び神経の発生等の先端的研究を行

なう。

(3)生命機能論大講座

生体高分子の高次構造形成、機能・構造相関、機能性高分子の設計、高度に組織化された生

体高分子相互作用による生命機能の調節・維持、細胞集合・組織形成による高次機能の獲得な

ど生命個体内部の諸構造の機能、構造形成・維持の総合的研究を行なう。

(4)運動適応科学大講座

細胞や組織及びヒトを含む個体の運動の成り立ちを研究対象とする科学手法、細胞分子生物学

的手法、あるいは、分子レベル・細胞レベルでの運動機能の解析、力学的動作学的手法、運動

生理学的手法、細胞分子生物学的手法あるいは、コンピユーターモデリングや先端医学の手法

による個体の運動の研究を行なう。

(ラ)認知行動科学大講座

環境を認知し、それにもとづいて適応的に行動するメカニズムの研究、特に神経活動、個体

行動、社会行動、スポーツ等を対象としたバイオメカニクス・トレーニング科学、心理物理学、

脳神経科学、認知科学、行動生物学、臨床心理学、スポーツ行動学などの学際的研究を行なう O
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教員の構成

生命環境科学系の教員は、教授18名、准教授14名、講師2名、助教2う名、客員教授2名で構成

されている。学内からは、他の系の教員が、系間協力教員として、研究指導を行なっている。

また、学内の医科学研究所や生産研究所の教員が兼担教員として研究指導を行なっている。系

ゃグループに分かれてはいるが、系聞やグループ聞の研究の交流、研究者の共同研究は盛んに

行なわれている。前期部会は、相関自然、生物、物理、化学、スポーツ・身体運動、心理・教

育学に所属している。教員の研究分野は、細胞生物学、生化学、分子生物学、生物物理学、ス

ポーツ科学、スポーツ医学、行動生態学、心理学、認知脳科学などである。教員は、専門領域

に応じて、上記のラつの大講座に配属されているが、生命環境科学系の実質的な運営は、前期課

程の背景や大学院生のテーマを考慮して、基礎生命科学、身体運動科学、認知行動科学の3つの

グループで進められている。

自己評価

1994年にスタートした生命環境科学系は、 2009年度で16年目を迎えている。大学院入学者数

(表1)および修了者数(表2)を表にして示す。表2には、 2002年からの進路調査者数も示す。

修士修了者の半数以上が博士課程に進学している。就職先は、ポスドク、大学助手(助教)、独

立行政法人や製薬企業などの研究所研究員、公務員など、多岐にわたる。

2009年度までの集計で、修士課程は、 676名の入学者に対して、 603名の修了者である (88.1

%)。博士課程は、 439名の入学者に対して、 283名の修了者である。

表1 生命環境科学系 大学院入学者数

修士課程 博士課程 合計

1994年度 36 17 53 

19何年度 42 28 70 

1996年度 46 36 82 

1997年度 49 23 72 

1998年度 43 26 69 

1999年度 32 32 64 

2000年度 37 28 6ラ

2001年度 39 23 62 

2002年度 40 26 66 

2003年度 48 34 82 

2004年度 47 27 74 

2005年度 47 33 80 

2006年度 42 29 71 

2007年度 46 33 79 

2008年度 38 19 ラ7

2009年度 44 25 69 

計 676 439 1，11ラ
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表2 修了者数

修士 課程博士

1994年度 15 う

19何年度 34 う

1996年度 40 8 

1997年度 42 16 

1998年度 47 20 

1999年度 42 12 

2000年度 26 19 

2001年度 3う 2う

2002年度 36 17 

2003年度 34 17 

2004年度 48 2う

200う年度 4ラ 27 

2006年度 39 22 

2007年度 42 20 

2008年度 43 22 

2009年度 3う 23 

計 603 283 

系の研究レベルを客観的に評価する指標の1つとして、学外からの研究費の取得状況がある。

生命環境科学系は、 2つの21世紀COEプログラム(融合科学創成ステーション、心とことば一

進化認知科学的展開)が採択されていること、および、科学技術振興関係の大型プロジェクト

の採択、科学研究費の取得率も高く、系の研究レベルは高いと自己評価できる。

系の研究レベルを客観的に評価するもう lつの評価は、系の構成教員の研究成果がある。広域

科学の年報であるFrontiereに掲載されているように、多数の専門学術雑誌掲載論文や著書があ

り、系の研究レベルは高いと自己評価できる。

7.広域科学専攻相関基礎科学系

基本的理念

自然界は素粒子・原子核・原子・分子・凝縮系等からなる階層構造をとっており、各階層の

中では要素が複雑にからみ合って形成された構成体が、各種の機能を発揮している。これら自

然に存在する物質や人工的に合成された物質の多様な物性を、人類は利用してきた。今や日常

生活の必需品の中に広く用いられている半導体やレーザ一利用技術を見ても分かるように、そ

の基盤を支えているのは基礎科学の研究成果である。

相関基礎科学系では、このようなクオークからインテリジェント・マテリアルまでの幅広い

階層の物質と、そこにおける自然法則についての基礎研究を、科学史・科学哲学などのメタサ

イエンスの研究と互に刺激・活性化しあいながら行う。

具体的には、自然の構成体や階層内を支配する基本法則、階層間の相互関係やスケールの異

なる系に共通して現れる普遍的な構造や法則などを、総合的・統一的に解明する。また、自然

の示す複雑な現象や自己組織化の過程などに潜む未知の法則を、複雑系の科学の観点から探り、

記述し、理解する。さらに、物質の機能が発現する機構を、理論と実験の緊密な協力のもとに

解明し、その本質と構造を明らかにするための新しい原理にもとづく計測法を開発する。その

活用によって新しい現象の発見や新物質についての情報を提供するとともに、第一原理から新

物質の性質の予測とそれに基づいた物質設計を行い、新しい機能を持った人工物質の構築を行

つ。
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従来の伝統的な学問分野の切り口で構成教員の学問分野を挑めると、科学史・科学哲学、素

粒子・原子核・原子分子・物性・数理物理、有機・無機・物理化学の分野をカバーしているが、

それにとらわれない領域横断型の教育・研究体制をもとれるようになっている。大学院生にあ

っては、所属の研究室において自ら選んだテーマの研究を深く究めると同時に、研究室問、大

講座間にまたがる合同ゼミに参加することによって、広い視野と多角的な方法論を修得できる

ように配慮されている。これによって、現代文明の中核を担う自然科学および科学技術の基礎

を担い、総合的に発展させる上で必要な人材を育成している。

大講座の構成

相関基礎科学系は、次の6つの大講座から構成されている。

(I)科学技術基礎論大講座:科学・技術の発展は人聞社会に豊かさをもたらしてきたが、一方

で、技術革新による急激な工業化により地球環境問題や資源枯渇問題が引き起こされ、高

度な医療技術の発達により生命倫理の問題が生じている。これらの諸問題の背景を考察す

ることは、今日大きな影響力をもっ科学技術にとって、自己の姿を映し出す鏡を提供する

ことになろう。本講座ではこのような理念に基づき、内外の諸科学・諸技術の歴史的遺産

を学びながら、その哲学的・社会学的考察を深める。専任スタッフの研究内容は、数学・

物理学・化学・生物学・医学の歴史、東西文明における古代・中性の科学思想史、近代科

学の形成と発展、近世近代日本の科学と技術、現代社会における科学と技術の交流、科学

的認識における言語と実践の役割、知識論・言語論・行為論をめぐる諸問題、人工知能や

脳科学などにおける身心問題、科学技術の倫理をめぐる問題など多岐にわたっている。

(2)自然構造解析学大講座:自然界の基本構造や、相互作用の研究は従来、素粒子・原子核・

原子・分子・凝縮系といった異なるスケールごとに別々の分野で研究が進められてきた。

これに対して、本大講座においては、個々の対象としての研究と同時に、むしろ異なるス

ケールの系に共通して現れる普遍的な構造や法則に着目することにより、また様々な分野

に研究基盤を持つ研究者どうしの協力を押し進める事によって、自然界の基本相互作用、

対称性やその破れ、相転移のダイナミックス等を、場の量子論や統計物理学の手法を用い

て総合的・統一的な観点から解明する事をめざしている。

(3)複雑系解析学大講座:自然の示す複雑さの起源、を探り、記述し、これを理解することを目

指し、研究と教育を行っているo 原子核から原子分子、国体物理、流体、マクロな気象、

生命系、社会現象までの幅広い分野を対象としているが、「複雑な運動や要素聞の複雑な関

係性をいかに記述し理解するかじなとeの問題意識を持って、非線形動力学、統計力学、

場の理論等の手法をもとにして複雑系の諸現象の解明に挑んでいる。トピックスとしては、

非線形系でのカオス、量子カオス、ランダム系の物性物理、可解系の数理など多岐にわた

っている。

(4)機能解析学大講座:理論と実験との緊密な連携により物質の構造と物性との関係を明らか

にし、そこから新しい機能を引き出すことを目標としている。分子から国体レベルに至る

物質の階層に応じて特異的に現れる機能について、その発現機構を解明していくことを目

指している。具体的にはメゾスコピック系の量子現象、低次元伝導物質の特異な輸送現象、

酸化物高温超伝導、磁性の変化に着目した新しいタイプの記憶素子の研究等が行われてい

る。

(ラ)物質計測学大講座:計測技術の開発は新しい科学的知見の獲得を可能にし、ひいては新し

い自然観をも生み出してきた。本大講座では、計測の基礎から応用に至るまでの実践的な

教育・研究を行い、様々な自然現象の底流にある真理を探究するための新しい測定法を開

拓・開発することをめざしている。特に、ユニークなプロープ(光、陽電子、多価イオン、

励起原子など)を用いた新しい計測法の開発、および極限的な物質状態(超低温、超高真

空中の清浄団体表面など)の計測を行う。

(6)物質設計学大講座:高度文明社会の維持発展のためには、将来のニーズに応じた新物質を

設計・創造していく必要がある。本大講座では、このような観点から、新物質の設計、新
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物質合成のための物質変換・構築、新物質の機能評価等広範で縦断的な教育研究を行って

いる。本講座のターゲットとなる新物質としては、高温超伝導体、有機電気伝導体・強磁

性体、情報機能物質、生体模倣物質などがあげられる。

教員の構成

相関基礎科学系は2008年1月時点で、教授24名、准教授20名、講師I名、助教27名、客員教授

2名、の計74名で構成されている。平成8年度に改組された基礎科学科(数理科学、量子科学、

物性科学、生体機能、科学史・科学哲学のう分科からなる)と強い連携を持っており、教養学部

前期課程においては物理部会、化学部会、相関自然部会または哲学・科学史部会に所属すると

同時に後期課程の基礎科学科の教育を担当している。

自己評価

19何年度に発足した相関基礎科学系は研究・教育両面で着実な成果を挙げており、現在まで

198名の博士とう06名の修士学位取得者を輩出してきた。最近う年間の内訳は、 2004年度博士19

名、修士33名、 200う年度博士lう名、修士39名、 2006年度博士20名、修士30名、 2007年度博士10

名、修士44名、 2008年度博士19名、修士47名である。

研究面では、この問、各構成員が高い水準の研究成果を挙げてきた。詳しくは広域科学専攻

の年報である rFrontiereJの業績リストで詳細に報告しているので、参照されたい。ここでは、

専攻全体にかかわる学際的な成果活動について記述する O

1999年に開始された「中核的研究拠点形成 (COE)Jの「複雑系としての生命システムの解

析」においては、本系から研究代表者(金子邦彦教授)を出すと共に、系教員の積極的な参加

があり、高い評価を得た。また、 2002年からは、広域科学専攻が申請した21世紀COEr融合科

学創成ステーション」が開始され、ここでも、当系から多くの教員が参画し、顕著な成果を挙

げている。 2004年4月には、上記の実績が評価され、「複雑系生命システム研究センター」が学

内措置として発足し、当系の金子邦彦教授をセンター長として、海外連携を含め活発な研究活

動を展開している。これらの成果は、本系の研究活動が外部からも高く評価されていることの

証左といえよう。

8. 広域科学専攻広域システム科学系

基本的理念

現代の高度に発展した科学技術は人類の生活を豊かにしてきたが、一方では、人聞社会と地

球環境とのあいだに深刻な複合的問題をもたらした。例としては、枯渇する資源・エネルギー、

急増する人口と不足する食料、生活・産業廃棄物と地域・地球規模での環境問題、社会の高度

情報化が引き起こす諸問題、生命科学・医療の進展と倫理、科学技術の推進と制御、地域・民

族対立、などの諸問題などがある。これらの複合的問題は、従来の細分化された個別の学問分

野の深化だけでは解決されず、自然科学、社会科学、人文科学や工学の枠を超えた広範な学問

領域の協力体制が必要となっている。このような複合的問題の全体像の把握と解決には、問題

を構成する諸要素を個別科学の手法で分析することに加えて、要素の間の関係そのものを考察

の対象とし、部分と全体の関連を解明していくことが絶対的に必要であり、かっ有効でもある。

このような視点が「関係の学」としてのシステム論の考えて、ある。広域システム科学系は、シ

ステム論の視座を基本的理念とし、具体的な問題をシステムとして把握し、その構造、機能、

動態、進化、及び管理を研究対象とする「広域システム科学」の構築・推進をめざしている。

大講座の構成

広域システム科学系には、前記のような目標を実現するために、学問領域を横断しさまざま

な階層を縦断して、以下の4つの大講座が置かれている。

122 



E 大学院総合文化研究科・教聾学部における教育と研究

(1)基礎システム学大講座

システム科学の基礎概念を発展させ、他の分野に対して方法論的基盤となる分野である。

自然の諸階層にわたる実態的解明を起点として、階層間の連関に関わるシステム概念やシ

ステム理論の深化・展開をはかるとともに、一般システム理論の立場から、自然システム

のみならず、人工システムや社会システムを一つの視野におさめた方法論の体系的確立を

めざしている。

(2)情報システム学大講座

現代科学技術の基幹をなす情報科学・工学の基礎理論から応用までをカバーする分野で

ある。計算の理論的研究から始まり、情報システムそのものを対象として、各種の情報処

理法、データベースの構成法などについての研究を行なうとともに、他の大講座で出現す

る複合システムのモデルの構築、そのシミュレーションと評価、制御などの理論的考察と

展開とをめざしている。

(3) 自然体系学大講座

自然界に存在する多種多様なシステムを対象として、それぞれを扱う個別の科学研究の

立場に立ちながら、その枠を超えてシステムとしての挙動を解明し、人間と社会に関係す

るものを含めて、その制御方法について考究する。ここで自然界のシステムとしては、物

質的、地球的、生命的及び生態的なものを含む。

(4)複合系計画学大講座

現代社会が抱える複合的諸問題に対して、自然と人間および科学技術の新しい接点の在

り方に基礎的指針を与え、その策定を計画する分野である。すなわち、各種のサブシステ

ムの挙動を、環境・資源・エネルギー・経営といった切り口でとらえ直すとともに、科学

技術自体の構造と特性の体系化を通して、これらの複合的システムの制御計画の展開をめ

ざしている。

教員の構成

現在、本系を専任とするのは教授13、准教授lラ、講師0、助教10、合計38名である。また、

本研究科が学内に出している流動講座所属の兼担教授し兼担准教授し学内外の兼担教授し客

員教授2、の他に、情報基盤センターからの協力講座所属教員として教授し准教授1、講師0、

助教2が所属している。専任教員の専門分野は、方法論的側面をカバーする数理科学、計算機科

学、システム科学などの諸分野や、研究対象に即した物質・エネルギー科学、生命・生態科学、

地球・宇宙科学、経営論・社会論、さらには、人間と地域・環境の関係を追及する人文地理学

に及んでいる。さらに、教員全員が、同じデイシプリンのもとに設けられている後期課程、広

域科学科を担当している。この教員構成は学科・系の目指す教育にふさわしい陣容と言うこと

ができる。

自己評価

(1)教育

本系は後期課程広域科学科の卒業生の大部分を受け入れるとともに、他学科・他大学の卒業

生に加え、社会人特別選抜による一般社会人も受け入れている。また、特色ある教育システム

を十二分に活用し、(1)新しいパースペクテイプや研究方法を開拓したり、新しい学問体系や新

たな学問領域を構築指導できる研究者、高等教育者、研究管理者の人材、 (2)複合的問題に対し

て現実的対応能力を備えた新しいタイプの研究開発者、実務的専門家、 (3)幅広い視野のもとに、

国の内外の行政機関、シンクタン夕、一般企業等における計画・企画・調整部門、科学技術情

報産業などで活躍できる人材、の養成を目標としてきた。

大学院重点化により、 19何年度入学から、修士課程の定員は12からおへ、博士課程の定員は

8から1うへとほぼ倍増し、現在、約120名の大学院学生が学んでいる。ここ数年の修士・博士課

程の入学・修了学生数を下表に示す。年度により変動はあるが、ほぽ定員通りの学生を受け入

れている。
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年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 200う 2006 2007 2008 

修士入学 27 26 24 27 2う 26 28 28 28 26 25 28 

修了 28 17 27 22 23 24 21 28 24 20 27 20 

博士入学 16 21 12 21 lう 16 19 16 13 20 19 17 

修了 10 6 9 6 11 11 13 11 12 10 8 17 

退学 2 7 O O 4 う 10 8 8 7 4 10 

修士課程修了者の半数は実社会へ巣立ち、その多くが一般企業、シンクタン夕、行政機関な

どの計画・企画部門等で活躍しており、本系の人材養成目標が達せられているといえる。ただ、

大学院重点化により修士課程定員が学科定員を大幅に上回るようになったため、後期課程・大

学院修士課程を通じて一貫したデイシプリンのもとで学ぶという創設以来の態勢の再検討が必

要となっており、設置科目とその配置に関する検討を行なっている。博士課程では約6割が学位

を取得しており、満足すべき水準にあるが、入・進学者の増えた状態でこれを維持するために

は更なる努力が求められよう。

(2)研究

本系に所属する教員の研究活動については、毎年発行される広域科学専攻の年報 Frontiとreに

記載されている業績を見れば、その多様性とともに質量ともに優れていることが知れよう。こ

れは、本系の教員全員が前期課程教育を担っているという事実に根ざしている。構成教員が、

前期課程で担当する個別学問において優れているということは、本系の理念の一半を成り立た

せる上で重要であり、その利点は遺憾なく発揮されている。本系の理念の他の一半は、全員が

本系固有のデイシプリンを体現していることであるが、こちらの側面はこれまでの経緯もあり、

本系の歴史的な人的蓄積がそれほど多くないことから、必ずしも満足すべき状態であるとは言

えないのが現状である。本系では現在、この点を克服するため、将来構想委員会を組織して、

系の理念の再確認と後期課程・大学院教育の再検討を精力的に進め、既に教務上の実験的な試

みも始めている。

9. I人間の安全保障」プログラム

平成16年度 (2004年度)、本研究科ラ専攻の協力の下に、「人間の安全保障」を文理横断的に

教育する大学院プログラム(修士課程・博士後期課程)が発足し、現在、積極的に教育活動を

推進している。まず、以下にこのプログラムについて紹介させていただく。

「人間の安全保障」は耳慣れない言葉に違いない。「人間の安全保障」は、 21世紀の人類社会

の望ましい発展のあり方を構想するために提案された、国際社会の新しいコンセプトであり、

冷戦が終わった1990年代、従来の安全保障と開発援助の考え方では地球上の人々に安心できる

暮らしも豊かな暮らしも保証できないとの立場から、国際社会に提示されたものである。近年

では、日本が国際社会に貢献できる重要な分野であるとして、日本外交の柱になっている。ま

た、広く日本社会でも注Bされ始めており、各地の大学で聞かれている「人間の安全保障」を

テーマとした講義は、既に1，000を超えている O また近年、このテーマの下で様々な研究・教育

活動が国内外で始まっている。

「人間の安全保障」は新しいだけでなく、きわめて包括的・多面的であり、ある意味でとらえ

にくい概念である。そのために、体系だった研究・教育が困難であると同時に、それゆえにこ

そ、そうした研究・教育が必要であるとの認識が深まりつつある。たとえば、民族紛争や環境

悪化で荒廃したコミュニテイで、老若男女が自立して生活していく基盤を整えるという課題を

想定しよう。この課題に取り組むには、国際関係論や杜会学、経済学などの社会科学のみなら

ず、地域研究、人文科学、自然科学など、多様な観点からの研究・教育が必要であることは容

易に感得されるに違いない。

幸いにして、総合文化研究科では、「人間の安全保障」に関して体系的に・研究・教育の場を
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回 大学院総什文化研究科・教養宇都における教育と研究

構築するのにきわめて相応しい環境があった。そこで、研究科長室のイニシアテイブに支えら

れて、平成16年度 (2004年度)から本研究科の全う専攻の協力の下に文理横断型の大学院教育

プログラムを世界に先駆けて立ち上げ、国際社会に対して新たな貢献を行う「人財」を養成し

ていくことが決定された。う専攻から選ばれた14名の教員を中心に、新しいプログラムの教育が、

修士課程・博士後期課程ともに始動している。

本プログラムの発足に先立ち、 2003年10月に第l回会合が聞かれた大学院総合文化研究科・

教養学部運営諮問会議では、諮問委員(当時)の緒方貞子氏(国際協力機構理事長、前国連難

民高等弁務官)から、このプログラムに対する熱い期待が示された。緒方氏は以前より「人間

の安全保障」に強い関心を持たれており、アマルテイア・セン氏(本学名誉博士第l号)ととも

に、国連人間の安全保障委員会の共同議長を務め、国際社会における「人間の安全保障」の取

り組みを勧告する最終報告書をまとめられている。

「人間の安全保障」プログラムの基本方針は、大学院総合文化研究科が従来からもっとも力を

入れていた研究者養成に、実践的な要素を加味しつつ、政策や実務に偏らない総合的な能力を

備えた「人財」を育成することである。その意味で、公共政策や国際協力、国際開発といった

看板を掲げた大学院教育とは一線を画し、大学院総合文化研究科の特徴を前面に出すプログラ

ムを展開している。すなわち、実務経験が豊富な人や実践的関心が強い人には国際コミュニケ

ーション能力、知的枠組み、論理的思考力を身につけてもらい、反対に大学や大学院での勉学

の経験はあるものの現場を知らない人には隣地演習やインターン経験を積んでもらうことを狙

いとしている O また、研究者養成のみを目指す既存の教育枠組では大学院で学ぶことに踏み切

れなかった有為の人材が参加できるように、入試や修了判定において柔軟な仕組みを導入して

いる。

教育・研究の環境・設備面に関しては、平成17年度 (200う年度)には、本プログラムの整備

拡張事業が文部科学省の「魅力ある大学院教育イニシアテイプ」に採択され、これにより、「人

間の安全保障」に関するインテリジェント・ライブラリーを設営し、継続的に資料の充実に努

めている。この事業終了後、「目的は十分に達成された」とする最高の評価を得ることができた。

さらに、この事業の一環として、 2008年4月に本プログラムの教員を中心とした教科書『人間の

安全保障J (山影進・高橋哲哉編、東京大学出版会刊)を刊行した。同年6月には本書の刊行を

記念して、本プログラムと東京大学出版会との共催で「人間の安全保障」の世紀へと題した公

開シンポジウムを開催し、基調講演者として緒方貞子氏をお招きしたほか、執筆者を交えたパ

ネルでは熱い議論が戦わされた。

「人間の安全保障」プログラムでは、学外での様々な連携を模索するという立場から、通常の

研究・教育に加え、非常にたくさんの公開シンポジウムやセミナーを主催してきた。ここには

こうしたイベントの開催に「人間の安全保障」プログラムの中心となっている教員、さらには

学生に加え、学内外の多くの協力を得ていることが反映されている。従来から「人間の安全保

障」に深く関与してきた外務省、世界銀行、国連大学 (UNU)、国連高等難民弁務官事務所

(UNHCR)などの国際機関と運様々な協力関係を築くと同時に、日本貿易振興機構アジア経済

研究所をはじめとする研究機関や非政府組織 (NGO) との連携も深まっている。また、 2009年

度には学内の国際交流の重要な行事である東大フォーラム(英国での開催)のl企画として、本

プログラムが提案した「人間の安全保障とビジネス」が採択され、ロンドンで非常に重要な学

術交流の場を設けることができた。また、秋には現在進めている世界銀行との連携事業の一環

としてハイレベルミッションを招いたシンポジウムを開催するなど、非常に活発な活動を展開

している O

このプログラムに関する情報は、ウェップサイト上で随時更新している O 詳細については、

http://human-security.c.u-rokyo.ac伊/index.hrmをご覧いただければ幸いである C
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1 図書館

http://lib.c.u-tokyo.ac.jp/ 

東大生の自学は、駒場図書館から始ま る

駒場図書館は、駒場キャンパスの東恨Jjに位置し、駒場コミュニケーションプラザの南側にあ

る。この広場の西と北には生協の食堂や購買部、書籍部が並び、東には大きな建物はなく芝地

がなだらかな傾斜をなして駒場池へと通 じている。図書館の裏手は緑豊かな矢内原公闘である。

駒場図書館は2002(平成14)年に現在の位置に新築された。館内の明るくゆったり とした雰囲

気はおそらく学内随ーであり、東大生が自学をスタ ート させるにふさわしい大学図書館として

の設備と環境が整えられている。以下では、駒場図書館の使命と2009(平成21)年度の現状と

将来ビジョンを報告する。

新入生から研究者までのサービス

東京大学にはキャンパスごとに駒場には駒場図書館、本郷には総合図書館、柏には柏図書館

があり、駒場図書館は東京大学附属図書館の学習拠点図書館として他の学部・研究所図書館 ・

室と連携して大学図書館サービスを提供している。

駒場図書館は、東大全学の拠点図書館としてだけでなく、総合文化研究科・教養学部図書館

としても、学習支援と研究支援という 2つの使命を担っている。駒場図書館の主なサービス対象

は、教養学部の前期課程約6，700名、後期課程約400名の学部学生、総合文化研究科の約1，500名

の大学院生および総合文化研究科 ・教養学部の約500名の教職員など、総計約9，100名である

(2009年5月1日現在)。 このほか、同じキャンパスにある数理科学研究科や隣接した駒場Eキャ

ンパスの大学院生 ・教職員を始め、本郷に進学した学部学生、大学院生たちからも継続的に利

用されている (図1-3)。また、図3の入館者の月次推移グラフが示すように、利用形態は大学

の年間スケジ、ユールをよく反映している。

図1 身分別 貸出冊数の経年変化平成16年度~21年9月
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前期課程のための学習用図書の充実

駒場キャンパスには約140万冊の図書がある。駒場図書館にはそのうちの約60万冊が収められ、

これら学習 ・教育と研究のための図書の殆どは、自 由に手にとって学習でき るよう 開放されて

いる。残りの80万冊の研究用図書は、研究棟の研究室や小規模図書室に収蔵されているが、駒

場図書館では、これらの多文化・ 多言語にわたる図書をあわせて収容し利用しやすくするため

に増築を計画しており、大学を挙げてその実現に向けた努力が行われている。駒場図書館の蔵

書は、前期課程 ・後期課程のカ リキュ ラムと直結した参考書、カ リキュラムからの発展学習の

ための広範な図書資料、さらには高度な学習と研究のための専門的な学術書や学術論文昔、から

構成されている。学術論文誌は理工医系を中心として電子版が普及しているが、約5万種類にも

およぶ学術論文誌を館内 ・学内のコ ンピュータ上で閲覧することができる。このほか、図書館

内で視聴覚教材やCNN、BBCなどをTV視聴機株によ って利用することができる。また、大学

総合教育研究センタ ーと連携して、 学術t府鰍講義DVDの閲覧サービスを実施している。

東京大学では、 2004(平成16)年度から 「学習用図書整備特別プロ ジェク ト」による図書整

備を開始した。2008(平成20)年度より 恒常化されたこの経費によ り、駒場図書館では毎年約

5，000冊の学生用図書の購入が可能になった。それに伴って設置された新着図書コーナーには、

ほぽ毎日新しい図書が並べられ学生たちに活用されている。また、利用の多い学習図書のうち

電子版があるものについては、随時整備するよう努力している。

[図4 全学学習用図書で購入した図書]
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[図5 開架にある和書の出版年別グラフ]
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学生用図書の購入にあたっては、 学部学生 ・大学院生 ・教員の三者の視点をも とに、図書館

職員の協力も得て図書を選定しており、毎年10名ほどの学部学生 ・大学院生が「ジュニアTA(教

育補助員)J として選定作業を行っている。このほか、 ジュニアTAは蔵書点検作業補助、 書架

整備作業のほか、図書館案内ツアーなど図書館職員と協働して業務を遂行している。

コレクションの充実・公開

駒場図書館は、 2008(平成20)年度に信貴辰喜元教授旧蔵書の寄贈、 2009(平成21)年度に

は岡部雄三教授旧蔵書の寄11:国を受けた。また、国立情報学研究所遡及入力事業により、旧制第

一高等学校旧蔵書(約42，000冊)の目録データをインターネ ットで公開している。このほか、

東京大学遡及入力事業等に より、英語部会、 ドイ ツ語部会、文化人類学研究室の図書の入力を

ほぼ終了し、研究室配置資料の目録データのインターネ ット公開は着実に進行している。

また、情報基盤センターと連携して2008(平成20)年度に公開した旧制第一高等学校旧蔵資

料 「教育用掛図 (修復のでき た部分)J、「スタニス ラス・ プチ (PETIT、5ranislas)r産業実務家』

(Le praricien indusrrieO J に続き、 2009(平成21)年度は海軍文庫のうち、駒場図書館に移管し
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た「大日本海志編纂資料」のデジタル公開をすすめている O

開館時間の増加とサービスの拡大

駒場図書館の開館時間は、原則として平日は朝8時40分から夜22時、士・日・祝日は10時か

ら19時までである。 2008(平成20)年度からは3月の専門試験期間にあわせて、土・日も開館

するとともに開館時間を延長した。また、図書の貸出冊数は2008(平成20)年度から10冊に拡

大した。貸出期間は2週間だが、後期課程4年生や大学院生の論文作成、教職員の研究向けには30

日となっている O そのほか、特別貸出、製本雑誌貸出、研究貸出の対象に復刻版雑誌を含めた。

駒場キャンパスにある「駒場友の会」の会員は2冊の借り出しができる。さらに様々な身分の学

外の研究者に対しでも、研究科教員の紹介により駒場図書館の資料について、学生・院生同様

の利用を可能にしている。

図書検索は一部を除いてコンピュータ端末を使って東大OPAC(東京大学オンライン蔵書目

録)で、電子的に行っている。全学の図書館・室にある約900万冊の図書、約lう万種類の雑誌を検

索でき、駒場図書館の図書はもとより、他キャンパスの図書館・室での所蔵図書も、学生証・

身分証等を提示すれば原則として取り寄せて利用することができる O また200ラ(平成17)年度

からは、他キャンパスの図書館・室で借り出した図書を、駒場図書館に返却することができる

ようになっている O

現代の大学凶書館では、図書館機能の半分が(姿なき図書館)となっており、上述の学術論

文誌のほか、新聞、各種統計・記録などのデータベース、百科事典、辞書や一部の図書につい

てもコンピュータ上での利用がすすんでいる。このような電子的環境を多くの学生に学習に活

用してもらうために、駒場図書館では学術情報リテラシー教育支援を行っている。毎年4、う月

には文系新入生必修授業「基礎演習」で希望クラスに授業のlコマで「図書館ツアー・東大OPAC

検索実習・情報検索実習」を実施している。これは2009(平成21)年度では8う%のクラスで採

用された。このほかに新入生対象、大学院生対象、分野別などレベルや専門分野ごとに各種デ

ータベース講習会を月に2-3回開催している。

将来ビジョン

近い将来を展望するとき、駒場|刈書館はいくつかの課題を抱えている O 第一は建物の増築で

ある。試験期には一日延べ6，000名の学部学生の入館があるにもかかわらず、現在の建物には閲

覧席が1，064席しかなく、十分な学習スペースが確保されているとは言い難い。また、上述のと

おり駒場キャンパスの研究室等に所蔵されている約80万冊の図書を収容するには、現在の建物

とほぼ同規模の建物が必要である O 研究室等に分散している図書のうち特に文科系のものにつ

いては、学部学生の閲覧貸借が可能になることが望ましい。増築によって図書を駒場図書館に

集中することができれば、学生の学習意欲に応えられる環境が一段と整う O 同時にそれら図書

の目録データをオンライン入力し、アクセスを容易にすることにより、学生、院生、研究者の

学習・研究活動への利便性を高めていきたい。第二は開館時間等のいっそうの拡大である。こ

れまでにも少しずつ拡大の努力を続けているが、今後も必修授業等カリキュラムにあわせ、月

例閉館日の設定を変更するなど、この面でもサービスを向上させたい。第三は、他キャンパス

図書館・室と連携し、キャンパスローンの利用対象を学部学生にまで広げることである。この

ことにより、図書借用にかかる学生の移動時間、交通費の負担をなくし、東大全学の図書のさ

らなる有効活用をすすめていきたい。

(総合文化研究科図書館長鍛治哲郎)
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2 アメリカ太平洋地域研究センター

http://www.cpas.c.u-tokyo.ac.jp/ 

本センタ ーは、 1967年に設置された東京大学教養学部附属アメリカ研究資料センタ ーの蓄積

をもとに、 2000年4月に改組され、総合文化研究科附属のセンターとして設置されたものである。

その際、資料センタ ーから研究センターへの改組により研究部門が飛躍的に強化されるととも

に、研究対象もアメリカ合衆国だけでなく、従来手薄であったオセアニアやカナダを新たに加

え、 「アメリカ太平洋地域」を対象とするユニークな研究センターとなった。

日本でも近年、「アジ‘ア太平洋」地域に対する関心が高ま っているが、その多く はアジア側の

太平洋地域、つまり、西太平洋地域に限定されているのに対して、 本センタ ーでは北米やオセ

アニアとアジアを接合し、文字通り 「太平洋地域」の全体を研究対象にしている。

運営は、総合文化研究科の各専攻の委員だけでなく、他の文系研究科からも委員を迎え、全

学的な構成をもっ運営委員会が決定した年間の方針の下に進めている。スタ ッフは、教授3，准

教授しオーストラリアからの外国人客員教授し助教l、職員l、機関研究員1，非常勤職員3で

構成されている。

センターの活動は、研究部門と情報基盤部門の2部門からなり、研究部門では、共同研究の推

進、研究叢書(既に13冊刊行)や研究年報 『アメリカ太平洋研究』の刊行、年l回の公開シンポ

ジウムや年10数回におよぶ研究セミナーを開催している。

現在進行中の主要プロジェクトとして、 2007年4月から日本学術振興会科学研究費補助金によ

る基盤研究 (A)rアメ リカの世界戦略と文化外交に関する学術的研究」、「現代アメリカ・ナシ

ョナリズムの複合的編制をめぐる学術的研究」、および「公共文化の胎動」が継続している。い

ずれのプロジェクトも従来の枠組みを超える領成績断的研究であり、多くの学外研究者のほか、

海外の研究者の協力を得て、その成果をシンポジウムや研究会、出版を通じて広く公開する予

定である。

研究成果を広く社会に還元することは本センターの重要な使命であり、 2009年10月に開催さ

れたCPAS公開シンポジウム「オパマと世界一イ可が変わったのか?J には、 一般市民や学生を含

む多くの参加をいただいた。このシンポジウムの内容は年報 Fアメリカ太平洋研究』第10号に

掲載される。

情報基盤部門では、アメリカ合衆国の歴史、政治、文化に関する専門書を中心にオセアニア

やカナダ関係を含めて約6万7千点の蔵書があり、雑誌、マイクロ資料、視聴覚資料も充実して

いる。近年、 rニューヨ ーク ・タイムズ』や 『ワシントン・ポス凡など主要新聞の電子検索シ

ステムも導入し、電子資料の整備に努めている。本センターでは他大学の学生、 研究者にも貸

し出しの便宜を図っている関係で、全国各地から年間5，000人の利用者を迎えている。

また、特別のコレクションとしては、日本におけるアメリカ研究のパイオニアで、第二次世

界大戦前における民間レベルの太平洋地域協力の先駆的存在であった太平洋問題調査会の運営

にも深く関与された高木教授の寄贈による高木八尺文庫のほか、アメリカ文学研究、日米比較

文化研究の関連図書を広く集めた佐伯彰一文庫、大正昭和初期の英文学翻訳書を多く集めた瀧

口直太郎文庫などが貴重である。

日常の活動については、年2回発行の rCPASニューズレター』で定期的に報告しているが、

ホームページ (http://www.cpas.c.u-to匂o.ac.jp/) も開設して、研究セミナーや公開シンポジウ

ムのお知らせを随時おこなっているので、ご覧いただきたい。
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3 情報教育棟

http://www.edu.c.u-tokyo.ac.jp/ 

情報基盤センター情報メディア教育部門

http://www.ecc.u-tokyo.ac.jp/ 

V 駒場の教育・研究ー厚生施設

駒場の情報教育棟は、前期課程学生を主とする多数の学生に対する情報関連教育を行うため

の専用の建物である。情報教育棟には大規模な端末室が複教室あり、学部と大学院の教育に供

されている。 演習に用いる情報システムは教育用計算機システムと呼ばれ、全学的な組織であ

る情報基盤センターの情報メディア教育部門が、その構築と維持管理に当たっている。このシ

ステムはまた、教職員にとっての情報基盤としての役目も果たしている。教育用計算機システ

ムの端末は、情報教育棟と駒場図書館に合計約8うO台が設置されている。駒場キャンパスの教育

用計算機システムの利用者は、前期課程・後期課程・大学院の学生と教職員であり、約l万人に

及ぶ。以下にこれまでの経緯と現状とを記す。

情報基盤センターは本学の本郷浅野地区に本部を置く。その一部門である情報メディア教育

部門は、東京大学全体の教育用計算機システムを運用・管理する組織である。その前身の一つ

である教育用計算機センター駒場支所は、教養学部における情報処理教育のための建物である

情報教育棟(のちに情報教育北棟)が新営された1987年4月に、その中に設置された計算機設備

と約300台の端末の管理のために発足した。この設備を利用して、それまでは不可能であった駒

場における本格的な情報処理教育が開始された。 1994年10月には、北棟システムとは別に、端

末数700台規模のネットワーク・ベースのシステムが教養学部によって導入され、そのシステム

を設置するために情報教育南棟が新営された。これにより、情報教育はその幅を大きく広げる

ことカtできた。

その後、 199ラ年3月の教育用計算機センターのシステム更新を機に、 2つの情報教育棟システ

ムが光ケーブルによって結合され、両棟のいずれの端末でも全く同じ計算機環境が利用できる

ようになった。 19何年10月には、南棟のシステムも教育用計算機センターに管理換えきれ、シ

ステムの管理が一元化された。 1999年4月には、教育用計算機システムが更新され、本郷と駒場

のシステムが一体化された。同時に、教育用計算機センターと大型計算機センターなどを統合

・発展させた組織として情報基盤センターが発足し、教育用計算機センターは情報基盤センタ

ーの情報メディア教育部門となった。 2003年12月には情報教育南棟が拡張され、 2004年3月に

更新された教育用計算機システムは、情報教育南棟に集約された。以後は南棟と拡張部分とを

まとめて、あらためて情報教育棟と呼んでいる。 2008年3月には教育用計算機システムが更新さ

れ、現在に至っている。

以下では、 2008年3月に更新された新しい教育用計算機システムについて説明する。教育用計

算機システムの端末は、情報教育棟と駒場図書館に配置されている。端末には、 MacOS XとWin-

dows Vistaの使えるiMac端末、および、 WindowsVistaのみが使えるCAD端末がある。どちらの

端末も、ネットワークから起動するためとセキュリテイの維持のためにいくつかの制約があり、

通常のPCとは違うので注意されたい。どちらの端末にもUSBとDVD-RlCD-RWが装備され、

各種メディアが利用できる。 iMac端末からはPacallelsを利用してWindowsVistaを動かして、 Win-

dowsのアプリケーションも使用できるので、 CADソフトウェアのようにCAD端末でないと使い

にくいもの以外はiMac端末で、使用するのが望ましい。
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教育用計算機システムにはこの他に、研究室のPCなど教育用計算機システムの外部から使う

ための、 SSHなどのセキュアーな方法でログインできるサーバなどが用意されている。教育用

計算機システム内の端末などで使用する利用者のファイルはファイルサーバで一元管理される。

電子メールのやりとりのためのメールサーバは、教育用計算機システム外からもSSLを使った

POPかlMAPで利用できるほか、ウェプでアクセスできるウェプメール、ウイルス防護フィルタ

などを備えている。

ソフトウェアとしては、プログラミング言語環境 (GCC、Java言語環境)、統計処理ソフトウ

エア (SAS、JMP)、数式処理ソフトウェア (Mathematica)、CADソフトウェア (AutodeskInven-

tor Professional 2008)、CGソフトウェア (Autodesk3ds Max 2008)、オフィスアプリケーショ

ン (MS-Office、OpenOffice.org)、ラスタ描画アプリケーション (PhotoshopElements)、Unix

フリーソフトウェアなどが使用できる。(使用できる端末には制限がある。)プリンタはすべて

カラーであるが、白黒印刷とカラー印刷で料金が異なる。印刷経費はプリペイドカードもしく

はICカード学生証のポストペイ機能を使った利用者負担方式を採用している。

情報教育棟には、演習室(大演習室3室、中演習室3室、小演習室2室)、自習室、遠隔講義室、

教材作成・研究室、セミナ一室がある。演習室は教員が授業のために利用することができ、自

習室は学生が自習のために利用する事ができる。演習室には教師用端末の画面やオーバーヘッ

ドカメラ、ビデオデッキの映像などを放映する機能があり、コンピュータを使う教育も効果的

に行えるようになっている。遠隔講義室には、他の教室と映像・音声を双方向にやりとりして

授業やゼミができるシステムが設置されており、教職員が授業やゼミのために利用することが

できる。いわゆるテレビ会議システムも用意されているので、国内外の大学・研究所で接続で

きるところは多い。教材研究室・作成室は電子教材を企画・制作するための設備であり、教職

員は講義資料準備などのために利用する事ができる。講義映像撮影のための機材や映像編集・

ウェプ作成のための高性能なコンピュータが用意されている。セミナ一室は、セミナーのため

の設備であり、教職員が利用する事ができる。

教養学部前期諜程では、 1993年度の新カリキュラムから「情報処理」を必修科目とした。そ

の後、高校における教科「情報」の導入に対応して、「情報処理」は2006年度に「情報」に改訂

された。情報基盤センターが管理運用するシステムは、この「情報」を始めとして、前期課程、

後期課程、さらには大学院を含むさまざまな教育に利用されている。入門教育では、機器操作

や基本的なソフトウェアの習熟とともに、ネットワークを始めとする情報化社会への接し方や

マナーを身につけることにも注意が払われている。さらに進んだ教育には、プログラミング、

グラフィックス、統計分析、数式処理、文書処理、シミュレーションなどがあり、文系理系を

問わず多様な演習が実施されている。電子メールや講義用サーバなどの各種ウェブサーバなど

の利用度も高く、このシステムが果たすキャンパス全体の情報インフラストラクチャとしての

役割は大きい。

情報教育棟では、教養学部の情報教育棟関連職員3名(内2名は非常勤職員)と、情報基盤セ

ンターの教員3名と職員6名(内1名は非常勤職員)が共同して業務を遂行している。教育用計算

機システムのうち駒場設置部分については、情報基盤センターが教養学部の情報基盤委員会と

連携して運営を行っている O また、建物としての情報教育棟の運営については、情報教育棟運

営委員会と呼ばれる組織が担当している。

教養学部における情報教育棟と教育用計算機システムが東京大学の学生教育に果たした役割j

は極めて大きい。とくに1994年10月以降のインターネット機能の整備は、適切な教育環境のも

とに情報社会について学ぶ絶好の環境を学生に提供するものであったが、同時に、情報社会に

おける数々の現実的諸問題を学内においても経験させられる結果となっている。システムの管
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理者権限を不正に取得しようとするクラッキング、他人のパスワード盗みやメールの盗み読み、

ウェブページでの営利行為や著作権侵害、さらには一般ネット上の掲示版荒しなど、一般社会

で起き得る違法・迷惑行為の例は枚挙にいとまがない。これらについては、判明し次第アカウ

ントの削除などの処置をとっているが、無知や心の緩みからこのような過ちを犯し、将来を失

うものがいるのは残念なことである。これから大学の情報インフラストラクチャを利用しよう

とするものには、社会の一部としての大学環境を十分に理解し、そのような過ちに陥っていな

いか、常に自問するよう望みたい。
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4 駒場アクティブラーニングスタジオ(KALS)

http://www.kals.c.u-tokyo.ac.jp/index.html 
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表 KALSのITC設備一覧

設備名 l村 n廿且=・

まがたまテーブル KALSのために設計した移動可能な “まがたま"型の机30台を配備し、

授業の形態や実施方法に即して複数個の机を組み合わせることで、 2-

6名のグループワーク・デイスカ ッションを円滑に行うことができる。

タブレッ トPC 液晶パネルからペン入力が可能なタブレ ットPC40台を配備し、授業で

は学生一人ひとりに貸与することで、インターネットブラウザ、オフ

イスアプリケーション、各種教育ソフトウ ェアを利用したデータ検索

-映f象十見l偲・シミュレーション ・ライティング ・マイ ンドマ ップ作成

などの学習活動を支援している。無線1λNとバッテリーを使ってコー

ドレスで利用でき、スタジオ内の移動にも対応できる。

4面スクリ ーン 教室の前後左右に4面のスクリーンと、 4台のワイヤレスプロジェクタ

が設置されている。4面のスクリーンには、同じ画面が投影されるだけ

でなく、それぞれに異なる画面を表示したり、スクリーンを四分割し

て最大16台のタブレ ットPC画面を一覧表示することも可能である。こ

れにより、教室のどの位置からも、講義資料や個々の学生の作業内容

を容易に共有することができる。

インタラクテイフ、. 前面に設置された大型ガラスボードは、インタラクテイブ機能を備え

ガラスボード (電子 ており、指示棒を使ってボード上から教師用タブレ ットPC画面を操作

黒板) できる。通常の黒板と同様の感覚で、パワーポイントの投彩画面に書
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V 駒場の教育研究・厚生施設

き込みを行ったり、学生が提出した課題を画面上で添削することがで

き、水溶性マーカーを使ってホワイトボードとして利用することも可

能である。

ノTーソナル・レスポ PRSは0-9までのボタンがついた小型端末で、各学生の回答情報がリ

ンスシステム (PRS) アルタイムで集約され、グラフに表示される。授業中にPRSを用いた

簡単なクイズやアンケートを実施し、グループワークやデイスカッシ

ョンの動機づけを行ったり、学生の既有知識や学習状況の評価に利用

することができる。スタジオではラ0人分を用意している O
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5 駒場博物館美術博物館

自然科学博物館

駒場博物館

駒場博物館は、美術博物館と、自然科学博物館から構成されている。

現在、駒場博物館がある建物は、当初第一高等学校図書館として建てられた。この建物は、

東京大学教養学部になって4半世紀後に図書館としての役を終えてからは、 2屑に仕切られ、 1I~去

に教務謀、 2階に美術博物館が入る形でほぼ30年間利用されてきた。その後、アドミ ニストレー

ション棟が建設され、教務課が移転するのに伴い、駒場博物館の専用施設として全面改修され

ることとなった。2003年、創建当初の内装を再現する、 l、219，去の仕切りを取り払った吹き抜け

の美術博物館展示室と、 2 1~皆に新たに作られた自然科学博物館展示室の2展示室、温湿度管理の

可能な絵画収蔵庫を備えた資料収蔵スペース、資料室、セミナ一室などを備えた現在の施設が

完成した。

それを機に、長年にわたり別々の場所で独立した活動を行ってきた二つの博物館は、一つ屋

根の下で、それぞれの個性を生かしつつ連携を深め、時には共催の展覧会を催すなど文系 ・理

系の垣根を越える活動を行うようになった。

今では、新入生を迎える春に美術博物館主催の特別展、夏休み期間には、自然科学博物館が

主催する小・ 中 ・高校生を主な対象とした自然科学をわかりやすく伝える特別展、秋に美術博

物館主催の駒場博物館全体を使った特別展を行う パターンが定着している。

今後も、総合科学研究科 ・教養学部の教員の活発な研究活動に基づく文化事業発信の拠点と

して、多面的な企画を実現してゆきたいと考えている。

(駒場博物館館長 ・伊藤元己)

美術博物館

美術博物館は、第二次大戦後、東京大学が新制大学として再発足した際、初代教養学部長矢

内原忠雄教授のかかげる文理検断型総合教育構想の一環として創設された。1951年に美術博物

館委員会が発足した。その後、三上次男教授を中心とする委員会メンバーの尽力のもと継続的

に資料蒐集が行われ、 1961年に、今は取り壊された旧第2本館内に展示室が開設された。1971

年に、現在の建物の2階に移転した後、 2003年竣工の建物改修工事を経て現在に至っている。

美術博物館は、 1951年の開設以来、定期的に展覧会と講演会を催してきたが、 2003年の リニ

ューアルにより美術博物館としての活動を本格化する環境が整ったことをうけ、大学と社会の

インターフェースの役割を果たすべく新たなス ター トを切ったのである。

2003年11月から 12月にかけて行われたリニューアルオープン特別展「色の音楽 ・手の幸福

一ロラン・バルトのデッサン展ー」を皮切りに、「彼理(ぺるり)とPeny(ペリ ー)一交錯する

黒船像一J (2004年10月)、「第一高等学校創立一三O周年記念・駒場の歴史展J (同年11一12月)、

「王朝貴族の装束展 衣服を通 してみる文化の国風化一J (2005年5-6月)、 iforffi_rauffi_idee 

ーデッサウのパウハウスとハレのブルク・ギーピヒ ェンシュタ イン美術デザイン大学、世界の

現代デザインを切り開いたこつの美学校一J (同年10-12月)、「江戸の声一黒木文庫でみる音楽

と演劇の世界 J (2006年3-5月)、「聖書に生きる トーラーの成立からユダヤ教へJ (同年5

月一7月)、「一高校長 森巻吉とその時代一向陵の興廃このー遷にあり一J (同年10月一 12月)、

「創造の広場 (ピアッツァ)イタリアー永遠に再生する春一」展 (2007年3月一6月)、 iMusica ex 

Machina 一機械じかけの音楽 」展(同年10月一 12月)、「美術博物館所蔵品展 古写真に残

された一高J(2008年3月-6月)、ibehindthe seen アート創作の鉾台裏J(同年10月一 12月)と

総合文化研究科 ・教養学部ならではの多岐に波るテーマの展覧会を開催してきた。
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V 駒場町教育研究厚生施設

2009年度には、「東京大学教養学部創立60周年記念 矢内原忠雄と教養学部J (2009年3月28

日-6月28日)、特別展 「観世家のアーカイ ブ 世阿弥直筆本と能楽テクストの世界一J (10月10

日一 11月29日)という こつの展覧会を開催した。

特別展開催時には、関連企画として講演会や公開シンポジウムを開催し、展示スペース内で

は本学部教員や展覧会関係者による複数回のギャラリート ーク を行っている。また展示を活用

したワークショップの開催や、教養学部が社会連携事業として行っている「高校生のための金

曜特別講座」への参加など、授業の場としても利用されるようになってきている。

美術博物館の所蔵する資料は多|岐に渡っており、主要なものだけでも、 旧制第一高等学校伝

来の資料類、東洋の考古・ 美術資料や梅原龍三郎氏寄贈のコプト織、中南米の考古学資料、 1952

年にユネス コが作成したレオナルド・ ダ ・ヴインチ複製素描画や、アトランテイコ手稿の複製、

さらには旧制第一高等学校ゆかりの明治期 ・大正期の絵画等があり、その中には橋本雅邦、下

村観山など著名画家の名作も含まれている。これら資料も、所蔵品展の開催などを通じて、順

次公開していく予定である。

また1970年代以降は、現代美術の収集も行っており 、現代美術コレクションの収集活動の一

環として企画制作され、 1980年に完成したマルセル・デュシャン 「花嫁は彼女の独身者遂によ

って裸にされて、さえも J (通称「大ガラスJ) 東京パージョンは、駒場博物館のシンボルとし

て1階展示室に常設展示されている。

そのほか、展覧会以外の活動拠点として、 2007年6月に、日本全国の美術館 ・博物館で開かれ

た展覧会のカタログを幅広く収集した資料室を開室した。ここには、現在約5323冊の展覧会カ

タログと486種類の年報 ・紀要 ・雑誌類が所蔵されており、教員、学生の研究をサポートしてい

る。なお、所蔵の展覧会カタログは、東京大学オンライン所蔵目録 (OPAC)およびNACSIS

Webcarで、検索で、きる。利用に関する詳細は、下記のホームページを参照されたい。

美術博物館の活動は、 基本的に一般公開を原則とし、駒場キャンパスにおける社会連携活動

の場となる ことを目指している。学内外を問わず、多数の方々が気軽に訪れることができる場

所となることを常に心がけている。

2009年度は、春に 「美術博物館所蔵品展 (仮称)J展、秋に 「真空の科学と技術J (仮称)展

という こつの展覧会を開催する予定である。

今後も、駒場キャンパス内で行われている多様な研究成果を発信することはもとより、教育

の場として有効に活用していただけるよう、環境を整えてゆきたいと考えている。

(美術博物館館長・ 三浦篤)

自然科学博物館

自然科学博物館は、 1952年4月に自然科学関係の各教室から委員が出て準備委員会を発足させ、

翌年の1953年に設置された。教養学部での一般教育に資する ことを目的として、講演会や映画

上映会などを定期的に行うほか、駒場祭の期間にあわせて公開展示を企画運営していた。以前

は駒場祭の期間のみ公開していた展示室を、 2004年秋からは展示換えの期間以外、常時一般公

開している。

現在は、総合文化研究科の、自然科学系の各分野の教員で構成された自然科学博物館委員会

によって運営しており 、春 (4月-6月)・夏 (7月-9月)・秋 (10月-12月)・冬(1月 -3月)の

自然科学博物館展示室 4度展示換えをしている。夏の展示は、l階の美術博物館の展示室も使用 し、対象年齢を大学生

や一般より若く設定して、小・中・高校生にもわかりやすい体感型の展示を心がけ、その展示

に関連したシンポジウムや講演会、入門教室、セミナーなども企画するよう にしている。また、

夏以外の時期に美術博物館の主催で2階の展示室も使って特別展を行う場合もあり、冬期には資

料整理を集中的に行っている。

所蔵品は、 旧制第一高等学校時代から引き継がれた、西洋科学や工学の導入期に用いられた

実験 ・計測器具、鉱物 ・岩石 ・化石、動・植物 (動物の骨格標本、昆虫・キノコ類)などを保

有している。1983年の三宅島噴火に|祭しては、自然科学博物館が保有するわが国最高の質と量
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を誇る関連資料が、研究・教育の両面に役立てられた。

現在は、駒場博物館の建物がリニューアルした後に美術博物館主催で行われた、「第一高等学

校創立一三O周年記念・駒場の歴史展J (2004年11一12月)の際に、調査・整備された明治~

昭和初期の実験機器類が、常設展示標本の主軸を占めている。また、自然科学、工学の諸分野

にわたる標本はすべて、授業やゼミはもとより、公開講座などでも活用されている。

自然科学博物館の活動も美術博物館と同じく、基本的に一般公開を原則としており、駒場キ

ャンパスにおける社会連携活動の場となることを目指している。また、学内外を問わず、地域

住民や一般の方々の生涯学習の場として、駒場キャンパスの文化活動の拠点、となるべく美術博

物館、駒場図書館、駒場友の会、また各方面の教職員の方キとも連携し、総合文化研究科・教

養学部ならではの博物館活動を実現していきたい。

2003年のリニューアル後に行った特別展示は、「第一高等学校創立一三O周年記念・駒場の歴

史展J (2004年11一12月、美術博物館主催)、「錯覚展 心の働きにせまる不思議な世界展J (200う

年7-9月)、 rform_f昌um_idee デツサウのパウハウスとハレのプルク・ギーピヒェンシュタ

イン美術デザイン大学、世界の現代デザインを切り開いた二つの美学校一J (同年10-12月、美

術博物館主催)、「小学生からわかる光の世界 ニュートン・アインシユタイン・現代展」

(2006年7月-9月)、特別展「はじめて出会う囲碁の世界展J (同年7月 9月)、「平賀譲とその

時代展 一高生から東大総長へJ (2008年3月一う月)、「進化学の世界一ダーウインから最先端

の研究までー」展(同年7月-9月)などである。 200う年夏の特別展「錯覚展」は、他館からの

貸し出しの要請を受け、展覧会終了後に巡回用にパッケージを作成し、その後2年間にわたり希

望する科学館・博物館等に貸し出しをした。その他、所蔵品展として「木村俊吉展」、「測る人

・画く人展」なども開催している。

2009年度には、春に「東京大学教養学部創立60周年記念 矢内原忠雄と教養学部J (会期 :3

月28日 6月28日 美術博物館主催)、夏に特別展「小穴純とレンズの世界J (会期:7月18日-

9月23日)を開催した。

今後の予定としては、 2010年3月lラ日-3月19日にかけて駒場キャンパス内において生態学会

東京大会を開催するのにあわせて、種生物学会和文誌の表紙に用いられた絵画作品の展覧会を

企画している。夏には特別展「自然エネルギーの世界」展(仮称)を計画している O それ以外

の期間は所蔵品展を行う予定である。

駒場博物館利用案内

.入館無料

・開館時間 10時 18時(入舘は17時半まで)

・休館日 火曜日

(自然科学博物館館長・伊藤元己)

(開館時間と休館日は、特別展開催時のもの。それ以外の期間については、開館日時

が変更になる場合がある。詳細はホームページを参照のこと。)

-電話 03う454-6139

• FAX 03ろ4ぅ4-4929

・ホームページ http:// museum心 u-ω防o.ac.jplindα.html
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オルガン講習会

オルガン演奏会

V 駒場町教育研究厚生施設

6 パイプオルガン

http://organ.c.u-tokyo.ac.jp/ 

駒場キャンパスの900番教室にはパイプオルガンが設置され、年4回程度の演奏会、学位授与

式での奏楽、及び年l、2回の講習会に利用されている。学内にこのような設備を持っているの

は国立の総合大学としては殆ど例外と言って よく、 美術博物館などと共に、理系文系等の専門

の枠を超えた基本的な人間教育を志向する本研究科 ・学部の理念を象徴するものと言えよう 。

演奏会は無料で、すべての人々に公開されており、教職員、学生、近隣の住民等、様々な人達

の出会いの場となっている。

このシューケ社製のオルガンは、株式会社森ビル社長故森泰吉郎氏及び、 同社専務森稔氏 (本

学OB、肩書きは当時のもの)によって1976年に寄贈され、それ以来「森オルガン」の愛称で親

しまれて来た。上下2段の手鍵盤と足鍵盤を持ち、ストップは12個である。3個のカブラーによ

り上段と下段、上段と足鍵盤、下段と足鍵盤を組合せることができ、音色配合と強弱法の豊か

な表現を可能性にしている。小型ながら切れの良い、強くて冴えた音を持ち、オルガン好きの

常連達から「小さいながら力持ち」という評を得てきた。 900番教室は石造りの教会や音楽専用

のホールと遠い殆ど残響がないので、オルガニストには演奏の際に大変な緊張が要求されるそ

うである。これは900番教室の欠点ではあるが、ここで行われる演奏と鑑賞の質を高く維持する

のに一つの役割を果たしているとも言えよう 。

設置後のこけら落しの演奏会 (第O回演奏会)が1977年う月7日に行われて以来、演奏会も2009

年度までで117固と数を重ねたが、その間に登場したオルガニストはアルノ ・シェーンシュテッ

ト、ヴェルナー ・ヤーコブ、ハネス ・ケストナ一、ジグモンド ・サットマ リー、リオネル ・ロ

ッグ、マリ ー=クレール・アラン、ユーゼフ・セラフイン、ジェニファ ー・ ベイト、グレゴリ

ー・ダゴスティーノ、鈴木雅明など世界的に有名な演奏家から新進気鋭の若手の諸氏にいたる

まで頗るその Illliiが広い。オルガンのみの演奏会のほかに、歌手や他の楽器との協奏、レクチャ

ーコンサートなどが行われることも多い。学部主催の演奏会の他にも、例えば駒場で関かれる

様々な学会の折りなどに、特定の聴衆を対象にした特別演奏会が催される こと もある。また、

オルガン講習会は1998年度より、年1-2回の頻度で開催している。

演奏会等の企画と実行、及びオルガンの保全など一切の仕事は、関係の事務職員の理解と積

綴的協力のもとに、文化施設運営委員会の下に設置されているオルガン委員会が担当している。

運営に要する費用は基本的には大学の運営費によっているが、公費で賄い切れない部分には教

養学部オルガン運営募金を用いている。募金に応じていただいている学内外の皆様に感謝した

い。なお演奏会等の予定は教養学部報、学内広報のほか、インターネッ トの教養学部ホームペ

ージやオルガン委員会のホームページで知ることができる。
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7 スタインウェイ・ピアノの設置とピアノ委員会の活動

学生の音楽活動が盛んに行われている駒場キャンパスに、よいピアノがないことは、以前か

ら問題とされていた。 2004年に中古のグランド・ピアノが一台購入され、 101号館に設置され

たが、それでは不十分ということで、より上質のグランド・ピアノを購入するとの計画が具体

的に練られ始めたのは、コミュニケーション・プラザの完成が近づいた2006年初めのことであ

った。幸い、スタインウェイ社の日本代理屈である松尾楽器商会の松尾治樹社長が、浅島誠元

研究科長のドイツ留学時代からのお知り合いということで、いろいろと相談にのって下さり、

その結果、スタインウェイのフルコンサート用グランド・ピアノ (model0-274)を2006年秋

に購入し、 2006年10月初めにオープンしたコミュニケーション・プラザ北館2階東端の音楽実

習室に設置することができた。音楽実習室には、今一台ヤマハのグランド・ピアノも置かれ、

通常のサークル活動などにはそちらを使用し、スタインウェイは特別の用途に使うこととして、

その計画・管理を主たる任務とするピアノ委員会が、有志によって構成された。

そのピアノ委員会の企画に基づく、スタインウェイを用いた主なイヴェントは、下記の通り

である。小山実稚恵さんなど第一線で活躍中の著名な演奏家によるコンサートの他、オーデイ

ションで選抜した学生演奏家によるコンサートも、春秋の二度開かれている。また2007年1月な

とe何度か演奏会を行っている高雄有希氏は、学生であると同時にプロのピアニストである。

駒場キャンパスは近年著しい変貌を遂げているが、このピアノ設置とそれを用いた演奏会活

動も、駒場の新しい息吹のーっとなっている。

2006年

9月30日 ピアノ設置

11月11日 ピアノ披露演奏会。ヘルマン・ゴチェフスキ准教授

12月9日 第1回東京大学教養学部ピアノ演奏会。小山実稚恵

2007年

1月19日 ピアノ演奏会。高雄有希(文三)

3月9日 第1回東京大学教養学部選抜学生コンサート

5月26日 ピアノ演奏会(駒場友の会との共催)。高雄有希(文)

6月27日 第2回東京大学教養学部ピアノ演奏会。佐藤允彦ピアノトリオ

8月2日 特別演奏会(駒場友の会との共催)。チェロ:磯野太佑(経)、ピアノ:高雄有希

9月26日 第3回東京大学教養学部ピアノ演奏会。フレッド・ハーシュ

11月10日 第2回東京大学教養学部選抜学生コンサート

11月14日 ピアノ演奏会(駒場友の会との共催)。ユリア・チャプリーナ

2008年

l月10日 第3回東京大学教養学部選抜学生コンサート

6月18日 第ラ回東京大学教養学部ピアノ演奏会。辛島文雄ジャズピアノトリオ

11月15日 第4回東京大学教養学部選抜学生コンサート

11月19日 第6回室内コンサート。ヴァイオリン:ジエラール・プーレ、ピアノ:浜口奈々

2009年

4月23日 第5回東京大学教養学部選抜学生コンサート

6月23日 第7回演奏会。中村誠一ジャズ・カルテット

11月14日 第6回東京大学教養学部選抜学生コンサート

12月21日 第8回演奏会。バリトン:小川哲生、ピアノ:杉山潤子
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8 共通技術室

http://tech.c.u・tokyo.ac.jp/index2.html

総合文化研究科・教養学部には教員、事務職員の他に技術職員が勤務している。技術職員は

従来から駒場における教育・研究活動に不可欠な役割を果たしてきた。総務課と教務諜に分れ

て所属してきた技術官を1996年7月1日より技術職員の組織として、理系評議員(現在は副研究

科長)を室長とする「共通技術室」を発足させ統合した。この組織化は技術職員同士がネット

ワークを組んで21世紀の教育・研究活動に対応できるようにするためのものであった。

発足から10年余りが経ち、共通技術室の整備とその役割も次第に明確になり、かつ充実しつつ

あるが、前期課程における実験実習カリキュラムの大幅改定、寒剤供給の急増、さらには大学

院重点化による大学院生の増加などにともなって、技術職員の業務量も増加している。

技術職員の具体的な業務の主なものを列記すると、

1.前期及び後期課程における学生実験補助及び機器の開発

2.視聴覚教材・機器の維持管理

3.美術博物館・自然科学博物館の実務的な運営

4.液体ヘリウム等低温寒剤の供給と施設の維持管理、装置開発

ラ.放射性同位元素 (RI)使用施設の安全管理と維持管理

6.実験機器や部品の機械工作、工作機器の維持管理と安全教育

7.実験系廃液・実験系廃棄物・医療系廃棄物の管理

と多岐にわたる。現在、共通技術室が設立されて、技術職員相互の緊密な協力関係によって様々

な点で今までにはない成果が挙げられつつある。例えば、技術職員の技術発表会の開催、進学

情報センターのシンポジウム・ RI安全管理講習会のビデオ製作、高圧ガスボンベ・実験系プラ

スチックリサイクル室・広域科学専攻内のストックルームの維持管理など技術職員同士が協力

しあってこれらの業務に対処している。

近年では、理系の講義のデモ実験の装置の開発や実演の補助、テレビ会議システムを利用し

た遠隔講義の運営といった業務も増えてきている。ここでも研究科・学部にとっての共通技術

室の重要性が認識されつつある。

しかし、残された課題もまだいろいろあると思われる。そのIつは技術職員の定員の絶対的な

不足である O 駒場には約9，000名の学生や大学院生、 300名以上の教員が活動しているにも拘わ

らず、技術職員は常勤8名、非常勤3名に過ぎない。総合文化研究科・教養学部において高度な

教育・研究環境をなお一層向上させるためにも、教育・研究にかかわる優れた技術と知識を持

つ支援職員である技術職員の人材確保が不可欠であると考えられる。
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9 RI実験施設

http://tech.c.u-tokyo.ac伊/"ri/

RI実験施設は、 1989年に3号館から現在の15号館自然科学研究棟地下に移設した。ここでは

実験に用いる放射性同位元素(以下RI)、及びそれに関わる測定機器を含めた施設全体の管理 ・

運営を行っている。

共同利用装置としては主に以下の物があり、非密封RIを使用する生物 ・生命、身体系の研究

室、密封RIを使用する物理、 化学系の研究室が主に利用している。毎年5月には全ての利用者に

対して再教育訓練を、新規の利用者に対しては新規部局講習会を行っている。また、これらに

参加できなかった利用者には講習会の時に撮影したビデオを用いて再度講習を行い利用者の便

宜をはかっている。

2003年3月には入退出システムを更新し、利用者の入退出管理だけでなく管理区域内の3つの

エリアモニタと排気モニタなどの全てのデータの記録が中央管理室で行えるようになり、排水

系統の管理も含め全てここで行えるようになった。その他、定期的に床面汚染検査、施設・機

器点検等を行い、特に実験室内からの排気、排水、廃液に関しては厳しく検査し、必要がある

時にはこれらの業務報告を兼ねたRI運営委員会を行っている。

昨年度からは事務と一本化すると共にホームページも作成し、使用者がより利用しやすい体

制を目指している。

http : //tech.c.u-tokyo.ac.jp/九i/

0共同利用装置

バイオイメ ージングアナライザ

液体シンチレーションカウン夕

日(ψサーベイメ ータ

γ線カウンタ

現像器

など

‘RI管理区燭出入許可証
施世名 東京大学教護学部円l施設

商属
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V 駒場町教育研究・厚生施!;:

10 低温サブセンター

1965年の創設以来、本施設は液体窒素と液体ヘ リウ ムの寒剤を総合文化研究科及び教養学部

の教育 ・研究用に供給している。1995年4月には、寒剤供給施設は完全に更新され、最新のヘリ

ウム液化機 (TCF-20リンデ社製、液化能力:40Llh)が導入された。また、液体窒素タンクか

ら蒸発した高純度の窒素ガスを16号館の各研究室と 15号館の一部の研究室、そして2003年から

は3号館、ア ドバンスラボにパイプラインで、常時0.6MPaの圧力で供給している。

液体窒素供給は大学院広域科学専攻内に存在する全研究室の3分の2に相当する約60研究室に

供給している。また、液体ヘリウムは各研究室の様々な極低温実験装置と、高夕刊J平能を持つNMR

やSQUIDなど最新の実験設備に供給している。

本施設ではヘリウム液化機が設置されて以来、 l年中24時間体制で液体ヘリウム、液体窒素を

供給しており、 2004年度の液体窒素供給量は180，000;X (図1)を越え、液体ヘリウム供給量は

50，000iX (図2)を超える量があった。また、寒剤供給の推移図1，図2に示すように急激な増加

に対応出来るように低温システムの開発も同時に行っている。例えば液体ヘリウム供給管理シ

ステムの開発、液体ヘリウム自動供給停止装置、ヘ リウム液化機液体窒素自動供給・停止装置

などである。そして、 1998年7月にはICEC17国際学会で「低温カブラ」を発表し、 1999年7月

には、「低温カブラ」の特許取得もした。2000年2月には低温カプラを使ったトランスファ チ

ューブをICEC18国際学会で発表、 2002年7月には低温レバーロックカブラをICEC19国際学会

などこの様に圏内だけでなく海外でも活動している。

L (図1) 教養学部液体窒素購入供給量推移
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11 留学生相談室・駒場インターナショナルオフィス

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/kyomu/info/ryugaku/top.htm 

教養学部は東京大学の中で工学部に次いで2番目に多くの外国人留学生を擁している。2009年

11月現在で学部前期課程に123名、後期課程に34名 (その内、短期交換留学生(AlKOM)は25

名)、学部特別聴講学生3名が在籍している。また大学院総合文化研究科には265名が在籍する。

内訳は修士課程74名、博士課程126名、研究生65名である。数理科学研究科には16名が在籍し、

修士課程6名、博士課程8名、 研究生2名がその内訳で、ある。出身匡1.地域の1:1"で特に多いのは韓

国と中国で、留学生全体の約半数を占める。

こうした現状に対応するために、教養学部では1987年7月に留学生相談室が設世され、 1996

年4月には、駒場インタ ーナショナル・オフ ィスが開設された。同オフィスは、 2002年4月から

は新設された留学生係によ って担われ、留学生関係の事務手続きをはじめ、宿舎、奨学金、留

学生に関する諸行事、入国管理関係などの一部の事務手続や助言を幅広く行なっている。留学

生担当講師と事務職員が留学生の勉学 ・厚生上の問題の解決、実務に携わっている。

現在、学部l、2年生のほぼ半数は日本政府の国費留学生であり、東京外国語大学または大阪

大学付属日本語学校で1年間日本語や基礎科目の予備教育を受けた後、文部科学省の推薦を経て

本学で選考され入学した者である。その他に日韓共同理工系学部留学生制度に基づく留学生、

タイ 等の外国政府からの派遣留学生、また私費による留学生がおり、日本留学試験の成績を参

考に、本学の留学生特別選考試験を経て入学が許可されている。大学院では4月と 10月に主とし

て書類選考による研究生の受け入れを行なっている。

学部留学生は入学後2年間、大学院研究生は原則 として1年間チューターによる学習指導を受

けることができ、とくに大学院ではチューターを引き受けた学生が熱心に指導に当たる例が多

く、留学生が本学の研究環境に順応するにあたって多大な貢献をなしている。また学音1¥の理科

系の学生には理数科の補習が留学生担当講師により開講されており、 着実な効果を挙げている。

留学生相談室と留学生係(駒場インタ ーナショナル・オフィス)は、そうした学習・研究面

でのパックア ップの中心でもある。また留学生相談室では、 1994年度後期から、 主として大学

院研究生を対象に、日本語の補習授業を運営し、各自が研究を進める上での基礎学力の充実を

はかつてきた。1997年度からは、授業数を増やすとともに、留学生の現状に即して、ねらいを

日本語での議論や論文作成の訓練にしぼり、各授業の連関を強化 したプログラムが実施されて

いる。取得単位には加算されない補習授業ではあるものの、独自の修了基準を設け修了証の発

行をはじめたことも手伝って、大きな成果を挙げつつある。

留学生担当講師は相談室の運営をささえると同時に、大学院生を対象に日本文化研究の演習

を実施するほか、論文の指導など留学生の学習 ・研究上の相談に対応している。また留学生聞

の、さ らには日本入学生との交流を積極的にすすめるために懇談会や見学旅行などを企画し実

施している。また、 1996年度からははじめて駒場に来た留学生のために、 rWelcometo KomabaJ 

(外国人留学生のための手引き ・日本語版、英語版)を作成し、配布をはじめた。改訂作業も継

続して行っており、 2007年3月には改訂第6版が発行された。

留学生の個人的な問題や悩みについては、主として14号館3階の留学生相談室において随時相

談に応じている。留学生の相談の大体の傾向としては、例年、入学時期の4月と 10月にはさまざ

まな手続きに|刻する相談や新しい生活への悩みが新入生から多く寄せられ、 学期1'1コは進学や修

学に関するもの、学年末には在留関係や奨学金の相談が多い。

駒場の留学生の精神的な不安は、 学部l、2年生の場合、 学業成績と進学の問題が関わる例が

多い。特に最初の学期は、日本語での授業と日本での大学生活に適応するためにかなりのスト

レスがあり、それを乗り越えることが学生にと って大きな試練となっている。学部 -大学院の

研究生の中には大学院の正規課程に入学する ことを希望している学生が多く、試験準備のなか
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V 駒場町教育研究厚生施設

で深刻なあせりが生じることも少なくない。また後期課程や大学院生の中には、論文作成に伴

う指導教員との意思の疎通に悩みをもっ者がある。留学生相談室では、各人が抱える問題の質

に応じて、学生相談所、保健センタ一、進学情報センタ一等にも必要であれば協力を仰ぎ、連

携しながら問題を解決するケースもある。

外国人留学生が安心して勉学・研究に励むためには、奨学金・宿舎の充実が不可欠な条件で

あるが、満足できる状態からは遠いのが現状である。奨学金に関しては、 2001年10月から、大

学推薦の奨学金について畳録制を実施して、申請に関する留学生の負担を軽減すると同時に、

推薦の際の公平性、透明性を高め、推薦に関する学生の信頼を得ることができた。宿舎につい

ては、駒場インターナショナル・ロッジや三鷹国際学生宿舎の建設により単身の学生にとって

は状況はかなり好転したものの、夫婦や家族で滞在する留学生に対しては、白金台インターナ

ショナル・ロッジにきわめて限られた数の宿舎が用意されているにすぎない。東京近辺では安

価な民間のアパートを探すのが大変難しいことも、大きな障害となっている。数多くの留学生

が集う場であることは駒場キャンパスの誇りであるが、それがぎりぎりの生活環境を強いられ

ながら、なお駒場で学ぼうとする熱意を失わない多くの私費留学生によってきさえられている

ことを思う時、こうした状況は憂慮すべき事態であろう。
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12 駒場学生相談所

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/soudanjo-komaba 

駒場学生相談所(1号館3階)は、 1953年に本郷の学生相談所に次いで我が国で2番目に開設

された。駒場学生相談所は教養学部長直属の下に開設され、所長は学部長である。運営は学生

相談所運営委員会があたり、日頃の相談には常勤相談員3名、非常勤相談員10名、受付担当の事

務l隊員が応じている。

駒場の学生相談所のコンセプトを一言でいう と 「よろず相談所」である。実際、学生からの

相談の内容は進路 ・就職、人間関係、精神健康問題、心理テストの実施希望、経済的問題、強

引な勧誘への対策、各種情報の提供など様々である。また学生本人だけでなく、友人や家族か

らの相談も受けつけている。相談内容によ っては、一言のア ドバイス、 一回の相談での解決は

難しいことも多々あるが、相談を通じて問題を雄理し、解決方法を探る手助けをしている。基

本的には、来談者本人の何とか良い方向へ行きたいという思いが大切で、学生相談所はそうし

た思いを出来る限り援助したいと考えている。

駒場キャンパス内の他の相談機関を利用した方が問題の解決に有効な場合もある。そのため、

例えば精神健康上の問題においては保健センター、進路の問題については進学情報センターや

教務課、その他の問題についても留学生相談室や学生支援謀、ハラスメント相談所、さらには

本郷および柏の学生相談所とも連携を取り相談に対応している。学内の機関のみでは対応でき

ないときは消費生活センタ一等の学外機関の述絡先を伝え、問題の解決に近づけるようサポー

トしている。どこに相談に行けば良いのか迷った時に、学生相談所が最初の窓口となることを

目指している。

2001年に学生に行ったアンケートによれば相談所を利用したいと考えている人は6割強であっ

たことから、潜在的なニーズはかなり多いと考えられる。しかし当時は助手l名で全ての業務を

行っていたため、対応できる人数に限界があった。そのため、より使いやすく有効な学生相談

所を目指し、様々な改革を行ってきた。

大きな改善点の一つはスタッフ数の充実である。現在では、 心理カウンセリングを担当する

非常勤相談員が週5日常駐している。この効果は大きく、 1999年度は年間300件ほどであった延

べ相談回数が、 2006年度には2，500件を超え、 2008年度には4，000件を超えるまでになった。2006

年度よりは新たに准教授が着任し、 2009年度には教授l名、助教2名が学生相談所の運営と相談

を担当している。様々な年齢立場のスタッフがいることで、より多面的な相談への対応を取れ

ることが期待されている。相談件数とスタ ッフ数の増加に対応するため、 2004年度にはl号館3

階の旧美術博物館のスペースを譲り受け、 相談室を2室確保することができた。更に2005年度に

室内改修によって新たに相談室を1室確保し、現在は計3?i[での運営となっている。過去には、

予約が一杯のため来談者に数日待ってもらうようなことがあったが、こうした問題がほぼ改善

されている。

また進路 ・修学上の問題に対応する教養学音11の「教員アドバイス制度」を補完する形で、 2001

年度から教養学部の有志の教員による「学生相談所協力教員制度」を設けた。これにより、進

路修学の問題をこえて、学生と教員がより広く人生面 ・生活面などの問題について相談し諮る

こと のできる場を提供している。また、身近な学生の学習支援として、 2004年度より大学院生

ティーチ ングアシスタントによる 「学習相談」を実施している。現在、理系科目および中国語
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V 駒場の教育研究以生施設

について、講義内容の理解のための助言や、更なる自習のためのアドバイスなどを行っている。

その他にも、気軽に利用しやすい相談所を目指し、パンフレットの作成、 WEBページの開設

などを行ってきた。電子メールでの相談予約も行っている。 2003年度には創設ラ0周年記念とし

て①記念式典、②メンタルヘルス講習会の実施、③うO周年記念図書の設置を行った。

2009年度には年2回、「自分らしさ」を考えるグループセラピィを開催している O また昼休み

を利用した「うつの理解」や「対人関係の悩みに答える」小講演も開催している。

1999年度以来の改革の努力により、スタッフとスペースという器はかなり整ってきたと言え

るO 今後は、この器をより有効に使えるよう、相談システムの更なる整備を目指していきたい。
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13 進学情報センター

http://park.itc.u-tokyo.ac.jp/agc/ 

東京大学では、学生が入学後の2年間の前期課程において様々な学門の最先端に接し、自分の

適性を見極めた上で専門分野を選択できるように進学振分け制度を採用している。前期課程に

おいて、特定の専門分野に偏らない総合的な視野を獲得し、同時に専門課程に進むための知識

や知的技能を身につけ、専門的なものの見方や考え方の基本を学ぶという、リベラルアーツ、

レイトスペシャリゼーションの理念に基づいている。この制度では、学生が専門分野を決めて

進学先の学部・学科を選択するという過程がある。学生は各自の興味と適性をよく考慮し、お

よそ100に及ぶすべての進学単位(学部・学科・専攻)から、適切と思われる進学先を選択する

ことが期待されている。進学情報センターは、進学振分け制度、進学先の学部・学科など、進

学に関する様々な情報を学生に提供し、学生の進学選択をサポートすることを目的に1989年に

設立された。 1号館2階に設けられた資料室と相談室は、これまで多数の学生によって利用され

ている。また、進学情報センターでは、進路選択に役立つシンポジウムの開催、進学先志望者

の動向、学部・学科の組織改革などを掲載した進学情報センターニュースの発行を行っている。

活動の概況

(1)進学に関する資料の閲覧

資料室では、各学部の便覧、講義時間割や講義案内など、進路選択に役立つ資料を閲覧でき

るQ また、各学部・学科が前期課程の学生向けに発行している各学部・学科紹介のパンフレッ

トや進学情報センターニュースなどの配布が行われている。多くの学生が大学院進学を考慮し

て進学先の選択を行っている。このため、大学院各研究科の学生募集要項や、各専攻のパンフ

レットなども用意されている。書架のこれらの資料は、自由に閲覧することができる。

進学振り分けの基礎データとなる、教務課作成の「指定科類平均点の各科類ごとの分布表」な

ども掲示されている。

(2)進学振分けデータの検索システム

過去数年間にわたる「進学振分け志望状況と進学内定者数と内定平均点」などがデータベー

ス化されており、資料室のコンビュータ端末からアクセスできる O データの中で最もよく利用

されているのは、進学振分け第一段階・第二段階における「進学志望者の各学部・学科ごとの

点数分布」である。自分の成績で志望する学部・学科に進学できるかという目安を得るための、

最も基本的な情報である。選択した専門分野は、複数の進学先で専攻することが可能な場合が

多い。このような場合、これらの中で志望順位を決めるためにも利用されている。教養学部発

足時より続いている進学振分けは、 60年を超える歴史がある。これまでの学科ごとの定数と志

望者数の変遷や、進学振分け時の最低点の推移なども検索できるようになっている。これらの

データの多くは、進学情報センターでしか見ることができない。なお、これら進学情報に関す

る検索システムは、当センター内での利用に限定されている。

(3)進路選択のためのシンポジウムの開催

進学情報センターでは、毎年、進路選択のためのガイダンス・シンポジウムを行っている O

ここ数年は4月の末に、「私はどのようにして専門分野を決めたか」というテーマの講演を、東

大の10学部から推薦された講師の先生方にお願いしている。学問研究の最先端で活躍している

先生方の個人的な体験に基づいた講演は、滅多に聞くことのできないたいへん興味深いもので

る。講演、質疑応答および講演後の懇談については、これまで多くの学生から高い評価を得て

いる。 1990年度に始まる第I回目からのシンポジウムの講演は、すべてDVDとビデオに収録さ

れている。開室時にはいつでも資料室で視聴することができる。
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(4)進学情報センターニュースの発行

進学情報センターでは、 1992年度から進学情報センターニュースを年間3回発行している。

2009年度で第M号となる。各号にはそれぞれ進学振分け第一段階・第二段階の「進学志望集計

表」と「進学内定者数・基準点・最低点表」を掲載している O 志望者数と志望者の成績分布の

情報は、 2年生にとって志望届けをする上で必須である O また、「進学内定者数・基準点・最低

点表」は1年生にとっても、進学振分け制度を理解し、進学先の選択にそなえるために重要な情

報である。例年、東京大学ではいくつかの学部・学科において、組織の改革が行われている。

2006年度以降では、薬学部薬科学科 (4年制)と薬学科 (6年制)および経済学部金融学科の設

置、農学部におけるう課程22専修体制から3課程lう専修体制への組み替え、文学部の西洋近代語

近代文学専修課程に替わる現代文芸論専修課程の設置、医学部における健康科学・看護学科か

ら健康総合科学科への改組が行われた。このような場合、各学部の先生方に寄稿をお願いして、

改組の目的・理念あるいは進学を志望者に対する要望などを含め、進学に関する最新の情報を

学生に周知させるように努めている。

(ラ)ホームページ

学生が思いついたときに調べることができるように、進学情報センターのホームページを1998

年度から開設している。後期課程各学部・学科の見学会やガイダンスのお知らせ、進学に関連

した後期課程のホームページ、へのリン夕、進学情報センター主催のシンポジウムの案内、これ

までに刊行された進学情報センターニュースの記事などが掲載されている。

(6)進学相談

進学振分けの仕組み、段取りは、 2年生のみならず入学したばかりのl年生にとっても重大な

関心事である。このため4月からう月にかけては、進学振分け制度についての一般的な質問・相

談のため来室が多い。 6月の志望登録の時期になると、志望先の学部学科についての具体的な質

問や相談が増えてくる。登録期間の直前になっても、志望先をどうやって決めたらよいのかと

いう相談が多数ある。自分が面白いと思った授業や興味のある学問分野を尋ね、自分が学びた

いと思う専門分野を自分で見つけるように指導している。進学相談に当たっては、第一段階で

は一番進学したい学科を素直に志望届に登録すること、第二段階では複数の学部・学科を志望

できるので、自分の志望を基本にして慎重に判断して志望届けをするように勧めている。他方、

進学したい学科は一つだけと決めている学生も相談に訪れる。志望学科に内定できなくても、

すぐに降年を考えるのではなく、様々な可能性を調べ、慎重に自分自身の進路を考えるように

勧めている。

成績不振や授業に興味が持てないといった相談の場合には、それぞれ様々な事情がある。で

きるだけ時間をかけて話を聴き、これからの履修計画や勉学の方法などを一緒に考えるように

している。相談内容によっては学生相談所、留学生相談室などとも連絡をとって対応している。

利用状況

各年度の利用者数は、資料室は約7000名、進学相談室はおよそ300名となっている。また、

ホームページのアクセス数はおよそ10000件である。進学情報センターが提供する情報が役立つ

ものとして学生達に評価され、進学先を考える場合には進学情報センターの情報を調べるとい

うことが学生の聞に定着しているように思われる。

進学の内定した学生による、進学振分けに対する評価は高いと思われる。ここ数年の「学生

生活実態調査」のアンケートの結果では、いずれの年度も「希望通り・ほぽ希望通り」に進学

が決定(内定)したと回答した学生の割合が90%を超えている。

2006年度から導入された全科類枠によって、学生の進学先の選択の幅がより広いものになっ

たっ適切な情報に基づいて、この新しい可能性の有効な利用を期待している。志望する学部・

学科に進学し、それぞれの専門分野において活躍することを期待している。そのため学生の皆

さんには、進学振分け制度と各学苦1¥・学科について必要な情報を得るために進学情報センター

を十分に活用していただきたい。
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14 駒場保健センター(保健・健康推進本部駒場地区)

http://hokencenterkomaba.c.u-tokyo.ac.jp/ 

(http://www.hc.u-tokyo.ac.jp/) 

正式名称、は保健・健康推進本部駒場地区。正門から入って左、学生掲示板の奥にある明るい

レンガ貼り2階建ての建物である。本郷・駒場・柏の3キャンパスに支所を持つ「保健センター」

が、 2009年4月に「保健・健康推進本部」に改組され、「保健センター駒場支所」は「保健・健

康推進本部駒場地区」となった。各地区の「保健センター」という名称は今後も呼称、として使

われる予定である。駒場I・II地区在籍の学生・教職員を対象として、各種健康診断や健康管理

などを行う健康管理室と、風邪・腹痛などの病気や学内で発生したけがの手当を含む外来診療

.健康相談などを行う一般診療室とが連携して学生・教職員の皆さんがより安全かつ健康に学

業・職務に従事できるようサービスを提供している。

2007年春に麻疹(はしか)が流行したときは、多くの感染者を確認した保健センター駒場支

所が主体となって対応した。その後2008年には百日咳のキャンパスでの流行に際しでも駒場地

区の学部・研究科と協力して対策を講じた。そして2009年には新型インフルエンザの全国的流

行がみられ、保健・健康推進本部が中心となって学内の各部署と協力して新型インフルエンザ

対策本部として全学の学生・職員の感染症対策を推進した。

改組前まで保健センターは独立した部局という扱いであったが、改組後本部所属となり総長

のもとで一元的に管理することで、全学的な情報共有や人材交流を進める方針になっている。

今回の改組で、コメデイカルスタッフや事務職員については、 3キャンパス聞で相互に交流し、

情報共有に努め、特に健康診断などでは人員が不足しがちになるため、キャンパス問の連携を

強化することになっている。また健診データ等も3地区別々に管理されていたものを一元化する

方向になっている。

また健康管理室では旧保健センターの内科医師4人が本郷・駒場・柏の学生および職員の健康

管理を担当しており、学生・教職員の各種健康診断とその後の経過観察・健康相談・保健指導

などを行っている。なお、教職員対象の健康診断(雇い入れ時健診・定期健康診断・特定業務

従事者健診・特殊健診等)は環境安全本部所属の産業医と連携して業務を行っている。

医学部附属病院との連携も進めており、学生の診療相談サービス体制を充実させる方針であ

る。病院の内科各診療科の11人の医師が「保健・健康推進本部」に所属し、旧保健センターの

内科医師4人と共に本郷・駒場・柏の診療室でローテーションを行っている。

一般診療室では内科・精神神経科・整形外科・歯科・皮膚科の外来診療が行われている。

保険診療は行っていないので健康保険証は必要なく、学生証か職員証で所属を証明すれば受

診できる。診察代はかからないが、検査や薬剤には費用を負担していただいている。最新の診

療時間割や休診日は、学内広報、保健センター掲示、ウェプサイト等でお確かめいただきたい。

各科とも医学的に必要な場合や保険診療が望ましい場合などは、専門医や近くの保健医療機関

を紹介している。精神神経科は、学生支援ネットワーク本部所属の精神科の医師が3地区とも月

曜日から金曜日の平日午前・午後診療を行っている O 医師診察と併行してカウンセリングも行

っており、学生のこころの問題を心配されているご両親、ご家族、友人の相談も受け付けてい

る。歯科は月曜の午前・午後と金曜の午後に、矯正歯科は2ヶ月に一回木曜の午前に、整形外科

は金曜の午前に、そして、皮膚科は月にl回診療を行っている。
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15 ハラスメント相談所 駒場相談室

http://www.u-tokyo.ac.jp/per01/d06_02_01_01j.html 
HOME > 東京大学の活動 > キャンパスマナー-相談 > ハラスメント防止 > 相
談の手引き へお進み下さい。

東京大学では1999年よりセクシュアル ・ハラスメン ト等の防止と問題解決のために、ハラス

メント防止 ・相談体制の整備が進められてきました。2001年3月に相談窓口としてハラスメント

相談所が設置され、現在、本郷 ・駒場・柏の各キャンパスに相談室が設けられています。

ハラスメン ト相談所は、 学生だけでなく教職員も利用することができ、セクシュアル ・ハラ

スメン ト等の被害や関連して修学上 ・就業上その他の不利益を被った場合などの相談に応じて

おり、 2006年からは教職員のアカデミ ック・ハラスメン トの申立ての取次ぎも行っています。

また、学生や教職員を対象としたハラスメント研修や、セルフ ・デイフェンス (護身術)研修

なども行っています。

<各キャンパス相談室 開室時間 ・連絡先>

本郷キャンパス相談室

安田講堂2階

(ローソン側の階段上がる)

駒場キャンパス相談室

101号館l階

柏キャンパス相談室

総合研究棟l階 (161)

開室時間 :月~金曜日 10:00-17・00

※火・木曜日のみお昼休みも開室

TEL: 03-5841-2233 FAX: 03-5841-2400 

開室時間 :月・ 水 ・金曜日 10・00-17:00 

TEL: 03-5454-6159 FAX: 03-う465-8854

開室時間:月・水曜日 10:00-17: 00 

TEL: 04-7136-4495 FAX: 04-7136-4496 

※土日 ・祝日はお休みです。

※各キャンパスとも、 12:00-13: 00はお昼休みです。

<相談・問合せ E-Mailアドレス(各キャンパス共通) > 

soudan@har.u-tokyo.ac.j 

-相談者の立場に立ち、 プライパシーを厳守して、ともに解決の道筋を考えます。

・相談は予約なしでも受けられますが、初回は、電話 ・FAX.電子メ ールで予約をとってい

ただいた方が確実です。

・専門の相談員が対応いたしますので、安心して相談においで下さい。

QRコ ド
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16 バリアフリー支援室駒場支所

http://ds.adm.u-tokyo.ac.jp/ 

バリアフリー支援室駒場支所は銀杏並木に面する教養学部8号館東側のl階にあって、 4人のス

タッフが障害のある学生と教職員のためにきめ細かな支援を行い相談に応じている。

東京大学は、平成lう年に制定された「東京大学憲章」の前文で、そのすべての構成員が障害、

疾患、経歴等の理由で差別きれないことを保障すると宣言、バリアフリーのための人的・物的

支援を積極的に行うことを公約した。そして同年「東京大学における障害のある学生への修学

の支援実施要項」、「東京大学における障害のある教職員への支援実施要項」を定めた。また平

成14年に東京大学のバリアフリー化を推進する専門部署として「バリアフリー支援準備室」を

発足させていたが、平成16年にはこれを「バリアフリー支援室」に改め、駒場Hキャンパスの

先端科学技術研究センター内に初めての支所を設置した。その後、支援の拡充に伴い、平成18

年4月には本郷支所が開設され、平成19年4月には駒場支所が駒場Iキャンパスへと移転した。

現在は本郷、駒場の2支所体制で、東京大学に在籍する障害のある学生・教職員へのサポートの

充実、学内のバリアフリー化の推進のための活動を行っている。

障害のある学生・教職員の修学・就労上、障害を理由とする不利益が生じないようにするた

めには、ハード・ソフト両面から適切な対応が必要だ。けれども、現在の日本において、全学

をあげて障害のある学生・教職員へのサポートを行っている教育機関はまだまだ少ないのが現

状である。そのため、東京大学に入学してくる障害のある学生にとっては、大学からサポート

を受けるとは一体どういうことなのか、想像することが難しいかもしれない。ただでさえ、大

学という新しい環境でスタートを切ることには、とまどいや不安がつきまとうのだから、最初

の不安は大きいはずだ。

そのような方々と、「自分が抱える障害ゆえの不利益とは何なのか」、「自分はどのようなサポ

ートを必要としているのか」、「大学側へはどのように必要なサポートを依頼すればよいのか」

等々について丁寧に話合い、関係する教員や事務職員の協力をとりつけながらサポートしてい

くのが支援室スタッフの主要な仕事の一つなのだ。

しかし、そうしたサポートやバリアフリー環境は障害のある学生や教職員と関係する教職員、

バリアフリー支援室スタッフだけが考え、協力すれば実現できるかというと、そうではない。

キャンパスの構成員全員がともに考え、ともに行動することで初めて、実現可能となるのであ

る。

バリアフリー支援室駒場支所では、一人でも多くの学生・教職員にこうした事情を知っても

らえるよう、毎年、新入生ガイダンスでバリアフリー支援室の紹介を行っているほか、常時広

報に努め、障害に理解のある構成員の数を増やし、障害がありながら必要なサポートを受ける

にいたっていない学生や教職員の数を減らす努力をつづけている。

8号館の支援室には、障害のあるスタッフを含む、専門知識を有するスタッフが常駐し、障害

のある学生・教職員が学習・研究・業務をスムーズに行えるよう具体的な支援を行っている。

また障害ゆえの不利益を客観的に把握し、どのようなサポートが必要かを周囲に伝えるための

ノーハウを身につけていただくよう努めている。障害のない学生・教職員へは情報提供とアド

バイスを行い、共に学び共に働く環境の改善に努めている。学生に対してはサポート活動に協

力してもらえるよう働きかけを行っている。バリアフリー支援室とはこのように障害のある人

と障害のない人の聞のかけ橋となり、両者のコミュニケーションを円滑化する場でもあるのだ。

東京大学バリアフリー支援室には、専任のスタッフ以外に全学から選出された教員と職員か

らなる室員が所属しており、室長の池田信雄教授のもと、全学のバリアフリー化の推進に取り
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V 駒場の教育・研究・厚生施設

組んでいる O バリアフリー支援室は施設の改善といった点も含めバリアフリーに関する皆さん

からのあらゆる要望や提案を常時受け付けている。学生と教職員のみなさんが気軽に支援室を

訪ねてくださることを心から願っている O

場所 : (駒場支所)駒場キャンパス 8号館l階

(本郷支所)本郷キャンパス 理学部旧l号館

電話 : (駒場支所)03(546ラ)8944 (本郷支所)03(5841)1715 

FAX: (駒場支所)03 (う46う)8952 (本郷支所)03(5841)1717 

開室時間:月~金曜日 9:30-17:00 

※ 時間外の相談は事前連絡にて受けます。

メールアドレス:spds引 aff@mm.itc.u-tokyo.ac.jp

ホームページ : http://ds.adm.u-to匂o.ac.jp/
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17 駒場ファカルテイハウス(国際学術交流会館)

駒場キャンパスにおける研究者交流施設として設けられたものであり、坂下門を入ったとこ

ろにあった旧一高同窓会館の敷地ならびに建物を利用して建設され、 2004年3月に落成した。具

体的には、旧同窓会館の和館部分はこれを取り壊して外国人研究者用の短期宿泊施設とセミナ

一室等からなる新館を建築 し、洋館部分は改築 してレス トラ ン (r)レヴェソンヴェール駒場J)

とファカルテイク ラブ (r撤槌(かんらん)J)への模様替えをおこなった。このような交流施設

をもつこと(とりわけ外国からの研究者のための宿泊施設をもつこと)は、駒場キャンパスの

長年の夢であったが、樹木に阻まれたその環境のよさと相ま って、夢の実現にふさわ しい充実

した施設となっている。なお運営には、研究科の駒場ファカルテイハウス運営委員会があたっ

ている。

18 男女共同参画支援施設

裏門付近にあった東大駒場地区保育所を、 2004年に移転し、男女共同参画のための支援施設

として整備したものo 場所は教職員用テニスコートの南側。同保育所は1971年に設立されて以

来、駒場の教職員や学生、周辺住民の育児(と育自)をサポートしてきた。この問、歯舎が老

朽化し、特に阪神大震災以降、耐震性が問題視された。現在、都の認証保育所A型。運営はNPO

法人「駒場保育の会」が担う 。園児は寝返りを打てるようになるとおむつからパンツとなり、

泥んこ遊びを楽しみ、キ ャンパスをく まなくお散歩する。5歳児から高尾山登山に挑戦し、毎朝

の雑巾がけで働くことを学ぶ。いまどき珍しい腕白小僧やお転婆娘が、毎日元気よく通園する。

378 



V 駒場町教育ー研究厚生施設

19 駒場コミュニケーション・プラザ

1. 駒場コミュニケーション ・プラザの概要

駒場コミュニケーション ・プラザ (KCP)は、!日駒場察の跡地に建設された学生の正課授業、

課外活動、福利厚生などの目的を持った学生施設であ り、 「コミプラ」という愛称で学生、教職

員に広く 利用 されている。KCPは、北館・商館・和館そしてセンターコー ト (中庭)から構成

されている。2006年4月に開館した北館には、 l階に生協購買部 -書籍部、 2階に多 目的教室、

音楽実習室、舞台芸術実習室、身体運動実習室、事務室がある。同年10月には、食堂と交流ラ

ウンジからなる商館と、手[1室6室からなる和館も開館し、 KCPの全施設が利用可能になった。

KCPの設計・建設と維持 ・管理については、特別目的会社 r.!狗場コミュニケーション ・プラ

ザPFr株式会社」に発注 ・委託するPFr方式がとられている (注 :PFI方式と は公共サービスの提

供に際して公共施設が必要な場合に、民間資金を利用して民間に施設整備と公共サービスの提

供をゆだねる手法のこと)。

KCP周辺は、キ ャンパス内で学生、教職員がもっとも多 く集う場所であり、 華やかで、開かれ

た駒場らしい空間として機能している。

2.設備の利用状況

北館

1階には生協の購買部と書籍部が置かれている。

2階には伝統芸能・演劇・ダンスなどの授業やワークショ ップに利用可能な舞台芸術室、楽器

を用いた授業・課外活動のための音楽実習室、インターネット ・視聴覚教材を活用した講義 ・

学会 ・シンポジウムなどのための多 目的教室があり 、3階には身体運動実 習 室 (うちl室は柔道

・合気道 ・日本舞踊などに利用できる畳敷きの部屋)がある。

学部 ・研究科のイベントとしても、ピアノ委員会に よるコ ンサートの他、駒場友の会の催 し、

ホームカミングデーの講演会場などとして利用されている。

和舘

2006年10月に開館した和館には、 16畳の和室が6室あり、主にサークル ・クラス等の合宿に

利用されている。

南館

l階にはメインダイニンク.のCafereria若葉 (550席)、テイクアウトも可能なカフェ、イタリア

ントマ ト・ カフェJr. (127席)がある。2階にはDining銀杏 (500席)があり、昼食後は学生交

流の場として利用されている。3階には交流ラウンジがあり、教職員を中心 とした会合に用いら

れている。

379 



20 キャンパス・プラザ

1998年春、駒場キャンパスの中央を横切る銀杏並木の東端、駒場コ ミュニケーションプラザ

の北側に、 i粛j西な3階建ての建物2棟からなる多文化交流施設 (A.B棟)と、池のほとりの多目

的ホール (C棟)が完成した。これらを総称してキャンパス・プラザと呼んでいる。

キャンパス・プラザは、駒場学生寮廃寮後の跡地を利用した駒場キャンパス再開発計画、い

わゆるCCCL(Center for Creative Campus Life)計画の一環として構想されたもので、キャン

パスの構成員である学生 ・教職員がその場に集い、さまざまなジャンルで活発に交流するとと

もに、地域住民をはじめとする大学の外部にも開かれた新たな文化活動の場をつくりだすこと

を目的としている。そのために施設(ハード)と組織運営 (ソフト)の両面で、新しい試みが

なされている。

多文化交流施設 (A.B棟)

キャンパス・プラザA棟 .B棟と呼び慣わされている2棟の建物は、それぞれ床面積約1，200mヘ

3階建てで、サークルやクラスの課外活動や留学生との交流活動をはじめとするさまざまな文化

活動の拠点として建設され、 1998年6月6日に開館した。

A棟にはロビーと管理室、学生自治団体室のほか、 会議室、音楽練習室な ど、キャンパス内の

さまざまなグループ ・団体が共通に利用するスペースが配置されている。とくに3階の音楽練習

室(大中小、計10室)には防音設備・空調設備が整え られ、これまでとかくキ ャンパス内や近

隣住民からの苦情の種になっていた騒音問題の解消が図られている。学生の課外活動のなかで

は音楽系サークルをはじめとする音楽練習はかなりの比重を占めており、地域との共存をめざ

す観点からしても、こうした施設へのニーズは今後ますます増大すると考えられる。その意味

でこの新しい施設は重要な第一歩として評価されるべきだが、これで十分ということではなし

これからも積極的な取り組みが必要で、ある。

2階のスペース (大中小、計7室一一うちl室は可動間仕切りによって分割可)は、さまざまな

キャンパス内のグループが文化交流活動のために所定の手続きにもとづいて使用できるように

なっている。現状では、主としてサークルやクラ スのミーテイング、練習などに使われている

が、一般学生と留学生の交流という新しい試みの場としても生かされている。これは留学生相

談室などの呼びかけでつくられたボランテイア ・グループが運営するスペースで、 学生が継続

的に留学生と交流 し、相談役として彼らをサポー トするとともに、たがいに文化的 ・知的刺激

を受けあうことによ って、相互理解を深めることを B的としている。「多文化交流」を趣旨とす

るキャンパス・プラザに、こうした新しい出会いの場が設けられたことはきわめて意義深いと

言えるだろう 。今後このような活動が、ますます活発に展開されることが期待できる。

B棟の各階にはおよそ38m'の部屋がそれぞれ8室ずつ配置されている。これらの部屋は基本的

に学生サークルの課外活動用のスペースにあてられ、l室を複数の団体が共同で使う形がとられ

ている。

キャンパス・プラザの趣旨である駒場キャンパス全構成員による多彩な文化活動・交流の場

ということを考えると、日常的な施設の運営は学生の自主的活動にゆだねるとしても、 管理者

である学部とのあいだの十分な意志疎通が必要と考え られた。そのために、教養学部は、開館

後に双方のパイプ役として「キャンパス ・プラザ、運営協議会」を立ち上げることをめざし、学

友会をはじめ学生自治会、学生会館委員会、 北ホーJレ委員会などの学生自治団体に呼びかけて、

その準備のための会合を、 1997年秋から開館直前の1998年5月に至るまでくりかえし開くこと

になった。

途中紛糾する場面もあったものの、ここで行なわれた学部 ・学生協議会の議論において、駒
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多目的ホ ル入口

多目的ホール

V 駒場町教育 研究 厚生施殴

場キャンパスのあり方や運営について、学生と教織員のあいだで真撃な議論が積み重ねられた

ことは、将来にわたって相互の信頼関係を築きあげていくうえで、大きな意味があったと考え

られる。また開館とほぼ同時にスタートした「多文化交流施設協議会」は、学部側 ・学生債1)同

数の委員によって、予算をはじめとする具体的な施設の運営にかかわる重要な課題を話しあう

場として機能している。開館から 12年目の本年度、 日常的な施設の利用は順調であり、今後も

学部の管理のもと、学生との協議によって運営されることが、追求されている。なおキャンパ

ス・プラザA'B棟の開館時間は、堅実な運営をめざす学生側からの要請もあって、原則として、

12月28日からl月4日までの冬期閉館期間を除く毎日午前9時から午後9時までとなっている。

多目的ホール (C棟)

教養学部多文化交流施設キャンパスプラザの一環として、 A'B棟とともに1998年3月に竣工

した多目的ホール (0僚)は、「駒場小劇場」として長年にわたって東京大学の演劇活動の中心

として親しまれ、幾多の演劇人をうみだしてきた旧駒場寮食堂北ホールの代替として構想され

た。ホールの設計にあたっては、 A'B棟と同じように、その初期段階から学生の声を採り入れ

るべくキャンパスプラザ建設小委員会と北ホール委員会とのあいだで継続的に話し合いがもた

れ、ホール内部の構造の詳細lや楽屋 ・倉庫等の付属施設、照明や音響の設備・機材など、かな

りの細部にまで立ち入って検討が重ねられた。その結果っくりだされたホールは、黒壁に囲ま

れた約16メートル四方の空間という、いたってシンプルなものであるが、この何もない空間に、

公演のたびごとに舞台を組み、客席を設営することによって、通常の劇場とはちがった自由な

パフォーマンス空間を生み出すことができる。ホールの内部設備も大型の空調装置はもちろん

のこと、本格的な調光卓を備えた調整室、豊富な!照明機材など、かなり充実したものとなって

いる。

多目的ホールの運営に関しては、 A'B棟と同じく 1997年秋から学部・ 学生の双方に よって検

討され、 1998年7月に制定された「東京大学教養学部多目的ホール管理運営規則」にもとづいて

設置された文化活動施設運営協議会および多目的ホール使用団体連絡会議がその任に当たって

いる。運営協議会は学部代表5名、学生代表5名の委員から構成され、「多目的ホール使用細則」

の制定、ホール内設備の改修・補充、使用日程の承認など、ホールの管理運営に関わるさまざ

まな事項を審議している。また使用団体連絡会議(通称「ホール会議J) は、学生によって構成

される総務部を中核として、 「使用細則」にもとづく使用予定の調整、使用状況の監督など、実

際のホールの運営業務に携わっている。現在は、学生の団体による演劇公演、オルガン委員会

による特別コ ンサー ト、駒場祭の文E劇場など、さまざまな公演活動に利用されているほか、

学生サークルによる日常的な練習活動の場としても広く 利用 されている。

多目的ホールはA.B棟と同じく、原則として、毎年12月28日から翌年1月4日までの閉館期間

を除く毎日午前9時から午後9時まで利用することができ、使用形態としては公演 ・発表会等の

ために1週間程度つづけて使う 「継続使用」と、 その空き時間を練習等に使う「一般使用」に区

別されている。いずれの場合も所定の手続きによって、あらかじめ申し込んでおくことが必要

である。

キャンパス ・プラザを構成する多文化交流施設A.B棟と多目的ホールC械は、 一見したとこ

ろ学生会館などの従来の諜外活動施設と変わらないように見えるかもしれない。だが、設計段

階から開館にいたるまで学部と学生のあいだで精力的に積み重ねられてきた話し合い、そして

開館後学部と学生が協力して運営にあたっていく姿勢は、駒場キャンパスにこれから新たな施

設を建設していく際のひと つの指針となるものだろう 。もちろんキャンパス ・プラザのすべて

がうまくいっているわけではない。すでに利用者からは設備や備品の不足や不具合が指摘され

ているし、環境や資源への配慮にも不備があるかもしれない。そして、それらを整備するため

の予算が潤沢に用意されているわけではないことは、今さら言うまでもないだろう 。しかし施
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設のハード面でも運営組織のソフト面でも、キャンパス・プラザが記した一歩は重要な意味を

もっている。この一歩の先に、 21世紀の駒場キャンパスの豊かな創造的生活が展開されること

を期待したい。

21 柏蔭舎

駒場キャンパスにおける伝統文化の実践の場として設けられた施設で、現在の建物は老朽化

した|日柏蔭舎に代わるものと して1996年6月に落成した。純然たる日本家屋で10畳の和室2部屋

からなり、それを閉んでL字型の一関廊下、玄関、水屋ならびに納戸がある。奥の部屋は、茶室

として用いられるように床の間と炉をそなえている。手前の部屋は畳敷きの汎用スペースであ

るが、学生からのアイデイアを取り入れて、畳:を上げると稽古舞台としても使えるように設計

されている。建築に当たっては、農学部演習林から選ぴ抜かれた木材が用いられた。
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国際的な交流会

各棟ラウンジ

居室

V 駒場町教育研究厚生施段

22 三鷹国際学生宿舎

http://www.c.u-tokyo.ac.jp/student/campus/05_02.html 

教養学部は、 三鷹市新)116丁目の旧三鷹寮跡地 (約3万平方メートル)に、 21世紀の学生宿舎

として誇るに足る国際学生宿舎を建設し、教養学部の男女学生と全学の留学生の利用に供して

いる。学部としては、最終的に1，000名の男女学生と留学生が生活できる宿舎を目指しており、

この当初目標を達成することを学部にと って重要な課題と考えている。

三勝国際学生宿舎の建設は、駒場キャンパス再生計画の一環として行われたものである。老

朽化した上に相部屋であることが嫌われ、入寮者が減少していた旧駒場寮と旧三鷹寮を漸次廃

寮とし、それらの寮機能をさらに充実させながら統合した個室ベースの宿舎を三鷹に建設した。

それとともに旧駒場寮を廃察した跡地に、手狭な駒場キャンパスに絶対的に不足している学生

と教職員のための福利厚生施設を順次建設するというのが、その大規模な計画の概要であった。

教養学部が三鷹国際学生宿舎建設に当たって固めた基本構想は以下のようであった。

1. 三鷹市の建築基準にもとづき、 1，000名を収容人員とする。

2. 日本人と外国人留学生 (いずれも女子学生を含む)が7対3の割合で共に生活する。ここでは

日常的に国際交流が行われ、教養学部が掲げる教育目標の一つである広い国際的視野が自然

に養われる。

3. 21世紀の国際水準を満たす宿舎を目指し、個室の面積・諸設備をそれに相応しいものとする。

食堂は付設しないが、居室内にミニキ ッチンを設ける。基本的家具の他、 トイレ、シャワー、

冷暖房、電話も各居室に完備する。個室となったために交流の機会が閉ざされないよう、ラ

ウン ジや共用棟などを用意して宿舎生の交流を図る。

4.長期にわたって良好な居住環境を維持するために、メインテナンス体制を整備し、建物の管

理運営は大学が行う 。入居者の選考は、日本の学生については教養学部が、外国人留学生に

ついては東京大学留学生交流委員会がその任に当たる。ただし選考結果については、入居学

生によ って構成される自治会に公開可能なデータを示して、異議があれば協議に付するもの

とする。

5.三日常国際学生宿舎を、周辺住民や地元の三鷹市に開かれた施設とするため、定期的に交流の

機会を設ける。

1. 

同函 国

6. 

1.机 2.椅子 3. キャスター付ワコン 4. ミニキ ッチン

5.ワードロープ 6.ベッド 7.避難梯子 8. シャワー・ トイレ・ユニット

居室平面図
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実際の建設は、 1992年に第 I期工事が始まり、翌年5月にA.B棟合わせて175室が完成、同年

6月1日から学生の入居が始まった。今ではE.P棟までと共用線(写真)が立ち上がり、 605室

が用意されるに至っている。上に掲げたうつの基本構想のうち、 1. の収容人員を除いてはほぼ

実現されたと言っ てよい。入居希望者は例年数倍に達しており、残る約400の居室と第2共用棟

の建設が待たれると ころである。

なお旧駒場寮から三鷹国際学生宿舎に移ったとして、交通費などの負担増があるとの学生の

指摘を受け、駒場の教員有志の拠金により、国際交流に関心のある、経済的に困窮した学生に

月額l万円の奨学金を貸与する三鷹国際交流奨学金が1995年に発足し、毎年若干名の奨学生を援

助している。

また1994年度から始まった三鷹市民との交流の集いでは、毎年大学院総合文化研究科の教員

の講演が行われ、その後に懇親パーティ ーが開かれるなど、国際親善と交流の笑を上げている。
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23 初年次活動センター

http://shonenji.c.u-tokyo.ac.jp/ 

V 駒場の教育研究厚生施品

初年次活動センターは、教養学部前期課程学生を主対象とした初年次教育に資する活動を展

開する拠点として、 2008年10月、駒場Iキャンパスに関所した。駒場キャンパスの中でも、教室

や研究室の集まる区域と課外活動施設が集まる区域の境界に位置し、 学生が学習 コミュニティ

を作るための居場所となるように設計されている。

初年次教育とは、 主に新入生を対象として、学生の社会的 ・学問的経験をより充実させるこ

とを目的に展開される総合的な教育プログラムであり、近年では世界各国の大学教育でも重要

な位置付けがなされている。

同センターではこれまでにも、サイエンスカフェ、心理教育プログラム、学習相談、初年次

活動に関する授業、教職員と学生との昼食会等の初年次活動プログラムが展開され、今後も様々

な企画が実施される予定である。また、特定のプログラムで専有されていない時間帯の一部は

自由利用に供され、 学生が自由に利用できるだけでなく 、その時間帯には本学大学院学生ある

いは本学後期課程学部学生が務めるピア・アドバイザーが在室して、簡単な相談などにも応じ

ている。
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付属資料1

2009(平成21)年度綬業日程表

4月8日制-7月17日働

7月21日同-7月31日幽

8月1日出-8月31日(月)

9月l日同-9月3日同

9月4日働-10月4日(日)

第1・3学期授業

第l・3学期試験前半

夏季休業

第l・3学期試験後半

秋季休業

10月5日(月)-12月22日附 第2・4学期授業前半

12月23日制~平成22年1月6日制冬季休業

I月7日制-1月29日幽 第2・4学期授業後半

2月1日(月)-2月12日幽 第2・4学期試験

教養学部の授業時間

l時限 9時00分-10時30分

2時限 10時40分-12時10分

3時限 13時00分-14時30分

4時限 14時40分-16時10分

う時限 16時20分-17時50分



2009 (平成21)年度志願・合格・入学状況

教養学部前期課程 (平成21年4月1日現在)

入学 特別選考入学者

募集 志願 受験 合格
者数 国費 政府 日韓共 入学

科類
人員 者数 者数 者数 第1 第2 外国 派遣 悶理工 者

(内数として後期
種 種 人留 留学 系学部 総数

日程試験)
学生 生 留学生

文科一類 401 1，643 1，203 401 444 (43) 。 8 3 4うう

文科ニ類 353 1，20う 1，0う6 3う3 3う6(3) 4 4 2 366 

文科三類 469 1，う01 1，406 479 478 (-) 4 8 491 

理科一類 1，108 2，893 2，763 1，129 1，1う0(30) 4 3 8 2 4 1，171 

理科二類 う32 2，094 1，848 う47 う6う(21) 3 3 2 う73

理科三類 98 う41 384 98 97( -) 。 。 98 

全科類(理科三 100 3，166 437 100 

類を除く)

合計 3，061 13，043 9，097 3，107 3，090(97) 12 23 23 2 4 3，1う4

(備考)

1. r志願者数」、「受験者数」、「合格者数」、及び「入学者数」には特別選考の数は含まない。

2. r入学者数Jについては前期日程試験、及び後期日程試験の合計人数を記載している。また、( )書きの数は後期日程試験入学者を内数に

て表す。

3. r合計」欄の数字については前期日程試験、及び後期日程試験の合計人数を表す。

4.特別選考入学者の「第l種」及び「第2種Jは、外国の学校を卒業した外国人及び日本人を対象とした選抜により入学した者で、次の分類に

よる。

第l種 外国人であって日本の永住許可を得ていない者

第2種 目本人及び、第l種以外の外国人

教養学部後期課程

学科 平成21年度進学者 学士入学者等

超域文化科学科 27 

地域文化研究学科 40 

総合社会科学科 37 

基礎科学科 39 

広域科学科 18 

生命・認知科学科 18 

富十 179 

大学院総合文化研究科

修士課程 博士後期課程
専攻

志願者 合格者 入学者 志願者 合格者 入学者

言語情報科学 77 30 26 うう 27 27 

超域文化科学 123 37 33 う2 32 32 

地域文化研究 88 34 33 うう 30 30 

国際社会科学 15う 3う 32 う3 19 19 

広域科学 212 12う 113 77 68 63 

(生命環境科学系) (94) (49) (44) (3 J) (29) (2う)

(広域システム科学系) (45) (32) (27) (22) ( 17) ( 16) 

(相関基礎科学系) (73) (44) (42) (24) (22) (22) 

言十 6ララ 261 237 292 176 171 
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付属資料i

2010(平成22)年度進学内定者数

2009年10月13日

内 定 者 数 外国人留学生(定数外)内訳
学部学 科 定数

文ー 文二 文三 理ー 理二 理三 小計 合計 A B C D 計

278 (6) 3 8 4 294(6) 

j去 41う 119 2 123 (0) 417(6) う l 6 

0(0) 

II 61 74(0) 

医 学 100 26 26(0) 100(0) 。
医

0(0) 

健康科学
2 6 6 1う(0)

40 2 3 6(0) 23(0) 。
-看護学

2(0) 

6 12 う64(24)② 71 (1) 6う4(25)②

工 94う 290 3う 32う(0) 990(2う〉② Iう 6 6 27 

II II (0) 

2 9 201(5) 10 う 227 (ラ〉

文 38う 18 2う 67 7 119 (0) 373(ぅ) 4 

7 12 8 27(0) 

171 (7) う3(1) 224(8) 

理 297 4ぅ 32 78(0) 308(8) う 2 8 

3 3 6(0) 

3 12 17 lう3 186(0) 

農 290 3 6 17 72 98(0) 290(0) 。
4 2 6(0) 

3 189(7) 30 10 6 238(7) 

経済 340 84 7 II 102 (0) 340(7) 2 4 7 

。(0)
う 19 44(3) 23 18 109(3) 

教養 183 6 lう 22 13 12 68(0) 177(3) 3 3 

。(0)
3 うl う 6 6ぅ(0)

教育 97 6 24 6 38(0) 103 (0) 。
。(0)

16 39(2) 56(2) 

薬 80 31 ① 臼 (0)①| 88(2)① 2 3 

。(0)
291 (6) 234(7) 365 (8) 819(31)② 372 (4) 61 (0) 2，142くう6)②

計 3，172 144(0) 13う(0) 124(0) 382 (0) 202(0)① 28(0) 1，015(0)①|口似う6)③ 36 4 13 6 う9

7(0) 13(0) 9(0) 18(0) ぅ(0) 。(0) ラ2(0)

総計 3，172 442(6) 382(7) 498(8) 1，219(31)② う79(4)① 89(0) 3，209(ラ6)③ 3，209(ぅ6)③ 36 4 13 6 う9

備考 1. ( )は外国人留学生(定数外)で外数、 Oは進学先撤回した外国人留学生(定数内)で外数

2.上段:第一段階中段:第二段階下段:再志望

3. A:日本政府(文部科学省)奨学金留学生 B ・外国政府派遣留学生 C:外国学校卒業学生特別選考第l種 D:日韓共同理工系学部

留学生
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定員の推移 2004 (平成16)年度--2009(平成21)年度
教養学部前期課程入学定員

年度
平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21

2004 2005 2006 2007 2008 2009 

文科一類 41ラ 41う 415 415 415 415 

365 36う 36う 36う 36ラ 365 

文科三類 485 48う 48う 485 485 48う

理科一類 1.147 1.147 1.147 1.147 1.147 1.147 

ううl ララl ララl 5う1 う51 ララI

理科三類 90 90 90 90 90 98 

計 1.26う 1.788 1.26う 1.788 1.26う 1.788 1.265 1，788 1.26ラ 1.788 1.265 1.796 

3.0う3 3.053 3.0う3 3.0う3 3.053 3.061 

教養学部後期課程受入定員

年度
平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21

2004 2005 2006 2007 2008 2009 

超域文化科学科 20 20 20 20 20 20 

学|地域文化研究学科 3う 3う 3う 35 3う 3う

総合社会科学科 10 10 10 10 10 10 

基礎科学科 40 40 40 40 40 40 

科|広域科学科 20 20 20 20 20 20 

生命・認知科学科 15 15 lう lう lラ 15 

計 140 140 140 140 140 140 

大学院総合文化研究科入学定員

年度
平成16 平成17 平成18 平成19 平成20 平成21

2004 2005 2006 2007 2008 2009 

課程 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士 修士 博士

言語情報科学 37 27 37 27 37 27 37 27 37 27 37 27 

専 超域文化科学 41 29 41 29 41 29 41 29 41 29 41 29 

地域文化研究 47 28 47 28 47 28 47 28 47 28 47 28 

国際社会科学 38 24 38 24 38 24 38 24 38 24 38 24 

広域科学* 106 63 106 63 106 63 106 63 106 63 106 63 

攻 (生命環境科学系) (38) (23) (38) (23) (38) (23) (38) (23) (38) (23) (38) (23) 

(広域システム科学系) (31) (17) (31) (17) (31) ( 17) (31) (17) (31) (17) (31) ( 17) 

(相関基礎科学系) (37) (23) (37) (23) (37) (23) (37) (23) (37) (23) (37) (23) 

計 269 171 269 171 269 171 269 171 269 171 269 171 

440 440 440 440 440 440 

申印広域科学専攻は3系からなり，各系の入学定員は目安である。
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付属資料1

2009 (平成21)年度クラス編成表(1年)
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2009 (平成21)年度クラス編成表(2年)

(2009年 5月 1日現在)
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F:中国語初修クラス

G:ロシア誇初修クラス

H:スペイン誇初修クラス

1 :韓国朝鮮語初修クラス
K ・イタリア語初修クラス

A:ドイツ詩既修クラス

B:ドイツ誇初修クラス

C:フランス語既修クラス

D:フランス詩初修クラス

E:中国語既修クラス

総計3，316名
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研究生

総合文化研究科大学院研究生，外国人研究生数

(2009年11月1日現在)

専攻 大学院研究生 外国人研究生 計

言語情報科学 12 13 

超域文化科学 3 17 20 

地域文化研究 4 10 14 

国際社会科学 4 11 15 

広域科学 8 4 12 

計 20 う4 74 

大学院研究生の出願資格は，総合文化研究科修士課程修了.博士後期課程修

了，同課程満期退学又は同程度の学力を有する者。

外国人研究生の出願資格は，外国籍を有し，大学を卒業した者，外国におい

て，学校教育における16年の課程を修了した者，又は本研究科において適当と

認めた者。

教養学部研究生数

(2009年11月1日現在)

後期課程 7 

研究生の出願資格は.4年制大学卒業又は向程度の学力を有する者。

(前期課程には，学部研究生制度がない。)

付属費科1
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留学生

(2009年11月1日現在)

大学院

特別研

究学生

大学院

研究生

大学院

外国人

研究生

短期

交換

留学生

学部

研究生

学部

学生 計
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中国(香港)

韓国

モンゴル

ベトナム

中国

マカオ

台湾

イラン

トルコ

エジプト

オーストラリア

ニュージーランド

カナダ

アメリカ合衆国

エルサルパドル

ブラジル

ノfラグアイ

アルメニア

スウェーデン

イギリス

ベルギー

オランダ

ドイツ

フランス

スペイン

イタリア

ポーランド

チェコ

ハンガリー

ルーマニア

ブルガリア

ロシア

スロパキア

ウクライナ

ウズベキスタン

ベラルーシ

スロベニア

グルジア

キルギス l 

言十 (6) 129 74 126 3 2う う4 0 11 

※本表の「留学生」とは「出入国管理及び難民認定法」別表第1に定める「留学」の在留資格を受けてし喝外国人学生を示す。

※学部学生数の( )付数字は後期課程学生を内数で示す。

大学院学生
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付属資料2



い

w
唱
ふ シンポジウム

題目/使用言語 会場/期日 主なパネリスト 主催者 その他

レクチャーコンサート 駒場キャンパス 半i宰朝彦(明治学院大学)，庚瀬麻名 東爪大学教養学部附属教養教育

「音で聴く国際関係論一一グロ コミュニケーションプラザ (東京義術大学)，竹内弦(東京義術大 開発機構

ーパル化と音楽」 2008.12.8 学)，山本法子(プロヴィオラ演奏者)

国際研究集会 駒場キャンパス Sandro G目白(ボローニャ大)他 中村周(東大数理)他 谷島賢二先生(元東大数理)還暦記念シンポジウム

I Schradinger Equations and Related 数理科学研究科大講義室

TopiCSJ 2009.1.う 8

英語

入門講義とワークショップ 駒場キャンパス Gieri Simonett (Yanderbilt大)他 儀我美一(東大数理)他 主催:東京大学グローパルCOEI数学新展開の研

I Analytic Semigroups and Related 数煙科学研究科002，270，128講 究教育拠点」

Topics -on 配 occasion of the 義室 後援:北海道大学数学連携研究センター

centenary of the birth of Professor 2009.1.13 -16 

Kos込山 YosidaJ

英語

国際研究集会 駒場キャンパス Gerard van der Geer (アムステルダム 桂利行(東大数理[当時])他 援助:東京大学グローパルCOEI数学新展開の研

I Arithmetic and A1gebraic Geometry 数理科学研究科大講義室 大)他 究教育拠点」

Related to Moduli spacesJ 2009.1. 1 9 -23 

英語

「期待・制度・グローバル社会」 早稲田大学 Gabriella Montinola (Universiry of Cali- 早稲田大学GLOPElI

英語 2009.1.23 fornia， Oavis) ，河村弘祐(東京大学)， 

関能徳(早稲田大学)，粕谷裕子(慶応

義塾大学)，曽我謙悟(神戸大学)，鹿

毛利枝子(東京大学)

Mathematics: From Today to To- 駒場キャンパス Christopher O. Hacon (ユタ大)他 i可東泰之(東大数理)他 援助:東京大学グローパルCOEI数学新展開の研

morrow -Global COE Opening 数理科学研究科大講義室 究教育拠点」

Symposium at Tokyo一 2009.1.30 -2.1 

英語

Complex Geometry Workshop 2009 駒場キャンパス 大沢健夫(名大)他 高山茂晴(東大数理) 援助:東京大学グローパルCOEr数学新展開の研

Tokyo 数理科学研究科0う6講義室 究教育拠点」

英語 2009.2.13-14 

GCOEワークショップ 駒場キャンパス Dietmar Hoenberg (ベルリン工科大)他 山本品宏(東大数理)他 主催:東尽大学グローパルCOEr数学新展開の研
「産業数学:理論と実践」 数理ー科学研究科0う6講義室 究教育拠点」
英語 2009.2.23 -24 



その他主催者

東京大学グローパルCOEr共

生のための図際哲学教育研究セ

ンターJ(UTCP) 

共催:東京大学NEDO新環境エネルギー科学創成特

~Jj部門

協賛:東京大学海洋アライアンス，ダムフルボ酸鉄

研究会

海の緑化研究会

援助:東京大学グローパルCOEr数学新展開の研

究教育拠点」

小林俊行(東大数理)

主なパネリスト

Junichi Murata (Univ.of Tokyo)， Takashi 

Ikegami (Univ.of Tokyo)， Ezequiel Di 

Paolo (University of Suss目。， Soutaro 

Shimada (Meiji Uni町 田ity)，Mariel日

Rhode (Max Planck [nst.)， John O'Dea 

(Univ. of Tokyo)， Takashi [kegami 

(Univ. of Tokyo)， Xabier Barandiar叩

(University of the Basque CounttyJ. 

Jondi Keane (Griffith University)， Jun 

丁目i(RIKEN BSI)， Masayoshi Someya 

(Takachiho Uni町 rsity)， Hiroyuki Iizuka 

(Osaka University)， Hanna De Jaegher 

(University of Heidelberg)， Tetsuya Kono 

(Rikkyo University)， Mineki Oguchi 

(UTCP) 

小宮山宏(東京大学総長)，瀬川浩司

(東京大学)， IIJ本光夫(東京大学)，福

嶋正巳(北海道大学)，駒井武(産業技

術総合研究所)，本村泰三(北海道大

学)，中川雅夫(新日本製織)，堀家茂

一(エコ・グリーン)

Bernhard Kr凸ロ(M副ーPla町 k数学研究所

[当時J)他

会場/期日

駒場キャンパス

18号館コラボレーションルーム3

2009.3.ラー7

題目/使用言語

Philosophy of P町ception: Being in 

the World 

英語

駒場キャンパス

18号館ホール

2009.3.9 

海の緑化研究会シンポジウム

rr海の森』再生に向けた新たな

アプローチ~鉄鋼スラグと未利

用バイオマスによる磯焼けIf)J復
技術-J

日本語

共催:東京大学グローパルCOEr共生のためのl'li]
際哲学教育研究センターJ(UTCP) 

4
4
車
庫
業
M

共催東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究

専攻

日本学術振興会科学研究費補助金基盤研究

(AV現代アメリカ・ナショナリズムの後合

編成をめぐる学際的研究」基盤研究(A)r公

共文化の胎動」

助成:財団法人アメリカ研究振興会

Emanuele Coc工ia(Univeasitat Freiburg)， 東京大学総合文化研究科超域文

Davide Stimilli (University of Colorado)，化科学専攻表象文化論研究室

Ta目uyaNishiyama (UTCP)， Shinobu Iso 

(Univ. ofTokyo)， Dan Morita (UTC町，

Yoshikazu Takemine (Sai回 maKogyou 

University) 

閥詩楓(言語情報科学専攻特任准教

授・客員/シンガポール南洋理工大

学准教授)呉燕(超域文化科学専攻客

員研究員/中岡襲南大学講師)吉川

雅之(言語情報科学専攻・准教授)驚

藤希史(超域文化・准教授/UTCP)

コメンテーター:岩月純一(言語情

報科学専攻・准教授)

木村秀雄(東京大学大学院総合文化

研究科副研究科長)，肥後本芳男(同

志社大学言語文化教育研究センター

教授)，横山良(神戸大学大学院国際

文化学研究科教授)，古矢旬(東京大

学アメリカ太平洋地域研究センター

長)，遠藤泰生(東京大学アメリカ太

駒場キャンパス

数理科学研究科123号室

200ゆ3.12一17

駒場キャンパス

18号館コラボレーションルーム3

2009.3.17 

GCOE Spring School on Repre-

sentation Theoty 

英語

Declinationes Philologiae 

フランス語，ドイツ詩

東京大学グローバルCOEr共

生のための国際哲学教育研究セ

ンターJ(UTCP) 

駒場キャンパス

18号館コラボレーションルーム4

2009.3.17 

UTCPセミナー/海域東アジア

の近代エクリチュール

中国語，日本語，英語

東京大学大学院総合文化研究科

附属アメリカ太平洋地域研究セ

ンター

駒場キャンパス

18号館ホール

2009.3.20 

「アメリカの自由 過去と現

在」

英語

一w

渇一-



題目/使用言語 会場/期日 主なパネリスト 主催者 その他

平洋地域研究センター教授).ケネス 後援:岩波書庖

-ルオフ(ポートランド州立大学歴

史学部准教授).エリック・フォーナ

一(コロンピア大学歴史学部教授)

国際シンポジウム 台湾大学哲学系館第一会議室 社保瑞(台湾大学).奈耀明(台湾大台湾大学哲学系

「東西哲学の伝統における「共 2009ふ28-29 学).佐藤井守之(台湾大学).安井伸介東京大学グローバルCOEr共

生哲学」構築の試み」 (台湾大学).豪家和(台湾東海大学). 生のための国際哲学教育研究セ

中国語，英語 野村英笠(東洋大学).小林康夫(東京 ンターJ(UTCP) 

大学).中島隆博(東京大学).喬志航

(UTCP) .王前(UTCP).問中有紀

(UTCP)御園生涼子(日本学術振興

会).斎藤拓也(東京大学).森川裕貫

(東京大学).小野泰教(東京大学).宮

崎裕助(新潟大学)

国際シンポジウム 台湾中央研究院 何乏筆(中研院).楊凱麟(中山大学). 台湾中央研究院

「共生と文化領域一一東洋にお 2009.3.30 楊腕儀(東海大学).張図賢(南華大東京大学グローパルCOEr共

けるフランス哲学」 学).黄冠関(中研院).中島隆博(東京 生のための国際哲学教育研究セ

英語，中国語 大学).ナヴェ・フルーマー (UTCP).ンターJ(UTCP) 

千葉雅也(東京大学).大橋完太郎(東

京大学).星野太(東京大学)

認知言語学の学び方6 駒場キャンパス 森雄一(成際大学).大損害事夫，西村義 東京大学大学院総合文化研究科 東京大学大学院人文社会系研究科言語学研究室と共

日本語 10号館 樹(以上東京大学) 言語情報科学専攻 催

2009.5.9 

東大教養学部創立60周年記念シ 駒場キャンパス 木畑洋一・塩出浩之・若林正丈・今東京大学教養学部

ンポジウム・第2回 18号館ホール 泉裕美子・酒井哲哉

「矢内原忠雄と植民地研究」 2009.5.16 

日本語

Modernism剖 mouvement 駒場キャンパス 島村輝(フェリス女学院大学).林小東京大学グローパルCOEr共

英語，日本語，中国語 18号館コラボレーションルームI 陽(東京大学).Ulr凶 Baer(NYU). 生のための国際哲学教育研究セ

2009.う.18-19 Thomas Looser (NYU) .中島隆博(東ンターJ (UTCP).ニューヨー

京大学). Zhang Xudong (NYU) .例文 ク大学(NYU).華東師範大学

尖(華東師範大学).~肉(華束師範大

学).鈴木将久(明治大学).石井剛(東

京大学)

「西洋中心主義と国民主義一ア 駒場キャンパス 酒井直樹(コーネル大学).ハリー・ 東京大学グローパルCOEr共

ジア太平洋戦争後の制約」 18号館コラボレーションルーム4 ハルトゥーニアン(ニューヨーク大 生のための国際哲学教育研究セ

英語 2009.5.18 -19 学).中島隆博(東京大学) ンターJ(UTCP) 

「ロスコ的経験一一注意拡散駒場キャンパス 林道郎(上智大学).回中正之(武蔵野東忠大学グローパルCOEr共
時間性」 10号館301会議室 美術大学).加治屋健司(広島市立大生のための国際哲学教育研究セ

日本語 2009.ラ.22 学).近藤学(UTCP) ンターJ(UTCP) 



その他

後援:読売新聞東京本社

主催者

東京大学大学院総合文化研究科

.教養学部国際ジャーナリズム

寄付講座

東京大学大学院総合文化研究科

身体運動科学

主なパネリスト

道侍愛子(NHK)，プレイン・ハーデ

ン(ワシントン・ポスト)，リチヤー

ド・ロイド・パリー(タイムズ)，金

凡沫(韓国日報)，伊熊幹雄(読売新聞

.東京大学)

中津公孝，石井直方，渡曾公治，柳原

大(東京大学)

会場/期日

駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.6.27 

題目/使用宵鱈

「外国特派員が見る日本」

英語，日本語(同時通訳)

共催:東京大学数物連携宇宙研究機構

協力:全学自由研究ゼミナール「心を動かす表現法」

受講生，東京大学サイエンスコミュニケーシ

ョンサークルCAST

共催.財団法人日本棋院，株式会社日能研

東京大学教養学部附属教養教育

開発機構

滝川|洋二(東京大学)，林衛(東京大

学)，村山斉(東京大学)

駒場キャンパス

学際交流ホール

2009.07.11 

駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.7.13 

身体運動科学シンポジウム

「直立二足歩行を考える」

日本語

第3回東大生によるサイエンス

ショー「宇宙観る」

日本語

Summer School 

数理物理2009

東京大学教養学部鮒属教養教育

開発機構

教養教育への閲碁の活用 (11本

棋院・日能研)寄付研究部門

河東泰之(東大数理)他

石倉昇九段(日本棋院，東京大学)，梅

沢由香里女流棋聖(f:I本棋院，東京大

学)，大竹英雄名誉碁聖(日本棋院理

事長)，小川誠子六段(日本棋院)，木

下かおり(閤碁インストラクター)， 

倉島治(東京大学)，黒瀧正憲七段(日

本棋院，東京大学)，桑原陽子五段(日

本棋院)，孔令文六段(日本棋院)，清

悌一(囲碁プログラマ)，高倉梢(閤碁

インストラクター)，鄭銘コウ九段

(日本棋院)，兵頭俊夫(東京大学)，万

波佳奈四段(日本棋院)，山下宏(閤碁

プログラマ)，藁科満治(21政策研究

事務所)， IGOAMIGO

尾畑伸明(東北大)他

参加者109名

共催:日本物理学会および応用物理学会

東京大学，ボルテックスワーク

ショップ組織委員会(東京大学

大学院総合文化研究科前回研究

窒内)

小島憲道(東京大学園Ij学長・理事)， 

G. Blatter(ETH Zurich)，立木昌(東京

大学)， N. Kopnin (Hersinki University)， 

K. MoledStanford University)， U. Welp 

(Argonne Nationla Laboratory) 

他4ぅ名

駒場キャンパス

コミュニケーションプラザ

2009.8.22 -23 

駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.8.27 -30 

東京大学山中寮内藤セミナーハ

ウス

2009.9.12 -16 

「東大凶碁フェステイノ〈ル」

11本語

ベキ乗則の数理

日本語

The Universiry of Tokyo Sympo-

sium 12th Internationla Workshop 

on Vortex Matter in Superconduc-

tors 

英語

織田孝幸先生(東大数理)還暦記念研究集会浜畑芳紀(東京海科大)他Werner Hoffmann (Bielefeld大)他駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.9.14-17 

[3i1際シンポジウム

r Geometry and Analysis of Auto-

morphic Forms of Several Vari-

abl白」

英語

4
4
圃
嘩
掌
N



題目/使用言語 会場/期日 主なパネリスト 主催者 その他

明治維新とプロイセン改革一日 駒場キャンパス Heinz 0皿 凶 皿at(マインツ・ヨーロッパ 東Jj'，大学ドイツ・ヨーロッパ研 後援:ドイツ学術振興協会

本とドイツにおける政治的・社 18号館ホール 史研究所)， Barbara Stollberg-Rilinger 究センター/マインツ・ヨーロ

会的・文化的変容 2009.9.18-19 (ミュンスター大学)， Harald ッパ史研究所

ドイツ諮，日本語 Kleinschmidt (筑波大学)， Reinhard 

Zollner(ボン大学)， Paul Nol日(ベルリ

ン自由大学)，山崎彰(山形大学)， 

Walter Reese-Schaefer(ゲッテインゲン

大学)，三谷博(東京大学)， Michael 

Wachutka(テューピンゲン大学)，瀧

井一博(国際日本文化研究センター)， 

波多野澄雄(筑波大学)

「人文学と公共性」 駒場キャンパス Park Jinwoo (延世大学)，大竹弘二(南東京大学グローバルCOEI共

日本語，韓国語 18号館コラボレーションルームl 山大学)， So Y ounghyun (延世大学)， 生のための国際哲学教育研究セ

2009.9.28 桑田光平(UTCP)，Lee Byunghan (延 ンターJ(uTCP)延世大学韓国

世大学)，五味沸j典嗣(大妻女子大学)，学術研究院

阻 M Hang(高麗大学)，西山雄二

(UTCP) ，小林康夫(東京大学)

International Symposyum on Complex 本郷キャンパス Stuart Kauffman (Calgaty)， Daniel Hartl JST' ERATO金子複雑系生命プ

Sys日msBiology 鉄門記念講堂 (Harvard)， Stuart Newman (New York ロジェクト/東京大学複雑系生

英語 2009.9.29 -10.1 Medical College) 命システム研究センター

「オパマと世界 何が変わっ駒場キャンパス 山影進(東京大学大学院総合文化研 東京大学大学院総合文化研究科 共催:東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究

たのか?J 18号館ホール 究科長)，西崎文子(成際大学大学院 附属アメリカ太平洋地域研究セ 専攻，東京大学大学院総合文化研究科国際社

日本語 2009.10.3 法学政治学研究科教授)，山内昌之 ンター 会科学専攻，日本学術振興会科学研究費補助

(東京大学大学院総合文化研究科教 金基盤研究(A)'現代アメリカ・ナショナリ

授)，遠藤貢(東京大学大学院総合文 ズムの複合編成をめぐる学際的研究」基盤研

化研究科教授)，高原明生(東京大学 究(A)Iアメリカの世界戦略と文化外交に関

大学院法学政治学研究科教授)，酒井 する学際的研究」基盤研究(A)I公共文化の

啓子(東京外国語大学大学院地域文 胎動」

化研究科教授)，恒川l恵市(独立行政 助成:財団法人アメリカ研究振興会

法人国際協力機構(JICA)理事・研究 協力:東京大学大学院総合文化研究科・教養学部国

所所長) 際ジャーナリズム寄付講座

国際ワークショップ 駒場キャンパス 章清(復旦大学)，i王朝光(中国社会科 中間近現代リベラリズム研究会

「中国近現代の自由主義」 18号館コラボレーションルーム 学院)，王奇生(北京大学)，孫慧敏(中 (代表:村田雄二郎)

中国語，日本語 2009.10.4 央研究院)，孫宏雲(中山大学)，蓑京

漢(新羅大学)，梁一模(翰林大学)，砂

山幸雄(愛知大学)，久保亨(信州大

学)，水羽信男(広島大学)，酒井哲哉

研究集会 駒場キャンパス Jean-Dominique Deuschel (ベルリン工舟木直久(東大数理) 援助:東泉大学グローパルCOEI数学新展開の研

「大規模相互作用系の確率解析」 数理科学研究科大講義室 科大)他 究教育拠点」

英語 2009.10.7 -9 



その他主催者

国際法学会

American Branch of International 

Law Associatton 

「日本法の透明化プロジェクト」

(科研特定領域)，及び韓国比較

私法学会

東京大学，陛界銀行

協力:科学説物研究会，ファラデーの本棚

協賛:さ・え・ら書房，連合出版，福育館，実教出版，

倍成社，あかね書房，地人書館，筑摩書房，小峰

書広，岩崎書庖，アリス館，岩波書庖，誠文堂新

光社，大月書応，オンライン書庖ピーケーワン，

星の環会，講談社，小学館，仮説社，ポプラ社，

(株)ナリカ，Am但 :on.co.]p

恢話人:総合文化研究科 菅原正

東京大学教養学部付属教養教育

開発機構， NPO法人ガリレオ工

房

主なパネリスト

青木清(南山大学)，岡野正敬(外務省)， 

織岡有基子(日本大学)，植松真生(香

川大学)，村上正直(大阪大学)，早川

興一郎(東京大学:コーデイネーター)

Frederick Tse-shyang (Quinnipiac Uni-

町 rsity) Rong-Chwan Chen (National 

Taipei University) Shinichiro Hayakawa 

(Univでrsity of Tokyo) Li Wanqiang 

(Northwesr University of Polirics and 

Law， Xian) James A.R. NafZiger (Wil-

lamette Uni町 rsityCollege of Law) 

金祥沫(西江大学校)，早川奨一郎(東

京大学)，佐野寛(岡山大学)，青木清

(i南山大学)

Ngozi Okonjo-Iweala (世界銀行専務樫

事)， Obiageli Ezekwesili (世界銀行ア

フリカ地域担当副総裁)， IsabelM 

Guerrero (世界銀行南アジア地域担

当副総裁)，Rashad Kaldany (国際金融

公社(IFC)アジア・中東・北アフリ

カグローノfルインフラストラクチャ

ー担当副総裁)，J町田 WarrenEv叩 s(世

界銀行環境局長)，河合正弘(アジア

開発銀行研究所所長)，柳田辰雄(東

京大学大学院新領域創成科学研究科

教授)，津田康幸(東京大学大学院経

済学研究科准教授)，鹿毛利枝子(東

京大学)

根本彰(東京大学)，川本裕子(早稲聞

大学)，山岸悦子(立教女学院中学校

.高等学校)，小沢恭子(区立小学校

教諭)，辛島泉(児童文学と科学読物

の会)

会場/期日

関西大学(大阪)

2009.10.11 

題目/使用冒語

「国際社会と家族」

日本語

Fordham Law School (New York， 

U.S.A) 

2009.10.24 

商江大学校(ソウル，韓国)

2009.12.う

“New Developments in Privare In-

ternarional Law in East Asia" 

英語

駒場キャンパス

18号館ホール

2009目11.3

「比較私法の現在一日本の視点

から」

韓国語，日本訴

「今，持続可能で，弱者に配慮し

た発展・成長のために何が必要

か? グローバル金融危機後の

世界を考える」

英語，日本語

駒場キャンパス

13号館1313教室

2009.1 i.7 

科学読み物シンポジウム

「科学の本を読む文化を育てょ

っ」
日本語

日本化学会有機結晶部会阿波賀邦夫(名大物質国際研)，栗栖

源嗣(阪大蛋白研)他

高木寛通(東大数理)S. T. Yau(香港中文大・ハーバード

大)他

ま
劃
崎
君
N

宮岡洋一教授(東大数理)還暦記念シンポジウム

東京大学駒場リサーチキャンパ

ス生産技術研究所コンペンショ

ンホールAnt車2F
2009.11.9-10 

駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.11.9一13

第18岡有機結品シンポジウム

日本語

Invarian日 inAlgebraic Geomerry 

英語



題目/使用言語 会場/期日 主なパネリスト 主催者 その他

「サステナピリティと倫理評駒場キャンパス Carlo Naldi (トリノ工科大学副学長).東正式大学グローパルCOEr共

価基準の策定にむけて」 18号館コラボレーションルーム3 Ludovico Ciferri (トリノ工科大学). 生のための国際哲学教育研究セ

英語 2009.11.10 Patrizia Lomhardi (トリノ工科大学). ンター」

石原孝二(UTCP).関谷期(UTCP)• 

村松真理子 (UTCP)

新入生歓迎講演会/東京大学教駒場キャンパス 江川雅子(東京大学理事).林揚哲(経東京大学教養学部附属教養教育 後援:駒場友の会

育GPシンポジウム「ジェネリ 11号館1102教室 済産業省経済産業政策局産業人材政 開発機構東京大学教育GPrpISA 

ック・スキルとしての討議力一 2009.11.13 策室).板津木締子(教養教育開発機対応の討議力養成プログラムの

主体的な学びの作法一」 構).山本泰，渡漫雄一郎，佐今真一， 開発」

日本語 資藤希史，荒巻健二，永田敬(以上東

京大学大学院総合文化研究科)

「絵画の生成論」 駒場キャンパス アンリ・ゼルネール(ハーヴァード東京大学グローパルCOEr共

日本語，フランス詩 数理科学研究科大講義室 大学).セゴレーヌ・ル・メン(西パ 生のための国際哲学教育研究セ

2009.11.1う リ大学ナンテール/ラ・デファンス ンターJ (UTCP) 

校).佐藤康宏(東京大学).三浦篤

(UTCP) .近藤学(UTCP)

情報編纂研究会キックオフ・シ 駒場キャンパス 金明哲(同志社大学).大津幸生(東京 東京大学大学院総合文化研究科 人工知能学会情報編纂研究会と共催
ンポジウム 18号館ホール 大学).加藤恒明(東京大学) 言語情報科学専攻

日本語 2009.11.20 

高木貞治ラ0年祭記念高木レクチ 駒場キャンパス Michael Harris (パリ第7大)他 日本数学会・数理科学研究科共

ヤー 数理科学研究科大講義室 催

英語 2009.1l.21 -23 

地域文化研究の現場から 駒場キャンパス 遠藤泰生・代田智明・中尾まさみ・ 地域文化研究専攻・科研費(基

日本語 18号館ホール 原和之・奥彩子(大阪大学)・若林正 盤B)r地域研究における「地域」

2009.1l.28 丈・森井裕一・森山工・田上智宜 の可塑性と重層性に関する比較

(学術振興会)・石橋純・柴宜弘・恒研究」

川葱ー(jlCA)・山本博之(京都大学)

-足立信彦

「ロボエシックス ロボテイク 駒場キャンパス 石原孝二(東京大学).高西淳夫(早稲 平成21-23年度科学研究費補助

スと社会の未来像 」 学際交流ホール 回大学).柴田崇徳(内閣府).小菅ー金基盤研究(C)rロボエシック

日本語 2009.11.28 弘(東北大学).前野隆司(慶応義塾大 ス基礎理論の構築J(研究代表:

学).石井加代子(大阪大学) 石原孝二)

東京大学グローパルCOEr共

生のための国際哲学教育研究セ

ンターJ(UTCP) 

To勾ro-SeoulConfenece in Mathe- 駒場キャンパス Seok-Jin Kang (ソウル国立大)他 大島利雄(東大数理)他 援助:東京大学グローバルCOEr数学新展開の研

matics. Represemation Theory 数理科学研究科056号室 究教育拠点」他

英語 2009.12.4ーラ



その他
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主催:東京大学グローバルCOEr数学新展開の研

究教育拠点」

川又雄三郎(東大数理)他

主な1'¥ネリスト

黒田玲子(東京大学科学技術インタ

ープリター養成プログラム代表)小

林傍司(大阪大学コミュニケーショ

ンデザインセンター副センター長)

有本建男(科学技術振興機構社会技

術研究開発センター長)村田直樹(日

本学術振興会理事)

Andrei Ca1dararu (ウイスコンシン大)

他

h
v
 

ホ階、，“
一
館

日
一
会

期
一
村
山

/
一
町
川

場
一
図
的

会
一
全
却

題目/使用言語

第4回東京大学科学技術インタ

ープリター養成プログラム主催

シンポジウム「科学コミュニケ

ーション教育の将来と日本の科

学技術/高等教育政策」

日本語

駒場キャンパス

数理科学研究科0う6号室

2009.12.7 -11 

補助:東京大学グローパルCOEr数学新展開の研

究教育拠点J，日本学術振興会先端研究拠点事

業「数論幾何・モチーフ理論・ガロア瑚論の

新展開と，その社会的実用」

後援:東京大学フランス語・イタリア語部会

志甫i享(東大数理)他Thomas Geisser (南カロライナ大)他駒場キャンパス

数理科学研究科大講義室

2009.12.14 -18 

GCOE Internationa1 Conference 

rMirror Symmetry and Gromov-

Witten InvariantsJ 

英亜
日口

モチーフ・ワークショップ

第ぅ回

英語

共催:東京大学大学院総合文化研究科地域文化研究

専攻

Pasca1 BINCZAK (パリ第8大学・学長)，パリ第8大学，東京大学グローパ

日i日 be出 BAUTIER(パリ第8大学・ ルCOEr共生のための国際哲

副学長)， Pierre BAYARD (パリ蜘大学教育研究センターJ(UTCP) 

学)，DanieIJe TARTAKOWSKY(パリ第

8大学)，小林康夫(東京大学)，原和之

(東京大学)，山田広間(東京大学)， 

Denis BERTRAND (パリ第8大学)， 

田中純(東京大学)，清水晶子(東京大

学)，高橋哲哉(東京大学)

木村真(日本女子大学)・森下嘉之

(東京大学・院)・山崎信一・柴宜弘

駒場キャンパス

18号館ホール

2009.12.19 

東京大学・パリ第8大学共同シ

ンポジウム

「大学における人文科学の未来」

フランス語，日本語

地域研究コンソーシアム

東京大学教養学部，大学院情報

学環，大学総合教育研究センタ

i賓田純一(東京大学)，豊田義博(リク

ルート・ワークス研究所)，吉見俊哉

(東京大学)，中原淳(東京大学)

駒場キャンパス

18号館ホール

20¥0.1.9 

駒場キャンパス

18号館ホール

2010.2.17 

東京大学教養学部附属教養教育

開発機構

東京大学教養学部附属教養教育

開発機構東京大学教育GPrpISA 

対応の討議力養成プログラムの

開発」

Gene Bickers (南カリフオルニア大学)， 

松本健(グルー・パンクロフト基金)， 

江川雅子(東京大学理事)，小島憲道

(東京大学理事)，山本泰，トム・ガリ

ー(以上東京大学)

松下佳代(京都大学)，川嶋太津夫(神

戸大学)，安永悟(久留米大学)，山本

泰(東京大学)

駒場キャンパス

18号館ホール

2010.2.19 

駒場キャンパス

18号館ホール

20¥0.3.1 

東欧地域研究の現在，そして未

来への展望

日本語

東京大学現代GPシンポジウム

20¥0 

「大学・アクテイブラーニング

.社会」

日本語

東京大学教養学部附属教養教育

開発機構図際シンポジウム

「教育から学びへ大学教育改

革の国際的潮流 」

日本語

東京大学教育GPシンポジウム

「討議について討議する」

日本語
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A
 

講演会

講師 会場/期日 主催者

Luisa Va1enzuela 

所属機関/職

作家(アルゼンチン) El riesgo de la pa1ab出 Reeflexionepersona1es駒場キャンパス 東京大学教養学部地域文化研究学科ラ

de una escritora 18号館コラボレーショ テンアメリカ分科

スペイン語 ンルーム3

題目/使用雪語

2008.4.11 

Ambar Past 詩人(メキシコ) Chiapas. Mexico: C司副 parlantesy encan-駒場キャンパス 東京大学教養学部地域文化研究学科ラ

tamientos mayas 18号館コラポレーショ テンアメリカ分科

スペイン語 ンルーム3

2008.12.17 

Francois A1bera ローザンヌ大学/教授 「エイゼンシュテインの「ガラスの家フ駒場キャンパス

イルムを超えた映画一一ひとつのプロジェ 18号館コラボレーショ

クト」 ンルームI

フランス語 2009.1.13 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

David D. Ha11 Bardett Research Ptofessor of New England Church His- “Print Culture and Public Opinion in Early駒場キャンパス 科学研究費補助金基盤研究(A)r公共

tory. Harvard Universiry んnerica:Rethinking the Connections" 14号館2階アメリカ太文化の胎動J (共催:アメリカ太平洋

英語 平洋地域研究センタ一地域研究センター，アメリカ学会)

会議室

2009.1.13 

相関基礎科学系]ames M. Lisy Universiry of Illinois at Urbana-Champaign / Professor The Structure of Hydrated Cations: Size and駒場キャンパス

Temperature E長ctsin M'(H，O)， for M = Li. 16号館829号室

Na. K. and Cs 2009.1.16 

英語

Susan Smulyan “Perry Arrives in ]apan: Cultural Diplomacy in駒場キャンパス

Old Manuscripts and New Media" 18号館コラボレーショ

英語 ンルーム2

2009.1.27 

「職業としての大学教授一人文系大学院の駒場キャンパス

未来 18号館コラボレーショ

Professor of American Studies. Brown Univesriry 

I朝木守一 桜美林大学/招聴教授

日本語 ンルーム3

科学研究費補助金基盤研究(A)fアメ

リカの世界戦略と文化外交に関する学

際的研究J.アメリカ太平洋地域研究セ

ンター(共催:アメリカ学会)

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの凶際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

長谷川寿一

長谷川真理子

三中信宏

矢島道子

東大/教授

総合研究大学院大学/教授

農業環境技術研究所/上席研究員

地質情報整備・活用機構

2009.1.28 

チャールズ・ダーウイン.200年目の誕生会東大駒場コミュニケ一 日本学術会議，東京大学科学技術イン

日本語 ションプラザ南館交流タープリター養成プログラム

ラウンジ

2009.2.12 



石浦章一

ドイツ・ヨーロッパ研究センター

ドイツ・ヨーロッパ研究センター

石浦章一

アメリカ太平洋地域研究センター.(共

催:科学研究費補助金基盤研究(A)

「現代アメリカ・ナショナリズムの線

合的編成をめぐる学際的研究J.日本ア

メリカ史学会，アメリカ学会)

科学研究費補助金基盤研究仇)'アメ

リカの世界戦略と文化外交に関する学

際的研究J.アメリカ太平洋地域研究セ

ンター

題目/使用言語 会場/期日

脳特巽的プロテインキナーゼCdk5の活性駒場キャンパス

制御と神経変性疾患との関連 16号館107

2009.3.う

駒場キャンパス

16号館¥07

2009.3.6 

Burgerliche Kulrur -Burgerlichkeit als kulrurelles駒場キャンノfス

System 18号館コラボレーショ

ドイツ言青 ンルーム 1

2009.3.12 

Gemeinwohl und Gemeinsinn politische駒場キャンパス

Kategorien und M凸glichkeitenih日rAnalyse 18号館コラボレーショ

ドイツ語 ンルーム l

2009.3.12 

タウ研究から見たアルツハイマー病発症機駒場キャンパス

構 16号館107

2009.3.16 

“From Lincoln to Obama: The First and Se-駒場キャンノfス

∞nd Reconstructions in American History" 1 8号館コラボレーショ

英語 ンルーム 1

2009.3.16 

授教/
 

職
一
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/
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束

関
一
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機
一
大

属
一
都

所
一
首

糖鎖特異的抗体の製造法東海大学工学部/教授山口陽子

ハレ大学/教授Manfred Hettling 

ハレ大学/教授Harald Bluhm 

理化学研究所/チームリーダー高島明彦

DeWitt Clinton Professor of History. Columbia Univer-

Slry 

Eric Foner 

東京大学進化認知科学研究センター
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日

正

五

口

℃
何
軒
町

Assistant Professor of Asian American Srudies. UCLA; 

Adjunct Assistant Professor of Amhropology and As旧

American Studies. UCLA 

Keith Camacho. Tricia 

Toyota 

III usions of colour and motion 
英証

U口

カリフォルニア大学サンデイエゴ校/教授Stuart Anstis 

東京大学教養学部地域文化研究学科ラ

テンアメリカ分科

東京大学NEDO新環境エネルギー科学

創成特別部門

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの同際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

Adivine. equivoque日:Los cuentos de J uan Car-駒場キャンパス

los Onetti 18号館コラボレーショ

スペイン語 ンルーム3

2009.3.2ラ

エコトークショー(第l同)'スウェーデンと駒場キャンパス

日本の意識の違いと環境映画jベストセレク¥0ぅ号館l階ギャラリー

ションJ 2009.4.16 

Un simple changement: sur Mauric定 Blanchot 駒場キヤンノTス

フランス語 18号館コラボレーショ

ンルーム2

200ゆ.4.17

作家(メキシコ)Juan ViIloro 

映画コメンテーターLiLiCo 

アバディーン大学/教授Christpher Fynsk 

4
4
圃
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題目/使用雷語A
O
A凶

Nature et humanite chez M町 leau-Ponty

フランス語

会場/期自 主催者

駒場キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

18号館コラボレーショ めの国際哲学教育研究センター」

ンルーム2 (UTCP) 

講師 所属機関/職

リヨン第三大学/准教授邑tienneBimbenet 

Juan Gelman 詩人(アルゼンチン)

2009.4.23 

駒場キャンパス

18号館コラボレーショ

iPoetas? iPara que poet田?

スペイン語

ンルーム3

張旭東

Zhang Xudong 

ニューヨーク大学/教授

2009.4.27 

駒場キャンパス連続講演会

-Forgetting As Memoty: The Politics of Time 18号館コラボレーショ

叩 dExperience in Lu Xun's Personal Recollections ンルーム3

-Ah Q and the Spectral Name of Modern 2009.4.28，ラ 12

China: Toward a Semiotics of Political Philosophy 

英語

東京大学教養学部地域文化研究学科ラ

テンアメリカ分科

セルバンテス文化センター

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

Michael Ack¥叩d The Foundation Colin and Margaret Roderick Pro先日or “LiteraryPolitics and the Cold War: The Case駒場キャンパス 東京大学アメリカ太平洋地減研究セン

of English， James Cook Universityl CPASオーストラリ of Christina Stead" 14号館2階アメリカ太 ター

ア客員教授(2008.10-2009.9) 英語 平洋地減研究センター

会議室

Dorothee de Nとve ハレ大学/准教授 可(fer hat Angst vor den W孟hlerlnnen?

ドイツ語

2009.4.30 

駒場キャンパス ドイツ・ヨーロッパ研究センター

18号館コラボレーショ

ンルーム3

2009.5.7 

Alain J uranville レンヌ第一大学/准教授 連続講演会 駒場キャンパス

18号館コラボレーショ-Eloge du臼 pitalisme

ーLacontradiction fondamentale de la philoso-ンルーム2

phie contemporaine et son incarnation en Carl 2009.5.8，11，13 

Schmitt 

-L'inconscient comme solution員 lacontradic-

tion de la pensee contemporaine 

フランス言苦

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(町Cp)

益川敏英

菊川芳夫

益JII敏英教授講演会@駒場 駒場キャンパス

r70年代の素粒子論一混沌からパラダイム 900番教室

京都産業大学/教授

東京大学/准教授

へ，そして…」 2009.う.9

日本語

Greg Robinson 

矢口祐人

Oyabe Jenichiro "A Japanese Robinson Crusoe"駒場キャンパス

英語 18号館コラボレーショ

Universite Quebec a Montoreal/Professor 

東京大学/准教授

ンルーム4

木曽良明

2009.5.11 

京都薬科大学・創薬科学フロンテイア研究センタ一 難病克服をめざした創薬科学:プロテアー駒場キャンパス

/教授 ゼ阻害剤，プロドラッグ，クリックペプチド 16号館107

2009.う.12

東京大学駒場素粒子論研究室東京大学

教養学部

東京大学教養学部附属教養教育開発機

構

東京大学大学院総合文化研究科・教養

学部国際ジャーナリズム寄付講座

石浦章一



主催者

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(町Cp)

ドイツ・ヨーロッパ研究センター

東京大学アメリカ太平洋地減研究セン

ター

初期アメリカ学会

東京大学教養学部国際ジャーナリズム

寄付講座

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(凹Cp)

東京大学アメリカ太平洋地域研究セン

ター

日本学術振興会科学研究費補助金基盤

研究(AVアメリカの世界戦略と文化

外交に関する学際的研究」

東京大学アメリカ太平洋地域研究セン

ター

題目/使用言語 会場/期日

La 日nsariondans le pro町時usvisionnai悶 dela駒場キャンパス

crearion chez Virgini凶Woolf 101号館2階研修室

フランス語 2009.5.12 

欧州統合の現段階と世界の中のEU 駒場キャンパス

日本語 学際交流ホール

2009.う.20

アメリカ歴史学会(AHA)会長来日講演 駒場キャンパス

“WeU-behaved Women Seldo岨 M北.eHistory" 14号館2階アメリカ太

(アメリカ・ヨーロッパ・歴史をつくる女平洋地域研究センター

たち) 会議室

英語 2009.5.22 

“Mud and Fire: Mormon Diarists on rhe Iowa駒場キャンパス

P悶 irie"(政教分維とモルモン 18号館コラポレーショ

英語 ンルーム2

2009.5.23 

駒場キャンパス

18号館コラボレーショ

ンルーム3

Zθ09.5.2ラ

Two Perspecrives on rhe ‘Thing' in Poetry:駒場キャンパス

Where Fenollo岨 andPound Diverge 18号館コラボレーショ

英語 ンルーム2

2009.5.25 

駒場キャンパス

101号館2階研修室

2009.5.26 

"Objecト目nteredHistory" (非文字史料からた駒場キャンパス

ちあげる歴史 14号館2階アメリカ太

英語 平洋地域研究センター

会議室

2009.5.27 

Professor， Department of Anthropology， Universiry of "A ]apanese in Every ]et": American Corporate駒場キャンパス

HawaI'i田 Manoa Culture， Moderniry， and Mobiliry in Postwar 18号館コラポレーショ

]apan" ンルーム3

英語 2009.6.2 

“The Power of Words: The Oratory of P問必駒場キャンパス

den日 Lincoln四 dObamaペリンカンからオ 14号館2階アメリカ太

パマへーロゴスの政治) 平洋地域研究センタ一

英語 会議室

2009.6.3 
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EU日本政府代表部/大使植田隆子

300th Anniversary Universiry Professor， Department of 

History， Harvard Unive四iryI President， American His-

torical Association 

Laurel T. Ulrich 

300th Anniversary Universiry Professor， Department of 

History， Harvard Universiry I President， American His-

torical Association 

Laurel T. Ulrich 

How the Media Interpreted an Amish Tragedy 
英量

関口

Distinguised College Professor and Senior Fellow Young 

Center for Anabaptist & Pietist Studi回， Elizabethtown 

College 

Donald Kraybill 

イエール大学/教授Haun Sa山 sy

今日ダンテを読むということ

英語

トレント大学/准教授Claudio Giunta 

300th Anniversary Universiry Professor， Department of 

History， Harvard Universiry I President， American His-

torical Association 

Laurel T. Ulrich 

Christine Yano 

Professor Emeritus of English， The Graduate Center， The 

Ciry Universiry ofNew York 

Fred Kaplan 

4
4
劃
嘩
草
M



所属機関/職 会場/期日品。∞ 題目/使用言語講師

Boris Turk Head of Dept. Biochem. & Mol. Biol， J. Stefan Institu日， Iゲ'sosom自国‘suicidebags' in cell death: myth駒場キャンパス

町民a1iry? 16号館107

英語 2009.6.4 

The Qu白 tionofTechnology Today 駒場キャンパス

英語 18号館コラボレーショ

ンルーム2

2009.6.ラ

Slovenia 

A1ain Marc Rieu リヨン第三大学/教授 東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

Joseph Woods V
J
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駒場キャンパス 科研「地域研究における r地域」の可

18号館コラボレーショ 塑性と重層性に関する研究J，教養学部

ンルーム4 地域文化研究学科イギリス分科

Director， Poetry Ireland 

2009.6.10 

文の秩序一一漢字的秩序空間に関する一試駒場キャンパス 東京大学グローバルCOEr共生のた

論 101号館2階研修室 めの国際哲学教育研究センター」

日本語 2009ム11 (UTCP) 

エコトークショー(第2回)r世界の辺境に見駒場キャンパス 東京大学NEDO新環境エネルギー科学

る地球環境と将来 10ラ号館1階ギャラリー 創成特別部門

中 谷 一 マギル大学/准教授

大谷映芳 主主山家，NPO法人EWS/理事長

日本語 2009.6.12 

Richard Reitan The Social Mind and the Body of the Ctowd:駒場キャンパス

Ctowd Psychology in early Twentieth Century 101号館2階研修室

J apan 2009.6.23 

Franklin and Marshall Collegel Assocaite Ptofessor 

英語

東京大学グローバルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

近60年来の中国の外交政策に関する省察 駒場キャンパス 中国近現代リベラリズム研究会(代

日本語，中国語 18号館コラポレーショ 表:村田雄二郎)

ンルーム

2009.6.26 

駒場キャンパス

牛大勇 北京大学歴史系/主任・教授

Francois Noudelmann パリ第8大学/教授 Le toucher des philosophes 

フランス語 18号館コラボレーショ

ンルーム3

2009.7.3 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(uTCP) 

Associate Professor of History and Ameri叩 Studiesand Japanese Immig回目sand the Retreat from駒場キャンパス 東京大学大学院総合文化研究科地域文

Ethniciry， Universiry of Southern California/東京大学WhiteSupremacy in the Uni回dStat目 14号館2階アメリカ太化研究専攻.東京大学アメリカ太平洋

大学院総合文化研究科地域文化研究専攻客員教授 英語 平洋地域研究センタ一地域研究センター

会議室

2009.7.6 

Lon Kurashige 

デンニツツァ・ガプラコヴァ 香港城市大学/助教 群島的思考一一日本における移動する理論駒場キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

日本語 101号館2階研修室 めの国際哲学教育研究センター」

2009.7.7 (UTCP) 

エコトークショー(第3回)r大自然への挑戦駒場キャンパス 東京大学NEDO新環境エネルギー科学

から学んだ家族の愛と自然の大切さ 105号館I階ギャラリー 創成特別部門

風間深志 冒険家， NPO法人地球元気村/理事長

Dario Gamboni ジュネーヴ大学/教授

日本語 2009.7.9 

疑念と寓意一一ルドンとゴーギャンに関す駒場キャンパス

る新視点 18号館ホール

フランス語 2009.7.12 

東京大学グローバルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 



主催者

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

中国近現代リベラリズム研究会(代

表:村凹雄二郎)

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

大学院総合文化研究科言語情報科学専

攻

日本学術振興会科学研究費補助金基盤

研究(AVアメリカの世界戦略と文化

外交に関する学際的研究J"

東京大学教養学部地域文化研究学科ラ

テンアメリカ分科

東京大学科学技術インタープリター養

成プログラム，東京大学生命科学構造

化センター
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講師

Christian Uhl 

メルボルン大学/准教授Neil Levy 

中央研究院近代史研究所/副研究員美荷林

近代日本の儒教と哲学

日本語

ボルド一大学/助教Eddy Dufourmont 

Subjective and Objective Modaliry 

日本語

The Universiry of Lund， Sweden/Lecturer in )apanese 

Linguistics 

Lars Larm 

Dan K. Moore Distinguished Profe田orin ) urisprudence 

and Ethics， Universiry of Norrh Carolina School of Law 

Eric L. Muller 

ベネズエラ・ロス・アンデス大学/教授Gregory Zambrano 

生命科学の未解決問題

日本語

東大/教授

東大/教授

東大/特任教授

東大/教授

パリ第一大学/名誉教授

石浦章一

庚野喜幸

山科直子

渡辺雄一郎

)ean-Claude Lebensztejn 東京大学グローバルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

ドイツ・ヨーロッパ研究センター

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの['li1際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

絵画の作法(デコールム)と〈最後の審判〉駒場キャンパス

一一ミケランジエロからコルネリウスまで 18号館ホール

フランス語 2009.9.12 

The EMU， a challenge in the const聞はionof駒場キャンパス

the European identiry 18号館コラボレーショ

英語 ンルーム I

2009.9.16 

駒場キャンパス

101号館2階研修室

2009.9.18 

セルジー・ポントワーズ大学/教授Gerard Bossuat 

The Rerurn of Rage 

英語

マカオ大学/教授Mario Wenning 

4
4
圃
輔
君
H



講師 所属機関レ/聡

駐日オーストラリア大使

題目/使用冒語 会場/期日 主催者

“Australia and Japan in the Asia-Pacific Region:駒場キャンパス 東京大学アメリカ太平洋地域研究セン

Partners for the Future" (アジア太平洋地域に 18号館コラボレーショ ター

おける日豪関係:未来への協働) ンルーム1

英語 2009.9.25 

時間に住む，あるいは廃櫨の詩学 駒場キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

フランス語 18号館コラボレーショ めの国際哲学教育研究センター」

ンルーム3 (UTCP) 

2009.10.2 

ギーセン大学/教授 母親が仕事をしている家庭での食事風景，駒場キャンパス ドイツ・ヨーロッパ研究センター

変化した家族の実態ードイツ家族政策のパ 18号館コラボレーショ

ラダイム転換 ンルーム4

Am

】。 Murray McLean 

Murielle Hladik 国際日本文化センター/客員研究員

Sun.Uta Meier-Grawe 

丸山晴美

ドイツ語 2009.10.4 

節約アドバイザー，ファイナンシャルアドバイザー エコトークショー(第4回)r自分でできる地駒場キャンパス 東京大学NEDO新環境エネルギー科学

球温暖化対策~エコフレンドリーな社会を生協前広場 創成特別部門

考えるJ 2009.10.23 

日本語

映像作家・音楽家 Art， Brain & Communicati叩! 日本科学未来館 東京大学科学技術インタープリター養

東大/准教授 日本語 2009.10.31 成プログラム

ラジオDJ，ナレーター エコトークショー(第ラ回)r“やる気になる"駒場キャンパス 東京大学NEDO新環境エネルギー科学

環境問題~ムーヴメントは自分で作るJ 105号館I階ギャラリー 創成特別部門

日本語 2009.11.9 

西パリ大学ナンテール・ラ・デファンス校/教授 アントワーヌ・プールデル一一彫刻家にし駒場キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

て挿絵画家 18号館4階コラボレー めの国際哲学教育研究センター」

フランス語 ションルーム4 (UTCP) 

2009.11.9 

ユルドゥズ工科大学/教授 La"ici te and the F匂rof Islam 駒場キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

英語 18号館コラボレーショ めの国際哲学教育研究センター」

ンルーム3 (UTCP) 

高木正勝

坂井克之

ゃまだひさし

Segolene Le Men 

Haldun GULALP 

Segolene Le Men 

2009.11.11 

西パリ大学ナンテール・ラ・デファンス校/教授 19世紀における画家の石版画一一『古きフ駒場キャンパス

ランスへのピトレスクでロマンティックな学際交流ホール

旅』とノルマンディー 2009.11.12 

フランス語

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

Hans Ruin ソーダートルン大学/教授 Technology田 Destinyin Cassirer and Heideg-駒場キャンパス

ger: Continuing the Davos Debate 18号館コラボレーショ

英語 ンルーム4

2009.11.16 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

Henri Zerner ハーヴァード大学/教授 Comment Jean Fouquet回 トildevenu un“pein-駒場キャンパス

町 francais>>? 18号館ホール

フランス詩 2009.11.18 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 



主催者

東京大学グローバルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めの 1，1際析学教育研究センター」

(UTCP) 

東京大学アメリカ太平洋地域研究セン

ター

ドイツ・ヨーロッパ研究センター

東京大学グローバルCOEr共生のた

めの l五l際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

中l司近現代リベラリズム研究会(代

表:村川雄二郎)

キリン・東京大学パートナーシッププ

ログラム，東京大学科学技術インター

プリター養成プログラム，駒場友の会

H本学術振興会科学研究費補助金基盤

研究(A)rアメリカの世界戦略と文化

外交に関する学際的研究」

相関基礎科学系

東京大学グローバルCOEr共生のた

めの国際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

東京大学グローパルCOEr共生のた

めのI:lil際哲学教育研究センター」

(UTCP) 

題目/使用冒語 会場/期日

連続講演会 駒場キャンパス

ーPhenomenologyof Attention 18号館コラボレーシヨ

-The Emergence of the Voice ンルーム2，4

英語 2009.11.18，20 

複製は本当にアウラを殺したか一一ベンヤ駒場キャンパス

ミン「複製技術時代の芸術作品」再読 18号館コラボレーショ

英語 ンルーム l

2009.11.20 

“Is There a Right回目 Educationin the U.5.駒場キャンパス

Constitution?: The Continuing Importance of 18号館コラボレーシヨ

the Case of San A，山間ov. Rodrigu四 " ンルーム3

英語 2009.11.24 

「ヨーロッパ・ピクニック計画」とはなん駒場キャンパス

だったのか一体制転換後20年の現在から考 18号館コラボレーショ

えること」 ンルーム4

ドイツ言苦 2009.11.2う

Global Female Masculinities 駒場キャンパス

英諸 18号館4階コラボレー

ションルーム 1

2009.11.26 

駒場キャンパス

18号館コラボレーショ

ンルーム

2009.11.28 

駒場キャンパス

18号館ホール

2009.11.30 

“Everyrhing but the Co自民 Learningabout駒場キャンパス

America from Starbucks" 14号館2階アメリカ太

英詩 平洋地域研究センター

会議室

2009.12.2 

駒場キャンパス

16号館126号室

2009.12.7 

How Humans Became Organisms: 50me Re-駒場キャンパス

flections on the T目ran凶1

Pro百ble白叩z口mro the Or喝.ga叩nt目sm-ιMilieu昨-Int白erfac日疋 2009.12.7 

英語

理性の探究

日本語
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講師

Bernhard Waldenfels 

ハーヴァード大学/教授Henri Zerner 

Professor and Chair， Department of Political Science， 

Youngsrown State Universiry/東京大学フルブライト

招聴教授

Paul A. Sracic 

ハンガリー/映IllJj監督・元国会議員Kosa Ferenc 

南カリフォルニア大学/教授Judith Halberstam 

中i五l北方農村の民間宗教復興と現状

H本語，中国語

復旦大学社会学系/教授麗珠F立

映両に見る日本の食卓

日本語

映画監督

Professor of History， Temple Universiry 

山田洋次

Bryant Simon 

Phases of hot and dense QCD m紅白r
英証nn 

IPhT-CEA 5aclay / Directeur de Recherche classe excep-

tionnelle 

Jean-Paul Blaizot 

マックス・プランク科学史研究所/研究員T obias Cheung 

駒場キャンパス

18号館コラボレーショ

ンルーム2

2009.12.8 

東京外国語大学/教授修西谷

4
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奥山倫明 一授
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/
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関
一
学

機
一
大

属
一
山

所
一
南 現代日本における政教関係

題目/使用言語 会場/期日 主催者

本郷キャンパス 東京大学グローパルCOEr共生のた

東洋文化研究所第一会めの国際哲学教育研究センター」

議室 (UTCP) 

日本語

2009.12.14 

エコトークショー(第6凶)r地球と人の未来駒場キャンパス

~思いつづければ，夢はかなう 18号館ホール

有森裕子 オリンピック2大会連続メダリスト

20¥0.1.27 

東京大学NEDO新環境エネルギー科学

創成特別部門

日本語



学外からの評価

受賞など

2009.2.15 

受賞・評価を受けた年月日

2009.1.9 

2009.3.9 

2009.5.10 

2009.5.14 

2009.5.16 

2009.6.28 

2009.7.17 

2009.8.29 

2009.9.1 

2009.9.25 

2009.10.30 

2009.11.10 

2009.3.27 

2009.4.6 

2009.4.14 

2009.4.14 

2009.5.29 

2009.6.7 

2009.6.10 

2009.6.11 

2009.6.16 

2009.9.10 

2009.9.12 

2009.9.23 

2009.9.30 

2009.11.7 

2009.10.21 

2009.9.1 

授与した機関等の名称

i折江大学人文学院

The American Physical Society 

日本学術振興会・日本学士院

日本数学会

文部科学省

文部科学省

文部科学省

Neural Correlate Society 

日本科学技術ジャーナリスト会議(jASTJ)

スエーデンチヤルマーズ工科大学

情報処理学会論文賞

アメリカ学会

王立スエーデン科学アカデミ一

日本ソフトウェア科学会

WOODROW WILSON INTERNATIONAL CENTER FOR SHOLARS 

日本デザイン学会

日本沿岸域学会

IOP Publishing 

日本地質学会

韓国政府文化体育観光部

精密工学会

日本社会情報学会

中山科学振興財団

日本神経団路学会

日本統計学会

社団法人日本生化学会

Association for Computing Machinery 

前橋市

日本アイ・ピー・エム株式会社

H本生物教育学会

毎日新聞社

賞の名称

漸江大学人文学院蒋介石与近現代中国研究中心客員教授

Outstanding Referee 

第5回(平成20年度)日本学術振興会賞・日本学士院学術奨励賞

2:009年度日本数学会春季賞

文部科学大臣表彰若手科学者賞

文部科学大臣表彰科学技術賞(研究部門)

文部科学大臣表彰若手科学者賞

TOP-TEN FINALIST at the 5th Annual Best Visual Illusion of the Year Contest 

科学ジャーナリスト賞2009

スエーデンチヤルマーズ工科大学名誉博士号

情報処理学会論文賞

清水博賞

王立スエーデン科学アカデミー外同人会員(化学部門)

第2岡解説論文賞

AWARDEDJAPANSCHOLAR 

第56回春季研究発表大会グッドプレゼンテーション賞

2:009年度出版文化賞 「川と海一流域閣の科学」編著

IOP Select 

日本地質学会 小湾儀明賞

2∞9年度文化体育観光部優秀学術図書

精密工学会2009年度秋季大会ベストオーガナイザー賞

日本社会情報学会・優秀論文賞

第18回中山賞大賞 テーマ「言語の生物科学」

平成21年度日本神経回路学会研究賞

第14回日本統計学会賞

日本生化学会奨励賞

Best Poster Prize at ACM Creativity & Cognition 2009 

第17回萩原朔太郎賞

日本IBM科学賞

2∞9年度学会賞(論文賞)

第63回毎日出版文化賞(人文・社会部門)

氏名

川 島真

育附大三郎

辻雄

小i畢 登高

増原英彦

黒田玲子

坪井貴司

植田一博

岡ノ谷一夫

黒田玲子

金 子 知 適

諏訪部浩一

黒田玲子

楠原英彦

川島真

植田一博

j青野聡子

匝l場敦夫

小 宮 剛

木宮正史

金井崇

木 村 忠 正

附ノ谷一夫

l瑚 ノ 谷 一 夫

吉 田 朋 広

佐藤 健

植田一博

松浦寿輝

福島孝治

清野聡子
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2009 (平成21)年科学研究費補助金

平成21年度新規・継続研究課題:平成21年4月1日~平成21年12月31日

研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

1 特別推進 贋川信隆 教授 キネシンモータ一分子群による細胞内物質輸送の分子機構:構造、機能、動態及ぴ制御 292，100 

2 特別推進 山崎泰規 教授 反水素原子と反水素イオンによる反物質科学の展開 66，500 

3 特定領域 本村凌二 教授 カンパニア都市とヴイツラ集落をめぐる社会史的研究 11，900 

4 特定領域 早川虞一郎 教授 国際的なB2C取引(消費者契約)の法的規律に関する総合的研究 6，8∞ 
5 特定領域 酒井邦嘉 准教授 文法処理を中心とする言語の脳内メカニズムの解明 3，卯O

6 特定領域 増 田 茂 教授 分子一電極接合系の準安定原子霞子分光 10，400 

7 特定領域 太田邦史 教授 複製・分配・クロマチン構造と組換え開始の相互作用 10，300 

8 特定領域 尾中篤 教授 ナノ細孔曲面を配位場とする不均一系メタセシス触媒の創製 8，300 

9 特定領域 高塚和夫 教授 分子超高速動力学過程の理論 5，500 

10 特定領域 福島孝治 准教授 確率的アルゴリズムの統計力学への応用と開発 3，900 

11 特定領域 佐藤直樹 教授 多次元系統プロファイリングによる植物遺伝子機能の大規模推定 4，200 

12 特定領域 青木誠志郎 学術研究員 進化的特徴の類似性に基づくゲノム網羅的な共生遺伝子の探索ー数理と実験の統合解析一 2，000 

13 特定領域 村上郁也 准教授 眼球運動時における輝度および色変調運動刺激の運動視知覚に関する認知神経科学的研究 2，700 

14 特定領域 加藤雄介 准教授 ポーズ凝縮体における異常散乱の理論と基礎理論の検証 500 

15 特定領域 池上高志 教授 生命の自律性解明のためのロボットの自律運動生成実験とハエの探索行動実験 4，700 

16 特定領減 大沼 i青 特任講師 鋸歯状の細胞可動領域を用いた細胞の長距離移動の制御 1，500 

17 特定領域 永 田 敬 教授 電子を含んだ少数分子集団の構造転移ダイナミクス 1，400 

18 特定領域 菊川芳夫 准教授 第4世代による荷電共役パリティ対称性の破れとパリオン数非対称性の生成 600 

19 特定領域 栗栖 i原嗣 准教授 巨大モーター蛋白質ダイニンのX線構造解析 3，500 

20 特定領域 鈴木健太郎 助教 膜分子生成が誘発する奇妙なベシクルの形態変化 3，ωo 

21 特定領域 佐キ真一 教授 非平衡基礎論とジャミング転移研究の融合 1，600 

22 特定領域 小川桂一郎 教授 分子関プロトン移動フォトクロミツクシステムの開発 2，300 

23 特定領域 松下信之 准教授 白金銭体におけるドメイン構造を示す単結品フォトクロミズムの発現機構解明 2，200 

24 特定領域 渡漣雄一郎 教授 RNAサイレンシング機構からみたメリステムの解析 2，900 

25 基盤(S) 須藤和夫 教授 ダイニン組換え体発現と、その構造・動態に基づくエネルギ一変換機構の解明 11，500 

26 基盤(S) 高塚和夫 教授 ポルンーオッペンハイマー描像を超えた動的分子理論と新しい化学の展開 16，8∞ 
27 基盤(S) 酒井邦嘉 准教授 言語の脳機能に基づく手話の獲得メカニズムの解明 22，400 

28 基盤(S) 磯崎行雄 教授 大量絶滅の研究:P-T境界事件とv-C境界事件 21，400 

29 基盤(A) 玉井哲雄 教授 生産性と安全性向上のためのアスペクト指向ソフトウェア開発に関する研究 7，300 

30 基盤(A) 松岡心平 教授 観世文庫所蔵能楽関係資料のデジタル阿像化と解題目録作成に向けた総合的研究 7，700 
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3，700 

3，700 

3，100 

2，400 

2，900 

1，800 

3，500 

3，900 

5，000 

研究課題名

変容するEUの対外政策基盤とその対日政策をめぐる総合的研究

現代アメリカ・ナショナリズムの複合的編制をめぐる学際的研究

アメリカの世界戦略と文化外交に関する学際的研究

東アジア古典学としての上代文学の構築

公共文化の胎動:建国後の合衆国における納[民地社会諸規範の継承と断絶に関する研究

量子ホール電子系による位相および核スピンの制御

フーリエ変換マイクロ波分光法によるラジカル錯体の検出とその運動ダイナミクスの解明

耐熱性周期骨格DNAアレイを用いた大規模二次元非周期パターンの構築

デニズンシップ:非永住・非同化型広域移民の国際比較研究

マルチエージェントモデルによる国際政治秩序変動の研究

長鎖非翻訳RNAを介したクロマチン/染色体機能の制御

両生類臓器発生ロードマップを応用した崎乳煩臓器再生法

移民コミュニティの言語に関する総合的研究:言語接触の実態と言語政策の影響

近代世界におけるジェノサイド的現象に関する歴史学的研究

植民地大学の総合的研究一一制度・機能・遺産

近世ヨーロッパにおける宗教・政治・商業空間の構造転換

多次元実世界データの効率的な補完法

投資行動における熟達化の解明とその投資教育支援システムへの応用

抽象化学系のシミュレーションのための形の言語の開発と専用計算システムの制作

心理的変動がヒトの随意運動制御に及ぼす影響に関する目前・神経科学的研究

ユピキタスによるトータルウェルネスシステムの構築

科学研究のリサーチ・パス分析ーそのダイナミズムとイノベーションの質的調査研究

近現代中国におけるリベラリズム思想の受容と展開

地域研究における「地域」の可期性と重層性に関する比較研究

音楽文化における機械の役割 その歴史・現状に関する多面的分析と展望

翻訳と文化横断性についての総合的研究一一翻訳の言語態を継承しつつ

視覚芸術とその文学的言説をめぐる総合研究

第二次世界大戦後のヨーロッパにおける崩壊社会の再建と地域和解

先進諸国の経済政策形成における専門性の役割 デモクラシーとの「相克」と「和解」

潜在変数モデルの統合と実際的問題の解決

気体 液体界面におけるヨウ化物イオンの溶媒和構造と不均一反応の解明

発展途上国における都市貧困層のコミュニティ形成に関する国際比較研究

フィリピンにおける慢性的貧困と社会ネットワーク

ゴンドワナ植物・ナンキョクプナ属をめぐる共生・寄生系の進化史の解析

ASEAN新規加盟国の「中進[KJJベトナムと地域統合一日越関係を視野に入れて

脳神経倫理学の理論的基礎の確立

職名

准教授

教授

教授

教授

教授

教授

教授

教授

教授

教授

教授

名誉教授

教授

教授

教授

准教授

教授

准教授

教授

名誉教授

教授

教授

教授

教授

准教授

教授

准教授

特任准教授

教授

教授

准教授

教授

教授

教授

教授

准教授

研究代表者

森井裕一

古矢旬

能登路雅子

干ijl野志隆光

遠藤泰生

小宮山進

遠藤泰樹

陶山 l明

高橋均

山影進

太田邦史

浅 島 誠

生越直樹

石田勇治

酒井哲哉

阿川杉子

山口泰

植川一博

池上高志

大築立志

深代千之

福島真人

村川雄二郎

若林正丈

GOTTSCHEWSKI， Hermann 

湯浅博雄

今橋映子

川喜岡敦子

高橋直樹

繁桝算男

真船文隆

瀬地山角

中西徹

伊藤元己

古田元夫

庚野喜幸

研究種目

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基撤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(A)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基幣(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)

基盤(B)
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研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

67 基盤(B) 斎藤希史 准教授 近代東アジアにおける漢文体とキリスト教一一 r天路歴程』を中心に 2，400 

68 基盤(B) 伊藤たかね 教授 複雑述語の処理メカニズム一一理論百語学と百語脳科学の協働による実証的研究 2，000 

69 基盤(B) 岩本通弥 教授 文化財保護制度における世界遺産条約の戦略的受容と運用に関する日韓比較研究 4，400 

70 基盤(B) 川 島 真 准教授 東アジアにおける「冊封・朝貢」の終罵とその記憶の形成過稼 3，000 

71 基盤(B) 古城佳子 教授 経済的相互依存と対外経済政策の変容の研究一政府と囲内集団の関連についての実証分析 3，700 

72 J基盤(B) 米谷民明 教授 ゲージ重力対応、と非摂動的超弦理論の構築 2，800 

73 基盤(B) 小河正基 准教授 比較惑星内部進化モデリング 3，900 

74 基盤(B) 菅 原 正 教授 有機局在スピン 伝導電子共存系を基盤とした新規物性の開拓 4， 700 

75 基盤(B) 嶋田正和 教授 マメゾウムシと寄生蜂の記憶と学習を介した繁殖の適応戦略と個体群動態 4，100 

76 基盤(B) 池内昌彦 教授 新規光受容体シアノバクテリオクロムファミリーの光受容機構の解明 2，000 

77 基盤(B) 渡遁雄一郎 教授 RNAレベルでの遺伝子発現制御からみた植物の体制維持の理解 3，700 

78 基盤(B) 豊島陽子 教授 ダイニン分子の運動における複数頭部聞の協同性 4，900 

79 基盤(B) 吉川雅之 准教授 湘南土話の総合的研究 2，800 

80 基盤(B) 嶋田正和 教授 マメ科植物と種子捕食性昆虫における共進化の分子系統解析:毒性物質の効果 4，100 

81 基盤(B) 増原英彦 准教授 アスペクト指向プログラミングの展開的研究 2，400 

82 基盤(B) 工藤和俊 助教 動作シナジーの組織化に関わる脳ダイナミクスの解明 6，800 

83 基盤(B) 石井直方 教授 局所的筋運動による筋肥大効果転移のメカニズム:循環因子の探索 5，800 

84 基盤(B) 谷垣真理子 准教授 北東アジアから東南アジアを結ぶ華人ネットワークについての研究 4，900 

85 基盤(B) 村田純一 教授 生態学的現象学の技術哲学的展開 生態学的に優れた人工環境の構築に向けて 2，700 

86 基盤(B) 高橋哲哉 教授 宗教における犠牲の論理と倫理に関する哲学的研究 2，000 

87 基盤(B) 丹治愛 教授 ヴィクトリア朝以降の英国ナショナル・アイデンテイテイ構築に関する融合的研究 3，800 

88 基盤(B) 河合祥一郎 准教授 現代舞台芸術の映像アーカイヴを利用した実践的研究及ぴ教育方法の開発 3，700 

89 基盤(B) 鍛治哲郎 教授 陶酔と技術ードイツ語圏の世紀転換期における文学・芸術についての総合的研究 6，800 

90 基盤(B) 菅原克也 教授 語りの論理と誇ることの倫理 4，500 

91 基盤(B) 斉藤文子 准教授 ウェブ環境を利用したオープンリソース型スペイン語教育標準の応用 3，000 

92 基盤(B) 中井 手口夫 教授 未(非)承認国家をめぐる国際関係に関する学際的研究 3，800 

93 基盤(B) 丹野義彦 教授 認知行動療法の臨床ワークショップ普及のための効果研究 3，500 

94 基盤(B) 長谷川毒ー 教授 自閉症児の社会的認知に関する実験心理学的研究 5，000 

95 基盤(B) 柴 田 大 准教授 連星中性子星およびブラックホール中性子星連星の合体による重力波に対する数値的研究 4，800 

96 基盤(B) 川戸佳 教授 海馬の記憶シナプス可塑性の脳内ステロイドホルモンによる制御 10，100 

97 基盤(C) 高橋英海 准教授 アリストテレス『天界論」および r生成消滅論』のシリア請における伝承の文献学的研究 700 

98 基盤(C) 藤井聖子 准教授 話しことば談話における文法的機能語の語用標識化 600 

99 基盤(C) 木村忠正 准教授 サイバー・エスノグラフイーの方法論的基礎に関する調査研究 500 

100 基盤(C) 金久博昭 教授 幼児および小学生児童における身体活動量と筋の量的および機能的発達との関係 700 

101 基盤(C) 宮下志朗 教授 「文芸の共和国」としてのプランタン=モレトゥス出版工房の総合的な研究 900 

102 基盤(C) 小林宣子 准教授 中世後期イングランドにおける俗語文学の発達と世俗的精神の成熟に関する比較研究 500 
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研究課題名

ヨーロッパ近世キリスト教神秘思想文学の精神史的研究

シェイクスピアの近代における受容に関する表象文化論的考察

認知言語学の日本語教育への具体的導入 日本語教科書改善のために

「事実上の国家」の生成をめぐる国際政治:アフリカの事例を中心に

1970年代後半の朝鮮半島をめぐる国際関係:同盟の再編と緊張緩和逆流の政治過程

弦の場の理論の量子論的解析

極限条件のQCDにおける動的臨界現象

揺らぐ動的事象の協同的振る舞い

多自由度量子系の重ね合わせ状態の特徴付け・生成・操作・検出の理論

ウィリアム・プレイクと柳宗悦に関する比較文学比較文化的研究

(9・ll)以降における現代アメリカ演劇の比較演劇学的研究

ドイツ近現代文学における「神義論的思考」の変遷

現代中岡における審美主義

スペイン語語糞バリエーションの総合的研究

パイリンガルの言語切り替えと第二言語産出のメカニズムに関する研究

国際秩序と園内秩序の共振に関する包括的研究

金融グローパル化の下での途上国の資本取引規制のあり方

定常的星風を伴うポリトロープ星の統一的扱いと数値解法

Ia型超新星の進化経路の新展開

脂質二分子膜による光エネルギ一変換機能の高効率化に関する研究

昆虫の社会行動を統御する分子遺伝学的、生理学的、生態学的機構

高等植物におけるカルジオリピンの機能に関する分子生物学的解析

機能進化ゲノミクス:進化解析を用いた共生遺伝子のゲノム網羅的探索とその実験的検証

ストランドインページョンを機序とするアンチジーン分子の医薬分子設計

シアノパクテリオクロムの縦断・横断的解析によるフィトクロム型光受容機構の解明

表在性蛋白質に着目した光合成光化学系2超分子複合体のアセンブリーに関する研究

空気力学史における計測の問題

旧制高等学校における科学教育の変遷:第一高等学校を中心に

中岡間部内陸農村のコミュニテイ公共建設と社会関係資本一甘粛・雲南村落の比較研究

ロボエシックス基礎埋論の構築

「徴候的知」の系譜をめぐる思想史的研究

エドゥアール・マネ研究ー批評と受容の視座から

幕末・明治期における文学と図像の相互比較研究

ギヨーム・ギヤール『王朝系譜』の言語地理学的・文献学的詩集研究

条件不利地域における地理的デジタル・デパイドに対する政策対応と地域振興

現代イギリスのパキスタン系ムスリム女性の就労意識と実践
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高田康成

近藤安月子

遠藤貢

木宮正史

加藤光裕

藤井宏次

佐キ真一

清水明

佐藤光
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川中子義勝
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研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

139 基盤(c) 佐藤俊樹 教授 意味システム論からみた都市の自己産出性の研究 1， 500 

140 基盤(c) 国場敦夫 准教授 ベーァ仮説の組合せ論と差分構造 800 

141 基盤(c) 松井哲男 教授 クオーク・グルーオンプラズマの時空発展とシグナル 1，800 

142 基盤(c) 菊川芳夫 准教授 標準模型の格子定式化と電弱ゲージ対称性の破れ及び、パリオン数非保存過程の解析 900 

143 基盤(c) 加藤雄介 准教授 不均一ボース系の超流動性の理論的研究 1， 500 

144 基盤(c) 氷 上 忍 教授 ランダム行列による物性論の位相的問題の研究 1，400 

145 基盤(c) 住吉吉英 助教 ラジカルクラスターを利用したラジカル反応の立体効果の研究 1，900 

146 基盤(c) 河野泰郎 助教 遷移金属 ボランシグマ錯体を経由するホウ素化合物の脱水素カップリング反応 1， 700 

147 基盤(c) 横山ゆりか 准教授 安全安心と歩行空間での環境行動に関する研究 1， 100 
(今井)

148 基盤(c) 増 田 建 准教授 Mg-ーキラターゼの細胞内シグナル伝達に果たす役割j 1， 900 

149 基盤(c) 若杉桂輔 准教授 チロシル及びトリプトファニルtRNA合成酵素の新規生理機能の探索 1， 200 

150 基盤(c) 大 沼 清 特任講師 1細胞培養・刺激応答計測システムの開発による、 ES細胞のゆらぎ緩和機構の解析 1， 600 

151 挑戦的萌芽 山口泰 教授 巨大ボリュームデータの主メモリ外描同i 1， 000 

152 挑戦的萌芽 深代千之 教授 日本古来の芸能の技法を西洋自然科学によって究明する 1， 300 

153 挑戦的萌芽 増 間 茂 教授 液体マイクロピームを用いた生体分子ナノ構造体の価電子状態計測 1，700 

154 挑戦的萌芽 佐藤守俊 准教授 生体情報分子の細胞内局所的ノックダウンプロープの創製 1，500 

155 挑戦的萌芽 長木誠司 教授 日本におけるオペラ創作の資料的術隊と作曲技法・美学の史的展開の解明 1， 600 

156 挑戦的萌芽 GOTTSCHEWSKI， Hermann 准教授 音楽学の国際化における日本と韓国の比較研究 1，600 

157 挑戦的萌芽 前回京剛 教授 マイクロ波顕微鏡を利用したプロトン移動高速光スイッチ開発の基礎 1， 200 

158 挑戦的萌芽 池内昌彦 教授 シアノバクテリアの細胞問シグナル伝達の研究 2，600 

159 若手(A) 内川 さやか 准教授 イオン性結晶のサプナノ空Ill]の構造・機能の精密制御と触媒反応への応用 2，447 

160 若手(A) 吉間丈人 准教授 個体群動態の進化生物学:1菜類 動物プランクトン系における実験的研究 3，0∞ 
161 若手(A) 佐 藤 健 准教授 人工脂質平面膜を用いた輸送小胞形成のダイナミクス解析 5，000 

162 若手(A) 村 上 裕 准教授 ポリペプチド翻訳合成 :D体アミノ酸とベータアミノ駿への新展開 7，400 

163 若手(A) 佐藤守俊 准教授 分解制御型プロープの創案と展開 5，200 

164 若手(A) 見 隆 英 助教 ダイニンの構造解析に基づいた、 AAA型分子モータ一作動機構の解明 10， 100 

165 若手(A) 久保啓太郎 助教 ヒト艇の力学的および代謝的因子の変化に基づいた運動プログラムの開発と応用 9，800 

166 若手(A) 若本祐一 准教授 ゆらぐ分化誘導情報に対する幹細胞の応答特性 8， 100 

167 若手(A) 栗柄 1原嗣 准教授 複合体X線解析で解明する葉緑体内還元力分配システムの構造基盤 7，300 

168 若手(B) 清水晶子 准教授 日本の性的マイノリテイにおける名づけと自己表象をめぐる分析と理論構築 600 

169 若手(B) 広瀬友紀 准教授 韻律情報の有効性と視覚的文脈情報の関わりについての聞き手と話し手の立場からの検討 1，000 

170 若手(B) 井坂理穂 准教授 近現代インドにおける歴史記述の変遷 900 

171 若手(B) 林 知 更 准教授 憲法解釈学における国家理論の役割とその変容ードイツ憲法学史を題材に 800 

172 若手(B) 二井勇人 助教 copn小胞形成機構とアルツハイマー病における小胞輸送の解析 5∞ 
173 若手(B) 長III i羊輔 特任助教 骨格筋幹細胞の自己複製機構の解明 800 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

174 若手(B) 禰屋光男 助教 低酸素環境への累積的な間欠曝露を利用したトレーニング処方の開発 1，100 

175 若手(B) 西 芳 実 助教 社会秩序の再編過程における移民の役割:インドネシア・アチェ紛争の事例から 1，200 

176 若手(B) 西山雄二 特任講師 哲学、教育、大学をめぐるジャック・デリダの理論と実践 800 

177 若手(B) 前回君江 非常勤講師 現代イランにおける「詩の夕べ」の社会的・文化的機能の研究 1， 100 

178 若手(B) 小嶋美由紀 学術研究員 構文拡張における人称代名詞の非指不化と非現実ムードの関係性について 500 

179 若手(B) 長沼佐枝 学術研究員 地方中核都市における都心回帰現象の地理学的研究 500 

180 若手(B) 鹿毛利枝子 准教授 日本の戦後復興をめぐる比較政治学的研究 1，300 

181 若手(B) 植月美希 特任研究員 心理物理学的手法を用いた文処理の時間的特性に関する検討 1，100 

182 若手(B) 鈴 木 建 助教 宇宙における磁気流体乱流の理論的研究 1，300 

183 若手(B) 山田賀富 助教 多機能性転写因子による組換え活性化機構 1，100 

184 若手(B) 本瀬宏康 助教 タンパク質キナーゼ1B0lによる細胞形態の調節機構 1，300 

185 若手(B) 志波智生 助教 細胞質ダイニンのストークドメインの構造研究 1，6∞ 
186 若手(B) 加納ふみ 助教 ゴルジ体→小胞体輸送セミインタクト細胞アッセイを用いたYiplAの作用機序の解明 1，600 

187 若手(B) 鳶藤慈子 助教 霊長類乳児における社会学習と内分泌の関係 1， 71∞ 
188 若手(B) 佐々木一茂 助教 筋電気刺激によるヒト運動単位動員特性の非侵襲的解析 1，600 

189 若手(B) 桜井隆史 助教 骨格筋の機械的刺激応答機構に関する研究 2，700 

1卯 若手(B) 西森年寿 特任准教授 アクティプラーニングで活用できるウェプベースの年表協同作成ツールの研究開発 1，2∞ 
191 若手(B) 野村史織 助教 -十世紀初めアメリカ合衆国の「家庭論」と移民女性一民族・人種関係を中心に 7∞ 
192 若手(B) 石井弓 特任助教 中国人の戦争記憶被害実態と記憶の形成過程一 1，9∞ 
193 若手(B) 岡部玲子 助教 複文構造の獲得と処理:実験研究 600 

194 若手(B) 梶 田 真 准教授 国際建設業者の経営戦略と産業組織のダイナミクスに関する地理学的研究 7∞ 
195 若手(B) 和仁健太郎 助教 交戦団体承認制度の再検討 800 

196 若手(B) 大川祐司 助教 弦の場の理論を用いて探る弦理論の基本的な自由度 1， 100 

197 若手(B) 近藤隆祐 助教 有機導体における超伝導相と電荷秩序相に挟まれた電荷揺らぎ相の電子状態 2，0∞ 
198 若手(B) 堺和光 助教 確率的レープナ一方程式および共形場理論を用いた2次元臨界確率過程の研究 9∞ 
199 若手(B) 吉川豊 助教 希土類ドープナノファイパーを用いた量子光学デバイスの開発 2，600 

200 若手(B) 豊田太郎 講師 ジャイアントベシクルを用いた膜タンパク質その場合成・機能解析法の開発 736 

201 若手(B) 山本光夫 特任講師 藻場再生技術へのバイオマス資源の有効利用に関する研究 2，400 

202 若手(B) 飯 岡 誠 講師 大型風車の部分故障診断予illJモデル構築 2，100 

203 若手(B) 向井千夏 助教 生殖細胞特異的部位によって配向される解糖系酵素と細胞骨格の分子機構 1， 800 

204 若手(8) 坪井貴司 准教授 分泌素過程を制御する分子機構の解明 1， 700 

205 若手 小豆川勝見 助教 堆積年代に応じた遠洋性海洋堆積物中の陸源砕屑物の供給源、推定 980 
(スタートアップ)

206 若手 梶原優介 特任研究員 AFMを利用したエパネッセントTHz光散乱検出法の研究 1，200 
(スタートアップ)

207 若手 井上彰 助教 自由と平等の正義論に向けての倫理学的研究 720 
(スタート71プ)



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

208 若手 小森謙一郎 助教 ユダヤ的なものの百語態:フロイト、レヴィナス、デリダ 720 

(スタートアップ)

209 若手 慮 建 特任講師 現代中国語共通語における二重他動構文の類型論的研究 730 

(スタートアップ)

210 若手 LEE SHZH-CHEN 特任講師 理系分野における英語学術論文執筆のための教材と授業法の開発 490 

(スタートアップ)

211 若手 1柱谷憲悟 助教 超高速シンチレータ材料の組成最適化とサプナノ秒待問分解X線検出器の完成 1， 130 
(スタートアップ)

212 若手 久郷和人 特任研究員 減数分裂期特異的な姉妹染色体接着因子による相同組換え開始制御の分子機構 1， 090 

(スタート7'1プ)

213 研究成果公開高田康成 教授 クリテイカル・モーメントー批評の根源と臨界の認識ー 1， 800 

促進費

(学術図書)

214 研究 成 果 公 開 川 中 子 義 勝 教授 詩人イエスードイツ文学から見た聖書詩学・序説 400 

促進費

(学術図書)

215 研究成果公開 GRANADOS， Ulises 准教授 共存と不和:南シナ海における領有権をめぐる紛争の分析、 1902-1952年 1，300 
促進費

(学術図書)

216 研究成果公開和仁健太郎 助教 伝統的中立制度の法的性格 2，100 
促進費

(学術図書)

217 研究成果公開伊藤元己 教授 証拠標本データベース 5，000 
促進費

(データベース)

218 新学術領域研佐藤守俊 准教授 モデル小動物イメージングのための新しい遺伝子コード型プロープの開発 12，700 
究(研究領域

提案型)

219 新学術領域研鈴木健太郎 助教 ミクロの揺らぎによって引き起こされるオレイン酸螺旋構造体の自発的マクロ運動 2，700 
究(研究領域

提案型)

220 新学術領域研黒田玲子 教授 アミロイドーシス関連タンパク質の分子ダイナミクス 2，600 
究(研究領域

提案型)

221 新学術領域研菊川芳夫 准教授 格子電弱統一模型の数値的応用 1，500 
究(研究領域

提案型)

222 新学術領域研菅原正 教授 ドナー・アクセプター性を併せ持つ有機分子の新物性の獲得 1，900 
究(研究領域

提案型)
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4，000 確率的遺伝子発現のロバストな現象論とその実験検証准教授祐一若本224 

2，500 活性酸素に応答し細胞死を防ぐニューログロビンの作用機序の解明准教授桂輔若杉225 

3，200 多時間スケールダイナミクスによるメタルール生成とそれに基づく学習、進化の理論教授邦彦金子226 

9，700 分子コンピュータ内蔵リボソーム:自律的に考え判断するドラッグデリパリーシステム助教耕一郎庄川227 

8，400 紛争、人の移動とガパナンスを軸として函連の平和活動とビジネス教授安信佐藤228 

458 生物群集の再帰的な放散と絶滅における生態的要因の理論解析PD i芋伊藤229 

500 18世紀スペイン文学における感覚論の受容(ホセ・デ・カダルソの作品を中心に)DC1 広樹富田230 
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ヒト脳内の随意運動抑制過程に関する神経ネットワークの解明PD 大貴田中231 

800 加盟国の民主化が第三世界の地域主義に与える影響DC1 拓湯川232 

900 トレードオフが適応進化をどう制約するのか:ゲンノショウコにおける花色多型維持機構DC1 隆志土松233 

700 オントロジカルな環境内行為論.ハイデガーの<行為>概念に基づく展開と構築PD 喬池間234 

900 現代日本ゲイコミュニテイの社会学:セクシュアリティと「文化」の関係をめぐってDC1 至貴森山235 

700 中世散文テキストに見える消息的性格と文学性の研究PD 貴文中野236 

900 ガンマセクレターゼによるアミロイドベータタンパク質の産生機構DC1 聡介柳下237 

900 日本の防共・枢軸外交の再検討DCl 達志平野238 
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1， 100 古代ローマ帝国元首政期における、皇帝権力と諸社会層との関係と交流に関する考察PD 亜希中川239 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

240 特別研究員 伊藤紀子 DC2 現代アフリカ農村「共同体」の停滞と商業的農業発展のメカニズム 900 
奨励費

241 特別研究員 藤田美琴 DC1 子育て支援システムの変動とその妥当性一生活空間の視点から 900 
奨励費 (久木元)

242 特別研究員 坂本邦暢 DC1 近代科学の起源と人文主義: ピエール・ガッサンデイの人文主義的自然学 500 
奨励費

243 特別研究員 杉本尚子 DC1 アジアゾウElephasmaximusを対象とした相対的数量判断と長期記憶研究 900 
奨励費 (入江)

244 特別研究員 横井直人 PD 超対称、性を持ったゲージ場の理論に関連する強弱双対性の理解 1， 100 
奨励費

245 特別研究員 森長真一 助教 花の適応進化の遺伝的背景:アブラナ科植物を用いたエコゲノミクス 1，100 
奨励費

246 特別研究員 井上雅世 DC1 多段階適応反応による、新しい記憶機構に関する研究 900 
奨励費

247 特別研究員 佐藤朋子 PD 二O世紀後半フランスのフロイト派精神分析の言語観、とくに母語観の研究 700 
奨励費

248 特別研究員 信岡朝子 PD 近現代日米聞における「環境問題」をめぐる言説体系の翻訳論的・クロスジャンル的研究 1，000 
奨励費

249 特別研究員 李 維 涛 DC1 近世以後における生死空間の構築とその思想宗教的意味 8∞ 
奨励費

250 特別研究員 村上善道 DC1 ラテンアメリカ開発政策における「第三の道」に関する研究 500 
奨励費

251 特別研究員 小山内崇 PD シアノバクテリアを用いた炭素・窒素・硫黄代謝間相互作用機構の解明 1， 100 
奨励費

252 特別研究員 宮崎慧 DC1 無視不可能な欠測を含むデータに対する多群構造方程式モデルの適用 的O

奨励費

253 特別研究員 御隙l生涼子 PD 小津安二郎初期作品とヴァナキユラー・モダニズム一両大!被間期日本における近代の経験 700 
奨励費

254 特別研究員 新倉圭一郎 DC1 国際法におけるdenialof justiceの機能 500 
奨励費

255 特別研究員 岡本年正 DC1 ペルー南部の民間医療の現場をめぐる包括的研究:クスコにおけるクランデリスモの諸相 900 
奨励費

256 特別研究員 浅井智久 DC1 身体化による自己意識とその障害としての精神病理の関係一統合失調症を中心にー 900 
奨励費

257 特別研究員 五野井郁夫 PD グローパル・デモクラシーと市民社会による規範形成:規範理論と最貧困の債務救済 1， 100 
奨励費

258 特別研究員 守 谷 順 DC1 社会不安の発生メカニズム 視覚的注意・認知のコントロール不可能性に関する研究 900 
奨励費

259 特別研究員 菊池由葵子 DC1 自閉症児における他者の顔・表情への注意の解明およびその発達に関する検討 900 
奨励費
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ボードレールと「詩人の形象」の問題:19 -20世紀における文学の社会的機能の研究
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500 英語および日本語における談話標識の分析DC1 諭内田261 

900 翻訳停止装置ストレスグラニュールの形成機構とその生理ー機能の解明DC1 健藤村262 

900 被害観念の生起メカニズムおよび被害観念がもたらす感情・行動についての実証的研究DC1 貴史山内263 

1， 100 葉緑体分化におけるチラコイド膜糖脂質とクロロフィル合成系の協調的な制御機構の解明PD 康ー小林264 

600 シロイヌナズナにおけるRNAサイレンシングに関与する新規因子の探索DC2 優子田上265 

400 知党・概念・行為一一現象学、認知的観点、プラグマテイズムを利用した経験の分析DC1 克典宮民{266 

500 戦間期極東衛生行政の展開と日本の対国際連盟外交DC2 佳代安lH267 

500 メルロ=ポンティにおける知覚概念の再考DC2 哲生津田268 

400 ヒ.エール・クロソウスキーの作品における演劇性の研究DC2 TT輔大森269 

400 従属接続詞を用いた複文の構成とアスペクト・テンス・モダリティに関する日独対比研究DC1 約輔高270 

500 スターリン時代の芸術政策と視覚芸術の様式 写真とリアリズム絵画の興隆DC2 彩河村271 

500 ハイデガー哲学における言語と公共性の研究DC1 雄大鈴木272 

500 家族史から描くホーチミン市形成史ー抗仏・抗米戦争期の人口流入を中心にDC2 由紀雄谷273 

500 コンテンツ産業の大都市集積と国際分業に関する研究PD 健太山本274 

600 テラヘルツスペクトロスコピーを利用した超伝導体磁束量子のダイナミクスの研究DC1 大輔中村275 

600 レフ・トルストイとエミール・ゾラの作品における文明空間PD シルピア覚張276 

500 西アフリカのアラビア語・イスラーム資料調査と同資料に基づく宗教的・知的連関の研究DC2 康太苅谷277 

600 量子磁束系を中心とした異方的超伝導における動的・静的現象の理論的研究DC2 佑紀永井278 
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400 中華民国国民政府の「司法改革」 近代国家建設における「司法」とl五l際関係DC1 崇吉見279 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

280 特別研究員 笹原和俊 PD 言語的相互作用の複雑化と多様化機構の理解:構成的モデルによるアプローチ 800 

奨励費

281 特別研究員 村上克尚 DC2 大江健三郎の小説を通じた戦後研究 400 

奨励費

282 特別研究員 石 川 学 DC2 個別から普遍への移行を問題化する文学論の諸相一一ジョルジュ・ノfタイユを起点として 400 

奨励費

283 特別研究員 若林大我 DC2 中央アンデス高地における牧畜活動とその牧民社会における意味に関する人類学的研究 500 
奨励費

284 特別研究員 安藤麻美 PD 神経疾患への運動効果と環境による影響~タンパク質品質管理の視点から~ 800 

奨励費 (小黒)

285 特別研究員 島田奈央 PD 細胞性粘菌を用いた新規動物型細胞質分裂関連因子の同定と機能解析 800 
奨励費

286 特別研究員 井上暁子 DC2 移民文学のリゾーム性ードイツのポーランド作家による現代文学 500 
奨励費

287 特別研究員 丹治直人 DC1 重イオン衝突実験における粒子生成の機構に関する理論的研究 600 
奨励費

288 特別研究員 木村健太 PD 変化する環境への適応は如何にして可能か?一行動・生理の最適化メカニズムの解明 700 
奨励費

289 特別研究員 木内久美子 PD ベケット文学による「自伝的エクリチュール」の系譜学幼児期」の形象と言語の起源 600 
奨励費

290 特別研究員 野田恵子 PD 親密性の変容と家族の現代的展開ー近現代イギリスの法制度とその社会的背景を中心に 700 
奨励費

291 特別研究員 小寺千絵 DC1 小胞輸送におけるタンパク質選別・濃縮機構の解析 600 
奨励費

292 特別研究員 杉森絵里子 PD 発話におけるアウトプットモニタリングに基づく幻聴メカニズムの解明 700 
奨励費

293 特別研究員 桑田学 DC2 市場と環境をめぐる環境哲学・倫理学的研究 500 
奨励費

294 特別研究員 植松圭吾 DCl 社会性アブラムシにおける階級分化の制御機構と進化的起源の解明 600 
奨励費

295 特別研究員 家永真幸 DC2 「中国文化」外交の形成と「正統性」争奪構造の解明←ー故宮、パンダと「台湾問題」 500 
奨励費

296 特別研究員 藤倉哲郎 DC1 ドイモイ期ベトナムにおける労使関係および労働組合に関する政治経済学研究 500 
奨励費

297 特別研究員 井 上 愛 DC2 金春禅竹と中世文化の心性史 ωo 
奨励費

298 特別研究員 藤井康平 DC2 地方自治体の環境政策とネットワークの影響力 500 
奨励費

299 特別研究員 笛田千容 DC2 中米におけるビジネス・コミュニテイの変容 500 
奨励費
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500 産業集積とネットワーク一組織間関係・都市間関係の実証的研究ーDC2 豊奥倉301 

的Oスピンモデルによる適応的進化の統計力学的研究DCl 綾香坂田302 

400 ミリカンの閤有機能理論を手掛かりとした人間の自然的側面と文化的側面の関係の解明DCl 晴香筒井303 

600 近世日本倫理思想史における自己と他者の関係性をめぐる研究一近現代への架橋に向けてPD 剛栗原304 

500 日本の戦後思想史における市民社会論の展開DC2 研太小野寺305 

500 米国美術大学で学ぶアジア人留学生のアイデンテイティと社会的影響DC2 慎也荒木306 

600 N体計算による大質量ブラックホール形成過程の研究DC2 全規岩i事307 

500 戦後台湾の統治体制と台湾原住民族社会の変容:周縁としての組み込み過程の検討DC2 格松岡308 

400 r古事記伝』の「古事記」一本居宣長と朝鮮ーDC2 寛紋装309 

500 自閉症者と定型発達者における共同注視の認知的・脳機能的基盤DCl i羊典明地310 

4∞ 植民地帝国日本のメディア編制-1930年代の文学・思想における相互連関とその変容DC2 聡大津311 

500 幕末・明治初期における戯作と「巷談」の研究一仮名垣魯文の作品を中心にーDC2 尚子神林312 

6∞ 好熱性シアノバクテリアの光受容体TePixJの構造・機能解析DC2 量見石塚313 

500 神経行動科学的アブローチによる芸術的パフォーマンスの向上を目指してDCl 路子吉江314 

500 カテプ・ヤシンを中心とするマグレプ仏語文学研究DC2 聡鵜戸315 

500 セルゲイ・エイゼンシュテインとアニメーション:エイゼンシュテインの芸術理論研究DC2 {申彰土居316 

500 アンデス高地先住民社会の生活の思想DC2 護藤田317 

6∞ 昆虫の記憶・学習にもとづく適応戦略:理想自由分布を実現する多様な戦術DC1 直人堀部318 
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500 世紀転換期における日仏文化交渉史に関する総合的研究(1890-1910年)DC2 久美子林319 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

320 特別研究員 笹川幸治 PD 性選択と食性進化の相互作用がもたらす種多様性創出メカーズムの解明 8∞ 
奨励費

321 特別研究員 米国尚輝 DC2 装飾と前衛(1885-1935) 西欧近代美術史観の批判的再定義に向けて 印O

奨励費

322 特別研究員 森元庸介 PD 義術とその正当性:決疑論と萌芽期美学の思想連関を検討主題として ωo 
奨励費

323 特別研究員 田上智宜 DC2 客家エスニシティー形成に関する歴史社会学的研究 500 
奨励費

324 特別研究員 徳田匡 DC1 戦後沖縄の思想 「反復帰・反国家」論の射程 4∞ 
奨励費

325 特別研究員 鰐淵秀一 DC1 植民地時代フィラデルフィアにおける自発的結社と公共秩序の生成 回0
奨励費

326 特別研究員 上野真弓 DC1 抑うつ者に見られる怒り・攻撃発生のメカニズムに関する検討 問。

奨励費

327 特別研究員 菊池有希 PD 文学における自我表象の研究:日本近代文学におけるパイロン受容を中心に 600 
奨励費

328 特別研究員 笹遁俊和 DC1 ドーパミン受容体D2のSNPが選択的スプライシング及びアルコール依存症に与える影 600 
奨励費

329 特別研究員 清水光明 DC1 近世日本社会における町人思想その様相と行方一一懐徳堂と束アジア諸地域 500 
奨励費

330 特別研究員 青谷知幸 DC2 安全性と再利用性の高いアスペクト指向言語の設計と実現方式 600 

奨励費

331 特別研究員 佐身木直文 DC2 細胞問コミュニケーションと空間的ゆらぎの輯接による形態形成の解明 6∞ 
奨励費

332 特別研究員 熊谷謙介 PD フランス近・現代における祝祭・スペクタクル・舞台芸術と共同体の関係についての考察 7∞ 
奨励費

333 特別研究員 宮崎あゆみ RPD 学級における中学生のジェンダ一、言語、アイデンアイティ構築のエスノグラフィー 7∞ 
奨励費

334 特別研究員 早川美也子 RPD 食の安全をめぐる日仏政治過程分析-BSEとGMO(遺伝子組換え食品)を事例として 7∞ 
奨励費

335 特別研究員 小口峰樹 DC2 知覚・概念・行為一一知覚経験の概念性および非概念性についての研究 400 
奨励費

336 特別研究員 柿並良佑 DC2 現象学における「神学」論争:現代の哲学的神概念の検討 400 
奨励費

337 特別研究員 勢村かおり DC1 ベトナム貧困家庭における子どもの経済的貢献と階層移動:教育と労働の両立の可能性 1，2∞ 
奨励費

338 特別研究員 竹村浩昌 DC1 視覚信号の時空間的相互作用を考慮した視覚運動情報処理の心理物理学的解明 1，2∞ 
奨励費

339 特別研究員 久徳 i告太郎 DC1 プラックホールと中性子星との合体に対する一般相対論的研究 700 
奨励費



研究種目

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

焚励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

配分額(千円)

400 

研究課題名

トリスタン・コルピエールと歌謡の韻律
名-コ

職
一
回340 

1，000 ウラジーミル・ナボコフにおける翻訳・パイリンガリズムの諸問題PD 俊一郎秋草341 

700 携帯メール言語研究一日本語と緯国語の対照を通じてーDC1 保裕新井342 

1，000 16一17世紀イスタンプル都市民の人的社会結合と生活心性についての社会史研究PD 遼宮下343 

1，000 音象徴語の統語と意味に関する通言語的・発達的研究:諾葉的類f象性の役割PD 喜美秋田344 

400 偽ロンギノス『崇高論』の研究:言葉とイメージによる共同体の「媒介」の問題を中心にDC2 太星野345 

nu ∞
 

減数分裂期の相同組換え開始機構の解明PD 知一郎三好346 

700 写真言説の比較文学・比較文化的考察一ーポストモダン期フランス語圏の写真とテクストDC2 悠介佐々木347 

700 ドーパミントランスポータ一発現制御因子の解析とその行動への影響DC1 康太菅野348 

700 珪藻の酸素発生光化学系II複合体の精製とその特性解析DC1 遼長尾349 

1，200 動物“パーソナリティ"の測定とその生物学的基盤に関する研究DC1 晃嗣今野350 

1，000 非断熱電子波束動力学による強レーザ一場中の分子のイオン化素過程の解明PD 学菅野351 

400 ヤンゴン都市社会史研究 都市空間の形成と民族間関係DC2 紀之長田352 

400 叙述類型論、詩集意味論、及び両者のインターフェースの研究DC1 大輔宮本353 

1，200 哲学の西洋性 ハイデガー・レヴイナス・デリダにおけるヘレニズムとヘブライズムDC1 史彦江黒354 

700 グルオン場の量子非平衡過程と相対論的原子核衝突DC2 陽大西山355 

1，200 日米の生態学会の比較を中心として生態学者の社会的発信DC1 朋久住田356 

300 文学における<崩壊した東ドイツ> 場所のイメージをめぐってDC2 麻子宮崎357 

1， 000 生命科学技術の先端的装置をめぐる資源ネットワークに関する研究PD 石岡愛子

((1比野)

渡部昌平

358 

4
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N

700 極低温原子気体における集問励起の理論解析DC2 359 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

360 特別研究員 福1Il 森彦 DCl 機能性を有するキフルな超分子構造の構築 700 
奨励費

361 特別研究員 水野真紀子 DCl 視覚詩とデジタル詩における言語性と造形性の関係の記号論的分析 400 
奨励費

362 特別研究員 出口智之 PD 明治期の文人ネットワークに見る近世との文化的接続に関する研究一幸田露伴を中心に 700 
奨励費

363 特別研究員 丹波博紀 DC2 水俣病をめぐる「いのち」の思想一一水俣地域における現地調査をもとに 700 
奨励費

364 特別研究員 広 瀬 傍 DC2 光合成の集光装置の発現制御に関わる新規緑/赤色光受容体の機能解析 700 
奨励費

365 特別研究員 肥後心平 DC2 海馬において記憶を制御するニューロステロイド合成系の研究 700 
奨励費

366 特別研究員 山本真也 PD 利他性・互恵性と他者理解にかんするチンパンジーとボノボでの比較認知科学的検討 1，000 
奨励費

367 特別研究員 朝倉三校 PD ソニア・ドローネーのイメージ戦略ー1920年代フランスにおけるギヤルソンヌの表象 900 
奨励費

368 特別研究員 佐藤弥恵 PD WTO紛争解決手続きにおける履行制度の法的諸問題 一般国際法の観点からの再考 1，400 
奨励費

369 特別研究員 大清水裕 PD 「碑文習慣」の衰退に見るローマ社会の変容 1，000 
奨励費

370 特別研究員 尾玉阿IJ士 DC2 医療保険改革の日仏比較研究 400 
奨励費

371 特別研究員 柳原伸洋 DC2 両大戦間期ドイツの空襲のイメージと民間防空 400 
奨励費

372 特別研究員 鈴 木 舞 DCl 犯罪捜査の実践過程と法科学の利用に関する人類学的研究 1， 200 
奨励費

373 特別研究員 宮地隆康 PD 先住民運動の民主主義受容を事例とした構成主義アプローチの有効性に関する検討 1， 000 
奨励費

374 特別研究員 小林繁子 DC2 近世トリーア選帝侯領における司法実践 領主・土地貴族・臣民三者の社会的関係からー 400 
奨励費

375 特別研究員 藤木克則 DCl メチル化DNA結合タンパク質MeCP2の動態を制御する新規分子の探索とその機能解 700 
奨励費

376 特別研究員 村上陽子 DC2 沖縄文学と原爆文学に見るアジア・太平洋戦争、体験者の戦後の生、米軍についての考察 400 
奨励費

377 特別研究員 大原宣久 PD ミシェル・レリスを中心とした、 n伝を書くことの意義と諸問題 700 
奨励費

378 特別研究員 中野幸男 PD 亡命ロシア文学における「ヴイジョンの複数性」と「疎外の意識」の研究 1， 000 
奨励費

379 特別研究員 根木 BH英 DC2 「不可能なもの」概念の考察を通じて]. -P. サルトルの芸術思想を再提示すること 400 
奨励費



研究種目

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励賛

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

研究課題名

超大規模シミュレーションで探る銀河の形成・進化
名-コ

職
一
四

研究代表者

石山智明380 

700 一多様性の認知神経科学一前頭前野活動の個人差を生む要因の網羅的解析DC1 降太青木381 

400 戦後のドイツ語圏文学における「語られる記憶」と女性のエクリチュールの批判的考察DC1 悠子西尾382 

700 紙上建築としてのソヴイエト建築史:イワン・レオニドフの建築プロジェクト研究PD 晃子本田383 

1，200 ニューリベラリズムの思想史的研究ーグローパルな福祉社会の構想DC1 智仁馬路384 

700 アメリカ合衆国の民間防衛意識ー冷戦初期における「民間防衛問」の考察を中心にDC2 雅子服部385 

700 神経発火、遺伝子発現、地震現象における稀なゆらぎの臨界的性質の普遍的記述DC2 i羊煉太問386 

400 リバタリアン的自由の理解可能性の探求DC2 期-小池387 

400 中動態の思考の射程一一ーアリストテレス『カテゴリー論』の言語態分析DC2 忍磯388 

400 マレーシア・アイデンティテイとしてのイスラーム:司法制度をめぐる論争の分析からDC2 歩光成389 

700 ニューログロビンの細胞死抑制機構の解明と新規機能の探索DC1 征爾渡漫390 

400 合意を前提としないリスクコミュニケーション手法の開発DC1 麹関谷391 

1， 200 自己注目の2側面と抑うつ:抑うつ低減のための方略の検討DC1 慶輔高野392 

700 二人ゲームにおける評価関数の評価と自動生成DC2 望号情竹内393 

1，200 ー「積極的外交政策」の抑揚に着目してスウェーデン外交の「連続性」についてDC1 謙清水394 

700 蛋白質複合体結晶化による光非依存型プロトクロロフイリド還元酵素の動的構造解析DC2 則文村木395 

700 曲がった時空中の弦理論とAdS/CFTDC1 哲雄堀金396 

1， 200 鳥類個体群聞における歌への生得的な学習選好性とその神経基盤の比較DC2 紘子香川397 

1，200 運動錯視[;iJ形を用いた視野安定メカニズムの解明DC2 璃美久方398 

4
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700 視覚運動が時間知覚・空間知覚に与える影響に関する心理物理学的解明DC1 沙永金子399 



研究種目 研究代表者 職名 研究課題名 配分額(千円)

400 特別研究員 星野貴俊 DC1 対人恐怖症状を規定する心理学的要因 1，200 
奨励費

401 特別研究員 河野まりゑ DC1 コナカイガラムシ細胞内共生系における機能、相互作用、進化に関する研究 7∞ 
奨励費

402 特別研究員 渡部宏樹 DC1 南北戦争以降のアメリカにおける大衆文化・消費文化の変遷についての歴史的研究 1，200 
奨励費

403 特別研究員 中島昭彦 DC2 ショウジョウパエ細胞分化の時空間秩序と安定性をinsilico構成系から理解す 7∞ 
奨励費

404 特別研究員 細木一十稔ラル7 DC2 日本の外国人労働者政策の策定プロセスにおける国際規範の役割!と影響 700 
奨励費

405 特別研究員 佐々木剛二 DC2 ブラジル日系移民知識人の道徳言説と移民社会の構造変容の研究 1， 200 
奨励費

406 特別研究員 生駒久美 DC2 19世紀アメリカ・リアリズム文学における男性感傷研究 1， 200 
奨励費

407 特別研究員 観山正道 DC2 勢断流下のコロイド分散系における秩序発現の現象論 700 
奨励費

408 特別研究員 長谷川晴生 DC1 エルンスト・ユンガーの機械論を通じた「政治の審美化」研究 400 
奨励費

409 特別研究員 江間有沙 DC1 人に関する情報を可視化する技術における信頼研究 400 
奨励費

410 特別研究員 稲垣春樹 DC1 18、19世紀転換期のイギリス福音主義者の政治行動:対仏戦争とインド統治をめぐっ 700 
奨励費

411 特別研究員 池上高志 教授 人工生命と社会構造生成のシミュレーション 500 
奨励費

412 特別研究員 高塚和夫 教授 原子問クーロン崩壊における超高速ポンプ・プロープ分光法の理論的研究 1， 100 
奨励費

413 特別研究員 酒井哲哉 教授 1930年代後半におけるイギリス外交への日本の対応 600 
奨励費

414 特別研究員 村田雄二郎 教授 国際秩序の再編における“内モンゴル"地域の形成一一20世紀前半を中心に 600 
奨励費

415 特別研究員 山下晋可 教授 日本におけるコリアンナイトクラブホステスに関する文化人類学的研究 1，100 
奨励費

416 特別研究員 矢口祐人 准教授 繁栄の後 フリーターと新中産階級の限界 200 
奨励費

417 特別研究員 外村大 准教授 第二次世界大戦後における中国居住朝鮮人に関する研究 800 
奨励費

418 特別研究員 CAMPBELL， Robert 教授 19世紀における日本漢詩文学の研究 400 
奨励費

419 特別研究員 生越直樹 教授 台湾と韓国における日本語の維持に関する社会言語学的研究 600 
奨励費
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なぜ中国人の産婦人科は女医が多いのか一一医療専門化と国家・ジェンダー1
 

・A
M
K
F

者
一
二

表
一
雄

代一究
一
間

研
一
村

400 アフリカの農業開発における社会文化的制度的要因 日本の教訓を踏まえて教授真人丸山

400 医学と人類学一明治期日本におけるドイツ医学と日本の植民地支配教授容孝市野川

1，200 力11齢と運動が単一巡動単位活動と大脳皮質:迎動野の機能に与える影響教授公孝中i事

研究種目

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

特別研究員

奨励費

420 

421 

422 

423 

平成21年1月l日~平成21年12月31日

配分額(千円)

972 

972 

486 

1，223，601 合計

※配分額は、平成21年度交付決定額(直接経費)

研究課題名

文法の~意性の限界をめぐって

人類の文化的多様性に関する進化生態学的研究

戦後エレクトロニクス産業史における技術移転の分析

中江兆民哲学におけるフランス思想の再発見

職名

准教授

教授

教授

准教授

研究代表者

大場毒夫

長鈴川寿一

橋本毅彦

中島隆博

研究種目

調査研究費

調査研究費

調査研究費

調査研究費

2 

3 
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2009 (平成21)年科学研究費補助金

0平成21年度新規・継続研究課題 平成21年4月1日~平成21年12月31日

件 千円

総件数 423 1，223，601 

内訳

特別推進研究 2 358，600 

特定領域研究 22 94，700 

基盤研究(5) 4 72，100 

基盤研究(A) 17 131，500 

基盤研究(B) 51 188，700 

基盤研究(C) 54 56，300 

挑戦的萌芽研究 8 12，500 

若手研究(A) 9 58，347 

若手研究(B) 37 46，336 

若手研究(スタートアップ) 8 7，060 

研究成果公開促進費 5 10，600 

新学術領域研究 11 51，600 

特別研究員奨励費 195 135，258 

(教員のみ) 228 1，088，343 

※配分額は、平成21年度交付決定額(直接経費)



平成21年4Jll日~平成21年12月31日

配分額(千円)

研究拠点形成費補助金

.グローパルCOEプログラムO平成21年度新規・継続研究課題

拠点リーダー 職名 プログラム名称

小林 康夫 教授 共生のための同際哲学教育研究センター

2009 (平成21)年
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※配分額は、平成21年度交付決定額(直接経費)



品い
w
h恥 2009 (平成21)年厚生労働科学研究費補助金

主任研究者 職名

平成21年4月1日~平成21年12月31日

交付額(千円)

20，000 

12，000 

9，450 

合計 41， 450 

2 

3 

松田 良一 准教授

石浦章一 教授

久保 問 俊 一 郎 教 授

研究課題

新規リードスルー惹起物質によるナンセンス変異型筋疾患治療のための前臨床試験

スプライシングを利用した筋強直性ジストロフィーの治療

磁界の生体への影響とその機構の解明

※配分額は、すべて平成21年度交付決定額(間接経費なし)



寄附金2009 (平成21)年

平成21年I月1日~平成21年12月31日

て1
レシ」

・計
H
M

一追一の
，
一
金

M
一基

イ
一
回

タ
一
柴

日常生活における下肢筋力の余裕度評価法の開発

「細胞・器官制御講座(和光純薬工業株式会社)J寄付講座

有機化学研究に関する寄附

附属教養教育開発機構「教養教育への囲碁の活用」寄附研究部門

附属教養教育開発機構「教養教育への囲碁の活用」寄附研究部門

寄付研究部門「教養教育社会連携(ベネッセコーポレーション)J研究部門

「中皮腫予防・治療法開発講座(ニチアス株式会社)J寄付講座

クロスカントリースキーのバイオメカニクス研究

吉 岡 伸 輔

池 内 昌 彦

木 畑 洋 一

浅島誠

尾中篤

小島憲道

小島憲道

小島憲道

久保田俊一郎

石 浦 章 一

吉 岡 伸 輔

山影進

憲道

勾
一
紙
一
腕
一
進

故
一
一
町
一
桝
一
峨 東京大学教養学部第二グランドにホッケー用人工芝敷設のため

岐阜県と周辺地域の水循環に関する研究

東京大学教養学部第二グランドにホッケー用人工芝敷設のため

4
4
調
覇
軍
M

丈人

聡子

進

j青野

山影

フレキシザイムを用いた特殊ペプチドの銅訳合成

汽水域捷水路化十年後の土砂管理・希少生物生息地保全・モニタリング・官学

民協働の課題と展望

生物多様性を維持する機構としての表現型可塑性の役割:プランクトンを用い

た実験的研究

「哲学とジェンダー」研究のための資金

優先的ホルモン分泌反応を制御する因子の!日j定と機能解析

明治・大正期日本における美術行政の成立と展開に関する研究ー黒田清輝・岩

村透・森鴎外を中心に

村上裕

i青野聡子

職名

研究科長

・学部長

特任研究員

教授

センター長

特任教授

教授

学部長

学部長

学部長

教授

教授

特任研究員

研究科長

.学部長

センター長

特任講師

教授

研究科長

・学部長

助教

研究科長

・学部長

准教授

助教

金額

圃
)

一金一基
一
回一柴

圃
(

一之-倉

者一附
一
谷

寄
一
園 300.0∞ 

2.0∞.000 

200.∞0 

15.410.000 

40.000.000 

200.000 

4.750.000 

4.250.000 

55.000.000 

40.∞0.000 

1.000.000 

1.800.000 

1.329.715 

物質科学研究所

財団法人上原記念生命科学財団

岡山大麦ゲノムテクノロジー株式会社

ドイツ学術交流会

和光純薬工業株式会社

日産化学工業株式会社

財団法人日本棋院

株式会社日能研

株式会社ベネッセコーポレーション

ニチアス株式会社

田辺三菱製薬株式会社

財団法人ヤマハ発動機スポーツ振興財団

財団法人東京高等学校同窓会

2 

5 

6 

7 

8 

9 

3 

4 

10 

11 

12 

100.0∞ 
1， 500. 000 

78.000 

20.000.000 

財団法人アメリカ研究振興会

新日本製織株式会社

橋本毅彦

学士ホッケークラブ(東京大学ホッケ一部OB会)

13 

14 

15 

16 

400.000 

5.0∞.0∞ 
財団法人リバーフロント整備センター

東京大学ラクロス部OBOG会

17 

18 

500.0∞ 
600.000 

裕(財団法人内藤記念科学振興財団)

聡子(財団法人河川環境管理財団)

村上

清野

19 

20 

21 

吉田

北 川 東 子

坪井 貴 司

今橋映子

准教授

教授

准教授

准教授

4.700.∞o 

1.000.000 

5.α肌∞o
1.0∞，∞o 

丈人(財団法人中島記念国際交流財団)

東子

貴司(財団法人中島記念国際交流財団)

映子(財間法人稲盛財団)

吉田

制
一
問
一
繍

22 

23 

25 

24 



寄附者 金額 職名 氏名 タイトル

26 伊規須 素子(財団法人日本科学協会) 450.∞0 特任研究員 伊規須 素子 顕微赤外分光法を用いた先カンプリア時代微化石生物種分類の試み

27 財団法人微生物化学研究会 2.250.000 准教授 松 田 良 一

28 関根康介(財団法人日本科学協会) 650.000 特 任 助 教 関 根 康 介 紅藻Cyanidioschyzon merolae亜硫酸還苅酵素相同タンパク質の碁質特異性決定

機構の研究

29 植田一博(財団法人東レ科学振興会) 1.500.∞o 准教授 植田一博 人間らしい動きの科学的解明:文楽人形の解析を通して

30 株式会社ケムコ 3.000.000 教授 川戸伎

31 斎藤慈子(財団法人稲盛財団) 1.000.000 助教 斎藤 慈 子 ネコにおける社会的知性

32 財団法人日産科学振興財団 5.330.000 准教授 村 上 郁 也 人と機械の自然な共生を目指す認知科学研究:楽しく安全なクルマ生活のため

33 ドイツ学術交流会 7.745.∞0 センター長山影進

34 大塚製薬株式会社 1.000.000 教授 石井直方 加圧筋力トレーニングが筋肉並びに中枢神経系に及ぼす影響

35 第一三共株式会社 2.000.000 教授 黒田玲子 DNAと薬物の相互作用の分子レベルでの研究

36 株式会社日立製作所 100.∞o 教授 松尾基之

37 久二野村水産株式会社 1.∞0.0∞ 助教 1青野聡子 長期持続可能な定置網漁業の模索と沿岸環境保全の研究

38 財団法人村田学術振興財団 210.000 特任研究員梶原優介 国際計測連合第四回世界大会海外派遣援助のため

39 神保字嗣(財団法人藤原ナチュラルヒストリー振興財 600.000 特任研究員神保字嗣 南西諸島およびその周辺で種分化した鱗麹類の分類と生物地理:ハマキガ類を

団) 例として

40 豪日交流基金 1.804.898 センター長古矢旬 アメリカ太平洋地域研究センターにおけるオーストラリア客員教授への給与不

足分補填のため

41 財団法人国土地理協会 858.000 助教 新 井 祥 穂 オーラル・ヒストリーを用いた水のガパナンス構築に向けた地理学的研究

42 Human Frontier Science Program Organization 12.771.000 准教授 j峯井哲

43 メデイカル・サイエンス・テクノロジーズ株式会社 11.000.000 教授 石 井 直 方 組織可塑性科学寄附講座

44 株式会社アリギス 9.000.000 教授 石 井 直 方 組織可塑性科学寄附講座

45 特定非営利活動法人 日中体育環境教育整備協会 300.000 准教授 渡 曾 公 治

46 三浦篤(美術博物館) 25.431 委員長 三浦篤

47 フットマーク株式会社 1.000.000 准教授 渡 曾 公 治

48 菊池慎一 10.000.000 研究科長山影進 総合文化研究科・教養学部における学生奨学金

-学部長

49 ドイツ学術交流会 8.099.375 センター長 山 影 進

50 一高同窓会 3.000.000 研 究 科 長 山 影 進 一高モニユメント建設資金として

-学部長

51 株式会社山凹養焼場 1.3∞，∞o 助教 木 本 哲 也

52 株式会社ナックイメージテクノロジー 2.400.000 准教授 深 代 千 之

53 株式会社サトウスポーツプラザ 3.∞0.000 教授 石 井 直 方

54 佐藤 守俊(財団法人ニ菱財団) 2.500.000 准教授 佐藤守俊 疾怠細胞の選択的ターゲテイングとその機能市IJ御を実現する分子プロープ

55 積水化学工業株式会社 2.000.000 教授 太H1 邦史 「積水化学 自然に学ぶものづくり」研究助成プログラムによる助成金

56 財団法人アメリカ研究振興会 3.623.990 センター長古矢旬



タイトル

アメリカ太平洋地域研究センターにおけるオーストラリア客員教授の着任費用

のため

東京大学教養学部で開催する薪能等のため

職名

センター長

金額寄附者

豪日交流基金 旬158，856 57 

進

憲道

映子

山影

小島

今橋

研究科長

・学部長

教授

准教授

600，000 

1， 000， 000 

700，000 

東京大学駒場薪能実行委員会

憲道

陣Jc子(財I司法人三菱財同)

小島

今橋

58 

59 

明治・大正期日本における美術行政の成立と展開に関する研究 熱田清輝・岩

村透・森鴎外を中心に

16-18世紀の文献資料による襖門言語史の構築

岩木川流域の環境の変遷および地域社会との関わりに関する研究

干守川 雅之

i青野聡子

見隆英

八川秀雄

山影進

脳海馬の神経の記憶機能に及ぼす環境ホルモンBPA等の影響

葉緑体分裂開始因子FtsZのライブイメージング解析

「中皮腫予防・治療法開発講座(ニチアス株式会社)J寄付講座のため

斎藤文子

久保田俊一郎

川戸佳

小 寺 彰

松 尾 基 之

藤 原 誠

久保田俊一郎

准教授

助教

助教

准教授

研究科長

・学部長

准教授

教授

教授

教授

教授

助教

教授

300，000 

1，550，000 

10，723，200 

250，000 

1，975，082 

吉川 雅之(財団法人三菱財川)

財団法人リバーフロント整備センター

Human Frontier Science Program Organization 

ピューラック・ジャパン株式会社

イタリア文化会館

60 

63 

64 

61 

62 
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72 

234，960 

1，800，000 

2，300，000 

500，000 

100，000 

500，000 

40，000，000 

368，327，507 

株式会社朝日出版社

久保 田俊一郎

公益財問法人住友財団

株式会社エヌ・テイ・テイ・ドコモ

株式会社日立製作所

財団法人農芸化学研究奨励会

ニチアス株式会社

65 

66 

67 

68 

69 

70 

71 

ぷ為でき~.
仁] 111 



2009 (平成21)年寄附金(数理科学研究科)

平成21年1月l日~平成21年12月31日

寄附者 金額 職 名前 研究テーマ

公益財団法人住友財団 500，∞o 准教授 緒 方 芳 子 量子系における大偏差原理に基づいた統計力学の研究

2 九州大学 149，062 准教授 緒 方 芳 子 緒方芳子准教授の異動による移換えのため

3 BNPパリパ証券東京支庖 30，∞0，∞0 教授 楠岡 成 雄 「ファイナンス数理 (BNPパリパ証券)寄付講座」のため

合計 30，649，062 



受託研究

16，500，0∞ 
510，000 

タイト)(.，

人文社会科学における大学院教育の闘際化のためのH独共同教育体制の整備

脳と心のイリュージョン・ラボ きみの認知をぶつこわすひらめきカときめき心

理学

科学技術インタープリター養成プログラム

情報発信体制の整備とプロジェクトの総合的推進

ネッタイツメガエルの収集・保存・提供

テラヘルツ検出器と顕微鏡の開拓

鉄ニクタイド系超伝導体の薄膜を用いた高周波スペクトロスコピーとその応用

蛋白質工学的手法による細胞内環境の計浪u

セミインタクト細胞を用いた蛋白質の一生のuJ視化解析

形態形成を引き起こす力学過程の解明:分子・細胞・組織をつなぐ

サラブレッドの乳酸代謝および乳殿輸送担体に関する研究(2)

テトラヒメナ組換え体とクライオ電子顕微鏡法を用いた繊毛の構造研究

脂質メッセンジャーの革新的可視化計測を実現する分子プロープの創製と展開

国際協力における海外ボランテイア活動の有効性の検証

NEDO新環境エネルギー創成特別部門

社会的影響の観点から見た神経科学研究

タンパク質の高速分子育稀を基盤技術とする先端バイオ産業の創出

ICTによる安全・安心を実現するためのテラヘルツ波技術の研究開発

市民と研究者が協働する東シナ海沿岸における海岸漂流ゴミ予報実験

iPS細胞等幹細胞産業応用促進基盤技術開発

小胞輸送を制御するタンパク質複合体の構造機能解析

XFEL生体単粒子解析実験技術の整備と高度化

ヒトiPS細胞等を用いた次世代遺伝子・細胞治療法の開発

可視化分子追跡，セミインタクト細胞

平成21年1月1H-平成21年12月31日

金額職名

教授

准教授一一一一一

2009 (平成21)年

委託団体

独立行政法人日本学術振興会

独立行政法人日本学術振興会

61， 479， 999 

19，000，000 

4，∞0，000 
76，531，000 

15，340，000 

13，975，000 

15，223，000 

4，030，000 

2，000，000 

9，498，000 

18，600，000 

2，500，000 

34，623，050 

6，801， 600 

26，499，999 

1，039，500 

12，512，000 

81， 293， 750 

7，300，000 

2，200，000 

45，972，683 

17，692，000 

蹴
一
縦
一
…
一
蹴
一
概
一
関
一
服
一
服
一
書
一
問
一
蹴
一
概
一
縦
一
服
一
耕
一
醐
一
服
一
関
一
品
一
蹴

黒 田 玲 子

伊藤元己

浅島誠

小宮山進

前 田 京 剛

若 杉 桂 輔

加l納 ふ み

石原秀至

八 回 秀 雄

豊 島 陽 子

佐藤守俊

遠 藤 貢

山本泰

信原幸弘

太 田 手11史

小宮山進

清野聡子

村田昌之

佐藤健

真船文隆

大沼 j青

村田品之

ヰ
劃
謝
意
N

准教授

教授

福井県三方湖の自然再生に向けたウナギとコイ科魚類を指標とした総合的環境研究

効率の良いエキソンスキッピングを用いた筋強直性ジストロフィー症状改善法の

開発

ネガマイシン及びその類似化合物によるリードスルー機構の解明

アルツハイマー病経口ワクチンのための植物由来天然物アジュパントの開発

16，123，127 

2，000，000 

准教授

教授

吉田

石浦

塩田邦

文部科学省

文部科学省

文部科学省

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人科学技術振興機構

日本中央競馬会 競走馬総合研究所

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人医薬基態研究所

社団法人青年海外協力協会

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

独立行政法人科学技術振興機構

財団法人埼玉県中小企業振興公社

独立行政法人情報通信研究機構

愛媛大学(環境省)

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

文部科学省

文部科学省

文部科学省(医科研 中内啓光)

独立行政法人医薬基盤研究所(農学生命科学

郎)

環境省総合環境政策局

国立精神・神経センター

2 

5 

10 

20 

21 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

22 

23 

12 

13 

11 

6 

7 

8 

9 

3 

4 

24 

25 

2，000，000 

2，500，000 
一一

良
一
章

国立精神・神経センター 松田

独立行政法人科学技術振興機構(イノベーション岩手)石浦

26 

27 

28 



委託団体 受託担当者 職名 金額 タイト;j，

29 株式会社富士通研究所 玉井哲雄 教授 1，000，000 ソフトウェアの高信頼化に関する研究

30 独立行政法人産業技術総合研究所 小島憲道 教授 898，721 高性能リチウムイオン2次電池用正極材料における電子状態の詳細解析

31 大正製薬株式会社 人間秀雄 准教授 2，600，000 運動時の糖代謝に関する研究

32 長崎県対馬市 山 本 光 夫 特任講師 650，000 長崎県対馬市沿岸海域の磯焼けに関する研究

33 独立行政法人科学技術振興機構 若本祐一 准教授 17，550，000 バクテリアのパーシスタンス現象と原始的な表現型適応

34 独立行政法人科学技術振興機構 吉田丈人 准教授 4，330，300 生態と適応のフィードパック関係における新たな展開

35 独立行政法人放射線医学総合研究所(独立行政法人科漉谷 憲悟 助教 1， 950， 000 革新的PET用3次元放射線検出器の開発

学技術振興機構)

36 大阪大学(株式会社三菱総合研究所) 後 藤 則 行 教授 2，606，269 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分析・評価するための経済モデル

の作成

37 独立行政法人科学技術振興機構 豊田太郎 講師 5，915，000 分子デザインによるリピッド・ワールドの創発

38 独立行政法人科学技術振興機構 太 田 邦 史 教授 3，887，000 大規模ゲノムDNA再編システムを用いた生物機能の改良

39 独立行政法人科学技術振興機構 丸 山 康 司 特任准教授 804，700 地域再生可能エネルギー開発アクター調査

40 株式会社リパネス 山科直子 特任教授 2，814，∞o 産業界のニーズに則した産業技術コミュニケーターの育成プロジェクト

合計 562，750，698 



受託研究(数理科学研究科)2009 (平成21)年

平成21年J}JI日~平成21年12月31日

タイトル

ウェープレットフレームを用いた視覚の数理モデル

確率過程の統計推測法の基礎理論およびその実装

数学・数理科学と他分野の連携・協力の推進に関する調査・検討~第4期科学技術

基本計画の検討に向けて~

AIDSワクチン開発への理論的介入-SHIV感染実験と数理モデルー

金額

4.973.800 

17.420.000 

4.170.986 

腕
一
蹴
一
縦
一
蹴一一一一一一一

委託団体

独立行政法人科学技術振興機構

独立行政法人科学技術振興機構

文部科学省

2 

3 

2
E暗
君
N

寿 4.550.000 

31， ll4. 786 

准教授

合計

稲葉独立行政法人科学技術振興機構4 



I~ 2009(SJl成2伴共同研究

平成21年l月1日~平成21年12月31日

委誕団体 受託担当者 職名 金額 タイトJレ

フイールファイン株式会社 石井直方 教授 1，2∞.0∞ TAに基づいた運動プログラムの開発

2 久光製薬株式会社 浅島誠 特任教授 6.0∞.0∞ マウスなどの皮膚に発現する遺伝子の機能解析

3 独立行政法人産業技術総合研究所 浅島誠 特任教授 O 微小重力環境における両生類培養細胞株の培養実験

4 株式会社ドコモ 須藤和夫 教授 3.日0.000 分子モーターを利用した分子伝送に関する研究

5 株式会社法学館 佐藤安信 教授 20.∞0.000 研究と実践をつなぐ難民・移民に関するデータペース (CDR)の開発

6 独立行政法人科学技術振興機構 黒 田 玲 子 教授 13.818.∞o カイロモルフォロジー基盤技術開発研究

7 独立行政法人科学技術振興機構 金 子 邦 彦 教授 4.200.∞o 生命システムの可塑性の理論

8 株式会社コンポン研究所 真船文隆 准教授 3.150.∞o 金クフスターの局所高温高圧場を利用した化学反応の解明および多冗素クラスタ

ーへの展開

9 トヨタ自動車株式会社 真船文隆 准教授 9.863.71∞ コンピナトリアルケミストリーによる合金クラスターの反応性の超高音速分解

10 株式会社量豊田中央研究所 豊 島 陽 子 教授 。生体分子モータの配向・配列固定化法の開発

11 株式会社日立製作所 松回良一 准教授 。光トポグラフィを用いた認知心理学的研究

12 キリンホールデイングス株式会社 渡漫雄一郎教授 6.050.0∞ 「食」を考えるキリン・東大パートナーシッププログラム

13 塩野義製薬株式会社 佐藤守俊 准教授 7.260.∞o 新規分子プロープの開発およびその創造への応用

14 株式会社エコ・グリーン 山本光夫 特任講鮒 1.575.000 森と川と海のつながりに着目した鉄分供給と藻場再生の関係性とC02固定量評価

15 株式会社KDDl研究所 木 村 忠 正 准教授 1，000.0∞ 通信サーピスにおけるユーザの行動調査およぴ行動モデル構築のための分析手法

の検討

16 独立行政法人産業技術総合研究所 佐藤守俊 准教授 。生体内物質のイメージング分析技術に関する研究

17 株式会社博報堂 植田一博 准教授 1.000.000 イノベーターの「知識のフラット化」についての研究

清 水 剛 准教授

18 日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎研川戸 佳 教授 210.000 唾液内オキシトシンの質量分析

究所

19 日本電信電話株式会社コミュニケーション科学基礎研植回 一博 准教授 。自然なコミュニケーションにおける非言語情報の解析

究所

20 株式会社DNAソリューション 陶山明 教授 1.100.∞o DNAインキのオンサイト解析技術の研究

21 味の素株式会社 村越隆之 准教授 1.∞O.∞o 脳内局所周期的自発発火解析法を用いた噌好性形成のメカニズム解明

22 株式会社カイオム・バイオサイエンス 太 田 邦 史 教授 2.625.000 抗原発現細胞を用いた大規模試験管内抗体作成システムの開発

23 株式会社カイオム・バイオサイエンス 太 阿 邦 史 教授 5.250.000 試験管内での完全ヒト抗体医薬品作製システムの開発

24 株式会社豊田中央研究所 太 田 邦 史 教授 。大規模ゲノムDNA再編システムを用いた生物機能の改良

合計 88.801， 7，∞ 



共同研究(数理科学研究科)

委託団体

新日本製織株式曾社

平成21年1月l日~平成21年12月31日

タイトル

「現象の数学」の研究基盤構築のための数学手法の研究

金額

3，0∞，0∞ 
3，0∞，0∞ 

職名

准教授

合計

2009 (平成21)年

4
4
E
曜
講
N

1 



2009 (平成21)年度の役職者

研究科長・学部長および専攻・系長・学科長

研究科長・学部長 山影 進 広報委員会 中津英雄

副研究科長・副学部長(評議員) 木村秀 雄 情報基盤委員会 山口 泰

副研究科長・副学部長 嶋田正和 ネットワーク専門委員会 小川桂一郎

副研究科長・副学部長(事務部長) 佐藤紀志雄 情報セキュリティ委員会 木村秀雄

研究科長特任補佐 加 藤 道夫 情報教育棟専門委員会 山口和紀

山口 泰 教育研究評価委員会 遠藤泰樹

古城佳 子 図書委員会 鍛治哲郎

永田 敬 学生委員会 野矢茂樹

木村忠正 平成21年9月まで

尾中 篤 金久博昭

矢 口 祐人 平成21年10月から

研究科長顧問 小寺 彰 三鷹国際学生宿舎運営委員会 三谷 博

黒 田 玲子 平成21年9月まで

長谷川書ー 信原幸弘

刈間文 俊 平成21年10月から

総長補佐 深代千之 建設委員会 嶋田正和

研究科長・学部長補佐 真 船 文隆 教養学部報委員会 山脇直司

加藤恒昭 社会連携委員会 下井 守
平成21年9月30日まで 環境委員会 池内昌彦

高橋英海 知的財産室 小宮山進

平成21年10月l日から 共用スペース運用委員会 山影 進

言語情報科学専攻長 丹治 愛 研究棟管理運営委員会 浦 雅春

超域文化科学専攻長 松 浦 寿輝 国際連携委員会 木村秀雄

地域文化研究専攻長 遠 藤 泰生 国際交流・留学生委員会 後藤則行

国際社会科学専攻長 酒井哲哉 駒場インターナショナルオフィス運営委員会 徳盛 誠

広域科学専攻長 石浦章一 防災委員会 山影 進

生命環境科学系長 陶山 明 奨学委員会 金子邦彦

平成21年8月31日まで 初年次活動プログラム運営員会 嶋田正和

川戸 佳 学生相談協議会 丹 野義彦

平成21年9月1日から 進学情報センター運営委員会 真船文隆

相関基礎科学系長 松井哲男 平成21年9月まで

広域システム科学系長 山口 泰 鹿毛利枝子

超域文化科学科長 木村忠 正 平成21年10月から

地域文化研究学科長 石田勇治 学生相談所運営委員会 丹野義彦

総合社会科学科長 内 田 隆三 ハラスメントに関する相談員 山影 進

基礎科学科長 遠藤泰樹 教養教育開発室運営委員会 永田 敬

広域科学科長 松原 宏 放射線安全委員会 渡漫雄一郎

生命・認知科学科長 村 田 昌之 放射線施設運営委員会 太田邦史

核燃料物質調査委員会 石浦章一

ヒトを対象とした実験研究に関する倫理審査委員会

総合文化研究科・教養学部内の各種委員長・議長・代表など 金久博昭

遺伝子組換え生物等実験安全委員会 久保田俊一郎

総務委員会 山影 進 実験動物委員会 松田良一

前期運営委員会 山影 進 研究用微生物委員会 村田昌之

前期教務電算委員会 増田 茂 化学物質安全管理委員会 尾中 篤

後期運営委員会 松原 宏 石綿問題委員会 嶋田正和

総合文化研究科教育会議 山口 泰 学友会評議員 玉井哲雄

教務委員会 増田 茂 文化施設運営委員会 加 藤道夫

財務委員会 木村秀雄 美術博物館委員会 三浦 篤

教育研究経費委員会 田尻三千夫 自然科学博物館委員会 伊 藤元己

入試委員会 豊島陽子 学際交流ホール運営委員会 岩佐鉄男

444 



付属貴科2

オルガン委員会 吉岡大二郎 宇宙地球 磯 崎 行雄

ピアノ委員会 小川桂一郎 相関自然 遠 藤 泰樹

TA委員会 嶋田正和 スポーツ・身体運動 久保田俊一郎

アメリカ太平洋地域研究センター運営委員会 古矢 旬 外国語委員会委員長 西 中 村浩

共通技術室運営委員会 小宮山進 人文科学委員会委員長 高 橋哲哉

情報倫理審査会 山影 進 社会科学委員会委員長 松原隆一郎

駒場ファカルテイハウス運営委員会 山影 進 前期課程数学委員会委員長 吉田朋広

男女共同参画支援委員会 蜂巣 泉

駒場地区衛生委員会 山影 進

駒場地区苦情処理委員会 山影 進 センターなど

アメリカ太平洋地域研究センター

部会主任およびその他の前期教育担当グル プ責任者 センター長 古矢 旬

教養教育開発機構

英語 菅原克也 機構長(学部長) 山影 進

ドイツ語 相i宰 隆 ドイツ・ヨーロッパ研究センター

フランス5苦・イタリア語 増凹一夫 センター長 山影 進

中国語・朝鮮語 村田雄二郎 複雑系生命システム研究センター

ロシア語 西 中 村 浩 センター長 金子邦彦

スペイン語 石橋 純 生命科学構造化センター

古典語・地中海諸言語 杉田英明 センター長 石 浦 章一

法・政治 小寺 彰 進化認知科学研究センター

経済・統計 松原隆一郎 センター長 長谷川毒ー

社会・社会思想史 森 政稔 東アジア・リベラルアーツ・イニシアテイブ

国際関係 中井和夫 イニシアテイプ長 木村秀雄

歴史学 岩本通弥

国文・漢文学 ロパートキャンベル

文化人類学 福島真人 事務部

哲学・科学史 高橋哲哉

心理・教育学 長谷川毒一 事務部長 佐藤紀志雄

人文地理学 荒井良雄 総務課長 木村 久

物理 清水 明 経理課長 武 井和夫

化学 松尾基之 教務課長 山岸 正

生物 伊藤元己 学生支援課長 佐 藤 哲爾

情報・図形 山口和紀 図書課長 市村棲子

44ラ



教養学部の教員(本書掲載分)

[言語情報科学専攻]

氏名 役職 担当・所属 掲載頁

小森陽一 教授 国文・漢文学 203 

野 村剛史 教授 国文・漢文学 262 

伊藤たかね 教授 英語 14う

ウィルソン，プレンダン 教授 英語 152 

エリス俊子 教授 英語 1う8

近 藤安 月子 教授 英語 204 

斎藤兆史 教授 英語 209 

鈴木英夫 教授 英語 227 

丹治愛 教授 英語 241 

中津恒 子 教授 英語 2うl

林文 代 教授 英語 267 

山本 史 郎 教授 英語 309 

ロシター，ポール 教授 英語 317 

青木誠 之 教授 ドイツ語 131 

池田信雄 教授 ドイツ語 138 

鍛 治哲郎 教授 ドイツ語 171 

幸田薫 教授 ドイツ語 194 

田尻ニ千夫 教授 ドイツ語 238 

中i事英雄 教授 ドイツ語 2う2

坂原茂 教授 フランス語 211 

宮 下志朗 教授 フランス語 294 

山田広昭 教授 フランス言苦 308 

湯浅博雄 教授 フランス語 311 

生越直樹 教授 中国語・朝鮮語 166 

楊凱栄 教授 中国語・朝鮮語 311 

西中村浩 教授 ロシア語 2う8

上田博人 教授 スペイン語 lう4

品目悦ー 准教授 国文・漢文学 218 

大堀欝夫 准教授 英語 163 

加藤恒昭 准教授 英語 173 

小林宜子 准教授 英語 201 

諏訪部浩一 准教授 英 圭関五口 229 

武田将明 准教授 英語 237 

田尻芳樹 准教授 英語 238 

田中伸一 准教授 英語 239 

坪井栄治郎 准教授 英語 243 

寺津盾 准教授 英語 24う

康瀬友紀 准教授 英語 271 

藤井聖子 准教授 英語 273 

松本和子 准教授 英語 289 

矢 田部 修一 准教授 英誇 304 

森芳樹 准教授 ドイツ語 300 

日向太郎 准教授 フランス語 269 

星埜守之 准教授 フランス語 278 

松村 剛 准教授 フランス語 289 

岩月純一 准教授 中国語・朝鮮語 150 

小野秀樹 准教授 中国語・朝鮮語 168 

月脚達彦 被教授 中国語・朝鮮語 243 

二ツ井崇 准教授 中国語・朝鮮語 293 

吉川雅之 准教授 中国語・朝鮮語 313 

須 藤佳子 助教 フランス語 228 

西芳実 助教 歴史学 2う7

[超域文化科学専攻]

門脇俊介 教授 哲学・科学史 175 

高橋哲哉 教授 哲学・科学史 233 

野矢茂樹 教授 哲学・科学史 263 

岩本通弥 教授 歴史学 lうI

福島真人 教授 文化人類学 273 

船曳建夫 教授 文化人類学 277 

山 下晋 司 教授 文化人類学 307 
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付属貴科2

氏名 役職 担当・所属 掲lt頁
キャンベル，ロノ〈ート 教授 国文・漢文学 188 

神野志隆光 教授 国文.i英文学 19う

松岡心平 教授 国文・漢文学 286 

二角洋一 教授 国文・漢文学 291 

井上健 教授 英 語ロロ 148 

内 野 儀 教授 英語 15う

菅原克也 教授 英 語ロロ 224 

高田康成 教授 英語 232 

ボチャラリ，ジョン 教授 英語 279 

石光泰夫 教授 ドイツ語 144 

川中子義勝 教授 ドイツ語 180 

北川束子 教授 ドイツ語 183 

局橋宗五 教授 ドイツ語 233 

長木誠司 教授 ドイツ語 242 

岩佐鉄男 教授 フフンス語 IうO

小林康夫 教授 フフンス語 201 

ドゥヴォス，パトリック 教授 フランス515 247 

松浦寿輝 教授 フランス語 28う

ニ浦篤 教授 フフンス語 291 

刈関文俊 教授 中国語・朝鮮語 178 

浦雅春 教授 ロシア言昔 lう6

木村秀雄 教授 スペイン語 187 

棲井英治 准教授 歴史学 212 

木村忠正 准教授 文化人類学 186 

箭内匡 准教授 文化人類学 305 

斎藤希史 准教授 国文・漢文学 208 

河合祥一郎 准教授 英語 178 

佐藤光 准教授 英語 21う

清水晶子 准教授 英語 220 

一俊麻美子 准教授 ドイツ語 14う

大石紀一郎 准教授 ドイツ語 160 

ゴチェフスキ，ヘルマン 准教授 ドイツ語 197 

田 中 純 准教授 ドイツ語 239 

今橋映子 准教授 フランス語 149 

寺田寅彦 准教授 フランス語 246 

伊藤徳也 准教授 中国語・朝鮮語 146 

中島隆博 准教授 中国語・朝鮮語 2う2

アルヴェスペレイラ，ホナン 客員准教授 325 

渡遁日日 講師 ロシアEff 320 

徳盛誠 講師 留学生相談室 247 

飯嶋裕治 助教 哲学・科学史 136 

松目。 もゆる 助教 文化人類学 288 

折茂克哉 助教 169 

[地域文化研究専攻]

柴宜弘 教授 歴史学 218 

古田冗夫 教授 歴史学 278 

二谷博 教授 歴史学 292 

本村凌ー 教授 歴史学 299 

山内昌之 教授 歴史学 305 

黒住員 教授 国文・漢文学 192 

能登路雅子 教授 英語 261 

ホーンズ，シーラアン 教授 英語 279 

相i宰隆 教授 ドイツ語 130 

足立信彦 教授 ドイツ語 132 

石田勇治 教授 ドイツ語 141 

池上俊一 教授 フランス語 137 

石井洋一郎 教授 フランス語 140 

鈴木啓一 教授 フランス誇 226 

増田一夫 教授 フランス語 282 

代田智明 教授 中国語・朝鮮語 224 
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氏名 役職 担当・所属 掲載頁

村 田雄一郎 教授 中国語・朝鮮語 298 

若 林正丈 教授 中国語・朝鮮語 318 

安 岡治子 教授 ロシア語 303 

高橋均 教授 スペイン語 235 

杉田英明 教授 古典語・地中海諸言語 225 

佐 藤安信 教授 法・政治 217 

中井和 夫 教授 国際関係 2うO

井坂理穂 准教授 歴史学 138 

外村大 准教授 歴史学 248 

長谷川博子 准教授 歴史学 26う

アルヴイ なほ子 准教授 英語 136 

高 橋英海 准教授 英語 234 

中尾まさみ 准教授 英語 2うO

西 川杉子 准教授 英語 2う7

矢口祐 人 准教授 英語 303 

森井裕 一 准教授 ドイツ語 301 

原和之 准教授 フランス語 267 

村松虞理子 准教授 フランス語 299 

森山 工 准教授 フフンス語 302 

石井 剛 准教授 中国語・朝鮮語 139 

谷垣真理子 准教授 中国語・朝鮮語 240 

田原史起 准教授 中国語・朝鮮語 240 

網野徹哉 准教授 スペイン語 133 

石橋純 准教授 スペイン語 142 

斉藤文子 准教授 スペイン語 20ラ

竹村文彦 准教授 スペイン語 238 

木宮正史 准教授 法・政治 18う

和田毅 准教授 社会 319 

君康道 講師 AIKOM 184 

野 村史織 助教 英語 262 

坂本さやか 助教 フフンス語 212 

[国際社会科学専攻]

瀬地山 角 教授 中国語・朝鮮語 231 

後藤春美 教授 英語 199 

大越義久 教授 法・政治 161 

小寺彰 教授 法・政治 198 

高橋直樹 教授 法・政治 234 

早川員一郎 教授 法・政治 266 

荒巻健一 教授 経済・統計 13う

佐藤俊樹 教授 経済・統計 215 

中西 徹 教授 経済・統計 2う4

松 原隆一郎 教授 経済・統計 288 

丸山真人 教授 経済・統計 290 

市野川容孝 教授 社会・社会思想史 14う

内田隆ニ 教授 社会・社会思想史 lうう

森政稔 教授 社会・社会思想史 300 

山本 泰 教授 社会・社会思想史 310 

山脇直司 教授 社会・社会思想史 310 

旭英昭 教授 国際関係 132 

石田淳 教授 国際関係 141 

遠藤貢 教授 国際関係 lう8

古 城佳子 教授 国際関係 197 

後藤則行 教授 国際関係 198 

酒井哲哉 教授 国際関係 211 

山影 進 教授 国際関係 30ラ

吉川浩民 客員教授 344 

内山融 准教授 法・政治 156 

鹿毛利枝子 准教授 法・政治 170 

西村弓 准教授 法・政治 2ラ9

林知吏 准教授 法・政治 267 
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付属資料2

氏名 役磁 担当・所属 掲蔵頁

清水剛 准教授 経済・統計 221 

鍾 非 准教授 経済・統計 223 

竹野太二 准教授 経済・統計 237 

川 島 真 准教授 国際関係 178 

和仁健太郎 助教 法・政治 322 

井上彰 助教 経済・統計 148 

[広域科学専攻生命環境科学系]

丹野義彦 教授 心理・教育学 242 

長谷川欝一 教授 心理・教育学 264 

川戸佳 教授 物理 179 

陶山明 教授 物理 229 

黒田玲子 教授 化学 193 

村田昌之 教授 化学 298 

池内昌彦 教授 生物 136 

石浦章一 教授 生物 140 

太田邦史 教授 生物 162 

佐藤直樹 教授 生物 21う

和田冗 教授 生物 320 

渡漫雄一郎 教授 生物 321 

須藤和夫 教授 相関自然 227 

豊島陽子 教授 相関自然 248 

石井直方 教授 スポーツ・身体運動 139 

金久博昭 教授 スポーツ・身体運動 176 

久保田俊一郎 教授 スポーツ・身体運動 191 

中津公孝 教授 スポーツ・身体運動 2うl

深代千之 教授 スポーツ・身体運動 272 

青木康展 客員教授 324 

岡ノ谷一夫 客員教授 329 

村上郁也 准教授 心理・教育学 296-
村上裕 准教授 化学 296 

若杉桂輔 准教授 化学 317 

奥野誠 准教授 生物 166 

坪井貴司 准教授 生物 244 

箸本春樹 准教授 生物 264 

松田良一 准教授 生物 287 

道上達男 准教授 生物 292 

佐藤健 准教授 相関自然 214 

八回秀雄 准教授 スポーツ・身体運動 266 

村越隆之 准教授 スポーツ・身体運動 297 

山 田 茂 准教授 スポーツ・身体運動 308 

渡曾公治 准教授 スポーツ・身体運動 321 

小嶋武次 講師 スポーツ・身体運動 196 

斎藤慈子 助教 心理・教育学 205 

木本哲也 助教 物理 187 

庄田耕一郎 助教 物理 223 

加納ふみ 助教 化学 177 

杉山手 助教 化学 226 

関 谷 亮 助教 化学 230 

竹田篤史 助教 生物 236 

成川礼 助教 生物 256 

藤原誠 助教 生物 27う

一井勇人 助教 生物 276 

水津直樹 助教 生物 292 

向井千夏 助教 生物 29ラ

森長真一 助教 生物 302 

山田貴富 助教 生物 308 

枝松正樹 助教 相関自然 1う7

昆降英 助教 相関自然 203 

新井秀明 助教 スポーツ・身体運動 134 

飯野要一 助教 スポーツ・身体運動 136 
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氏名 役職 担当・所属

伊 藤博一 助教 スポーツ・身体運動 146 

工藤和俊 助教 スポーツ・身体運動 190 

久保啓 太郎 助教 スポーツ・身体運動 191 

佐々木一茂 助教 スポーツ・身体運動 213 

千野謙 太郎 助教 スポーツ・身体運動 242 

禰屋光男 助教 スポーツ・身体運動 260 

平工志穂 助教 スポーツ・身体運動 270 

松垣紀子 助教 スポーツ・身体運動 286 

[広域科学専攻相関基礎科学系]

今井知正 教授 哲学・科学史 148 

佐キ木力 教授 哲学・科学史 213 

信原幸弘 教授 哲学・科学史 262 

橋本毅彦 教授 哲学・科学史 263 

村田純一 教授 哲学・科学史 298 

風間洋一 教授 物理 171 

加藤光裕 教授 物理 174 

久我隆弘 教授 物理 189 

園場敦夫 教授 物理 190 

清水 明 教授 物理 221 

松井哲男 教授 物理 284 

山崎泰規 教授 物理 306 

吉岡大一郎 教授 物理 312 

米谷民明 教授 物理 316 

小 川 桂一 郎 教授 化学 16う

尾中篤 教授 化学 168 

下井守 教授 化学 222 

高 塚和夫 教授 化学 232 

永田 敬 教授 化学 254 

増田茂 教授 化学 282 

村田滋 教授 化学 297 

遠藤 泰 樹 教授 相関自然 159 

金子 邦 彦 教授 相関自然 17う

小鳥憲道 教授 相関自然 196 

小宮山進 教授 相関自然 202 

佐々 真一 教授 相関自然 213 

菅原 正 教授 相関自然 224 

氷上 忍 教授 相関自然 268 

前回尽 蹄j 教授 相関自然 280 

青 木慎也 客員教授 323 

一 村信吾 客員教授 327 

斉藤真司 客員教授 331 

石 原孝一 准教授 哲学・科学史 142 

岡本 拓 司 准教授 哲学・科学史 164 

慶 野喜幸 准教授 哲学・科学史 271 

加藤雄介 准教授 物理 174 

菊川芳夫 准教授 物理 183 

斎藤文修 准教授 物理 208 

鳥井寿 夫 准教授 物理 2うO

福 島孝治 准教授 物理 273 

松田恭幸 准教授 物理 287 

内田さやか 准教授 化学 lうラ

錦織紳ー 准教授 化学 2う8

真船文隆 准教授 化学 290 

森田 昭 雄 准教授 化学 301 

酒 井邦嘉 准教授 相関自然 210 

浮井 哲 准教授 相関自然 217 

染回清彦 准教授 相関自然 231 

深津晋 准教授 相関自然 272 

若本祐一 准教授 318 

和田純夫 講師 物理 319 
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付属貴科2

氏名 役職 担当・所属 掲般頁

豊田太郎 講師 相関自然 249 

青木貴稔 助教 物理 130 

大川祐司 助教 物理 161 

黒田直史 助教 物理 193 

堺和光 助教 物理 209 

j柱谷憲悟 助教 物理 219 

鳥居寛之 助教 物理 249 

藤井宏次 助教 物理 274 

築口友紀 助教 物理 293 

吉川豊 助教 物理 314 

青木優 助教 化学 131 

河野泰朗 助教 化学 180 

高橋聡 助教 化学 233 

滝沢進也 効教 化学 236 

中西隆造 助教 化学 2うう

原 田 潤 助教 化学 268 

増井洋一 助教 化学 281 

宮島謙 助教 化学 29う

石原秀至 助教 相関自然 143 

今井良宗 助教 相関自然 149 

榎本真哉 助教 相関自然 157 

岡j畢厚 助教 相関自然 163 

小林未知数 助教 相関自然 200 

近藤隆祐 助教 相関自然 204 

鈴木健太郎 助教 相関自然 226 

住吉吉英 助教 相関自然 228 

中 島 峻 助教 相関自然 2う2

安武裕輔 助教 相関自然 304 

依光朋宏 助教 相関自然 316 

[広域科学専攻広域システム科学系]

荒井良雄 教授 人文地理学 13う

松原宏 教授 人文地理学 288 

池上高志 教授 物理 137 

松尾基之 教授 化学 28ラ

磯崎行雄 教授 宇宙地球 144 

江里口良治 教授 宇宙地球 lう8

伊藤冗己 教授 生物 147 

嶋田正和 教授 生物 220 

安達裕之 教授 情報・図形 133 

加藤道夫 教授 情報・図形 173 

玉井哲雄 教授 情報・図形 241 

丹羽清 教授 情報・図形 2う9

藤垣裕子 教授 情報・図形 27う

山口和紀 教授 情報・図形 306 

山口泰 教授 情報・図形 306 

深津武馬 客員教授 339 

宮 坂 力 客員教授 342 

梶田真 准教授 人文地理学 171 

永田 i享嗣 准教授 人文地理学 2う3

斉藤晴雄 准教授 物理 207 

佐藤守俊 准教授 化学 216 

小河正基 准教授 宇宙地球 16ラ

小宮剛 准教授 宇宙地球 201 

蜂巣泉 准教授 宇宙地球 265 

増田建 准教授 生物 282 

吉田丈人 准教授 生物 315 

植田一博 准教授 情報・図形 153 

金井崇 准教授 情報・図形 17ラ

中村政隆 准教授 情報・図形 2ラ6

開 一 夫 准教授 情報・図形 270 

451 



氏名 役職 担当・所属 掲載頁

増原 英彦 准教授 情報・図形 283 

横山ゆりか 准教授 情報・凶形 312 

新井祥穂 劫教 人文地理学 133 

小豆川勝 見 助教 化学 222 

角和善隆 助教 宇宙地球 170 

i青野聡子 助教 宇宙地球 230 

土井 靖生 助教 宇宙地球 246 

吉田慎一郎 助教 宇宙地球 314 

柴尾 H青信 助教 生物 218 

柏原 賢一 助教 情報・図形 172 

金子 知適 助教 情報・阿形 176 

船渡 陽子 助教 情報・閃形 277 

阪本 拓 人 助教 国際関係 212 

倉島 治 特任研究員 331 

[数学]

新井 仁之 教授 数理 134 

大島 利雄 教授 数理 161 

岡本和夫 教授 数理 164 

織田 孝幸 教授 数理 167 

片岡 i青臣 教授 数理 172 

i可東泰之 教授 数理 181 

川又雄一 郎 教授 数理 182 

儀我 美一 教授 数理 182 

楠岡 成雄 教授 数理 189 

河野 俊丈 教授 数理 19う

小林 俊行 教授 数理 199 

斎藤 秀司 教授 数理 20う

宮野藤 毅 教授 数理 206 

坪井 俊 教授 数理 244 

寺柚 友秀 教授 数理 24ぅ

時弘哲治 教授 数理 247 

中村周 教授 数理 2うう

野口潤次 郎 教授 数理 260 

舟木 直 久 教授 数理 276 

古田 幹 雄 教授 数理 277 

俣野 博 教授 数理 284 

宮岡 洋一 教授 数理 294 

森田 茂 之 教授 数理 301 

吉田朋広 教授 数理 31う

足助太郎 准教授 数理 132 

一井信吾 准教授 数理 144 

稲葉 寿 准教授 数理 147 

ヴアイス，ゲオグセパスアイアン 准教授 数理 Iラl

ウイロックス，ラルフ 准教授 数理 lう2

緒方 芳 子 准教授 数理 164 

小沢 登 高 准教授 数理 166 

加 藤晃史 准教授 数理 172 

河澄響矢 准教授 数理 179 

北田 均 准教授 数理 184 

今野宏 准教授 数理 204 

斉藤官ー 准教授 数理 207 

斉藤義 久 准教授 数理 209 

坂井秀隆 准教授 数理 211 

志甫淳 准教授 数理 219 

白石 潤 ー 准教授 数理 223 

関口英子 准教授 数理 230 

高木寛通 准教授 数理 232 

高山 茂H青 准教授 数理 23う

4う2



付属貴軒2

氏名 役職 担当・所属 掲載買

辻雄 准教授 数理 243 

寺田至 准教授 数理 246 

長谷川立 准教授 数理 26ラ

林修平 准教授 数理 266 

平地健吾 准教授 数理 270 

細野忍 准教授 数理 279 

松尾厚 准教授 数理 28う

松本久義 准教授 数理 289 

山本昌宏 准教授 数理 309 

吉川謙一 准教授 数理 313 

麻生和彦 助教 数理 132 

[アメリカ太平洋地域研究センター]

遠藤泰生 教授 英語 Iう9

古矢旬 教授 歴史学 278 

ホーキンズ，ゲイ 特任教授 340 

橋川健竜 准教授 英語 263 

岩測祥子 助教 英語 150 

[教養教育開発機構]

兵頭俊夫 教授 物理 269 

瀧川洋一 特任教授 336 

ウィルソン，ノfーナードフランシス 准教授 英語 lうl

ガリー，トーマスキルパーン 准教授 英語 177 

ギルモア，アレクサンダー 准教授 英語 188 

オスヴアルト，ダグマル 准教授 ドイツ語 167 

カウフマン，イングリッド 准教授 ドイツ語 169 

金 東 漢 准教授 中国語・朝鮮語 186 

グラナドス，キロスウリセス 准教授 スペイン語 192 

タプレロ，フランシスコ・ハピエル 准教授 スペイン語 240 

西森年寿 特任准教授 337 

丸山康司 特任准教授 341 

マーロウ，ア一一 特任准教授 341 

林 少 陽 特任准教授 34う

アレン，デイヴイッド 特任講師 325 

飯 田 誠 特任講師 326 

板津木綿子 特任講師 327 

岡田晃枝 特任講師 328 

オデイ，ジョン 特任講師 329 

加藤ダーエフ 特任講師 329 

グルズマン，イェレナ 特任講師 331 

杉之原真子 特任講師 333 

スレード，トピー 特任講師 334 

ボーウェン，マーク 特任講師 340 

ミドルトン，ガイ 特任講師 342 

山本光夫 特任講師 344 

慮建 特任講師 34う

ロビンソン，ピーター 特任講師 345 

和田健 助教 319 

長田洋輔 特任助教 336 

林一雅 特任助教 337 

ヴァセルマン，エストレリタ 外国人教師 347 

コリンズ，クライブスァユアート 外国人教師 347 

ゴルボフスカヤ，リュボーフィ 外国人教師 347 

パジェス，フ'リジ¥yト・マリー 外国人教師 347 

フイスターーストーガ，フランシス 外国人教師 347 

[学生相談所]

石垣琢麿 教授 141 

中島美鈴 助教 2ラ3

松島公望 助教 286 

4う3



氏名 役職 担当・所属 掲載頁

[安全衛生管理室]

野口徹 助教 261 

[ドイツ・ヨーロッパ研究センター1
川喜田敦子 特任准教授 330 

河村 弘祐 特任助教 331 

[科学技術インタープリター養成プログラム1
山科直子 特任教授 343 

[生命科学構造化センター]

柴崎 芳一 特任教授 333 

横川 信隆 特任教授 338 

笹川 昇 特任准教授 332 

高橋秀治 特任准教授 334 

大関 陽子 特任助教 328 

関根康介 特任助教 334 

原本悦和 特任助教 338 

予喜 玲 特任研究員 328 

周如 賛 特任研究員 333 

丹羽伸介 特任研究員 337 

相浮 毅 学術支援職員 323 

ニ守 和彦 学術支援職員 342 

[国際ジャーナリズム寄付講座]

伊熊幹雄 客員教授 326 

森まり子 特任准教授 343 

瀧知 也 特任助教 335 

佃陽 子 特任助教 336 
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付属賢科2

百一一一----..---ー百一一
教養学部の名誉教授 (平成22年1月現在)

嶺卓二 谷嶋喬四郎 鳥海靖 山中桂一

斎藤光 中村得之 池上嘉彦 成田篤彦

多 田 幸 蔵 鳥 居 修 晃 黒田成俊 浅野撤郎

小野健一 伊東俊太郎 筒井若水 小川崎久

玉木英彦 荒井献 二城満稽 保坂 一夫

河原忠彦 I接崎 i原一郎 藤本隆志 福永哲夫

小山弘志 山田晃弘 平 尾 浩 二 園 重 純一

湊秀雄 橋 口 稔 原田尚彦 川口昭彦

磯谷去を 毛 利 秀 雄 山 内 久 明 林利彦

佐藤俊夫 阿 部 龍 蔵 竹内敬人 小林啓一

佐伯彰一 玉最左知夫 勝俣鎮夫 塚 本 明子

居者田 公一 荒木昭太郎 丸山松幸 高野穆一郎

辻理 南原質 西川 勝 イサ11 I告
杉 山 忠 一 戸田基 近藤武 藤井貞和

中村純二 竹 田 晃 木 村 武 二 山本 吉宣

野 村 祐 次 郎 小田島雄志 加藤晴久 大森正之

関楠生 渡進融 坂井祭八郎 高 橋 正征

林俊郎 岩村行雄 岩本振武 松本忠夫

米 川 哲 夫 やjJ品芳夫 務基潔 工 藤 庸子

佐々木泰ニ 岩本文明 折原浩 新田春夫

黒田善雄 畑中信一 中嶋寛之 高村忠 明

小尾信嫡 芳 賀 徹 高辻知義 滝田佳子

小野寺和夫 岸谷倣子 中 村 健一 小 林 寛道

古田東朔 青柳晃一 石川 旦 伊藤 E人

西川治 上野正 戸苅晴彦 義江彰夫

白井道雄 斎 藤 正 彦 田 逃 裕 小牧研一郎

嘉治冗郎 平川祐弘 杉本大一郎 f白井大二郎

江原望 塚 本 健 新川 健三郎 太田浩一

中村隆英 藤井保憲 庄野邦彦 谷 内 達

林周二 渡辺啓 大貫良夫 跡見 j順子

井上忠 上島建吉 見回宗介 浅島誠

鈴木弘 行方昭夫 平野健一郎 川合 慧

伊藤敬一 佐藤 純一 支倉崇晴 石井明

吉田禎吾 川西進 長11崎暢子 竹内 信夫

原正敏 伊豆山健夫 保苅瑞穏 宮 本 久雄

小林 善彦 山崎圭次郎 平j宰冷 馬測 一誠

森本和夫 冨永明夫 島 田 太 郎 岩田 一政

伊藤蕪 蹟 部 達也 河内十郎 福林徹

小島晋治 民隅泰ニ 大西直毅 草 光 俊雄

増田昭二 綿稜邦彦 桜 井 捷 海 恒川恵市

寺i幸芳雄 村上悟 市村- 宗武 山本規

山本明 波港昭夫 久保内端郎 大 貫 陵

福 井 芳 男 危 井 俊 介 吉島茂 杉橋陽一

鹿 取 康 人 宮原信 阿 部 寛 治 鹿児島誠一

長井 善見 i貧困隆士 長尾龍一 大 築 立志

大内昭 土屋 荘次 延居者 民治 友田修司

伊藤隆 渡溢守章 )11本陪嗣 庚松毅

水野幸夫 井村 順一 高 橋 浦 鈴木賢次郎

杉山好 体 回 章 横山正 里 見 大作

藤本 i享雄 新国義之 水谷智洋 岡秀夫

直野敦 小堀桂一郎 中村保夫 白井隆一郎

稲岡耕一 浅 見 俊 雄 大森禰 繁 桝 算男

本間長世 渡溢健 下回弘之 木 畑 洋一

杖下隆英 鈴 木 博 蓮質重彦

千石喬 原田義也 松 野 和 彦

平田久雄 杉 浦 博 永野 二郎
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